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令 和５年 度　 　歳 入 歳 出 決 算 総 括 表一 般 会 計
特 別 会 計

左　　　　の　　　　内　　　　訳
歳　入　歳　出
差　 引　 額
（Ｂ－Ｃ）（Ｄ）

歳 出 決 算 額
（Ｃ）

歳 入 決 算 額
（Ｂ）

予　算　現　額
（Ａ）

 区　　分　
　会　計　名

予算現額と歳出決算額との比較予算現額と歳入
決算額との比較
（Ｂ－Ａ）（Ｅ）

不　 用　 額
（Ａ－Ｃ－Ｆ）（Ｇ）

翌年度繰越額
（Ｆ）

円
２０，９５４，２３１，５４７

円
５４，０１５，４４１，６３４

円
△　５７，６６０，６０７，７５８

円
１７，３０９，０６５，４２３

円
１，０６２，４９９，７０６，２４４

円
１，０７９，８０８，７７１，６６７

円
１，１３７，４６９，３７９，４２５一 般 会 計

２，５３７，６４２７１，０５２，０００△　６９，３７９，０７８４，２１０，５６４２５３，３８９，３５８２５７，５９９，９２２３２６，９７９，０００営 林 事 業

特　

別　

会　

計

１６８，６９５，１９３０６１，４０３，４８７２３０，０９８，６８０３７６，７０５，８０７６０６，８０４，４８７５４５，４０１，０００母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業

７８，１４１，５６４０１５０，６１４，１１７２２８，７５５，６８１７５，６８３，４３６３０４，４３９，１１７１５３，８２５，０００農業改良資金助成事業等

２８０，７８３０２７，１７８，５３１２７，４５９，３１４４９３，０４１，２１７５２０，５００，５３１４９３，３２２，０００中小企業経営基盤強化資金助成事業

１，０７２，０９７，７９６０１，０５０，２２３，７９４２，１２２，３２１，５９０３３，３５２，６３６，２０４３５，４７４，９５７，７９４３４，４２４，７３４，０００収 益 事 業

６６７，０７４０△　６６７，０７４０５１０，９８８，９２６５１０，９８８，９２６５１１，６５６，０００地 域 開 発 事 業

１，０７９０１７，８４７１８，９２６２，７６２，１７３，９２１２，７６２，１９２，８４７２，７６２，１７５，０００公共用地先行取得事業

１，６３８，８５０６８６，０００，０００△　６１６，０９２，２５３７１，５４６，５９７１，９２１，０２１，１５０１，９９２，５６７，７４７２，６０８，６６０，０００港 湾 事 業

４，５３３，５９６０△　４，５３３，５９６０３２４，３８２，０９４，４０４３２４，３８２，０９４，４０４３２４，３８６，６２８，０００公 債 費

２，４８０，５６５，３５８０７９２，４５７，４５１３，２７３，０２２，８０９２２５，４８９，０２４，６４２２２８，７６２，０４７，４５１２２７，９６９，５９０，０００国 民 健 康 保 険 事 業

３，８０９，１５８，９３５７５７，０５２，０００１，３９１，２２３，２２６５，９５７，４３４，１６１５８９，６１６，７５９，０６５５９５，５７４，１９３，２２６５９４，１８２，９７０，０００　小 計　

２４，７６３，３９０，４８２５４，７７２，４９３，６３４△　５６，２６９，３８４，５３２２３，２６６，４９９，５８４１，６５２，１１６，４６５，３０９１，６７５，３８２，９６４，８９３１，７３１，６５２，３４９，４２５　合 計　





一 般 会 計





施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―３―

第２款　総　　務　　費

 １　総務管理費

         １　施策の趣旨等
　海外から留学生を積極的に受け入れ、留学生の知識や経験を地域の国際化・活性化に活か
すため、オール京都で留学生を誘致・支援する。

　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　実　績
　府内の留学生数　　　　　　　　　　　１２，６７０人　　　　　　１３，０５３人
　留学生の就職内定者数　　　　　　　　　　２８０　　　　　　　　　２８１

２　施策の実施状況
茨　留学生スタディ京都ネットワーク事業
　ア　京都留学に関する総合ポータルサイトの運営

　学校情報や生活情報等、京都地域の留学に関する情報を一元化した総合的なポータル
サイト「STUDY KYOTO」を運営した。

　　　対応言語　　　８言語（英語、中国語（簡体字、繁体字）、韓国語、インドネシア語、
　　　　　　　　　　　　　　ベトナム語、タイ語、日本語）
　　　アクセス件数　１６０，４６４件
　イ　留学コーディネータの配置

　京都留学に関する相談・問合せへの対応や関係機関とのコーディネートを実施した。
　ウ　海外向け日本留学フェアでの誘致活動（対面・オンライン）

　関係機関と連携し、現地の学生、教育機関及び留学関連事業者等への京都留学情報の
発信等を行った。

　　　参加国（地域）数　９カ国（地域）
　エ　留学生向けインターンシップの実施
　　　派遣留学生数　２１人　派遣企業数　１４社
　オ　留学生のための住宅情報サイトの運営
　カ　京都ジョブパークでの留学生の就職支援
　　　留学生向け就職・生活相談件数　１，０８２件
　　　就職活動セミナー　開催回数　４９回　　参加留学生数　５４９人
　　　企業交流会　　　　　　〃　　　３７　　　　　　〃　　　　４５６　　参加企業数　１２２社
　キ　首都圏での留学生誘致活動

　関係機関と連携し、首都圏の日本語学校で学ぶ留学生や教職員を対象とした京都進学
説明会等の誘致活動をオンラインで行った。

　ク　留学生ジョブ博の開催（オンライン含む）
　　　参加留学生数　１２９人　参加企業数　４６社

１　一般管理費
（Ｐ７０）

３３４，１７３，０００
（５，６７２，４７３，０００）

２９２，５９４，９３８
（５，５７３，７１６，４９９）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３２，３０９，０００
財 産 収 入
 ５，０００，０００
寄　附　金
 ７８，０１３，０００
繰　入　金
 １，０００，０００
一 般 財 源
 １７６，２７２，９３８

留学生総合支援事業

（ ）
国　際　課
労働政策室
雇用推進課

予算現額及び決算額欄中（　）内の数字は、歳入歳出決算事項別明細書の当該目に係る額を示す。
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　ケ　日本語能力養成研修の実施
　　　受講留学生数　５６人
芋　きょうと留学生宿舎グループ事業
　きょうと留学生オリエンテーションセンター（さつき寮・みずき寮）において、入居留
学生に対する様々な交流支援事業や生活ルールの指導等を行うことにより、日本で自立し
た生活ができるよう支援した。
　　さつき寮（上京区）　　　　　４５室
　　みずき寮（左京区）　　　　　４４

３　執　　行　　額 ２３，９０４，５０７円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　外国人住民に対する生活支援の充実を図り、多文化共生を推進する。

　指標：府内日本語教室の数　目標：３２教室　実績：３１教室

２　施策の実施状況
茨　京都府外国人住民総合相談窓口の運営
　外国人住民に対する生活情報の提供・相談を行う「京都府外国人住民総合相談窓口」を
運営
　　対応言語　２３言語　　相談件数　１，６９０件
芋　府内における日本語教育の総合的な体制づくり
　「地域における日本語教育推進プラン」に基づき、地域における日本語教育の取組を総合
的に推進した。
　ア　日本語教室空白地域における新たな教室の開設支援

　新たな日本語教室を開設するために、地域日本語教育コーディネーターの派遣による
教室運営方法の助言等の支援を実施した。

　イ　市町村、地域日本語教室及び企業等による意見交換会の実施
　地域一体となって日本語教育を支えるため、交流を促進する仕組みづくりとして意見
交換会を実施した。

　ウ　日本語教育の推進に取り組む市町村を支援
　　　補助金交付市町村　１０市町
鰯　「やさしい日本語」活用・普及促進事業
　外国人住民とのコミュニケーション手段として有効な「やさしい日本語」の行政機関で
の活用と府民への普及を促進した。

委託料　１０，０６７，２００円
負担金　　５，０９７，９４４ ）

多文化共生推進事業
（国　際　課）
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　ア　市町村向け研修会
　　　開催回数　２回　参加者数　３５人
　イ　府民向け講習会
　　　開催回数　１回　参加者数　１４人
允　多言語対応推進事業
　外国人住民に対する円滑な窓口対応を推進するため、府庁舎に多言語のオンライン通訳
サービスを導入した。
　　配備台数　　２台

３　執　　行　　額 １４，２３０，３８０円　　　　
 （うち補助金　１２，７８６，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　ウクライナ情勢の影響を受けるウクライナ人に寄り添った支援を実施するため、専用相談
窓口を設置するとともに、ウクライナからの留学生の生活支援等を実施する。

２　施策の実施状況
茨　ウクライナ支援総合相談専用窓口の設置・運営
　外国人住民総合相談窓口内に専用窓口を開設し、ウクライナ人のための生活、住居、教
育、仕事などに関する相談にウクライナ語等の多言語で対応した。
　　相談件数　１３件
芋　ウクライナ人留学生への支援
　大学が実施するウクライナからの留学生の生活支援等に要する経費を助成した。
　　補助件数　１大学　　留学生数　５人

３　執　　行　　額 ５，０１０，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　市町村と連携の下、地域の振興及び府域の均衡ある発展を図るとともに、一人ひとりの夢
や希望が実現できる京都づくりを推進するため、ふるさと納税制度を活用し、広く寄附金を
募る取組を本格的に実施する。

２　施策の実施状況
　寄附者への訴求力を高めるポータルサイトの活用や魅力ある返礼品の企画開発等により、
広く寄附金を募集した。
　京都版市町村連携型ふるさと納税
　寄附実績　３，８０５件　７０，９８３千円

外国人住民緊急支援事
業

（国　際　課）

京都府ふるさと応援推
進費
（総務調整課）
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３　執　　行　　額 ３７，８８９，７８３円　　　　
 （うち委託料　３４，９８５，８０２円）　

       １　施策の趣旨等
　市町村と連携の下、地域の振興及び府域の均衡ある発展を図るとともに、一人ひとりの夢
や希望が実現できる京都づくりを推進するため、ふるさと納税制度を活用し、広く募った寄
附金を府内市町村への支援及び総合計画で掲げる８つのビジョン等に沿った府の事業に活用
するため、京都府ふるさと応援寄附基金に積立てを行う。

２　施策の実施状況
　京都府ふるさと応援寄附基金への積立てを行った。
　令和４年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０円
　執行額（積立金）　　　　　　　　　　　　　　　　７６，０１３，０００
　令和５年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　７０，０００，０００
　※　出納整理期間中に、６，０１３，０００円を積立て

３　執　　行　　額 　７６，０１３，０００円　　　　
 （積立金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「きょうと地域創生府民会議」が地域創生を盛り上げるために実施する「府民交流フェスタ」
の開催支援や「協賛事業」等により、地域創生の機運醸成及び地域力のさらなる推進を図る。

　指標：府民交流フェスタ参加団体数及び参加者数
　　　　参加団体数　　参加者数
　目標：５０団体以上　　１３，０００人
　実績：５８団体　　　　２９，７６０

２　施策の実施状況
茨　「府民交流フェスタ」の開催
　地域創生のさらなる機運醸成のため、府立植物園でのリアル開催とオンライン開催のハ
イブリッド形式で実施
　ア　リアル開催
　　　開 催 日　令和５年１１月３日
　　　場　　所　府立植物園
　　　参加者数　１１，８５３人

ふるさと応援寄附基金
積立金
（総務調整課）

きょうと地域創生活動
推進事業
（文化生活総務課）



―７―

　イ　オンライン開催
　　　開催期間　令和５年１０月１０日～令和６年３月１５日（１５８日間）
　　　参加者（実閲覧者）数　１７，９０７人
　　　総アクセス件数　２６，６４７件
芋　きょうと地域創生府民会議協賛事業
　　府民会議構成団体が実施する地域創生に関するイベントに対する支援　２６団体

３　執　　行　　額 １０，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、だれもが自分らしく生きることのできる共生の京都
府社会の実現を図るため、様々な人権課題に関する啓発・相談等を実施する。

２　施策の実施状況
茨　啓発・相談
　ア　新聞、ラジオ、ホームページなど様々な媒体を通じた啓発・広報

契　憲法週間（５月）、人権強調月間（８月）及び人権週間（１２月）に新聞意見広告や、
学識経験者の解説記事を掲載した。

　　形　民間ラジオ放送において、学識経験者の解説を放送した。
　イ　人権啓発イベントの開催
　　契　世界人権宣言７５周年記念　京都ヒューマンフェスタ２０２３

　トークショー、世界人権宣言７５周年京都アピールの発表、人権擁護啓発ポスターコ
ンクール表彰式、人権啓発イメージソングアニバーサリーライブ等を実施した。

　　　　会　　場　京都市勧業館みやこめっせ
　　　　開 催 日　令和５年１２月９日
　　　　参加者数　約２，８００人
　　形　人権フォーラム２０２３

　「ケアラーの視点から伝えたい～ヤングケアラーと家族への支援」をテーマにパネ
ルディスカッション等を実施し、ラジオで公開生放送を行った。

　　　　会　　場　KBSホール
　　　　開 催 日　令和５年９月９日
　　　　参加者数　約６５０人
　ウ　インターネットモニタリングの実施

　インターネット上の人権侵害に係る効率的なモニタリング手法について研究・試行す
るとともに、研究成果を活用した人権啓発資料を作成した。

　エ　人権問題法律相談（京都府人権リーガルレスキュー隊の設置）
　京都弁護士会と連携し、人権に関する法律相談を実施した。

　　　相談件数　４０件
芋　市町村支援等

人権啓発費
（人権啓発推進室）
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　ア　人権啓発指導者養成研修会の実施
　市町村で人権啓発等を企画・実施する指導的人材を養成するための研修を対面及びリ
モートで実施した。

　　　実 施 日　令和５年８月１８日、令和５年８月２３日、令和５年９月２０日～令和６年１月１２日
　　　参加者数　２０５人
　イ　市町村が実施する人権啓発事業に対する助成

　市町村が実施する人権問題に関する講演会及び研修会等の啓発事業や啓発資料の作成
に対する助成等を実施した。

　　　補助件数　　　　　２６件
　　　補助金額　２３，４９５，０００円

３　執　　行　　額 １０６，４７４，５５９円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　様々な地域団体やボランティア団体等との協働による地域防犯活動を実施し、犯罪のない
まちづくりを総合的に推進する。

　指標：刑法犯認知件数　目標：１５，０００件以下　実績：１１，８８５件（令和５年中）

２　施策の実施状況
茨　ビューティフル・ウィンドウズ運動
　小さな犯罪の芽を摘むことで、大きな犯罪を抑止することを目的とし、地域との協働に
より、花を植えるなどまち全体をきれいにすることで犯罪の起こりにくい環境づくりを
行った。
　　期　　間　令和５年４月２２日～令和６年１月２８日（全２５回）
　　場　　所　府内市街地等
　　協働団体　NPO法人京都割れ窓理論実践委員会他　延べ１１８団体、参加者延べ９５７人
芋　地域安全マップづくり講習会
　子ども達自身が、どのような場所で犯罪が起こりやすいか理解し、犯罪被害を回避する
能力を身に付けるための地域安全マップづくりの講習会を開催した。
　　期　　間　令和５年１０月２５日
　　場　　所　福知山市立成仁小学校
　　参 加 者　９１人
鰯　子ども・地域安全見守り隊支援
　地域住民による自主的な防犯活動に必要な資機材の交付及びボランティア保険の加入に
より子どもの安全確保と地域防犯力の向上を図った。
　　交付団体　地域の子ども見守り隊　　１２６団体

委託料　３８，２０１，９０１円
補助金　４９，５７１，０００ ）

防犯まちづくり推進事
業

（ ）安心・安全まち
づくり推進課
警 察 本 部



―９―

允　府民防犯旬間啓発活動
　犯罪のない安心・安全なまちづくりの機運を醸成するため、府内各地域で広報啓発活動
を実施することで、府民一人ひとりの防犯意識の向上と犯罪を発生させない環境づくりを
推進した。
　　期　　間　令和５年６月１日～７月２０日
　　場　　所　各広域振興局、市町村庁舎、商業施設等４１箇所
　　参 加 者　約８，６００人

３　執　　行　　額 　８，８７２，１１１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都府犯罪被害者等支援条例の制定に伴い、犯罪被害者等への支援の更なる充実を図るた
め、新たな支援体制の構築や支援を行う人材育成など社会全体で犯罪被害者等をサポートす
る環境づくりを図る。

　指標：犯罪被害者等からの相談件数　目標：１，０００件以上　実績：１，３１５件

２　施策の実施状況
茨　ワンストップ支援体制の構築
　公益社団法人京都犯罪被害者支援センターに社会福祉士を配置し、支援内容を関係機関
と協議のうえ、犯罪被害者等に応じた個別具体的な支援計画を策定した。
　　支援調整会議件数　　　　　　６ケース　８回
芋　総合的な被害者支援のための犯罪被害者サポートチームの運用
　　犯罪被害者支援アドバイザーの配置　　　１人
　　相談件数　　　　　　　　　　　　　　　１４件
鰯　公益社団法人京都犯罪被害者支援センターへの助成
　フリーダイヤルによる電話相談や臨床心理士によるカウンセリングに要する経費に対
し、助成した。
　　フリーダイヤル相談件数　　４３７件（うちほくぶ相談室２８件）
　　カウンセリング件数　　　　１５５
允　生活再建支援及び法的援助助成
　犯罪被害者等の経済的負担軽減や生活再建のために必要な転居費用の一部助成を行った。
　　補助件数　５件
印　中高生を対象とした「いのちを考える教室」の開催
　　実績　５回
　　場所　京都聖カタリナ高等学校　他４校

３　執　　行　　額 　１０，２００，５９８円　　　　

 （うち  

犯罪被害者等支援総合
対策事業

（ ）安心・安全まち
づくり推進課

委託料　３，０６３，００８円
補助金　４，６９４，４００ ）
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         １　施策の趣旨等
　現場主義を徹底し、前例にとらわれず、民間団体等と連携して、先進性のある施策提案を
行うとともに、果敢にチャレンジする職員の育成を実施する。

　　　指　標　　　　　実　績
　提案・研究件数　　　　７件（令和４年度指定分２件、令和５年度指定分５件）
　事業化比率　　　　　５０．０％（令和４年度指定分２件中１件）

２　施策の実施状況
　職員が、府政全般に関する課題について、市町村、大学、民間企業やNPO等と連携・協力
し、専門家の意見を踏まえた幅広い視点から、先進事例の調査を実施するなど、その解決策
を研究し、事業化に繋がる思い切った施策提案ができる職員の育成を図った。

３　執　　行　　額 　５，９３８，１９５円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　新行政棟・文化庁移転施設の供用開始に伴い、関連工事及び教育庁等の新行政棟への移転
等を実施する。

２　施策の実施状況
茨　新行政棟・文化庁移転施設供用開始に伴う関連施設整備
　新行政棟・文化庁移転施設供用開始に伴い、エネルギーセンター接続工事や守衛室解体
工事等を実施した。
芋　教育庁等の移転
　仮移転先であった京都産業大学むすびわざ館からの移転等を実施した。

３　執　　行　　額 　４４０，７４２，７３６円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　文化庁の移転を契機に、旧本館を「文化の都・京都」の象徴に相応しい施設に再整備し、
更なる利活用を図る。

２　施策の実施状況
茨　府庁と文化庁の一体的雰囲気を醸成するため、前庭外構工事を実施するとともに、旧本
館内部の美装化を実施した。

２　人事管理費
（Ｐ７０）

６，０００，０００
（２，５１４，１０２，０００）

５，９３８，１９５
（２，４７９，６１５，４５７）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源
 ５，９３８，１９５

ベンチャーチャレンジ
職員育成事業
国　　際　　課
職 員 総 務 課 　　　　　　　 
企 画 統 計 課
地域福祉推進課
警　察　本　部

　
　

兼
献
献
献
献
験

　
　

券
献
献
献
献
鹸

７　財産管理費
（Ｐ７４）

６８７，４６５，０００
（１，９０３，６８９，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ４，０００，０００
新行政棟・文化庁　 　　　　　　　 移転施設整備費

　
　
　
　
　

兼
献
験　
　
　
　
　

　

券
献
鹸　　　　　　　　

５８３，４３１，９６１
（１，６９４，２６８，０１０）
決算額の財源
内訳
国庫補助金
 ６，９０４，０００
寄　附　金
 ２，０００，０００
繰　越　金
 １６，０２３，５８０
府　　　債
 ４９６，０００，０００
一 般 財 源
 ６２，５０４，３８１

新行政棟・文化庁移転
施設整備事業
（府有資産活用課）

委託料　　　　１４，４６６，２６５円
工事請負費　３５７，８３７，２３０ ）

旧本館ルネサンス事業
（府有資産活用課）



―１１―

芋　専門家会議において、重要文化財としての意匠的価値を損なわない耐震補強等の工法を
検討した。

３　執　　行　　額 １４２，６８９，２２５円　　　　

 （うち  

 

         １　施策の趣旨等
　学校や地域の文化施設と連携した小中学生等への「質の高い芸術文化」や「地域文化」を
活かした文化体験機会を提供するとともに全国トップレベルの高校生が京都に集い、日頃の
成果を披露し合い、交流する「全国高校生伝統文化フェスティバル」等を実施する。

　　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　目　標　　　　　実　績
　児童生徒等が学校等で体験する文化活動事業数　　　８０件　　　　　　９７件

２　施策の実施状況
茨　文化を未来に伝える次世代育み事業
　優れた専門講師を派遣し、質の高い、また各地域に根ざした文化芸術を、学校や地域で
体験・体感できる機会を提供した。
　　小・中・高・特別支援学校等での芸術体験　８７件
　　地域の文化会館等での地域文化承継事業　　１０
芋　古典芸能普及促進事業
　京都の歴史と伝統に育まれてきた古典芸能を継承し、技術を未来に引き継ぐため古典芸
能団体に助成を行った。
　　助成件数　　　　　　　　　　　　　　　　３２件
鰯　全国高校生伝統文化フェスティバル開催事業
　次世代の文化活動の夢や希望、目標の場として、「全国高校生伝統文化フェスティバル」
を文化庁と共同開催した。
　　　　　　場　　所　　　　　　　　　開 催 日　　　　　参加者数
　　京都コンサートホール他　　令和５年１２月１６日、１７日　　２，６８５人

３　執　　行　　額 　４４，５７０，１９９円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　「古典の日」の法制化を踏まえ、古典に親しみ、次世代へとつないでいくための新たな一歩
を踏み出すため、他府県と連携した全国展開活動や学校における古典教育の充実等を図る。

２　施策の実施状況
　古典の日推進フォーラム及び古典の日朗読コンテストを開催し、府民が古典に親しむ機会

委託料　 ２５，６５８，６００円
工事請負費　１１６，３４４，７４５ ）

８　文化芸術費
（Ｐ７４）

１，１０９，４４９，０００
（１，７５８，４４７，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２９，１６０，０００
文化芸術施設整　 　　　　　　　 備費

　
　
　
　
　

兼
献
験　
　
　
　
　

　

券
献
鹸　　　　　　　　

１，０７１，３７９，６４４
（１，５１９，７６１，１９５）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２５３，５９４，９７８
寄　附　金
 ２４１，１００，０００
繰　越　金
 １３，７５０，２００
諸　収　入
 １１，８６６，０００
府　　　債
 ２４６，０００，０００
一 般 財 源
 ３０５，０６８，４６６

文化を担う人づくり事
業
（文化芸術課）

委託料　３６，７５０，００４円
補助金　　７，１３２，６８５ ）

こころを育む古典の日
推進事業
（文化芸術課）
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づくりを進め、「古典の日」の普及・定着を図った。
茨　「古典の日フォーラム２０２３」の開催
　　　　　　場　所　　　　　　　　開 催 日　　　　　参加者数
　　京都コンサートホール　　令和５年１１月１日　　　　　８８２人
芋　第１５回古典の日朗読コンテストの実施
　　応募４６６作品　受賞１０作品

３　執　　行　　額 　７，０００，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都文化を支える文化芸術団体の分野横断的連携を促進するとともに、各分野の芸術活動
を振興し、新たな京都文化の創造を図る。

２　施策の実施状況
茨　京都野外彫刻展
　野外に相応しい彫刻作品を展示することにより、府民の彫刻に対する関心を高めるとと
もに、京都彫刻界の振興を図った。
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　入場者数
　　府立植物園　　　　　　　　　　　令和５年１２月２日～１７日　　　　２８，４７５人
　　府立陶板名画の庭　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　２，９０１
芋　京都現代写真作家展
　京都で活動する写真作家の作品を公募し、優れた作品を展示公開することにより、写真
芸術の振興を図った。
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　入場者数
　　京都文化博物館　　　　　　　　　令和５年１２月１３日～１７日　　　　　２，０３０人
鰯　舞台芸術振興・次世代体験
　優れた舞台芸術を体験する機会の提供や、多様な舞台芸術公演の実施を通じて府民が舞
台芸術に親しむ環境を創出し、舞台芸術の活性化を図るため、府民ホールアルティ、府立
文化芸術会館での公演事業を実施した。
　　公演事業数　１０件

３　執　　行　　額 　１１，６４６，５４５円　　　　
 （うち委託料　８，９９３，８５６円）　

文化創造促進事業
（文化芸術課）
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       １　施策の趣旨等
　地域アートマネージャーを核とした地域の文化芸術活動の支援や地域文化資源を活用した
モデル事業等の企画実施、市町村を含む実行委員会等や地域の団体による文化事業に対する
助成等、府内各地域における文化活動の振興と地域の活性化に資する取組を実施する。

２　施策の実施状況
茨　地域文化創造促進事業
　地域アートマネージャーを配置し、市町村と協働して、地域の文化資源を発掘し、文化
による地域の活性化を図る地域文化振興プログラム等を実施した。
　ア　地域アートマネージャーの配置
　　　配置箇所　山城広域振興局、南丹広域振興局、中丹広域振興局、丹後広域振興局
　イ　地域文化振興プログラム等の実施
　　　福知山市、宇治市、宮津市（令和５年１０月８日～令和６年２月１８日）
芋　新・文化芸術振興助成事業
　市町村における地域文化資源を活用した文化芸術活動を発展させるため、府内市町村や
NPO等の地域団体等が取り組む文化活動に対し助成を行った。
　　文化芸術振興・発信事業　　２５件
　　文化力チャレンジ事業　　　５１

３　執　　行　　額 　７１，３７９，８０７円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　京都の作家が国際的に評価される仕組みを構築するため、世界各国のコレクターの来京を
促す「京都国際アートフェア」を開催する。

２　施策の実施状況
　文化を活かした新たな産業創出や産業界と連携した新たな文化マーケットの創出のため、
国際的なアートフェア「Art Collaboration Kyoto」をはじめ、作家自らが販売等を行う見本市
「ARTISTS' FAIR KYOTO 2024」や若手作家の選抜展覧会「Kyoto Art for Tomorrow 2024」等
を実施した。
茨　Art Collaboration Kyotoの開催
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　　　　　入場者数
　　国立京都国際会館他　　　　令和５年１０月２８日～１０月３０日　　　　　　　２０，４００人
芋　ARTISTS' FAIR KYOTO 2024の開催
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　　　　　入場者数
　　京都国立博物館他　　　　　令和６年３月１日～３月３日　　　　　　　１１，３３１人
鰯　Kyoto Art for Tomorrow 2024―京都府新鋭選抜展―の開催

地域文化活動振興事業
（文化芸術課）

負担金　１４，０００，０００円
補助金　３０，３３１，０００ ）

京都国際アート市場活
性化事業
（文化芸術課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円
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　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　　　　　入場者数
　　京都文化博物館　　　　　　令和６年１月２０日～２月４日　　　　　　　２１，７３４人
允　京都アートラウンジの開催
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　　　　　入場者数
　　京都文化博物館他　　　　　令和６年３月１日～３月３日　　　　　　　　　　　８２５人
印　海外販路開拓プログラムの実施
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　　　　　入場者数
　　大徳寺瑞峯院他　　　　　　令和５年１０月２８日～１０月３０日　　　　　　　　　　　１５３人

３　執　　行　　額 　２９２，２６３，３５６円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　文化芸術振興の「拠点」としての機能及び発信力を強化するため、緊急度の高い施設や設
備の充実・機能回復を実施する。

２　施策の実施状況
茨　京都文化博物館
　　内装設備等の改修
芋　長岡京記念文化会館
　　防水、音響設備の改修工事等
鰯　府立府民ホール
　　特定天井改修工事等
允　各府立文化施設
　　法定点検等

３　執　　行　　額 　２９４，５０７，９３５円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　文化庁京都移転を契機とした新たな文化施策の展開に向けて、京都中を文化で彩る取組を
実施する。

２　施策の実施状況
　「きょう　ハレの日、」をテーマに、地域の食文化の魅力発信や伝統芸能披露、伝統文化体

委託料　 １４，４００，０００円
負担金　２７７，１００，０００　）

文化芸術施設整備事業
（文化政策室）

委託料　　　 １４，３９５，７００円
工事請負費　２８０，１１２，２３５ ）

「文化の都・京都」プロ
ジェクト連携事業
（文化政策室）



―１５―

験等の様々な文化体験を実施するなど、年間を通し府内各地で様々な文化の取組を実施し
た。
茨　文化庁京都移転記念事業Opening Celebration
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　　　参加者数
　　ロームシアター京都他　　　　　令和５年９月８日～９日　　　　　１９，２００人
芋　京都・和食の祭典２０２４～京の食文化発信～
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　　　参加者数
　　岡崎公園他　　　　　　　　　　令和６年２月２４日～２５日　　　　　２６，９００人

３　執　　行　　額 　１７０，０００，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民参加型の取組を通じ、文化体験機会の創出や次世代育成を図るとともに、京都から
様々な文化を発信する。

２　施策の実施状況
　地域文化の振興や文化力による京都の活性化を図る「きょうとMusic Festival」等を実施し
た。
茨　きょうとMusic Festivalの開催
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　　　参加者数
　　文化パルク城陽　　　　　　　　　令和６年３月３日　　　　　　　１，０４５人
芋　京都伝統文化の夢舞台の開催
　　　場　　所　　　　　　　　　　　　　　開 催 日　　　　　　　　　参加者数
　　京都府丹後文化会館他　　　　　　令和５年１１月１１日　　　　　　　　４３２人

３　執　　行　　額 　６９，４１４，４６４円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　地域の文化資源の魅力を高め、文化観光の推進による地域文化振興を推進する。

２　施策の実施状況
　「文化観光サポーター」の配置により、地域文化を支える保存会等を伴走支援するととも
に、地域文化活性化連絡協議会において課題解決等を推進した。
茨　「文化観光サポーター」の配置
　　海の京都エリア　　２人
　　森の京都エリア　　８

文化芸術発信強化事業
（文化政策室）

委託料　１１，９４６，１５０円
負担金　５５，２２７，６３０ ）

地域文化を活用した地
域活性化プロジェクト
事業
（文化政策室）
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　　お茶の京都エリア　２人
　　　　　　計　　　　　１２
芋　地域文化活性化連絡協議会
　海の京都、森の京都及びお茶の京都の各地域ごとに開催し、関係市町村、関係保存会等
が地域における祭りの継承等の課題の解決に向け、現状報告や意見交換を行った。

３　執　　行　　額 　　４，９９５，１７６円　　　　
 （うち負担金　４，９００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　文化庁の京都移転や大阪・関西万博を契機に、「文化の都・京都」を彩る新たな文化施策等
を検討する。

２　施策の実施状況
　文化芸術活動への新たな支援や国際音楽祭の実施に向けて、有識者を交えた課題整理や対
応策の検討、調査を行った。

３　執　　行　　額 　１，０２３，７１０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　文化庁の京都移転を契機に、府民が京都で国宝・重要文化財等を鑑賞できる機会を創出す
る。

２　施策の実施状況
　府民の文化鑑賞機会を充実させるため、京都文化博物館への国宝・重要文化財の展示に対
応したケースの増設等により、展示環境を整備した。

３　執　　行　　額 　６５，０００，０００円　　　　
 （うち委託料　６０，０００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　府民が古来から伝わる日本の伝統文化を深く学び、自国の文化に誇りと愛着を持てるよ
う、様々な文化鑑賞・文化体験機会を創出する。

２　施策の実施状況
　府内の文化施設等を活用し、舞台芸術団体等に公演の機会を提供するとともに子どもたち

「文化の都・京都」推進
検討事業

（ ）文化政策室
文化芸術課

京都文化博物館展示機
能強化事業
（文化政策室）

文化芸術体験機会創出
事業
（文化芸術課）
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の文化体験機会を創出した。
　支援件数　４１件

３　執　　行　　額 　３９，５７８，４５２円　　　　
 （委託料）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　子ども達がスポーツを通じて夢や希望を持てるよう、府内プロスポーツチームと連携した
スポーツ体験教室や、様々な競技のトップアスリートとの交流等を促進することで、スポー
ツの裾野拡大となる取組を展開する。

２　施策の実施状況
　府内プロスポーツチームに所属するトップアスリート等を招聘し、子ども達が様々な競技
種目をアスリートと体験できる交流会を実施した。
　　　開 催 日　　　　　　　　場　所　　　　　　　　参加者数
　令和５年９月３０日　　　府立京都スタジアム　　　小学生　約２，８００人

３　執　　行　　額 　８，０２７，５５８円　　　　
 （うち委託料　６，７８２，３５８円）　

       １　施策の趣旨等
　京都スタジアムのにぎわいづくりのため、TEAM京都コンソーシアムや京都サンガF．C．ホー
ムタウンなどと連携し、府内全体で京都サンガF．C．のホームゲームを盛り上げる取組を推
進する。

２　施策の実施状況
茨　京都サンガF．C．ホームタウンと連携したにぎわいづくり
　試合前やハーフタイムに子ども達によるダンスや楽器演奏のパフォーマンス等のにぎわ
いづくり事業を実施した。
　　開催回数　　　　　参加者数
　　　１１回　　　　　　　８１０人
芋　京都スタジアムのコンコースを活用したにぎわいづくり
　　京都スタジアムのコンコースで障害のある方々の絵画作品展等を実施した。
　　開催回数　３回

３　執　　行　　額 　　４，９９８，２６０円　　　　
 （負担金）　　　　　

９　体育振興費
（Ｐ７４）

５３５，１４６，０００
（７８８，２６５，０００）

５２４，４８５，９１３
（７６５，０１２，２１１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４５，５００，０００
寄　附　金
 ４５，５００，０００
諸　収　入
 ６，１４６，０００
府　　　債
 ４１９，０００，０００
一 般 財 源
 ８，３３９，９１３

京のスポーツ・スタジ
アム夢づくり事業
（スポーツ振興課）

スタジアムわいわい絆
づくり推進事業
（スポーツ振興課）
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       １　施策の趣旨等
　ニュースポーツ・ｅスポーツについて、京都スタジアムを活用したイベント開催やスポー
ツの裾野を拡大する人材育成の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　京都スタジアムを活用した大会等の開催や人材育成に取り組む事業に対して助成した。
　助成件数　３件

３　執　　行　　額 　９１，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　公立スポーツ施設において利用環境の充実と国際大会の誘致推進を図るため、設備整備等
を実施する。

２　施策の実施状況
茨　府立山城総合運動公園球技場
　　夜間照明及びクラブハウスの整備を行った。
芋　亀岡運動公園競技場
　亀岡市が実施する夜間照明、更衣室、フィールドエリア等の新設・改修工事に対して助
成を行った。

３　執　　行　　額 　４１９，８４１，０００円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　少子化の中でも、将来にわたりすべての子ども達がやりたいスポーツに継続して親しむこ
とができる機会の確保に向けた施策を推進する。

２　施策の実施状況
　児童生徒のニーズや意向の調査のほか、新たなスポーツ環境の構築に向けた検討会議を開
催した。

３　執　　行　　額 　６１９，０９５円　　　　

ニュースポーツ・ｅス
ポーツ競技環境整備支
援事業
（スポーツ振興課）

スポーツ施設夜間照明
等整備事業
（文化施設政策監付）

工事請負費　３６９，６２２，０００円
補助金　　　　５０，０００，０００ ）

京のジュニアスポーツ
アカデミー構想推進事
業
（スポーツ振興課）
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         １　施策の趣旨等
　広域振興局ごとに策定した「地域振興計画」に基づき、総合的・戦略的な視点による地域
づくりを進める。

２　施策の実施状況
茨　山城広域振興局
　ア　多様な地域特性を生かした山城づくり推進事業

　山城地域全体の発展に向け、各施策の成果が地域内の全体に波及するよう相互連携を
図りながら、多様な地域特性を生かした地域づくりを推進した。

　　契　やましろ移住等加速化事業
　移住現地ツアーに加え、山城管内における移住促進体制の強化、「お試し居住」事業
等を実施
・相楽東部３町村への移住に関心のある人たちが現地を訪れ、先輩移住者らと交流
する移住現地ツアーを開催
・市町村職員による移住相談や、特産品の紹介・販売等を行う、「京都やましろフェ
ア」を大阪市内の商業施設で開催

　　　　　参加者　約２００人
　　形　「竹の里・乙訓」かぐや姫観光推進事業
　　　　・「食」をテーマとしたパンフレット及び特集サイトを作成
　　　　・パンフレット配布　約２万部
　　　　・乙訓を巡るリアル謎解きイベントを開催　冊子配布　約５万部
　　径　相楽東部未来づくり推進事業

　相楽東部地域の活性化のため、「相楽東部未来づくりセンター」を核に、府と相楽東
部３町村や地域団体等が連携し、近隣都市部等との関係人口拡大に向けたスポーツ観
光や子育て支援を推進

　　　　・「京都きづ川アクティビティキャンペーン２０２３」を開催
　　　　　参加者　約１，３５０人
　　　　・子育て関連動画の作成　作成本数　４本　視聴回数　延べ１，２００回
　イ　持続可能で安心・安全な山城づくり推進事業

　自然災害の脅威に対し、行政・住民・関係機関が連携して地域防災力を高めるための
取組を推進した。

　　〇災害に強いまちづくり事業
　　　「水害等避難行動タイムライン」の作成支援等により、地域における災害対応力を向上
　　　・水害等避難行動タイムライン作成支援事業を実施
　　　　管内市町村の自主防災組織等のタイムライン作成の取組に対し、防災士を派遣
　　　　派遣市町村　１町１回
　　　・水害から身を守るための情報発信を、多雨期を中心に集中実施
　　　　管内全域で防災情報の入手方法を記したチラシを住民に配布
　　　　１７箇所
　　　・災害拠点病院、市町村等と連携した災害対応訓練、研修会を実施

１０　広域振興局
費
（Ｐ７６）

１２８，６３２，０００
（５５０，３１４，０００）

 １２６，１４４，３３１
 （５３９，００８，４９７）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３２，９７９，０８７
繰　入　金
 ９，８５０，０００
一 般 財 源
 ８３，３１５，２４４

地域振興計画推進事業
（地域政策室）
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　　　　９回　参加者　４１５人
　ウ　生き生きと暮らせる山城づくり推進事業
　　　子育て環境日本一の実現に向け、安心して子育てできる環境づくりを推進した。
　　〇子育て環境日本一の山城地域づくり推進事業

　社会全体で子どもをあたたかく見守り、子育てが応援されていると感じられるよう、
行政、地域、企業及び府民が一体となった子育て家庭応援体制づくりを展開
・講演会や子育て支援団体による活動報告、ブース出展等を内容とする「子育てふれ
あいフェスタinやましろ」を開催

　　　　参加者　約５００人
・市町村が地域子育て環境「見える化」ツールを活用して出生率の向上を目指す施策
等を検討する際に、府から専門家派遣等による伴走支援を実施

　　　　派遣市町村　１市
　エ　やましろ産業パワーアップ・イノベーション推進事業

　「お茶の京都」の展開やオンリーワンものづくり中小企業、ブランド京野菜、宇治茶の
生産者等による「オール山城」の連携ネットワーク形成の取組を推進した。

　　契　「食の京都」やましろブランド発信事業
・京やましろ産食材を用いる飲食店等の登録を拡大するとともに、メニューフェア
を開催
・「宇治茶・山城ごちそうフェスタ」の開催

　　　　　開 催 日：令和５年１１月１２日（日）
　　　　　開催場所：城陽五里五里の丘（府立木津川運動公園）
　　　　　来場者数：約１５，０００人
　　形　地域中小企業パワーアップ・イノベーション推進事業

・山城地域の企業による異業種交流ネットワーク「京都やましろ企業オンリーワン
倶楽部」を中心に、「中小企業の人材確保」や「デザインをいかしたものづくり」
をテーマに交流連携サロンを実施

　　　　　２回　参加者　１１２人
　　　　・「YMBA（やましろ流MBA）勉強会」を実施
　　　　　７回　参加企業　１１社
　　径　宇治茶の郷づくり推進事業

・宇治茶の魅力等を発信し、宇治茶ファンの拡大と宇治茶の消費拡大を推進すると
ともに、宇治茶文化の継承・発展を目指し、歴史や美味しさ等の魅力を伝え、「お
茶する生活」を普及するための講座等をオンライン等で開催

　　　　　宇治茶ムリエ講座　　　　　　　　２６回　参加者　３１７人
　　　　　キッズ茶ムリエ検定　　　　　　　３　　参加者　１００
　　　　　宇治茶ムリエ認定者マスター講座　３　　参加者　　５０
芋　南丹広域振興局
ア　京都丹波の地域資源を生かした観光や移住・定住の推進による交流・活力のまちづく
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り事業
　豊かな「食」など、京都丹波の地域資源を広く発信し、地域の賑わいづくりを推進した。

　　契　京都丹波の魅力を発信するWebサイトや地元CATVを活用した地域の魅力発信を実施
　　形　京都丹波の道の駅マップを新調し、近隣のサービスエリアに配架
　　　　配架箇所数　７箇所
　　径　京都市内の商業施設において、京都丹波地域の「食」のPR・販売や観光情報を発信
　　恵　地元産木材を使った食器・小物などを展示等により発信
　　慶　発酵や癒しをキーワードにしたコンテンツ（体験）をWebサイトで発信
　　慧　SNS（インスタグラム等）の活用により、若者の視点から京都丹波地域の魅力を発信
　　　　２１９件
　　憩　京都丹波ファン拡大に向け、京都スタジアムを中核としたサイクルツーリズムを推進

・サイクルコース近傍の主要スポットを巡るスタンプラリーを実施　完走者　４３０人
・京都丹波サイクルルート走行体験イベントを開催　４回　参加者２５人

掲　南丹地域スポーツ＆ウェルネス＆ニューライフ広域連携プロジェクトの具体化に向
けて、大学、関係機関、市町等によるプラットフォームを開催　全体会　１回

携　移住希望者に向けた情報発信や京の田舎ぐらしナビゲーター活動支援等を実施
　　新規移住者　１９０人

イ　人権が尊重され、子育て世代にも魅力があり、誰もが希望を持って元気に暮らせる地
域づくり事業
　NPO等地域活動団体や障害者に対する支援など、誰もが生き生きと暮らせる地域づく
りや、京都丹波の豊かな自然環境やスポーツ資源を生かした健康づくりを推進した。

　　契　地域の若者等を対象に、地域活動を担うリーダーを育成
　　　　地域リーダー養成講座を開催　２回　参加者　延べ３９人

形　介護予防や運動習慣の定着に向けたウォーキングマップの配布を実施
　　ウォーキングマップ配布数　３，６７１部
径　障害者の経済的自立を支援するため、オリジナルブランド「ぬくもり京都丹波」商
品の販売会を実施　２回
恵　「京都丹波子育て文化推進協議会」において、住みやすい、働きやすい地域づくりを
推進

　　　　・「京都丹波子育て応援フェスタ」を開催　参加者　約１，１５０人
　　　　・子育て支援リーダー養成塾　３回　参加者１０２人

・療育教室、保育所等の従事者に対する発達障害児及び保護者への対応力向上に向
けた研修・連携会議の開催　１０回　参加者１７０人

　　　　・情報サイト「子育てにやさしい職場ガイド」による企業の紹介　８社（累計３３社）
　ウ　明日の京都丹波産業を担う人づくり事業
　　　中小企業の支援強化や農林畜産業の担い手育成及び生産拡大を推進した。

契　管内企業の課題解決を支援するため、「京都丹波中小企業支援Ａチーム」による伴走
支援を行うとともに、経営課題の解決策や人材確保策についてのセミナーを開催
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　　　　・「京都丹波中小企業支援Ａチーム」による企業訪問　延べ３９５社
　　　　・経営セミナー　１回　参加企業　２２社　参加者　２７人
　　形　農場HACCP認証に向け専門家による技術指導等を実施
　　　　延べ５９回（６農家）
　　径　丹波くりの生産拡大に向けた取組の実施
　　　　中核的生産者を対象とした「技術向上研修」の開催　２回

恵　持続的で収益性の高いそば産地づくりを進め、そばを地域の魅力ある観光コンテン
ツとして発信

　　　　・そばの里フェアを実施　２２店舗
　　　　・新そばまつりを開催
　エ　交流と安心・安全の基盤づくり事業
　　　地域の防災力の向上に向けた取組など、安心・安全な京都丹波づくりを推進した。
　　契　水害等避難行動タイムラインの作成支援

　３市町の自主防災組織を対象に、タイムラインの必要性に係る研修を実施
　参加者　６９人

　　形　タイムラインの必要性を周知する防災パンフレットの作成・配布　５０，０００部
鰯　中丹広域振興局
　ア　持続可能な地域づくり「子育て・定着促進」事業

　地域全体で子育てを支援する体制づくりに向けた交流会等を実施するとともに、UI
ターン等希望者の掘り起こしや地域とのマッチングを支援した。

　　契　「中丹子育て未来づくり１００人会議」事業
・子育てに関する地域課題の共有や対応策の検討、地域全体で子育てをする機運醸
成のためのワークショップ等を実施　参加者　８１人

　　　　・子育ての課題に関するセミナーを開催　参加者　５１人
・子育てにやさしい職場づくりに向けた企業向けセミナーやランチミーティングで
の意見交換会の開催　２回　参加者　２６人
・子育てにやさしい職場づくりに向けたパンフレット作成による啓発・広報　５，０００部

　　形　中丹へのUIターン促進事業
　　　　・若者の職場以外での交流の機会「YOU好会」の開催
　　　　　４回　参加者　延べ５５人
　　　　・地域での魅力ある働き方を伝える高校出前講座の開催　８校
　　　　・保護者向けに地元企業の魅力を伝える企業説明会の開催
　　　　　企業　１３社　参加者　８０人
　　　　・移住希望者に対するセミナーや現地体験ツアーの開催
　　　　　４回　参加者　延べ３６人
　　　　・公募型のUIターン等促進企画事業の実施　採択件数　４件
　イ　持続可能な地域づくり「働く場づくり」事業
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　地域産業の振興と雇用の創出に資するため、企業の新たな事業展開に向けたプログラ
ムの開催や、若手農業者を対象とした技術研修会等を実施した。

　　契　中丹イノベーション推進事業
　管内中小企業の新規事業の創出、ビジネスマッチングに向けた交流会やセミナー等
の開催　７回　参加企業　９社

　　形　「儲かる農林水産業」推進事業
・万願寺甘とうの担い手育成やスマート農業化を目指した「万とうゼミ」の開催　
７回　参加者　５２人

　　　　・若手生産者を対象とした茶の品質向上研修会の開催
　　　　　５回　参加者　延べ４１人

・担い手育成を目的とした「丹波くり実習モデル園」での講習会の開催
　４回　参加者　延べ２２７人
・木材生産量拡大のため、モデル林地を設定し皆伐・再造林一貫作業を実践　１箇所

　ウ　持続可能な地域づくり「担い手育成」事業
　ものづくり産業や環境問題等、様々な分野に携わる次世代の人材育成に向け、小中学
生の体験学習や高校生等を対象とした参加型イベントを開催した。

　　契　将来の技術者育成事業
　　　　・VR機器を活用した建設重機の操作体験イベントの開催　参加者　約３００人

・福知山高等技術専門校と連携し、木の椅子づくりや自動車整備体験等のイベント
を開催　参加者　５８人

　　形　中丹SDGs環境学習推進事業
　　　　ゴミ拾いをスポーツ形式で競うイベント「スポGOMI in 由良川」の開催
　　　　参加団体　２８チーム　約１２０人
　エ　絆と交流の地域づくり事業

　海・森の京都DMOと連携し、中丹地域の自然や地域文化等の魅力を広く発信するとと
もに、特産品等の販売を支援した。

　　契　中丹ファン（応援団）獲得拡大事業
　中丹地域にゆかりや関心のある方々に対して、子育て、働き方、移住、観光・イベ
ント、季節の特産品等の地域情報をまとめサイト「CO-KYOTO」で発信

　　　　サイトへの年間アクセス数　１７１，８１５件
　　形　中丹「食の魅力」発掘・発信事業

・地域の魅力ある加工食品を「京都中丹いちおし商品」に選定し、販路拡大を支援
　追加選定　３点　累計　７１点
・「森の京都ジビエフェア」を開催し、「中丹認証ジビエ」の需要拡大や販売を促進
中丹地域の参加店舗　２３店

　　径　中丹スポーツ・トレイル推進事業
　　　　・「京都中丹エリア　スポーツ・トレイルマップ」の作成・配布　１０，０００部
　　　　・農家民宿と連携したeバイク体験キャンペーンの開催　参加者　４０人
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　オ　安心・安全に暮らせる地域づくり事業
　地域の見守り活動や地域全体の防災力向上のための取組により、安心・安全な地域づ
くりを推進した。

　　契　地域防災・減災ネットワーク事業
　災害箇所の情報共有と災害対応の迅速化のため、LINEを活用した「中丹自然災害情
報連絡ネットワーク」の機能を強化

　　形　安心して暮らせる環境整備事業
　企業ボランティアによる暮らしの見守り活動「中丹ふるさとを守る絆ネット」の研
修会開催　参加企業　５社

允　丹後広域振興局
　ア　子育て環境日本一の丹後地域づくり推進事業

　丹後地域全体で子ども・子育てにやさしい地域づくりを推進するため、関係機関との
連携のもと、子育て支援グループの育成や連携強化による活動内容の充実に取り組むと
ともに、子どもが泣いても気にせず気軽に楽しめるコンサート等を開催した。

　　　・新たな活動に取り組む子育て支援グループを支援　８団体
　　　・企業等の子育て支援の取組を紹介したニュースレターを発行　１３回
　　　・丹後子育て支援者つながりプロジェクト研修会を開催　２回　参加者　延べ２８人
　　　・丹後あったか子育てクラシックコンサートを開催　参加者　約２００人
　イ　丹後いちおし食材プロモーション事業

　丹後地域の豊かな「食」のブランド力向上による丹後産食材の消費拡大のため、いち
おし食材のプロモーション等を行った。

　　　・大阪市内の大規模商談会への出展支援
　　　　出展事業者　１０事業者　成約件数　１７件
　　　・大阪市内の百貨店で「丹後フェア」を開催
　　　　商品売上高　１，０６４千円
　　　・道の駅丹後王国「食のみやこ」で開催したグルメイベントで丹後
　　　　産食材のPRを実施　ブース来訪者　約３００人
　　　・海の京都旬の食材フェアを実施　参加店舗数　４８店舗
　ウ　明日の丹後フルーツ産地強化事業

　府内屈指のフルーツ産地・丹後の持続的な発展に向け、新たな担い手確保や省力生産
技術の活用に向けた取組を行った。

　　　・若手の営農希望者を対象に経営・技術研修を集中実施
　　　・梨の省力生産技術の実証事業に向けた育苗圃場の整備
　エ　丹後の観光基盤強化事業

　京都市内に来訪する関東圏やインバウンド等の観光客を丹後地域に誘客するため、京
都市内のホテル等と連携した取組を行うとともに、丹後郷土資料館のリニューアルを見
据え、文化観光の推進に向けた機運醸成の取組を実施した。
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・京都市内のホテルのコンシェルジュを対象に海の京都セミナーを開催　参加者　２３人
・丹後地域の宿泊施設を対象に京都市内のホテルとの協業を促進するセミナーを開催
参加者　２２人

　　　・丹後文化観光フォーラムを開催　参加者　約１２０人
　　　・丹後郷土資料館で文化体験イベントを開催　参加者　約８００人
　オ　丹後のものづくり振興事業

　丹後の機械金属業や織物業の活性化に向け、新たな事業創出や人材確保を支援すると
ともに、丹後織物の魅力を発信する取組を行った。
・丹後機械金属業振興推進チームによる新商品開発や販路拡大に向けた研究会を開催
９回　参加者　延べ９０人

　　　・高校生と地元企業との交流会を開催　参加者　１８４人　参加事業者　２６事業者
　　　・和装振興を図るため「きものでおでかけキャンペーン」を実施　参加者　延べ４７３人
　カ　丹後魅力の森を育む担い手づくり事業

　森林整備の担い手づくりや人材確保のため、森林への関心と愛着をもたせる取組を行
うとともに、丹後の森の魅力を発信する取組を行った。

　　　・適正な森林管理を学ぶセミナーを開催　２回　参加者　延べ４９人
　　　・丹後WOOD FESTIVALを開催　参加者　約２，５００人
　　　・高校生を対象に木材の生産・利用を学ぶ研修会を開催　参加者　９１人
　キ　丹後・災害に強い地域づくり推進事業

　災害発生時の人的被害を防止するため、各市町と連携し、自主防災組織の防災リー
ダーの育成や地元関係者を対象に防災意識を高めるための研修会を行った。

　　　・地域防災リーダー等研修会を開催　参加者　１２９人
　　　・災害時対応力向上研修会を開催　　参加者　　２９人
　ク　丹後への若者定着促進事業

　丹後への若者や女性の定着促進を図るため、若者や女性に地域の魅力を再認識しても
らうための情報発信や交流会を行った。

　　　・丹後の若者の活躍をSNS（インスタグラム）で発信
　　　　配信回数　１５回
　　　・先輩起業家の体験談等を伝える座談会を開催　参加者　３６人
　　　・若者や女性の視点による丹後の魅力を紹介するリーフレットを作成
　　　・高校生を対象に丹後の魅力を学ぶワークショップを開催　参加者　９４人
　ケ　丹後への移住促進事業

　人口減少が進む丹後地域の活性化を図るため、移住を促進するとともに、移住者の活
躍を促すための取組を行った。

　　　・移住オンラインセミナーと地域を巡るバスツアーを開催　参加者　４人
　　　・新たな生業づくりを目指す移住者等による交流会を開催　参加者　９人

３　執　　行　　額 １２６，１４４，３３１円　　　　
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         １　施策の趣旨等
　京都学・歴彩館を拠点として、京都の歴史、文化に関するフォーラム等の実施及び国内外
の大学や研究機関との研究ネットワークを構築し、研究成果を国内外へ発信する。

２　施策の実施状況
　京都の文化資源などをテーマにセミナー等を開催したほか、地域の文化資源について、大
学・研究機関と共同で研究を行った。
茨　大学等との共同研究会の実施
　ア　令和５年度研究テーマ「洛南の文化資源」参加大学等　府立大学ほか５大学等
　イ　令和４年度研究テーマ「丹後の文化資源」報告書及び一般書籍の発行
　ウ　令和３年度研究テーマ「宇治の文化資源」「京都を学ぶセミナー」実施
 （計６回　延べ１，１５６人）
芋　海外若手研究員招聘事業の実施
　京都学・歴彩館と覚書を締結した日本文化研究機関から推薦を受けた海外若手研究者の
中から選考の上、研究員として招聘（２箇国、２人）
鰯　海外若手研究員による府民向けセミナーの実施
　海外から招聘した日本研究・京都研究の優秀な若手研究員による府民向けセミナーを開催
 （令和６年１月２５日、参加者６２人）

３　執　　行　　額 　９，４８２，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　北山エリアにおける各施設の整備内容を検討するため、専門的な議論を行うとともに、幅
広い意見聴取、必要な調査等を実施する。

２　施策の実施状況
　施設ごとに有識者による意見聴取会議を開催する等により利用者や府民等から幅広く意見
聴取を行う等、必要な検討を実施した。

３　執　　行　　額 　２９，８６０，０２４円　　　　
 （うち委託料　２１，１８３，３９７円）　

       １　施策の趣旨等
　旧総合資料館跡地の本格的な活用までの間、民間の創意工夫を活かし、既存建物の解体撤
去及び敷地の暫定的な活用を一体的に実施する。

１１　京都学・歴
彩館費
（Ｐ７６）

４１２，４８２，０００
（１，０７３，６２６，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ３５５，０００，０００
旧総合資料館敷
地暫定活用事業　 　　　　　　　 費

　
　
　
　

兼
献
献
験　
　
　
　
　

券
献
献
鹸　

４４，０８３，０２４
（７０３，１４１，３６２）
決算額の財源
内訳
府　　　債
 ４，０００，０００
一 般 財 源
 ４０，０８３，０２４

国際京都学活動推進事
業
（文化政策室）

北山エリア整備関連事
業
（文化施設政策監付）

旧総合資料館敷地暫定
活用事業
（文化施設政策監付）
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２　施策の実施状況
　暫定的な遊休地の有効利用に向けて既存建物の解体撤去に着手した。

３　執　　行　　額 　４，７４１，０００円　　　　
 （うち委託料　２，３７６，０００円）　

 

         １　施策の趣旨等
　植物園の持つ四季折々の魅力を更に向上させ、より多くの府民に親しんでいただく憩いの
場を提供する。

　指標：植物園年間入園者数
　共通目標：９０万人　　実績：８０万７，９９１人

２　施策の実施状況
　次の施策を実施することにより、植物園の魅力の向上を図った。
茨　春　　「桜」のライトアップ
　　　　　開催期間　令和５年３月２５日～４月９日
　　　　　入園者数　約３５，０００人（夜間の入園者　約１４，５００人）
芋　夏　　早朝開園
　　　　　開催期間　令和５年７月７日～９日、７月２２日～８月１３日
　　　　　入園者数　約４，０００人
鰯　秋　　「紅葉」のライトアップ
　　　　　開催期間　令和５年１１月１０日～１２月３日
　　　　　入園者数　約２０，４００人（夜間の入園者数　約１０，６００人）
允　早春　早春の草花展
　　　　　開催期間　令和６年２月９日～３月１０日
　　　　　入園者数　約３０，０００人

３　執　　行　　額 　５，０１９，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　大正１３年に大典記念京都植物園として開園した府立植物園が、令和６年１日１日に１００周
年を迎えるにあたり、次の１００年に向けた府立植物園の更なる魅力を創出する。

２　施策の実施状況
茨　幅広い世代を対象とした取組の実施

１２　植 物 園 費
（Ｐ７８）

１４，０１９，０００
（５０２，７１６，０００）

１４，０１９，０００
（５０１，０６４，１２７）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ９，０００，０００
一 般 財 源
 ５，０１９，０００

四季の彩り事業
（文化施設政策監付）

植物園１００周年記念事
業
（文化施設政策監付）
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　子どもたちをはじめ、幅広い世代に府立植物園の歴史や魅力を伝える各種イベントや広
報を展開した。
　　　主な取組内容　　　　　　　　　　開催日　　　　　　　　　　参加者
　　オープニングイベント　　令和６年１月５日～１月８日　　　　約１４，０００人
　　辰年スタンプラリー　　　令和６年１月５日～２月２９日　　　　約１０，０００
　　森林の魅力を体感　　　　令和６年３月２日～３月３日　　　　約　７，８００

芋　シンガポール植物園と連携したラン温室の展示強化
　連携協定を締結しているシンガポール植物園と連携し、ラン温室の展示リニューアルを
実施した。

３　執　　行　　額 　　９，０００，０００円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　学術上又は文化的価値の高い貴重な文化財の保全を図るため、「文化財を守り伝える京都
府基金」への寄附金等を活用しながら、未指定文化財を含む文化財の保存、修理、防災対策
等を総合的に推進する。

２　施策の実施状況
茨　文化財を守り伝える京都府基金等事業
　　　　　　　　事　　業　　内　　容　　　　　　　　　件数　　　補　助　金
　　歴史的建造物など文化財（有形）の保存・修理事業　　１１件　　８，１５５，０００円
　　地震・火災等から文化財（有形）を守る事業　　　　　８　　　４，２９６，０００
　　文化財保護のこころを育む事業　　　　　　　　　　　１　　　１，６２０，０００
　　文化レジリエンス事業　　　　　　　　　　　　　　　２　　　　４９９，０００
芋　未指定文化財の保全
　　　　　　　　事　　業　　内　　容　　　　　　　　　件数　　　補　助　金
　　防災防犯設備の整備又は保存施設の修理　　　　　　　１６件　　７，４７９，０００円
　　建造物の補修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６　　　３７，００３，０００
　　美術工芸品の補修　　　　　　　　　　　　　　　　　３５　　　１９，２３２，０００
　　有形民俗文化資料の保全等　　　　　　　　　　　　　６　　　　　９９２，０００
　　無形民俗文化資料の保全等　　　　　　　　　　　　　２　　　　　２９３，０００
鰯　選定委員会の開催等
　文化財を守り伝える京都府基金事業の選定委員会を開催するとともに、PRリーフレッ
トを作成し、寄附の呼びかけに関する広報活動を行った。
　　寄附金額　１３４件　９，１２１，９６８円

１５　諸　　　　　　費
（Ｐ８０）

１００，４８０，０００
（１３，５７２，６０７，０００）

９９，２４４，３６０
（５，３４８，１５６，６２２）
決算額の財源
内訳
寄　附　金
 １，４９８，０００
繰　入　金
 １３，０７２，０００
府　　　債
 ５８，０００，０００
一 般 財 源
 ２６，６７４，３６０

こころのふるさと京都
の文化財保護事業
（文化政策室）
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３　執　　行　　額 　８０，３２９，３６０円　　　　
 （うち補助金　７９，５６９，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　祇園祭山鉾懸装品のうち、損傷が著しく、保存を要するものについて、これらの代替品と
して現代の意匠・染織技術の粋を集めた文化的価値の高い懸装品の新調を行う保存団体等を
支援する。

２　施策の実施状況
　公益財団法人四条町大船鉾保存会ほか６団体に対し支援を行い、祇園祭山鉾懸装品の保全
を図った。

３　執　　行　　額 　１５，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号により被災した文化財の復旧に対して支援等を実施する。

２　施策の実施状況
　未指定文化財で、令和５年台風７号により被災した建造物等の修復事業に対し補助した。
　　　事　業　内　容　　　　　　　　　件数　　　　　　補助金
　建造物の修復　　　　　　　　　　　　４件　　　　　２，３４０，０００円
　防災防犯設備の整備等　　　　　　　　３　　　　　　１，２９１，０００
　その他土砂等現状復旧　　　　　　　　２　　　　　　　２８４，０００

３　執　　行　　額 　３，９１５，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

 ２　企　　画　　費

         １　施策の趣旨等
　関西広域連合は、平成２２年１２月１日に関西の２府５県（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
和歌山県、鳥取県、徳島県）が結集し、複数府県で構成される全国初の広域連合として設立
され、平成２４年から４政令市（京都市、大阪市、堺市、神戸市）、平成２７年１２月から奈良県も
加わった。
　その運営に要する経費に対して分担金を支出することにより、広域的な課題に取り組み、
住民の安心・安全を守り、関西を活性化する広域行政の推進を図る。

祇園祭山鉾懸装品新調
事業
（文化政策室）

文化財災害復旧事業
（文化政策室）

１　企画総務費
（Ｐ８０）

２０３，０１６，０００
（１，４８２，６８７，０００）

２０３，０１６，０００
（１，４６９，４５５，２６３）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源
 ２０３，０１６，０００

関西広域連合分担金
（総合政策室）
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２　施策の実施状況
茨　広域連合議会等の開催
　　広域連合議会の開催　　　　　　　　　　　　　４回
　　広域連合議会総務常任委員会の開催　　　　　　２
　　広域連合議会防災医療常任委員会の開催　　　　２
　　広域連合議会産業環境常任委員会の開催　　　　２
　　広域連合委員会の開催　　　　　　　　　　　　１２
　　広域連合協議会の開催　　　　　　　　　　　　２
　　新型コロナウイルス感染症対策本部会議の開催　１
芋　広域連合の事業分野
　防災、観光・文化・スポーツ振興、産業振興、医療、環境保全、資格試験･免許等、職員
研修の７分野の各事業及び広域行政の推進に係る基本的な政策の企画調整を実施

３　執　　行　　額 　２０３，０１６，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　宇治市ウトロ地区について、国・府・宇治市の三者連携により、平成２７年３月に策定され、
令和元年１２月に変更されたウトロ地区小規模改良事業計画に基づき住環境の改善を図る。

　目標：宇治市ウトロ地区の住環境改善
　実績：地区周辺道路の整備、不良住宅の除却

２　施策の実施状況
　国・府・宇治市の三者で構成される「ウトロ地区住環境改善検討協議会」における連携の
下、宇治市が行う地区周辺道路の整備、不良住宅の除却等に対して助成した。

３　執　　行　　額 　２４，７０５，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに育つことができるよう、地域全体で子育て
しやすいまちづくりを進めるため、子育てに適した住環境や、親子が集い、子どもが安心し
て遊べる公園・広場等の居場所づくり等、子育てにやさしいまちづくりを総合的に行う市町
村に対して交付金を交付する。

２　計画調査費
（Ｐ８０）

６２９，９２３，０００
（２，７７５，７６５，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ７３，２１３，０００
ウトロ地区住環
境改善事業費
 １４，２１３，０００
アート＆テクノ
ロジー・ヴィレッ　 　　　　　　　 
ジ推進事業費
 ５０，０００，０００
大阪・関西万博
きょうとの魅力
発信事業費
 ９，０００，０００

　       　　 　　　　
兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
験  　
　
 

        　
   
券
献
献
献
献
献献
献
献
献
献
献
献
鹸 　
　
 

５１９，９４３，５４５
（２，６４４，２０８，８５８）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２１２，７７９，６９９
寄　附　金
 １，３１４，７００
繰　越　金
 ８，１４６，０００
府　　　債
 １９，０００，０００
一 般 財 源
 ２７８，７０３，１４６

ウトロ地区住環境改善
事業
（総務調整課）

子育てにやさしいまち
づくり事業
（総合政策室）
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２　施策の実施状況
　子育てにやさしいまちづくりに取り組む市町村をハード・ソフト両面から包括的に支援し
た。
　子育てにやさしいまちづくり事業交付金　７地域
　（福知山市、綾部市、宇治市、亀岡市、八幡市、井手町、精華町）

３　執　　行　　額 　　８５，１７６，０００円　　　　
 （交付金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「京都府総合計画」で掲げた「将来構想」、４年間で取り組む「基本計画」及び「地域振興
計画」の総合的な推進を図る。

２　施策の実施状況
茨　計画等の進捗管理・評価等
　「京都府総合計画」を着実に推進するため、課題や方向性について助言を得る有識者会議
を運営するとともに、府政運営の方向性が府民の皆様の意識とかけ離れたものとなってい
ないかなどを点検する府民意識調査を実施した。
　　京都府総合計画推進会議の開催　１回
　　府民意識調査の実施（郵送アンケート形式）　対象　５，０００人
芋　広域連携プロジェクトの推進
　「グレーターけいはんな広域連携プロジェクト」を推進するため、関西文化学術研究都市
に関係するデータの整理や学識経験者等へのヒアリング等により、施策の立案・実行に向
けた取組検討を実施した。
鰯　地域課題の解決に向けた施策の立案・実行
　府域の各地に知事自らが出向き、現地現場での意見交換を通じて課題解決に取り組む
「地域課題解決プロジェクト」を中丹地域で実施した。
　　開催日　令和６年３月７日
　　テーマ　伝統産業の人材育成と鳥インフルエンザの防疫体制

３　執　　行　　額 　９，１８８，９６４円　　　　

       １　施策の趣旨等
　「京都府子育て環境日本一推進会議」を設置し、子どもや子育て世代を地域や企業を含め社
会全体であたたかく見守り支え合う様々な取組をオール京都体制で推進する。

２　施策の実施状況
　オール京都の推進体制により、「風土づくり」「まちづくり」「職場づくり」の各分野の課題
の深掘りや課題解決につながる新たな取組を検討した。

京都府総合計画推進事
業
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子育て環境日本一推進
会議運営事業
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　京都府子育て環境日本一推進会議　１回
　風土づくり部会　　　　　　　　　２
　まちづくり部会　　　　　　　　　２
　職場づくり部会　　　　　　　　　２

３　執　　行　　額 　２，６５６，４２０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　子育てに役立つサービス等の創出や普及により、子育てが楽しくなるような環境づくりを
進めるため、産学公連携によるプラットフォームを構築する。

２　施策の実施状況
　子育て関連商品・サービス提供企業と自治体等による実証実験の実施　４件

３　執　　行　　額 　１１，４４８，１１８円　　　　
 （うち補助金　９，６９５，０７０円）　

       １　施策の趣旨等
　「社会で子どもを育てる京都」の実現に向けて、「子育て環境日本一」の取組を進化させる
べく、「京都府子育て環境日本一推進戦略」を改定する。

２　施策の実施状況
　見直しにあたり、幅広い観点から多様な意見を聴取することを目的に、有識者との意見交
換会やアンケート調査を行い、「京都府子育て環境日本一推進戦略」を改定するとともに、新
戦略の普及啓発のため、冊子等の作成・配布を実施した。
子育て施策に関する有識者との意見交換会の開催　６回（１４名）
府内在住の小中学生を対象としたアンケート調査　　　　３７４名

３　執　　行　　額 １，８５７，２５５円　　　　
 （うち委託料　８２８，２５０円）　

       １　施策の趣旨等
　子育て環境日本一の実現に向けて取り組んでいる総合的な施策展開を進化させ、行政、府
民、企業、団体等あらゆる主体の連携による取組を推進するための条例を検討する。

２　施策の実施状況
　有識者、事業者、労働団体、子育て当事者など、様々な主体からなる条例検討会議を開催

産学公連携京都ママ・パ
パ応援プラットフォー
ム事業

（ ）総 合 政 策 室
こども・子育て
総 合 支 援 室

子育て環境日本一推進
戦略策定事業
（総合政策室）

子育て環境日本一推進
条例（仮称）制定事業
（総合政策室）
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し、条例案の策定作業を実施した。
　京都府子育て環境日本一推進条例（仮称）検討委員会　３回

３　執　　行　　額 　１，６５０，９５０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　観光交流・観光消費額の拡大や、地域資源のブランド化を図るため、観光地域づくりの総
合プロデューサーである一般社団法人京都府北部地域連携都市圏振興社（海の京都DMO）を
支援し、地域の稼ぐ力の創出や地域を担う人材の育成を図る。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　海の京都エリアの観光客の満足度　　　　　　　８１．０％　　　　９１．３％ 
　海の京都エリアの府域の観光消費額単価　　１０，７００円　　　８，９４１円

２　施策の実施状況
　海の京都エリアの観光振興を図るため、海の京都DMOが行う事業に対して助成した。
茨　マーケティング調査事業
　　外国人・日本人観光客動向調査、全国観光圏共通満足度調査等
　　事業数　３事業
芋　着地型旅行商品等の造成・販売事業
　　着地型旅行商品造成等　１７商品
鰯　特産品のブランド化・販売促進事業
　　ECサイト「海の京都市場」での特産品販売　商品売上高　１，１３７千円
允　インバウンド推進事業
　　英国パートナーシップ協定企業、その他エージェントとの連携による取組
　　ファムツアーの実施　２６回７２人、英国旅行博への出展
印　人材育成・確保事業
　　観光ガイド育成支援　助成団体　５団体
咽　情報発信・プロモーション事業
　　・オウンドメディア「海の京都Times」での情報発信　配信数　１９件
　　・関西鉄道会社と連携した広報キャンペーンの実施
　　・SNS（インスタグラム、Facebook、Threads）での情報発信
　　・FMラジオ局「α-station」での情報発信
員　海の京都コイン事業
　全国初となる広域エリアでの旅先納税導入、納税の返礼品として電子通貨「海の京都コ
イン」を発行
　　加盟店数　３５３店舗　寄附実績　５０５件　３０，３３５千円
因　地域づくり支援事業
　　企業研修誘致事業の実施　実施回数３回、参加者数６４名

「海の京都」DMO推進
事業
（地域政策室）
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３　執　　行　　額 　８４，２５０，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　観光交流・観光消費額の拡大や、地域資源のブランド化を図るため、観光地域づくりの総
合プロデューサーである一般社団法人森の京都地域振興社（森の京都DMO）を支援し、地域
の稼ぐ力の創出や地域を担う人材の育成を図る。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　森の京都エリアの観光客の満足度　　　　　　　７７．０％　　　　９１．３％ 
　森の京都エリアの府域の観光消費額単価　　　３，７００円　　　３，２７４円　　

２　施策の実施状況
　森の京都エリアの観光振興を図るため、森の京都DMOが行う事業に対して助成した。
茨　マーケティング調査事業
　　外国人・日本人観光客動向調査
芋　着地型旅行商品等の造成・販売事業
　　・着地型旅行商品造成等　３２商品
　　・農山村教育体験旅行の受入　日帰り　１校　　５１人　
　　　　　　　　　　　　　　　　宿泊　　９　　５８２
　　・御城印の観光コンテンツ化　販売枚数　　１２，８２１枚
鰯　特産品のブランド化・販売促進事業
　　・ECサイト等での特産品販売　商品売上高　　　４３９千円
　　・森の京都ジビエフェアの開催　　　売上高　５，８７９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出食数　３，８５３食
　　・京都丹波そばの里魅力発信に係るイベントでの商品販売
　　　京都丹波そばの里フェア　売上高　約２５，０００千円
　　　京都丹波新そばまつり　　売上高　　　　７０５千円
允　インバウンド推進事業
　　・台湾大商談会への参加　商談件数　１９件
　　・インバウンド向け高額商品の造成　３件
印　人材育成・確保事業
　　森の京都観光関連ビジネス講座の実施
　　全５回（任意参加の現地視察研修を含む）　参加者　１２人
咽　情報発信・プロモーション事業
　　・森の京都webサイトの運用　ページビュー数　６３４，４９９回
　　・SNS広告（Facebook、Instagram等）の活用

「森の京都」DMO推進
事業
（地域政策室）
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　　・tabiインフルエンサーや平安女学院大学と連携したSNS情報発信
　　・海外エージェント向けニュースレターの配信
　　・QRトレインツアーの実施
員　森の京都のファンづくり
　森の京都ファンクラブの創設し、プロモーションの展開、特典サービスの利用や情報発
信等を通じ、関係人口増を図る。
　　森の京都ファン登録者　３，０６３人（令和４年度時点で４２７人）
　　ファンクラブ協力事業者数　５５事業者（令和４年度時点で２８事業者）
因　地域づくり支援事業
　　・「事業者提案型持続可能な地域づくり事業」の実施
　　　支援事業者　６事業者
　　・中長期滞在者等受入体制・環境の整備推進

３　執　　行　　額 　５３，０８０，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　観光交流・観光消費額の拡大や、地域資源のブランド化を図るため、観光地域づくりの総
合プロデューサーである一般社団法人京都山城地域振興社（お茶の京都DMO）を支援し、地
域の稼ぐ力の創出や地域を担う人材の育成を図る。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　実　績
　お茶の京都エリアの観光客の満足度　　　　　　　７９．０％　　９４．０％ 
　お茶の京都エリアの府域の観光消費額単価　　　２，９００円　　４，５７３円　　

２　施策の実施状況
　お茶の京都エリアの観光振興を図るため、お茶の京都DMOが行う事業に対して助成した。
茨　マーケティング調査事業
　　外国人・日本人観光客動向調査
芋　着地型旅行商品等の造成・販売事業
　　・着地型旅行商品の造成等　　１４８商品
　　・近隣地域をターゲットとした誘客商品の開発

・お茶の京都観光ループバスの運行（木津川古寺巡礼バス、宇治やんたんライナー・や
んたんライナーコネクト）

鰯　特産品のブランド化・販売促進事業
　　・２種類のECサイトでの特産品販売　商品売上高　４６０千円

・日本遺産フェスティバルin 桑都・八王子に出展し、来場者へパンフレットの配布、抹
茶の試飲等を通じて、お茶の京都のPRを実施

　　　実施日　令和５年１１月４日～１１月５日
　　　来場者　延べ４１，０００人

「お茶の京都」DMO推
進事業
（地域政策室）
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允　インバウンド推進事業
　　・ツーリズムEXPOジャパン２０２３＆VJTMへ出展　商談５５社
　　　国際旅行博（FITUR）２０２４へ出展（スペイン・マドリード）
　　　商談５７社
・第２９回旅行博覧会（TITF）へ出展し、来場者へタイ語パンフレット、宇治茶一煎パッ
クの配布等を通じて、お茶の京都のPRを実施

印　人材育成・確保事業
　　・観光ガイド育成講座（英語ガイド講座を含む。）９回
　　　参加者　延べ６３人
　　・日本遺産認定地域における情報発信モデル事業（文化庁事業）
　　　情報交換会　　　１回　参加者　１２人
　　　実践カメラ講座　３回　参加者　２０人
咽　情報発信・プロモーション事業
　　・InstagramなどSNSでお茶の京都の魅力発信　配信本数　９２本
　　・関西鉄道会社と連携した広報キャンペーンの実施
員　ナイトコンテンツ造成事業
　　黄檗山萬福寺で「黄檗ランタンフェスティバル」を開催
　　開催日　令和５年１０月８日～１２月１０日
　　入場者　１７，１８０人
因　地域づくり支援事業
　　地域の実情に応じたまちづくりを支援
　　・八幡市の「歴史的資源を活用した文化観光まちづくり未来戦略」実現のための支援

３　執　　行　　額 　６５，２５１，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「もうひとつの京都」多言語Webサイト（対応言語：英語、中国語（繁体字、簡体字）、韓
国語）を活用し、外国人目線で掲載コンテンツを充実させるなど、外国人に向けた情報発信
の強化を図る。

２　施策の実施状況
　海の京都DMO、森の京都DMO、お茶の京都DMOと京都府観光連盟の多言語Webサイトを
統合した「もうひとつの京都」多言語Webサイトを活用し、「もうひとつの京都」エリアの魅
力について、ネイティブ翻訳による情報掲載、外国人ライターによる取材記事の掲載等、外
国人目線のコンテンツを充実させるとともに、SNSでの情報発信やWeb広告配信等のプロ
モーションを実施した。

「もうひとつの京都」
多言語情報発信強化事
業
（地域政策室）
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　新規記事掲載数　２０本
　アクセス件数　　５２６，４９４件

３　執　　行　　額 　１２，３４５，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　民間事業者との連携により展開する観光周遊カーシェアリング事業について、既存ステー
ションの利用促進を図るとともに、府域における二次交通を充実させ観光周遊の取組を推進
する。

２　施策の実施状況
　府、海の京都DMO、森の京都DMO、お茶の京都DMO、タイムズモビリティ株式会社、JR
西日本が連携し、観光周遊カーシェアリング事業を実施した。
茨　観光周遊カーシェアステーション
　　設置ポイント　海の京都エリア　　　西舞鶴駅、東舞鶴駅
　　　　　　　　　森の京都エリア　　　亀岡駅、馬堀駅（拡充）
　　　　　　　　　海・森の京都エリア　福知山駅、綾部駅
　　　　　　　　　お茶の京都エリア　　宇治駅、玉水駅、木津駅、加茂駅、松井山手駅
芋　優待観光施設（ドライブチェックイン施設）の拡充
　　設定施設　海の京都エリア　　８施設（３施設新設）
　　　　　　　森の京都エリア　　７　
　　　　　　　お茶の京都エリア　１４

３　執　　行　　額 　２，２００，０００円　　　　
 （委託料）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「もうひとつの京都」エリアの交流人口拡大のため、地域に散在する伝統的建造物や古民家
等の歴史的資源を活用した新たな宿泊施設の創出を通じた観光地域づくりを推進する。

２　施策の実施状況
　伝統的建造物や古民家等を活用した宿泊施設等の整備検討を行うためのイメージパース及
び収支計画を含む事業計画書の作成等の支援を実施した。
　実施地域　南山城村

３　執　　行　　額 　　９５０，０００円　　　　
 （委託料）　　　　　

「もうひとつの京都」
観光周遊カーシェアリ
ング推進事業
（地域政策室）

伝統的建造物活用宿泊
施設等整備推進事業
（地域政策室）
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       １　施策の趣旨等
　旅行商品の予約システム等を通じて提供を受けたデータを活用・分析し、効果的なダイレ
クトマーケティングを展開する。

２　施策の実施状況
　各DMOの顧客管理システムを活用し、クーポンキャンペーン等を通じて収集した顧客属
性・ニーズ傾向等のデータについて調査・分析し、ダイレクトメールによる情報発信を行った。
　システム登録者数　海の京都DMO　　１７，０４５人
　　　　　　　　　　森の京都DMO　　１３，９９１
　　　　　　　　　　お茶の京都DMO　　９，１１３

３　執　　行　　額 　　　　　３，１７８，０７８円　　　　
 （うち補助金　２，１７８，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　旅行者や地域住民が「もうひとつの京都」の魅力を一層体感できる環境整備を進め、地域
振興と観光需要の喚起を図る。

２　施策の実施状況
　京都鉄道博物館にて、府内各地で走行している「もうひとつの京都」のラッピングトレイ
ン及びラッピングバスを一堂に集め、特別展示を実施するとともに、各DMOや京都府観光連
盟による観光情報発信等も行い、「もうひとつの京都」の魅力を広く周知した。

３　執　　行　　額 　１，２５０，１００円　　　　
 （うち委託料　８２２，８００円）　

       １　施策の趣旨等
　地域の特性に応じた「移住」を核とする地域活性化の取組を支援するとともに、移住者等
のニーズの多様化に対応するため、新たな移住・定住促進の取組を支援する。

２　施策の実施状況
茨　移住促進特別区域の充実
　府内市町村への積極的な働きかけによる、移住促進特別区域の充実とともに、地区内の
登録空家に居住するための改修支援等により、様々なニーズに対応した移住者受入を促進
した。
　○移住促進住宅整備事業
　　実施市町村　　件数　　　補 助 金
　　宮　津　市　　１件　　　９００，０００円

「もうひとつの京都」
ダイレクトマーケティ
ング事業
（地域政策室）

「もうひとつの京都」
見える化促進事業
（地域政策室）

「移住するなら京都」
推進事業
（地域政策室）
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　　綾　部　市　　２件　　１，８００，０００円
　○空家流動化促進事業
　　実施市町村　　件数　　　補 助 金
　　綾　部　市　　１件　　　　５０，０００円
芋　周知度アップによる移住検討者数増加
　京都府の各地域に興味を持つきっかけとなる情報の積極的発信等により、府内外の移住
検討者に対する京都府の周知度アップを実現した。
　ア　京都府移住情報サイト運営事業

　京都府の移住関連情報を一元的に管理するポータルサイトにより、移住促進特別区域
の地域情報や住まい、仕事に関する支援施策等や移住後に地域で実現できる生活につい
て積極的に発信

　イ　移住情報発信拠点の設置・運営
　相談体制や機能を抜本的に見直して複合的な課題にも対応したワンストップ体制を構
築し、東京・大阪に移住情報発信の機能も有するサテライト拠点を運営するとともに、
移住のための条件整理や府内市町村とのマッチングを実施

　ウ　京都府フェスティバルの開催
　「２０２５年大阪・関西万博」をターゲットとして、JR大阪駅で「観光×移住×関係人口」
のイベントを開催

　　　実施日　令和５年９月３０日　来場者　１，２３７人
鰯　移住・定住へのフォローアップ
　地域の特性に応じて移住者の受入とまちづくりの両立を図る市町村の取組を支援すると
ともに、地域の交流支援促進により地域への定住を促進した。
　ア　移住者受入・活躍応援拠点整備事業

　「移住者受入・活躍応援計画」を策定し、交流促進や仕事づくり等をテーマとしたまち
づくり事業を実施する市町村を支援

　　　計画策定市町村　亀岡市ほか６市町（８件）
　イ　アウトリーチ型マッチング事業

　振興局単位で交流の核として先輩移住者ネットワークを構築し、地域での受入体制を
整備するとともに、DMO等と連携した移住ツアーや地域体験を実施

　　　参加者　地域側２５人、都市部側２６人
允　移住者の「職」への支援＋関係人口の取込
　移住者や関係人口のニーズの多様化に対応した仕事づくり・交流による地域への定着を
促進するため、お試し就業支援事業として、移住後の生活体験が可能なインターンシップ
や地域企業との交流等により、地域への就業・定着促進を支援
　　受入企業数　　　５社
　　参 加 者 数　延べ２１名

３　執　　行　　額 　５１，２９１，０５６円　　　　

 （うち  補助金　４０，２７０，０００円
委託料　　９，３０６，０００ ）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―４０―

       １　施策の趣旨等
　オープンイノベーション施設「アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都」の開設により、
京都府の文化・芸術の力を生かし、アートとテクノロジーを融合させた新たな産業を創造し、
起業を促すとともに、次世代を担う起業家や企業の中核を担う人材育成を推進する。

２　施策の実施状況
　海外の企業・大学等との相互交流・連携を促進するグローバル拠点として令和５年１０月３１
日に開設、入居企業等や国内外の企業・大学等との連携や商品・サービスの開発等を支援し
た。
茨　拠点の開設
　ア　オープニングイベントの実施（延べ約３，３００名参加）

　オープニングセレモニーや地元団体による交流イベント、入居企業の取組紹介やド
ローン体験、音楽イベント「OYAMAZAKI ARTFES2023」などを実施。

　イ　備品等の整備（スタジオや看板等）
芋　産学公連携によるテーマ別部会の設置　（７回開催）
　　子どもの能力開発部会、ロボティクス部会、フェムテック部会の３部会
鰯　企業等との取組によるマッチングの促進
　ア　企業サイトへの入居促進（５区画契約）
　イ　スタートアップ関係者との交流
　　　・京都やましろ企業オンリーワン倶楽部

３　執　　行　　額 　　２９，２３９，９７４円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都の開設に伴い、オープンイノベーションを加速さ
せるため、国内外の起業家との交流会の開催や事業化に向けた取組を支援する。

２　施策の実施状況
　国内外の企業・大学と連携し、新産業創出に繋げるため、見本市への参加や国内外のスター
トアップグループ等の交流・連携を行った。
茨　見本市への出展による新たな連携先の開拓
　　・KOKOKARAフェアへの出展（１１月２９日～１２月１日・東京）
　　・DUBAI WORLD TRADE CENTERによる海外市場向けピッチ会
　　　（１月２２日～２４日・ドバイ）
　　・東京ギフトショーへの出展（２月６日～８日・東京）
芋　国内外のスタートアップグループとの交流促進

アート＆テクノロジー・
ヴィレッジ推進事業
（地域政策室）

委託料　 ２，４８９，０６６円
補助金　２０，００３，５１９ ）

産業創造リーディング
ゾーン加速化事業
（地域政策室）



―４１―

　　ATVK×日本経済新聞社合同交流会の実施（３月１５日・約６０名参加）
鰯　オンライン会議システムの増強による関連企業との交流促進

３　執　　行　　額 　２０，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　ビル・ゲイツ氏の書籍寄贈の趣旨を踏まえ、府内の高校生等がその思いに触れ、読書によっ
て豊かな感性を育む機会を創出する。

２　施策の実施状況
茨　府内の高校等への書籍配布
　ビル・ゲイツ氏が選んだ「人生で読んだ最高の本５冊」を府内の全ての高校等に配布し
た。
　配布学校数　府内の公立・私立高校等　１２１校
芋　書籍のポイント解説動画制作
　　書籍のポイントとなる箇所の解説動画を制作し、高校生等のタブレットに配信した。
鰯　授業コンテンツ動画制作
　高校の探究の授業等で活用できるよう、書籍を題材とした解説付き授業コンテンツ動画
を制作し、京都府デジタル学習支援センターHP上で配信した。

允　書籍の感想メッセージ募集
　書籍を読んだ感想メッセージを公募し、応募作品を府ホームページで公開した。
　　募集期間　　令和５年１１月８日～令和６年１月３１日
　　応募作品数　６点

３　執　　行　　額 　４，７００，０９７円　　　　
 （うち委託料　１，２１５，５００円）　

       １　施策の趣旨等
　２０２５年（令和７年）開催の大阪・関西万博において、京都が誇る産業や文化、観光資源な
どの魅力を国内外に広くアピールするとともに、オール京都体制を構築し、府内各地に人や
投資を呼び込む取組を推進する。

２　施策の実施状況
　有識者や経済団体等からなるオール京都の推進体制を構築し、万博を契機として、府内各
地に人や投資を呼び込むための機運醸成や誘客促進に取り組むとともに、ゲートウェイとな
る万博会場内の京都ブースの基本設計を実施した。

「人生を豊かにする本」
推進事業
（政策環境総務課）

大阪・関西万博きょう
との魅力発信事業
（万博・地域交流課）
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３　執　　行　　額 　２１，９３３，１１４円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都の活性化を推進するため、京都に学ぶ学生たちが力を合わせ、行政、経済界、地域と
幅広く連携しながら、京都の学生文化や学生の熱気あふれる大学のまちを全国に発信する
「京都学生祭典」の開催を支援するため、第２１回京都学生祭典実行委員会に対して助成する。

　　　　　指　標　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　実　績
　京都学生祭典参加学生数　　　２，０００人（令和５年度）　　　　　７８０人

２　施策の実施状況
　産学公連携のもと、京都の学生たちが中心となり第２１回京都学生祭典が開催され、一部企
画については映像配信を行った。オフラインとオンラインで計６万８千人以上が来場し、京
都のまちに賑わいを創り、活性化に寄与した。

　　　　　　　　　　　　　開　催　日　　　　　　　会　場　　　　　来場者数
　本祭　　　　　　　　令和５年１０月８日　　平安神宮・岡崎周辺　　　６８，６９５人
　本祭プレイベント　　令和５年９月３日　　イオンモールKYOTO　　　　２５３

　　企画参加者　　　　　　　　　　大学　　　短期大学　　　学生数
　実行委員　　　　　　　　　　　　　１９　　　　　１　　　　　　９５人
　「京炎ふでそれ！」おどり手　　　　２０　　　　　―　　　　　６８５

３　執　　行　　額 ５，５００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　学生の府内定着に向け、府内大学等と連携し、大学の「知」の活用や学生の活躍による京
都の未来の活力づくりを推進する。

２　施策の実施状況
茨　京都府地域共創大学連携会議の運営
　大学の「知」と学生の「力」を結集し、「あたたかい京都づくり」を目指すための取組に
ついて、大学と連携して実施する共同事業を募集し、成果報告会を開催することによりそ
の成果を共有した。

京都学生祭典開催助成
事業
（大学政策課）

学生とともにのばす京
都プロジェクト事業
（大学政策課）



―４３―

芋　大学・学生との共同事業の実施
　　学生の活躍が見込まれる府政分野において府と大学等で共同事業を実施した。
　　　　　　補助事業名　　　　　　　　　事業数　　　　　　補助金
　　学生とともにのばす京都プロ　　　　　　３１　　　　　１９，１０６，０００円　　ジェクト共同事業費補助金　

３　執　　行　　額 ２８，０９２，４１９円　　　　
 （うち補助金　１９，１０６，０００円）　

 

         １　施策の趣旨等
　交通事故で亡くなった交通巡視員の遺族からの寄附を活用し、交通事故をなくすための交
通安全教育を展開する。

２　施策の実施状況
茨　「かなえる・かなでる」プロジェクト
　御遺族の思いを府民に届けるため、故人の名前を冠したプロジェクトを府内全域で展開
した。
　ア　交通安全対策活動の支援

　交番を核とする府民協働防犯ステーションに対し、通学路の危険箇所点検など交通安
全対策を講じるための活動経費を支援した。

　　　支援件数　　２０件
　イ　自転車安全利用の啓発

　自転車の安全な利用を促進するため、「自転車安全利用五則」を表示した横断幕及び左
側通行等を啓発するハンドプレートを作成した。

　　　自転車安全利用推進員講習を受講した中学校、高等学校等に配布
　　　横断幕　７０枚
　　　ハンドプレート（３種）各５０枚　合計１５０枚

芋　高齢運転者への交通安全教育
　危険予測トレーニング、認知機能・身体機能チェックトレーニングを実施の上、同機能
低下抑止トレーニング等を実施した。
　　実施市町村　　６市町
　　対 象 者 数　１００人
　　（八幡市１６人、舞鶴市６人、綾部市９人、宮津市１４人、久御山町１８人、南丹市３７人）

３　執　　行　　額 　２，５００，０００円　　　　

３　交通対策費
（Ｐ８２）

２，８８１，２５４，０００
（３，８３８，３６２，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ４１３，０５０，０００
JR奈良線複線
化・高速化整備
事業費
 ２２０，０５０，０００
駅周辺にぎわい
づくり推進事業
費
 １８，０００，０００　 　　　　　　　 
鉄道軌道安全輸
送設備等整備事
業費
 １４０，０００，０００
鉄道駅舎バリア
フリー化設備整
備事業費
 ３５，０００，０００
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鹸

２，４４６，５８２，７０１
（２，８７４，９０８，１３９）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３４７，５２８，６１７
寄　附　金
 ３，１００，０００
繰　越　金
 ３８，５８５，９１７
府　　　債
 １，２４１，０００，０００
一 般 財 源
 ８１６，３６８，１６７

未来へつなぐ交通安全
推進事業

（ ）安心・安全まち
づくり推進課
警 察 本 部
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       １　施策の趣旨等
　JR奈良線複線化整備に向けた取組を沿線市町と協働して実施し、沿線地域の利便性向上に
よる地域活性化を図る。

２　施策の実施状況
　複線化・高速化第二期事業に係る複線化本体事業（軌道工事、電気工事）及び複線化に伴
う関連事業（六地蔵駅）の支援を行った。

３　執　　行　　額 　１，０４６，２３３，２００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　観光関連事業者が多様な主体と連携し地域の観光資源の磨き上げ・造成を行う取組やイベ
ント列車の運行等を支援し、府内の観光需要の回復を図る。

２　施策の実施状況
　統合型MaaSアプリを活用した「もうひとつの京都」エリアでのデジタルスタンプラリー、
ラッピング特急列車の運行やバス事業者と連携したデジタルチケット（共通フリーパス）の
販売等に係る支援を行った。

３　執　　行　　額 　　４４，０４８，６１２円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　利用者が減少している京都丹後鉄道に対して、利用促進事業等を支援する。

２　施策の実施状況
　観光列車（あかまつ）１０周年イベントの開催、イベント列車及びラッピング列車の運行に
係る支援を行った。

３　執　　行　　額 　２４，１８４，５０５円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　過疎地域等における住民の交通確保を図るとともに、便利で使いやすい生活交通ネット
ワークの構築に向け、利用者・交通事業者・市町村・府等が協働し、利用者の視点に立った公

JR奈良線複線化・高速
化整備事業
（交通政策課）

鉄道利用・観光誘客促
進事業
（交通政策課）

京都丹後鉄道にぎわい
創出支援事業
（交通政策課）

生活交通ネットワーク
構築支援事業
（交通政策課）



―４５―

共交通の改善を図る。

２　施策の実施状況
茨　路線維持対策等補助事業
　生活交通バス路線及び市町村運行確保バス等に対して助成し、生活交通の維持確保を
図った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補 助 金　
　　路線維持対策補助金　　　　　　　　　　１２７路線　　　　３１５，０９０，０００円　
　　車両購入費等補助金　　　　　　　　　　２２両　　　　　　２４，４７７，０００　　
　　バスカードシステム整備費補助金　　　　１社　　　　　　１，４５７，０００　　
　　バスロケーションシステム整備費補助金　１　　　　　　　　２１１，０００　　
芋　便利で使いやすい生活交通ネットワークの構築支援事業
　交通事業者や市町村等との連携のもと、生活交通対策地域協議会や市町村が開催する地
域公共交通会議などへの参画を通じて、利用促進策の検討やダイヤ、停留所、運行情報等
の交通システムの改善を進めた。

３　執　　行　　額 　　３４１，７７４，０７１円　　　　
 （うち補助金　３４１，２３５，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　駅周辺のにぎわいの創出や地域外との交流促進などに取り組む市町村を支援し、持続可能
で魅力ある地域社会の実現に不可欠な公共交通の維持を図る。

２　施策の実施状況
　施行場所　　　　　　　　実 施 内 容　　　　　　　　補 助 金
　胡 麻 駅　　　　　子育て支援施設等の整備　　　　８，９９３，０００円

３　執　　行　　額 　　８，９９３，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　誰もが安心・安全に移動できる公共交通が維持確保されるよう、市町村等の地域公共交通
計画の策定を支援し、持続可能な公共交通の確立を図る。

２　施策の実施状況
　京都丹後鉄道沿線地域公共交通計画の策定に係る経費に対して支援を行った。

３　執　　行　　額 　１，２５０，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

駅周辺にぎわいづくり
推進事業
（交通政策課）

地域公共交通計画策定
支援事業
（交通政策課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―４６―

       １　施策の趣旨等
　地域公共交通の課題の解決に適う交通モードの再編や利用促進事業等を実施する市町村等
へ支援を行い、公共交通の維持確保を図る。

２　施策の実施状況
　公共交通マップの作成や自家用有償旅客運送の実証実験に係る経費及び立ち上げに対して
支援を行った。

３　執　　行　　額 　　２，５２２，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　地域鉄道事業者が実施する施設整備等に対して関係市町と協調して支援を行い、鉄道利用
者の安心・安全の確保を図る。

２　施策の実施状況
　線路設備整備や電路設備整備など、利用者の安心・安全の確保に資する施設整備に対して
関係市町と協調して支援を行った。

３　執　　行　　額 　２８０，９９７，２７０円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府域における交通拠点となる鉄道駅舎を対象に、バリアフリー化のための整備を行う事業
者に対して助成し、高齢者・障害者等の移動の円滑化を図る。

　指標：バリアフリー法に基づく基本方針において対象とされる駅舎のうち段差解消済の割合
　目標：１００％（令和７年度まで）　実績：９７．８％

２　施策の実施状況
　　施行場所　　　　　　　　　　　　実 施 内 容　　　　　　　　　　補 助 金　
　近鉄山田川駅　　　　　　スロープ、多機能トイレの整備等　　　　９，３４４，０００円

３　執　　行　　額 　９，３４４，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

地域公共交通高度化推
進事業
（交通政策課）

鉄道軌道安全輸送設備
等整備事業
（交通政策課）

鉄道駅舎バリアフリー
化設備整備事業
（交通政策課）



―４７―

       １　施策の趣旨等
　南海トラフ地震に備え、鉄道事業者が実施する鉄道駅・橋りょう等の耐震補強事業に対し
て支援を行い、府民の安心・安全を図る。

２　施策の実施状況
　　　　施行場所　　　　　　　　　補 助 金
　近鉄桃山御陵前・向　　　　　２０，０００，０００円
　島駅間高架橋

３　執　　行　　額 　　２０，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　安心・安全・快適性を確保するための基盤部分（インフラ）を担う北近畿タンゴ鉄道株式
会社への支援を行う。

　指標：年間利用人数　　目標：１６０．５万人（令和１０年度まで）　　実績：１３６万人

２　施策の実施状況
　基盤部分（線路・電路・車両）の維持管理等に係る経費に対して支援を行い、安全対策の
向上を図った。

３　執　　行　　額 　３９１，１９８，０４３円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　原油価格・物価高騰の影響により、厳しい経営状況にある地域公共交通事業者に対し、運
行に係る燃料費高騰分を支援し、安定的な路線運行を確保する。

２　施策の実施状況
　府内広域路線の運行を維持している乗合バス事業者に対し、令和５年度に生じると見込ま
れた燃料費高騰分を支援した。
　支援事業者数　９社
　支援系統数　　２４４系統

３　執　　行　　額 　　２９，９９６，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

鉄道施設耐震補強事業
（交通政策課）

北近畿タンゴ鉄道支援
事業
（交通政策課）

地域公共交通支援事業
（交通政策課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―４８―

       １　施策の趣旨等
　原油価格高騰等の影響を受けている地域公共交通事業者に対して、省エネ設備への転換等
や燃料費高騰分を支援し、地域に不可欠な公共交通を維持確保する。

２　施策の実施状況
茨　省エネ・生産性向上への支援
　省エネ設備への転換や生産性向上に資するデジタル機器・システム導入等に係る経費を
支援した。
　　支援事業者数　１３社
芋　乗合バス事業者への支援
　府内広域路線の運行を維持している乗合バス事業者に対し、見込みを上回って生じた燃
料費高騰分を支援した。
　　支援事業者数　９社
　　支援系統数　　２４４系統
鰯　京都丹後鉄道への支援
　　沿線自治体と一体となり、運行に係る燃料費等の一部を支援した。

３　執　　行　　額 　　２０７，０３６，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　地域公共交通事業者が実施する生産性向上に向けた取組を支援し、物価高騰、人手不足等
様々な影響を受けている事業者の事業継続を図る。

２　施策の実施状況
　二種免許取得に要する取組や人材確保セミナー等の開催に係る経費を支援した。
　支援事業者数　４９団体

３　執　　行　　額 　　３６，５０６，０００円　　　　
　　　 　（補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　京都ウィメンズベース・マザーズジョブカフェ・京都府男女共同参画センターの３所が連
携し、女性活躍を支援するとともに、様々な困難・課題を抱える女性への支援をワンストッ
プで実施する。

　　　　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　目標　　　実績
　「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス認証企業数　　　　５０社　　　５０社

地域公共交通原油価格
高騰等対策事業
（交通政策課）

生産性向上・人手不足
対策事業
（交通政策課）

５　男女共同参
画推進費
（Ｐ８２）

１２７，８８５，０００
 （１５９，２８１，０００）

１２７，５２０，０００
（１５８，０１６，０６４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４５，８５４，５００

女性活躍総合支援事業
（男女共同参画課）



―４９―

         　　マザーズジョブカフェ相談者のうち、就職内定者数　　　１，４００人　　１，５４３人

２　施策の実施状況
茨　京都ウィメンズベース事業
　「輝く女性応援京都会議」のもと、京都労働局、府、京都市、経済団体が一体となって運
営する女性活躍支援拠点「京都ウィメンズベース」を中心に、企業における女性の活躍を
重点的に支援した。
　ア　女性活躍・ワーク・ライフ・バランス企業応援チームによる中小企業の取組支援
　　　企業訪問実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１６社
　　　働きやすい職場環境づくり支援企業数　　　　　　　　　５０
　　　ワーク・ライフ・バランス推進宣言企業数　　　　　　　３１
　　　「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス認証企業数　　５０
　イ　女性中核人材育成研修
　　　開催回数　　　　７回
　　　参 加 者　延べ３０７人
　ウ　女性活躍・ワークライフバランス推進研修
　　　開催回数　　　　５回
　　　参 加 者　延べ　９０人
芋　マザーズジョブカフェ推進事業
　働きながら子育てしたい女性やひとり親家庭の方などのニーズに応じて、就業と子育て
をワンストップで支援した。
　ア　利用状況・就職内定者数　　　　
　　　延べ利用者数　　　　　　　２７，４８１人（１日平均９６人）
　　　うち延べ相談者数　　　　　２１，５６０
　　　就職内定者数　　　　　　　　１，５４３
　イ　女性再就職フェア
　　　開 催 回 数　　１１回
　　　出展企業数　　５７社
　　　来 所 者 数　３４４人
　ウ　就職活動及び就職訓練中の一時保育
　　　　　　　　　場　所　　　　　　　　　　　　　延べ利用者数
　　　京都ジョブパークマザーズジョブカフェ　　　　　　４７７人
　　　北京都ジョブパークマザーズジョブカフェ　　　　　７５１
　エ　マザーズジョブカフェ巡回相談
　　　開催回数　　　７２回
　　　延べ相談者数　９２人
鰯　京都府男女共同参画センター運営事業
　女性の社会参画支援のため、女性相談・起業支援や地域における女性支援等を実施した。
　ア　女性相談
　　　相談件数　　　７６８件

寄　附　金
 ２００，０００
諸　収　入
 １，４４０，０００
一 般 財 源
 ８０，０２５，５００



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―５０―

　イ　労働相談
　　　相談件数　　　８９０件
　ウ　女性のためのカウンセリング
　　　相談件数　　　９３件
　エ　法律相談
　　　相談件数　　　７１件
　オ　女性の起業・経営相談
　　　相談件数　　　５０件
允　女性つながりサポート事業
　様々な困難・課題を抱える女性に対し、民間団体による無料のカウンセリング、電話相
談、SNS相談、伴走支援等を実施した。
　ア　京都府男女共同参画センター電話相談
　　　相談件数　　１，３６３件
　イ　民間団体による無料カウンセリング、無料電話相談
　　　相談件数　　　９５５件
　ウ　民間団体による伴走支援
　　　相談件数　　　５４３件
　エ　民間団体によるチャット相談
　　　チャットルーム「ここはな」　　相談件数　１，９５５件
　オ　女性相談に対応できる人材育成研修
　　　研修回数　　　２回
　　　参加者数　　　２０人

３　執　　行　　額 　１２０，００１，０００円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　ドメスティック・バイオレンス（DV）について、広く府民への意識啓発を行うことで、被
害者支援や防止を図る。

　指標：自立支援計画を策定し継続的に支援する者（家庭支援総合センター入所者）
　目標：５０件　実績：７６件

２　施策の実施状況
　DVに関する講座の開催やグループカウンセリング等を実施し、被害者支援や被害の未然
防止を図った。

委託料　７４，４２６，７３５円
補助金　４３，５７６，８６４ ）

ドメスティック・バイ
オレンス対策事業
（男女共同参画課）



―５１―

茨　DV一般啓発講座
　　「DVを考えるつどい」を開催し、DV根絶の気運を醸成した。
　　講座数　３回
　　場　所　長岡京市中央生涯学習センター（長岡京市）、園部文化会館「アスエルそのべ」
　　　　　　（南丹市）、精華町役場（精華町）
　　受講者　６０人
芋　自立支援グループカウンセリング
　自立支援の一環として、DV被害者同士が体験を共有しつつ専門のカウンセラーの援助
を受けるグループカウンセリング等を実施した。
　　参加者　延べ２２人
鰯　若年層向けデートDV防止啓発講座
　中学生・高校生を対象にデートDV防止啓発講座を開催し、年代に応じた暴力を許さない
意識づくりを進めた。
　　講座数　２回
　　場　所　府立峰山高等学校、府立丹後緑風高等学校（京丹後市）
　　受講者　２７０人
允　加害者プログラム
　被害者支援の一環として加害者が自らの加害に気づき、加害を繰り返さないための更生
プログラムに取り組んだ。
　　相談者数　　　　　　　　　　　　延べ１９４人
　　グループワーク参加者　　　　　　〃　１５７
　　相談員養成研修における参加者　　〃　１５２

３　執　　行　　額 　　４，５１９，０００円　　　　
 （うち委託料　３，００５，１６７円）　

       １　施策の趣旨等
　子育て世代をはじめとした多様な人材が活躍できる社会を実現するため、子育てしやすい
職場環境への企業改革を促進する。

　　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目標　　　実績
　子育て企業サポートチームによる企業訪問件数　　　　　　　　　２５，０００社　１９，７９１社
　子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言を行った企業数　　　３００　　　　４５１
　多様な働き方推進の取組を支援した企業数　　　　　　　　　　　　１２０　　　　１３３

２　施策の実施状況
　男性育休の取得促進を図るため、男性従業員の意識改革を促進するセミナー等を開催し、
育休を取得しやすい職場づくりを支援した。
　セミナー開催回数　４回
　参加者数　　　延べ１４７人

子育てにやさしい職場
づくり事業
（男女共同参画課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―５２―

　伴走支援企業　　　　２社

３　執　　行　　額 　３，０００，０００円　　　　
 （委託料）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　「脱ひきこもり支援センター」を中心に、ひきこもり状態にある者の早期把握、相談、社会
適応訓練、自立までを一体的に支援するとともに、市町村での相談体制の構築を図る。

　指標：ひきこもり支援を受けてコミュニケーション能力や生活スキルなどが改善した人の
　　　　割合
　目標：６８．０％　実績：６５．５％

２　施策の実施状況
茨　「脱ひきこもり支援センター」の運営
　　設置場所　家庭支援総合センター、福知山総合庁舎（北部サテライト）
　　支援コーディネーターの配置　５人
　　臨床心理士の配置　　　　　　３
芋　市町村相談体制構築支援
　より身近な市町村における初期相談体制の構築に向け、市町村支援員（臨床心理士）、精
神科医の配置や対応力強化のための研修を実施した。
　　ひきこもり支援対応強化研修参加者　延べ１４３人
鰯　ひきこもり早期支援事業
　社会的自立に向けた不登校児童生徒支援計画（アクションプラン）に基づき教育委員会
と連携して設置した「不登校・ひきこもり対応連携組織」により、不登校生徒に対して中
学校在籍時から卒業後を見据えた支援を実施した。
　また、早期支援特別班を各教育局単位に配置し、学校との連携や定期的な不登校生徒の
情報共有等、個々の状況に応じた支援を実施した。
　　早期支援特別班支援件数　１０５件
允　ひきこもり相談・外出支援事業
　ひきこもりの長期化を防ぐため、臨床心理士等を中心とした「チーム絆」が、ひきこも
り状態にある者や家族への面接相談、訪問支援等を行った。
　また、ひきこもり状態にある者の社会参加を促進するため、個々の希望に応じた社会適
応訓練を実施する団体への補助やインターネットを活用したオンライン居場所を開設する
とともに、支援ネットワークの構築やひきこもり支援情報ポータルサイトの運営による交
流、ネット相談等を実施した。
　さらに、ひきこもり状態にある者の自立を図るため、職親体験、ファイナンシャルプラ

６　青少年育成
費
（Ｐ８４）

１０２，６８５，０００
（６０５，２７０，０００）

 １０２，５３０，５７７ 
 （４４９，０１５，４０１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２１，００３，０００
一 般 財 源
 ８１，５２７，５７７

脱ひきこもり支援推進
強化事業
（家庭・青少年支援課）



―５３―

ンナー等による将来設計セミナー等を実施した。
　　「チーム絆」相談件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２１件
　　ひきこもり状態にある者のための社会参加支援事業補助金交付件数　　２７
　　ひきこもりオンライン居場所参加者数　　　　　　　　　　　　　　　２３人
　　社会的ひきこもり支援ネットワーク連絡会議参加団体　　　　　　　　３０団体
　　ネット相談件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７件
　　職親登録事業所（民間協力事業所）　　　　　　　　　　　　　　　　１１１事業所
　　職親事業参加者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７人
　　将来設計セミナー参加者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１３

３　執　　行　　額 　　８６，９９５，１３４円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　「立ち直り支援チーム」が関係機関と連携して、非行等の問題を抱える少年の立ち直りを支
援するため、少年一人ひとりに適した就学・就労等の支援プログラムを実施し、再非行の防
止を図る。
　また、地域の民間団体と協働し、少年の学習支援や相談支援を行う居場所（ユース・コミュ
ニティ）を運営することにより、非行・再非行の未然防止を図る。

２　施策の実施状況
茨　「立ち直り支援チーム」の運営
　　設置場所　家庭支援総合センター、福知山総合庁舎（北部サテライト）
　　支援コーディネーターの配置　　４人
　　臨床心理士の配置　　　　　　　１
芋　支援人数・体験受入登録事業所数
　　寄り添い型支援人数　　　　　　３１人
　　家庭裁判所との連携支援人数　　３１
　　体験受入登録事業所数　　　　　１８５事業所
鰯　非行少年等立ち直り支援ネットワーク推進連絡会議
　　会議開催　　　　　　　　　　　１回
允　「ユース・コミュニティ」の運営
　　設置場所　京都市（中京区、西京区）、宇治市、城陽市及び長岡京市
　　参 加 者　　　　　　　　　延べ９７６人

３　執　　行　　額 　　１５，５３５，４４３円　　　　

 （うち  

委託料　３３，７９１，２４２円
補助金　１８，５７２，０００ ）

非行少年等立ち直り支
援事業
（家庭・青少年支援課）

報酬　　７，３６１，８５９円
委託料　４，０５０，０００ ）
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 ３　徴　　　税　　　費

         １　施策の趣旨等
　府及び府内市町村（京都市除く）の税業務を統合的に行うことにより、納税者の利便性向
上や業務の効率化を図るとともに、公平公正な税業務の一層の推進を図る。

　指標：徴収率　実績：９９．０％

２　施策の実施状況
　各構成団体の滞納案件に係る徴収業務並びに法人関係税及び自動車関係税の課税業務を実
施した。
茨　府税の滞納に係る整理状況　　　　　　　　　※延滞金・加算金除く
　　年度中の移管件数　　　　　　　　３１，２０２件
　　年度中の移管額　　　　　　　　　２，２０１百万円
　　移管総額（繰越分含む）　　　　　　４，４２０
　　収納額　　　　　　　　　　　　　２，０７７
芋　法人関係税の事務共同化の取組状況　　　　　※市町村分除く
　　申告書の受付調定件数　　　　　　８９，３８１件
　　更正・決定、加算金決定件数　　　２，９６５
鰯　自動車関係税の事務共同化の取組状況　　　　※市町村分除く
　　申告書等の受付件数　　　　　　２６４，８３９件

３　執　　行　　額 　１，４５２，００３，１４３円　　　　
 （分担金）　　　　　　　

 

 ４　市町村振興費

         １　施策の趣旨等
　府と市町村（京都市除く）、市町村間の連携を強め、一体となった地域づくりを推進してい
くため、府の施策との相乗効果を発揮し、地域の課題解決に取り組む市町村の事業を支援す
るとともに、市町村間の連携や行政サービス提供体制・公共施設運営のあり方の見直し・改
善に取り組む市町村の取組を支援する。
茨　地域づくり連携推進事業

目標：各年度の重点課題の克服・解決に寄与する事業を「最重点支援枠」として積極的
に支援するほか、府と市町村が連携した効果的な地域づくりの推進に寄与する事
業を支援

　　実績：２５市町村、４４６件
芋　市町村間連携推進事業

２　賦課徴収費
　（Ｐ８６）

１，４７６，０６２，０００
（６，２９１，３０８，０００）

１，４５２，００３，１４３
（６，２５６，０９１，４９４）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源
 １，４５２，００３，１４３

京都地方税機構分担金
（税　務　課）

２　自治振興費
（Ｐ８６）

２，１８１，８３３，０００
（２，９６９，１３１，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １５，０００，０００
地域交響プロ
ジェクト推進事　 　　　　　　　 業費

　
　
　
　

兼
献
献
験　
　
　
　
　

券
献
献
鹸　

２，１２８，２３１，２３９
（２，９０５，７８２，３７３） 
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １９，５５２，０００
繰　入　金
 ６０３，３００，０００
府　　　債
 ７２１，０００，０００

きょうと地域連携交付
金
（自治振興課）
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         　　　目標：市町村が他の市町村と連携して行う広域的な事業を支援
　　実績：２１市町等（一部事務組合・広域連合含む）、連携事業数３１件
鰯　行政サービス改革推進・小規模市町村支援事業

目標：公共施設の運営改善等、市町村における行財政コストの削減・効率化に資する事
業を支援

　　実績：１８市町村、６６件
　　　　　（うち、小規模市町村支援　８市町村、４３件）

２　施策の実施状況
茨　地域づくり連携推進事業
　全市町村において、府が推進する重点施策分野における府と市町村の連携を強めるとと
もに効果的な地域づくりに向けた取組の推進に寄与した。
　　　　　　　　　　　　　　　件数　　　　　　　　金　額
　　健康・医療・福祉　　　　　２３件　　　　　　９０，４３９，０００円
　　災害・犯罪からの安全　　　６５　　　　　　　１３６，９５９，０００
　　子育て環境日本一　　　　１２５　　　　　　　６１４，０７５，０００
　　生涯現役・共生　　　　　　１０　　　　　　　１６，１８０，０００
　　環境先進地　　　　　　　　４３　　　　　　　６８，０３９，０００
　　京都産業　　　　　　　　　５４　　　　　　　２１０，１９４，０００
　　文化の力　　　　　　　　　４４　　　　　　　１１２，６２５，０００
　　交流と連携　　　　　　　　５０　　　　　　　１５７，０１９，０００
　　その他　　　　　　　　　　３２　　　　　　　１１４，４５８，０００
　　　　　　　計　　　　　　４４６　　　　　　１，５１９，９８８，０００
芋　市町村間連携推進事業
　市町村間で取り組む事務の共同処理による効率化、業務連携による施策効果の向上に資
する取組を支援し、府内の市町村間連携の推進に寄与した。
　　９市６町６団体　　　　　　　　　　　　　１８０，０１２，０００円
鰯　行政サービス改革推進・小規模市町村支援事業
　厳しい財政状況に置かれている市町村の行政サービス改革による行財政コストの削減、
効率化に資する取組を支援し、持続可能な行政サービスの提供に向けた行財政基盤構築の
推進に寄与した。
　　１１市６町１村　　　　　　　　　　　　　　２００，０００，０００円

３　執　　行　　額 　１，９００，０００，０００円　　　　
 （交付金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　地域住民自らが相互に協力して地域社会の諸課題の解決に取り組む地域活動が継続して実
施できるよう、周辺住民の協力が得られる環境の整備や他の活動団体や市町村、府等との連
携・協働関係の構築を支援する。

一 般 財 源
 ７８４，３７９，２３９

地域交響プロジェクト
推進事業

（ ）文化生活総務課
社 会 教 育 課
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　指標：地域課題の解決に取り組む活動に対する支援件数
　実績：延べ８５２件

２　施策の実施状況
茨　地域交響プロジェクト交付金
　地域住民が相互に協力して課題解決に取り組む活動が継続して実施出来るよう、周囲の
環境の整備や他団体、行政との連携・協働を目指す取組を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件数　　　　　　金　額
　　重点課題対応プログラム　　　　　　　　　　２１０件　　　　７２，８３２，０００円
　　　子育て分野　　　　　　　　　　　　　　　（７０）　　　　（２３，６２９，０００）
　　　要配慮者支援分野　　　　　　　　　　　　（７４）　　　　（２１，９８８，０００）
　　　防災分野　　　　　　　　　　　　　　　　（　７）　　　　　（１，５６０，０００）
　　　多文化共生分野　　　　　　　　　　　　　（　６）　　　　　　（９５９，０００）
　　　移住促進分野　　　　　　　　　　　　　　（１１）　　　　　（３，９７７，０００）
　　　協働教育分野　　　　　　　　　　　　　　（４２）　　　　（２０，７１９，０００）
　　基盤強化プログラム　　　　　　　　　　　　７２　　　　　２１，５７２，０００
　　地域協働推進プログラム　　　　　　　　　　　３　　　　　　１，５４０，０００
　　被災地支援プログラム　　　　　　　　　　　４７６　　　　　８０，４４１，０００
　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　７６１　　　　　１７６，３８５，０００
芋　伴走支援・基盤強化事業
　専門家による周囲との関係性構築の講座や伴走支援等により、NPO等地域活動団体の持
続性強化やさらなる府民の参画に寄与した。
　ア　NPO・地域活動ステップアップ講座

　団体が複雑化した地域課題を解決するため、行政や他団体とのネットワークを繋げ、
協働のための必要な知識やノウハウの習得等を支援し、住民相互の協力関係の構築を促
していくことを目的に、団体に対して専門家による講座を実施した。

　　　専門家によるセミナー参加者数　　９１人（４９団体）
　イ　専門家派遣事業

　府政の重点課題の解決や地域で自立的に活動を行う団体に対し、専門家の派遣による
定期的なアドバイスを行い課題解決への伴走支援を実施した。

　　　専門家派遣回数　　４１団体延べ１０６回
　ウ　地域協働推進事業

　地域コミュニティが地域で抱える課題を掘り起こし、その解決方法や地域が目指すべ
き方向性を共有するため、地域に関わる多様な主体が対話する場の設置などを実施した。

　　　対話の場の実施回数　　１地域延べ３回

３　執　　行　　額 　２０８，６７９，２３９円　　　　
 （うち交付金　１７６，３８５，０００円）　
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       １　施策の趣旨等
　物価高騰の影響により生活に困窮されている方々の状況を把握するとともに、年末年始に
生活に必要な支援物資等を配布し、府民生活の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
　社会福祉協議会等を通じて、年末年始に生活困窮世帯等に食料品や生活必需品を配布した。
　支援実績　延べ６，５００世帯

３　執　　行　　額 　１９，５５２，０００円　　　　
 （交付金）　　　　　

 

 ５　選　　　挙　　　費

         １　施策の趣旨等
　令和５年４月２９日任期満了に伴う京都府議会議員一般選挙であり、その概要は、次のとお
りである。

２　施策の実施状況
　京都府議会議員一般選挙を適正に管理・執行した。
　選　挙　期　日　　令和５年４月９日
　選挙すべき定数　　　　　　６０人
　立 候 補 者 数　　　　　　８５
　当日の有権者数　　１，７４４，５６１
　投　票　者　数　　　７０１，８２２
　投　　票　　率　　　　４０．２３％

３　執　　行　　額 　５５４，２５３，２６４円　　　　
 （うち交付金　５０４，７４６，８７７円）　

 

 ６　防　　　災　　　費

        １　施策の趣旨等
　原子力発電施設の周辺地域住民の安全確保のため、避難訓練の実施、資機材整備など、原
子力災害発生時における避難体制の強化を図る。

２　施策の実施状況
茨　原子力発電所事故を想定した避難訓練の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施日　　　　　　　　　　　場所
　　原子力総合防災訓練（実動）　令和５年１１月２６日　福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、 南丹市、京丹波町、伊根町　　　　　

年末年始生活支援事業
（地域福祉推進課）

３　府議会議員
　　　選挙費
（Ｐ８８）

５５７，０００，０００
（５５７，０００，０００）

５５４，２５３，２６４
（５５４，２５３，２６４）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源
 ５５４，２５３，２６４

府議会議員一般選挙
（自治振興課）

１　防災総務費
（Ｐ９０）

１，６８０，１８１，０００
（２，４５２，８３２，３８２）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １６，０００，０００ 
原子力防災対策　 　　　　　　　 事業費

　
　
　
　
　

兼
献
験　
　
　
　
　

　

券
献
鹸　　　　　　　　

１，５３１，２８１，０９０
（２，１１５，４１６，５５２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ８７４，６０５，７９８
府　　　債
 ５１７，０００，０００

原子力防災対策事業
（原子力防災課）
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        　芋　原子力防災資機材の整備　　　
　　避難退域時検査運営に備えた資機材整備　等
鰯　緊急時連絡網の管理運営
允　高浜発電所に係る地域協議会幹事会の開催
　　　　　実施日　　　　　　　　　　　内容
　　令和５年５月１８日　　高浜発電所１・２号機の安全対策　等

３　執　　行　　額 　２１２，１７５，２８６円　　　　

       １　施策の趣旨等
　原子力発電所の周辺地域住民の安全確保のため、要配慮者施設や屋内退避施設の放射線防
護工事及び資機材整備を支援する。

２　施策の実施状況
　原子力災害発生時に、即時避難が困難な要配慮者等が一時的に退避できる施設を確保する
ため、既存の屋内退避施設の機能強化等に助成した。
　　　施設種別　　　　箇所数
　公　 民　 館　　１箇所
　高齢者福祉施設　　１

３　執　　行　　額 　６５０，５３２，３４８円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　災害時に府民一人ひとりが自らの安全を確保する行動がとれるよう、マルチハザード情報
提供システムの運用・保守を行うとともに、ハザード情報を随時更新する。

２　施策の実施状況
　直轄河川の浸水継続時間や避難施設等のハザード情報を更新した。

３　執　　行　　額 　　６，８９９，２００円　　　　
 （委託料）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　防災関係機関の連携強化や防災意識の高揚を図るため、地震や水害を想定した訓練及び防
災教育を実施する。

一 般 財 源
 １３９，６７５，２９２

原子力災害対策施設整
備事業
（原子力防災課）

マルチハザード情報活
用促進事業
（災害対策課）

総合防災訓練等実施事
業
（災害対策課）
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２　施策の実施状況
茨　総合防災訓練
　地震及び水害の複合災害の発生を想定し、防災関係機関及び地域住民が一体となった総
合的な訓練を実施した。
　　実 施 日　　令和５年９月３日
　　場　　所　　亀岡市
　　参加機関　　約７０機関
　　参 加 者　　約１，３００人
芋　防災教育・啓発
　防災に関する知識・技術を体系的・実践的に修得するための出前講座を実施した。
　　実施回数　　　　　６回
　　参 加 者　　　約２７０人
鰯　災害ボランティアセンターの設置・運用研修
　現地災害ボランティアセンターの早期設置や活動支援を行える人材育成のための研修を
実施した。
　　実施回数　　　　　１５回
　　参 加 者　　　　６１１人

３　執　　行　　額 　　７，２９５，７４８円　　　　

       １　施策の趣旨等
　自然災害や大規模事故等のあらゆる危機事象に迅速・的確に対応し、国等の応援受入にも
対応できる常設の危機管理センターを整備する。

２　施策の実施状況
　災害対策本部会議室や映像情報システムなどの主要部分を整備し、令和６年３月に運用を
開始した。

３　執　　行　　額 　４６２，０９４，８９８円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　ワクチン・検査パッケージ制度適用のための検査や、飲食、イベント、旅行等を行う際に
ワクチン接種歴や陰性の検査結果を確認する民間の取組への参加のための検査、感染拡大傾
向にある場合に知事の要請により行う、京都府内在住であって感染に不安を感じる無症状者
のための検査を、無料で実施するための助成等を行う。

２　施策の実施状況
　無料検査を実施した事業所に対する補助金事務を実施した。

危機管理センター整備
事業
（災害対策課）

委託料 　２７７，００１，２１８円
工事請負費 １６０，３２７，５１０　）

新型コロナウイルス感
染症拡大防止推進事業
（危機管理総務課）
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３　執　　行　　額 　　１１，８９８，１６５円　　　　
 （委託料）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　防災体制の強化及び府民の防災意識の向上を図るため、大規模地震発生時の被害状況やイ
ンフラ及びライフラインの復旧の過程を調査するとともに、防災士の養成と地域における活
躍を促進する。

２　施策の実施状況
茨　大規模地震対応力強化事業
　花折断層帯地震をモデルに、被害想定や復旧の過程を調査するとともに、発災から応急
復旧までのシナリオ作成を実施した。
　また、危機管理センターの機能確保の検討のため、花折断層帯地震発生時における府庁
周辺の建物・火災被害状況について、京都大学防災研究所と共同研究を実施した。
芋　防災士養成事業
　発災時に最も重要となる地域住民の自発的な避難行動や地域コミュニティの共助意識の
向上を促進するため、防災士資格の取得に必要となる研修を実施するとともに、市町村と
連携して地域における防災士の活躍を促進した。
　　　　　　　　　指標　　　　　　　　　　　　　　　目標　　　　　　　　　実績
　　新たに防災士資格を取得した人数　　　累計８００人（令和８年度まで）　　　１１７人

３　執　　行　　額 　２８，８０６，３７３円　　　　
 （うち委託料　２６，３１０，６２７円）　

       １　施策の趣旨等
　平成１９年度より運用している現行の衛星通信系防災情報システムを次世代型システムに更
新し、大規模災害時における確実な情報伝達のための冗長化体制を構築する。

２　施策の実施状況
　市町村、消防本部等の府内防災関係機関との確実な情報伝達体制を確保するため、老朽化
している各拠点の衛星通信系防災情報システムの更新に向けた基本・詳細設計を実施した。

３　執　　行　　額 　　５５，０６４，９００円　　　　
 （委託料）　　　　　

きょうと防災力向上事
業

（ ）危機管理総務課
災 害 対 策 課

衛星通信系防災情報シ
ステム整備事業
（災害対策課）
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       １　施策の趣旨等
　令和６年能登半島地震により被災した石川県からの要請を踏まえ、避難所運営支援や医療
救護等を行う職員派遣等を行い、被災地を支援する。

２　施策の実施状況
　被災地支援のため、職員派遣等を行った。
　延べ　２，３２３人
　（主な内訳）
茨　関西広域連合現地支援本部（石川県庁）へのリエゾン派遣
　　派遣期間　令和６年１月２５日～１月２８日　派遣人数　延べ　　８人
芋　対口支援先（七尾市）へのリエゾン派遣
　　派遣期間　令和６年１月５日～３月３１日　派遣人数　延べ　２０８
鰯　対口支援先（七尾市）への避難所運営支援等の派遣
　　派遣期間　令和６年１月９日～３月３１日　派遣人数　延べ１，４３７
允　DPAT（災害派遣精神医療チーム）
　　派遣期間　令和６年１月１０日～１月１５日　派遣人数　延べ　　３６
印　DHEAT（災害時健康危機管理支援チーム）
　　派遣期間　令和６年２月１日～２月２３日　派遣人数　延べ　１３０
咽　保健師チーム
　　派遣期間　令和６年１月９日～３月１日　派遣人数　延べ　１７２
員　被災建築物応急危険度判定業務
　　派遣期間　令和６年１月１０日～１月１５日　派遣人数　延べ　　１６
因　教育支援（リエゾン職員）
　　派遣期間　令和６年１月２１日～１月２９日　派遣人数　延べ　　２４
姻　教育支援（学校再開支援員）
　　派遣期間　令和６年１月２９日～２月１６日　派遣人数　延べ　　２８
引　教育支援（集団避難している中学生の学習指導等）
　　派遣期間　令和６年２月５日～２月２２日　派遣人数　延べ　　１８
飲　治山施設及び山地災害危険地区の被害状況調査業務支援
　　派遣期間　令和６年２月１日～３月１日　派遣人数　延べ　　２８
淫　応急仮設住宅の建設支援
　　派遣期間　令和６年２月５日～２月１８日　派遣人数　延べ　　４２
胤　被災建物の公費解体申請受付等業務支援
　　派遣期間　令和６年３月１５日～３月１８日　派遣人数　延べ　　４
蔭　給水支援（府所有給水車１台及び職員を派遣）
　　派遣期間　令和６年１月１５日～３月１４日　派遣人数　延べ　１７２

３　執　　行　　額 　　９６，５１４，１７２円　　　　
 （うち使用料及び賃借料　６７，０３８，３１１円）

被災地支援事業

   

　
　
　
　
　

兼
献
献
献

験　
　
　
      

危機管理総務課
健康福祉総務課
障害者支援課
総 務 企 画 課

�　
　
　
　

券
献
献
献

鹸　
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         １　施策の趣旨等
　消防団員の確保等、消防団が実施する取組を支援し、安心安全な地域づくりを推進する。

　指標：消防団員充足率　目標：１００％　実績：８３．７％（令和６年４月１日現在）

２　施策の実施状況
茨　消防団活動活性化支援
　消防団員の確保や活動活性化を支援し、各地域における消防団活動の充実強化を推進し
た。
　　ア　わがまちの消防団強化交付金
　　　　内　　容　消防団の自主的な取組に対する支援
　　　　実　　績　３６消防団　　活用団員数　１６，１４８人
　　イ　地域防災力総合支援事業
　　　　内　　容　消防団車両等の整備に対する支援
　　　　実　　績　５市町
　　ウ　消防団の裾野拡大の取組
　　　　内　　容　経験者・女性・大学生等への働きかけによる消防団への加入促進
　　　　実　　績　消防団員OBの登録　　　　　　　７５人（令和６年３月３１日現在）
　　　　　　　　　　大学生消防防災サークル数　　　　１３大学（令和６年３月３１日現在）
　　エ　京都府消防団応援の店事業
　　　　内　　容　府内飲食店等の登録店舗で割引サービス等を提供することにより、府内
　　　　　　　　　の消防団員やその家族を応援する制度の運用
　　　　実　　績　２８３店舗
芋　消防団員確保対策
　　消防庁作成ポスター等を活用し、市町村と連携した消防団加入促進を図った。
鰯　ふるさとレスキュー事業
　府内中山間地において、災害時などに消防団員等の地域住民が協力し、現地でいち早く
けが人の救助等を行う「ふるさとレスキュー」の取組を支援した。
　　内　容　ふるさとレスキューを行うために必要な資機材の更新等に対する補助
　　実　績　１２地域
允　消防団・地域企業等連携推進事業
　消防団が主体となり、地域の民間企業等が参加して実施される防災訓練等の取組を支援
した。
　　内　容　民間企業のドローンを活用した訓練に係る経費に対する補助
　　実　績　１地域

３　執　　行　　額 　１０１，２８８，３７８円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

２　消防連絡調
整費
（Ｐ９０）

１１１，２２３，０００
（２６１，３３４，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ９，１３０，０００
わがまちの消防
団強化・応援事　 　　　　　　　 業費
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献
献
験　
　
　
　
　

券
献
献
鹸　

 １０１，２８８，３７８
 （２５０，８９８，２３７）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ８３９，２９０
府　　　債
 １８，０００，０００
一 般 財 源
 ８２，４４９，０８８

わがまちの消防団強
化・応援事業

（ ）危機管理総務課
消 防 保 安 課
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第３款　民　　生　　費

 １　社会福祉費

         １　施策の趣旨等
　高齢化の進展によるリハビリテーション需要の増加、障害者の生活支援等におけるリハビ
リテーションの果たす役割の拡大等に対応するため、総合リハビリテーション支援拠点の整
備に向け、求められる機能・役割を明確化し、基本計画を策定する。

２　施策の実施状況
茨　総合リハビリテーション支援拠点基本計画策定のための検討
　基本計画を策定するため、関係団体の有識者等による意見聴取会議を実施した。
芋　総合リハビリテーション支援拠点基本計画の策定（令和６年３月）
　意見聴取会議及びパブリックコメントの結果を踏まえ、既存施設の見直しも含めた施設
整備に係る今後の目指すべき方向性を定めた基本計画を策定した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２７，５００，０００円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（委託料）

       １　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図る。

　指標：福祉人材の確保
　目標：７，５００人　（うち北部１，０５０人）（令和３年度～令和５年度まで）
　実績：７，７５８　　（うち北部１，０５９　）（令和３年度～令和５年度）

２　施策の実施状況
茨　京都府介護・福祉人材確保総合事業
　福祉人材の確保及び定着を図るための支援を行った。
ア　福祉人材育成認証システム推進事業
　全国に先駆けた取組として、人材育成に積極的に取り組む福祉事業所を府が認証し、
公表する「きょうと福祉人材育成認証制度」を推進した。
　宣言法人　　　６０２法人
　認証法人　　　２７２
　上位認証法人　　１６

１　社会福祉総
務費
（Ｐ９４）

 ４，７３０，２２３，０００
（１０，９７２，７２４，４１８）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １８６，２５４，０００
京都式地域包括
ケアセカンドス
テージ事業費
 ９８，７５４，０００
総合リハビリ
テーション支援　 　　　　　　　 拠点整備基本計
画策定費
 ２，５００，０００
生活困窮者等物
価高騰対策緊急
生活支援事業費
 ８５，０００，０００
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 ４，４８１，５８３，３５５
（１０，６１２，５３２，３０１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １４３，１４２，４８９
繰　入　金
 ２８８，５９０，８６４
一 般 財 源
 ４，０４９，８５０，００２

総合リハビリテーショ
ン支援拠点整備基本計
画策定事業
（健康福祉総務課）

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業

（ ）高 齢 者 支 援 課
地域福祉推進課
障 害 者 支 援 課
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イ　人材確保・定着
契　福祉の星事業
　福祉業界のイメージアップのため、上位認証法人の職場環境改善モデルについて積
極的に広報を行うとともに、職場の魅力発信を行い、福祉業界の見える化を推進した。
形　介護・福祉人材プラットフォーム事業
　関係機関・団体からなるプラットフォーム（きょうと介護・福祉ジョブネット）に
より、介護・福祉人材確保・定着に係る事業を企画・調整するとともに、情報発信等
を行った。
径　福祉人材カフェの運営
　福祉人材カフェにおいてきめ細やかな就業相談・支援を行うとともに、求職者支援
員の配置や福祉職場就職フェアの開催等を実施し、介護・福祉を担う人材の確保・定
着を図った。
　福祉人材カフェ（京都ジョブパーク内）　　　　相談件数　３，７２４件　就職者数　５５７人
　北部福祉人材カフェ（北京都ジョブパーク内）　　〃　　　１，８１５　　　　〃　　　３４１
　福祉職場就職フェアの開催　　　　　　　　全　　域　　　２回　地　域　別　　１回
　福祉就活サポート事業　　　　　　　　　　就職者数　　　１１人

ウ　人材育成
　小・中・高校生に対する職業教育プログラムや職場体験事業を実施し、介護・福祉を
担う人材を育成した。
　次世代の担い手育成事業　　小学校　　１０校５４４人、中学校１校１２人
　職場体験事業　　　　　　　高等学校　８　２６１
エ　介護・福祉人材総合支援センターの運営
　介護福祉人材確保の拠点として、就業支援やマッチングに加え、就業後の研修や定着
支援までを一体的に実施した。　
　就業相談・マッチング事業　内定者　２１６人
　再就職支援　　　　　　　　内定者　　７３

　オ　介護福祉士等修学資金貸付事業等の実施
　介護福祉士等を目指す学生への修学資金の貸付や、実務者研修を受講し介護福祉士の
資格を取得しようとする者への受講資金の貸付を実施した。
　また、離職した介護人材が再就職する際の準備金及び介護未経験者が資格を取得して
介護事業所等に就職する際の準備金の貸付を実施した。
修学資金貸付　　　　　　　４７件
実務者研修受講資金貸付　　５９
再就職準備金貸付　　　　　４
介護分野就職支援金貸付等　７

カ　北部福祉人材養成システム推進事業
　府北部地域の医療・福祉施設・行政・地域の団体等が協働して学生等を対象とした社
会福祉に関する実習やフィールドワーク等を実施。福祉や北部地域の魅力を体感するこ
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とにより府北部地域での就職につなげた。
　参加者　６大学５８人

キ　業務効率化支援事業
　介護サービス従事者の介護における身体的負担の軽減や業務の効率化を目的に、介護
ロボット及びICT機器の導入に係る補助金を交付した。
　補助金交付　介護ロボット　１３事業所、ICT機器　１４事業所

芋　新・地域包括ケア総合交付金事業
　京都式地域包括ケアシステムの３大プロジェクト（認知症、リハビリ、看取り）を軸と
した、府内の団体による府全域を対象とした人材育成事業等に対して交付金を交付した。
　８団体　１１，０７５，０００円

鰯　看取りプロジェクト推進事業
　「『さいごまで自分らしく生きる』を支える京都ビジョン・京都アクション」に基づき、
看取りサポート専門人材の養成や、本人の意思を尊重した在宅及び施設における看取りの
支援等、看取り対策を推進した。
ア　看取りを支える看護師や介護支援専門員等の専門人材を育成するための研修の実施
　　看護師　　　　　　　　　　　４４４人
　　介護支援専門員　　　　　　　８３７
　　介護職員　　　　　　　　　１，０５４
イ　看取りに係る啓発事業の実施
　　実施市町村　　　　　　　　　　２３市町村

允　高齢者等見守り地域づくり事業
　地域の高齢者、障害者、児童等、要配慮者の見守り・生活支援を進めるため、地域の活
動団体を巻き込んだ「見守りネットワーク（絆ネット）」により、見守り団体の強化・支援
を実施した。
　絆ネット構築市町村　　　　　　　１３市町
　訪問見守りボランティア支援数　３２８団体

印　持続可能な権利擁護支援モデル事業
　成年被後見人を組織的かつ安定的に支援する方法として創設された法人後見制度を府全
域で運用するため、関係機関と連携し、体制づくりに取り組んだ。
　関係機関向け研修　　　　　　　　３回

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３８３，４９１，５６７円　　　　
 （うち委託料　２５３，８２２，２００円）　

       １　施策の趣旨等
　重度心身障害児（者）、ひとり親家庭及び重度心身障害のある高齢者の健康の保持・増進
を図るため、医療に係る経済的負担を軽減する。

２　施策の実施状況
　市町村が実施する福祉医療給付事業等に助成した。

重度心身障害児（者）
等医療給付助成事業
（医療保険政策課）
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　実施市町村　全市町村
　助　成　額　重度心身障害児（者）　　１，９４８，７８１，０００円
　　　　　　　ひとり親家庭　　　　　　　９５３，５４５，０００
　　　　　　　重度心身障害老人　　　　１，００８，８４８，９００

３　執　　行　　額　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　３，９１１，２３０，２９９円　　　　
 （うち補助金　３，９１１，１７４，９００円）　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰の影響により生活に困窮されている方々の状況を把握するとともに、生活に必要
な支援物資等を配布し、府民生活の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　生活困窮世帯に対する支援
　社会福祉協議会等を通じて、生活困窮世帯等に食料品や生活必需品を配布した。
　支援実績　延べ２１，６００世帯

芋　ひとり親家庭等に対する支援
　こどもの居場所を通じて、ひとり親家庭等に食料品や生活必需品、学用品を配布した。
　支援実績　延べ　５，８５５世帯

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７９，７２１，４８９円　　　　
 （うち補助金　６５，０００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　地域共生社会の実現に向けて、社会福祉法人等が自ら実施する地域貢献活動や社会福祉
サービス向上を目的とした先進的・模範的な取組を支援する。

２　施策の実施状況
　社会福祉法人等が以下の取組を実施するための経費を助成した。　　
　地域貢献活動への支援　　　　　　　４２事業所
　災害時における要配慮者への支援　２４２
　小規模社会福祉法人への支援　　　２１３
　福祉サービス向上への支援　　　　　３　

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　７９，６４０，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

生活困窮者等物価高騰
対策緊急生活支援事業

（ ）地 域 福 祉 推 進 課
家庭・青少年支援課

地域共生社会実現サ
ポート事業
（地域福祉推進課）
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         １　施策の趣旨等
　障害福祉計画に定めるサービス見込量を確保するため、施設の創設や既設事業所の大規模
修繕等に要する経費を助成し、量的整備と質の向上を図る。

　指標：共同生活援助の支給決定見込量　
　目標：２，２６８人　実績：２，２６２人

２　施策の実施状況
茨　共同生活援助・短期入所＜創設＞

設置主体　社会福祉法人福知山学園
事業所名　すまい・る（WEST-SIDE、EAST-SIDE）（福知山市）
定員　　　　　　　　　１４人
総事業費　　２８２，７００，０００円
補助額　　　　６１，５００，０００

芋　共同生活援助・短期入所＜創設＞　
　　設置主体　　社会福祉法人あみの福祉会
　　事業所名　　ひまわり荘（京丹後市）
　　定員　　　　　　　　　　６人
　　総事業費　　１８３，７９８，０００円
　　補助額　　　　　３９，１００，０００
鰯　共同生活援助＜創設＞　
　　設置主体　　社会福祉法人よさのうみ福祉会
　　事業所名　　長岡ホーム（京丹後市）
　　定員　　　　　　　　　７人
　　総事業費　　１１７，９９９，１４４円
　　補助額　　　　２７，１００，０００

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２７，７６２，５９０円　　　　
 （うち補助金　１２７，７００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある社会福祉施設等に対して支援金を給付し、府民生活の安
心の確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　社会福祉施設等光熱費緊急支援事業
　光熱費の高騰による維持管理費の負担軽減のため、各施設の規模等に応じて支援金を給
付した。
　補助事業所数　　　　　　８６６事業所

２　障害者福祉
費
（Ｐ９４）

 １，５０８，４０３，８５７
（２４，８６２，５６２，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ６７７，０５０，０００
看護補助者・福
祉施設職員処遇
改善事業費
 ５１３，０００，０００
障害者施設整備　 　　　　　　　 助成費
 １５９，５５０，０００
医療機関等物価
高騰対策事業費
 ４，５００，０００

兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献
験

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
鹸

 ４７９，７４５，４４１
（２３，６６２，８９４，５３９）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３１８，８９４，３３１
繰　入　金
 ３，２０１，０７９
繰　越　金
 ４，５００，０００
府　　　債
 ３３，０００，０００
一 般 財 源
 １２０，１５０，０３１

障害者施設整備助成事
業
（障害者支援課）

医療機関等物価高騰対
策事業
（障害者支援課）
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芋　社会福祉施設等食材費緊急支援事業
　食材費の高騰による施設入所者向けの食材費の負担軽減のため、各施設の規模等に応じ
て支援金を給付した。
　補助事業所数　　　　　　　３４事業所

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　１１６，６４１，２００円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（うち補助金　１０６，６４１，２００円）　

       １　施策の趣旨等
　障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らせる共生社会を実現するため、障害
のある人の文化芸術及びスポーツ活動を推進する。

　指標：スポーツ、文化、芸術、レクリエーション活動への障害のある人の延べ参加者数
　実績：５，５３１人

２　施策の実施状況
茨　自立型障害者アート推進事業
　「きょうと障害者文化芸術推進機構」の運営や芸術作品のアーカイブ化を行い、文化芸術
活動を推進した。
　障害者文化芸術展の企画・開催　　　　　　　　　　　　　　　来場者数　　　　３，１０３人
　「共生の芸術祭　もしも　だったり　なにしろ　だったり」　　　　　〃　　　　　　　　　３５０
　とっておきの芸術祭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　２，５０５
　アートサポーター等人材育成講座の開催　　　　　　　　　　　開催回数　　　　　　３回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受講者数　延べ　８３人
　アーカイブ「アートと障害のアーカイブ・京都」　　　　　　　　作　家　数　　〃　　２２

芋　障害者スポーツ推進事業
　身近な施設でスポーツに親しむ障害者を増加させるため、指導員の養成や、スポーツ庁
から指定を受けたナショナルトレーニングセンター（NTC）の整備、体験イベントの開催
等、障害者スポーツの推進を図った。
　障害者スポーツ指導員養成講習会　参加者数　　　　７人　
　パラリンピック競技ナショナルトレーニングセンターパワーリフティング強化合宿等
　　　　　　　　　　　　　　　　　参加選手数　　　１４５人
　障害者スポーツ拠点NTCの備品の整備等
　体験イベント　　　　　　　　　　参加者数　　　　５７３人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　８３，３６５，４３５円　　　　

（うち  

障害者文化・スポーツ
振興事業
（障害者支援課）

委託料　１６，４３６，４１１円
補助金　３５，７９４，０００ ）
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       １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある社会福祉施設等が持続的な経営を行えるよう経営改善等
の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　障害福祉サービス事業所の持続的な経営を行うための経営改善等の取組を支援した。
　補助事業所数　　　　　　　　３７０事業所

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　５５，６６６，０００円　　　　
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　４６，７８０，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　発達障害児者に対する相談支援体制を整備するとともに、府民への発達障害に関する普及
啓発を行う。

２　施策の実施状況
茨　発達障害者支援センター運営事業
　発達障害者支援センター「はばたき」において、発達障害児者及び家族からの相談に応
じた助言等を行うとともに、関係機関と連携し、発達障害児者に対する地域の支援体制の
向上を図った。
　本人等の相談支援　　実人数　　２６６人　　延べ件数　９６２件
　相談機関への助言　　延べ件数　　１７件　
　関係機関向け研修　　開催回数　　２回　　受講人数　　７９人

芋　発達障害者圏域支援センター運営事業
　府内６圏域の発達障害者圏域支援センターにおいて、発達障害児者及び家族からの日常
の相談・支援等を行うとともに、圏域内の関係機関の連携を図った。
　（丹　後）障害者生活支援センター結
　（中　丹）福知山市障害者生活支援センター青空
　（南　丹）花ノ木医療福祉センター
　（乙　訓）乙訓ひまわり園地域連携室
　（山城北）障害児（者）地域療育支援センターうぃる
　（山城南）しょうがい者生活支援センター「あん」

鰯　京都府発達障害者支援体制整備検討委員会
　発達障害の早期発見・早期療育やライフステージを通じた適切な支援が継続して行われ
るよう、医療、保健、福祉、教育、労働等の各分野が連携した総合的な支援施策の検討を
行った。
允　普及啓発事業
　発達障害関係団体と連携し、府民への発達障害に関する普及啓発活動を行った。

医療機関・社会福祉施
設等経営改善支援事業
（障害者支援課）

発達障害者支援体制整
備事業
（障害者支援課）
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　令和５年４月２日にライトアップを実施（京都市内、福知山市内）

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　５０，００４，４９２円　　　　
 （うち委託料　４９，５１４，０３２円）　

       １　施策の趣旨等
　農福連携を軸に、障害者の就労促進や地域の人々と交流できる仕組みの構築を行い、障害
者が地域の担い手となる地域共生社会づくりを推進する。

２　施策の実施状況
　きょうと農福連携センターを中心に、農福連携を通じて地域社会づくりを行う事業所に対
する補助や、農産物等を販売する「マルシェ」の開催、農業技術等に係るアドバイザーの派
遣、就農促進や意欲向上のためのキャリアパス制度の運営等を行った。
　京都式農福連携補助金　　　　　　　　　　８事業所
　マルシェ開催　　　　　　　　　　　　　　１１回
　アドバイザー派遣　　　　　　　　　　　　３
　チャレンジアグリ認証修了　実践課程　　　１０人
　地域連携課程　　　　　　　　　　　　　　７事業所

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　２８，６３４，５１５円　　　　
 （うち補助金　１４，６５７，８００円）　

       １　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
　障害福祉サービス事業所等が行う感染症対策のかかり増し経費等に対し、必要な支援を
行った。
　支援事業所数　　　　　４４事業所
　支援額　　　　１１，９８４，０００円

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　１２，２９９，７００円　　　　
 （うち補助金　１１，９８４，０００円）　

京都式農福連携事業
（障害者支援課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業
（障害者支援課）
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       １　施策の趣旨等
　医療的ケア児とその家族が安心して地域で生活できる支援体制の整備を図る。

２　施策の実施状況
茨　医療的ケア児等支援体制整備事業
ア　相談支援
　「京都府医療的ケア児等支援センター（愛称：ことのわ）」を運営し、医療的ケア児の
家族や支援者、関係者からの相談に応じ、助言や福祉サービス等の情報提供を行った。
　相談件数　１１７件

イ　調査・情報集約
　医療的ケア児や家族等に基本情報調査を実施するとともに、調査結果について市町村
等と意見交換を実施し、課題把握及び今後必要な展開の検討を実施した。
ウ　事例検討会の実施
　医療的ケア児等支援コーディネーター研修の修了者が地域で連携し、支援を進めるた
め、事例検討会を実施し、実践力の向上とネットワーク構築を進めた。
　開催件数　　１回
　参加者数　　２２人
エ　当事者支援の実施
　当事者団体と連携し、保護者向け交流会や当事者視点での助言、相談対応等を行った。

芋　在宅療養児支援事業
　在宅療養等を支える医療関係者への研修等を実施した。
　　開催回数　　４回　　受講人数　３２２名

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　５，３７１，５０９円　　　　
 （うち委託料　２，７４８，２４６円）　　

 

         １　施策の趣旨等
　家庭支援総合センターを中心に、市町村等関係機関と連携・協力し、配偶者から暴力を受
けた者に対する相談対応、一時保護及び自立支援等を実施する。

　指標：自立支援計画を策定し継続的に支援する者（家庭支援総合センター入所者）
　目標：５０件　実績：７６件

２　施策の実施状況
茨　相談・支援機能の強化
　家庭支援総合センター（配偶者暴力相談支援センター）において、被害者に対する適切
な処遇を行うための相談・支援を実施した。
　相談件数　　　　　　延べ７，７９０件
　カウンセリング件数　　〃　　１９４

医療的ケア児等支援体
制整備事業

（ ）こども・子育て
総 合 支 援 室
障害者支援課

３　婦人福祉費
（Ｐ９６）

３８，６３０，０００
（１０７，５７０，０００）

３８，５６２，８８５
（１０６，６９６，１５８）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２３，２３８，０３０
一 般 財 源
 １５，３２４，８５５

ドメスティック・バイ
オレンス対策事業
（家庭・青少年支援課）
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芋　一時保護、被害者の自立支援事業
　家庭支援総合センターにおける緊急一時保護や民間支援団体が運営する民間シェルター
への助成により、被害者支援の推進を図るとともに、被害者の地域生活を支援する地域生
活サポーターへの資質向上研修を実施した。
　一時保護人数　　　　　　　　７６人
　地域生活サポーター養成数　　９７
鰯　協力機関の連携・協力
　関係機関・団体からなる「DVネットワーク京都会議」を開催するとともに、同会議主催
のシンポジウム「DV防止法改正とこれからの被害者支援～それってDVかも。パートナー
との関係は対等ですか？～」を開催した。また、市町村相談員等を対象に研修を実施し、
市町村におけるDV施策の推進・連携体制を強化した。
　DVネットワーク京都会議　　　　　５回
　DV被害者シンポジウム　　参加者数３２人
　市町村相談員等研修　　　　　　　　３回

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　２０，５９７，７４９円　　　　

（うち  

       １　施策の趣旨等
　性暴力被害者に対して総合的な支援を提供する「京都性暴力被害者ワンストップ相談支援
センター」を運営し、被害者の心身の負担軽減とその回復を図るとともに、被害の潜在化を
防止し、性暴力のない社会づくりを推進する。

２　施策の実施状況
茨　性暴力被害者の状況に応じた支援を関係機関と連携して実施
　　電話相談　　　　　　　　　　延べ　１，６２０件
　　来所相談　　　　　　　　　　　〃　　　　１４６
　　同行支援　　　　　　　　　　　〃　　　　９３　　
　　公費負担による経済的支援　医療費延べ７９　　カウンセリング延べ２４２件
芋　性暴力被害者相談支援員のスキルアップを図るための研修
　関係機関の支援をコーディネートできる専門的な知識やスキルの向上を図るための研修
を実施した。
　性暴力被害者支援員ステップアップ講座１４回　　　　　受講者延べ１２８人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１７，９６５，１３６円　　　　
 （うち委託料　１７，８６２，１３０円）　

報酬　　８，９４０，６１６円
委託料　３，２８３，８００ ）

京都性暴力被害者ワン
ストップ相談支援セン
ター事業
（家庭・青少年支援課）
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         １　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　介護施設等における感染症防止対策にかかる整備等に対する支援
ア　簡易陰圧装置設置経費支援　　　　１９施設　　６６，１９３，０００円
イ　ゾーニング環境整備等経費支援　　７　　　　１６，１０３，０００
ウ　多床室の個室化改修経費支援　　　２　　　　６７，８５０，０００
芋　介護サービス事業所等が行う感染症対策のかかり増し経費等に対する支援
　支援事業所数　　　　　　　　　　延べ７２８事業所
　交付額　　　　　　　　　１，４８８，０９４，０００円

３　執　　行　　額　　　　　 　　　　　　　　　　　　　１，６３８，６４４，５００円　　　　
 （うち補助金　１，６３８，２４０，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図るとともに、高齢者健康福祉計画に基づく介護保険施設
の改修等を促進し、入居者の生活空間の量的整備と質的向上を推進する。

２　施策の実施状況
茨　福祉有償運送支援事業
　通院等の外出に支援を要する高齢者等の移動手段を確保するため、事業者の車両購入経
費・保有する車両の改造経費の助成及び運転協力者の養成講習会を実施した。
　福祉車両購入等助成台数　　　　　４台　
　運転協力者養成講習参加者数　　１３５人　

芋　特別養護老人ホーム等整備事業
　特別養護老人ホーム等における入居者の居住環境向上のため、介護保険施設等における
施設整備事業に助成した。
ア　設置主体　医療法人浜田会
　　施設名　　洛北病院介護医療院（京都市）
　　事業内容　医療療養病床を介護医療院へと転換
　　転換床数　　　　　　　　　　　１６床
　　事業費　　　　　　　　８０２，２９１，１１０円
　　交付額　　　　　　　　１０，１０４，０００
イ　設置主体　社会福祉法人北星会
　　施設名　　特別養護老人ホーム与謝の園（与謝野町）
　　事業内容　移転改築
　　定員　　　　特養７５人　短期入所１５人

４　老人福祉費
（Ｐ９６）

３，２９９，４５３，０００
（４６，６４０，３９８，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ４２０，０００，０００
新型コロナウイ
ルス感染症対策　 　　　　　　　 事業費

兼
献
献
験　

券
献
献
鹸　

２，６７５，８６７，９７９
（４５，７５７，８８７，７９６）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １，５８７，０８２，９００
繰　入　金
 １４８，７４９，０００
繰　越　金
 １５，７０６，０００
諸　収　入
 ４，４９０，０００
府　　　債
 ３１０，０００，０００
一 般 財 源
 ６０９，８４０，０７９

新型コロナウイルス感
染症対策事業（新型コ
ロナウイルス感染症対
策関連事業）
（高齢者支援課）

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業
（高齢者支援課）
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　　事業費　　　　　　１，８６７，１６２，０００円
　　交付額　　　　　　　３２３，４３７，５００

３　執　　行　　額　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　３３８，５３９，４８０円　　　　
 （うち補助金　３３７，３３９，５００円）　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある社会福祉施設等に対して支援金を給付し、府民生活の安
心の確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　社会福祉施設等光熱費緊急支援事業
　光熱費の高騰による維持管理費の負担軽減のため、各施設の規模等に応じて支援金を給
付した。
　補助事業所数　　　　　　１，２７１事業所
芋　社会福祉施設等食材費緊急支援事業
　食材費の高騰による施設入所者向けの食材費の負担軽減のため、各施設の規模等に応じ
て支援金を給付した。
　補助事業所数　　　　　　　２６５事業所

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　３３５，６７３，４００円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（うち補助金　３１０，６７３，４００円）　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある社会福祉施設等が持続的な経営を行えるよう経営改善等
の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　介護サービス事業所の持続的な経営を行うための経営改善等の取組を支援した。
　補助事業所数　　　　　　５７３事業所

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　８６，６６３，０００円　　　　
　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　７２，９９２，０００円）　

医療機関等物価高騰対
策事業
（高齢者支援課）

医療機関・社会福祉施
設等経営改善支援事業
（高齢者支援課）
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       １　施策の趣旨等
　高齢者の健康の保持・増進を図るため、医療に係る経済的負担を軽減する。

２　施策の実施状況
　６５歳以上７０歳未満の高齢者のうち、高齢者の医療の確保に関する法律による医療等の給付
の対象とならない者を対象に、市町村が行う医療費の給付に対して助成した。
　実施市町村　全市町村　
　助　成　額　２７６，０４６，４４５円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　２７６，３４７，５９９円　　　　
 （うち補助金　２７６，０４６，４４５円）　

 

         １　施策の趣旨等
　介護保険制度の円滑な運営を図る。

２　施策の実施状況
　介護保険法に基づき、市町村の介護給付及び予防給付に要する費用の一部を負担した。
　要介護認定者数　　　　　１７１，４６９人
　受給者数　　　　　　　　１４４，７００
　給付額　　　　　２４８，２６２，８５７，２６１円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　 　　３６，６６６，６４３，０８２円　　　　
 （負担金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図る。

２　施策の実施状況
茨　認知症総合対策事業
ア　認知症の人とその家族を支えるため、相談体制の充実及び専門的な診断等のサービス
を充実し、医療・介護・福祉の連携体制の強化を図った。
　　認知症疾患医療センターの設置　　　　　　　　　　　　８箇所
　　認知症初期集中支援チームの設置　　　　　　　　　　　全市町村
　　初期認知症対応型カフェの設置　　　　　　　　　　　　全市町村
　　認知症対応力向上研修新規受講者数　　　　　　　　　６６４人
　　高齢者あんしんサポート企業　新規登録数　　　　　　２３１事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　養成研修新規受講者数　３７７人

老人医療給付助成事業
（医療保険政策課）

７　介護保険推
進費
（Ｐ９８）

 ３９，７１１，００９，０００
（４１，８１４，１７９，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ９６０，６９０，０００
看護補助者・福
祉施設職員処遇
改善事業費
 ７９７，０００，０００　 　　　　　　　 京都式地域包括
ケアセカンドス
テージ事業費
 １６３，６９０，０００

兼
献
献
献
献
献
献
献
験

券
献
献
献
献
献
献
献
鹸

３８，７２１，８９６，１９０
（４０，７９３，７７２，０８９）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ５２，７９９，０４７
繰　入　金
 １，７０９，７８５，７７２
繰　越　金
 ２５９，９９２，０００
一 般 財 源
 ３６，６９９，３１９，３７１

介護給付費負担事業
（高齢者支援課）

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業
（高齢者支援課）
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イ　京都認知症総合センター機能強化事業
　認知症の初期から重度まで、状態に応じた適時・適切なサービスを一体的に提供する
複合型施設「京都認知症総合センター」における医療・介護連携の枠組みの構築や、初
期支援プログラムの開発等を支援した。
ウ　認知症アクションアライアンスの推進
　当事者ワーキンググループの設置等による認知症の方にやさしいまちづくりを推進し
た。
エ　若年性認知症対策の推進
　就労継続できる環境の整備に向け、若年性認知症支援コーディネーターを設置すると
ともに、産業医等への理解促進のための研修を実施した。

芋　介護予防安心住まい推進事業
　市町村が実施する要介護状態となるおそれが高い高齢者等の住宅改修事業に対して助成
した。
　８市町　３２世帯

鰯　地域介護基盤整備促進事業
　地域医療介護総合確保基金を活用して、特別養護老人ホーム等の設置を促進し、量的整
備を行った。
ア　地域密着型サービス等整備助成事業
　市町村の計画に基づき事業者が実施する特別養護老人ホーム等の整備事業に助成し、
介護基盤整備を推進した。
　特別養護老人ホーム　　　　　　　　　　　　９箇所
　介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　３
　認知症高齢者グループホーム　　　　　　　　４
　小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　　　４
　看護小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　１
　介護予防拠点　　　　　　　　　　　　　　　３

イ　施設開設準備経費等支援事業
　開設時から安定した質の高いサービスが提供できるよう、施設の開設準備に必要な初
年度経費に対して助成した。
　特別養護老人ホーム　　　　　　　　　　　　７箇所
　介護老人保健施設　　　　　　　　　　　　　３
　介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　２
　認知症高齢者グループホーム　　　　　　　　１１
　小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　　　５
　看護小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　２
　介護予防拠点　　　　　　　　　　　　　　　３６
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　　１

允　京都地域包括ケア推進機構の事業展開
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　京都地域包括ケア推進機構において、多職種による在宅療養支援プロジェクト、看取り
対策プロジェクト、認知症総合対策推進プロジェクト等５つの事業推進プロジェクトを実
施するとともに、各保健所に地域包括ケア推進ネットを設置し、プロジェクトを実施する
市町村及び地域団体等に対し支援を行った。
印　介護・医療連携ケア推進事業
　医療職と介護職の相互連携に必要な専門知識等に関する研修を実施した。
　受講者数　医療的研修　　　　　　　　　延べ２，３４６人　　　　
　指導看護師養成研修　　　　　　　　　　　　　７１
咽　在宅療養あんしん病院登録システム推進強化事業
　在宅で療養する高齢者がいつでも必要な時に安心して適切な医療サービスを利用できる
よう、空床情報の公開によるスムーズな入院を支援するなど、在宅療養あんしん病院登録
システムを強化するとともに、医療・介護・福祉の関係者が連携した在宅医療をチームで
支える取組を推進した。
　在宅療養あんしん病院指定数　　　　　　　　　１３４病院
　病院登録者数　　　　　　　　　　　　　　１８，０２０人
員　在宅療養サポート強化事業
　在宅療養者が病状増悪時等に安心して在宅療養生活を送れるよう、地区医師会や医療機
関が連携した拠点の運営や在宅チームの活動を支援した。
因　地域課題解決型市町村支援事業
　高齢者への介護予防、生活支援サービスの拡充に取り組む市町村に対し、まちづくりや
企業支援などの専門家と共に、サービスの創出等の支援を行った。
　支援対象　　　　　　　　　　　　　　　　　　４市町

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　２，０４１，２９３，４７０円　　　　
 （うち補助金　１，９４０，７９９，６４１円）　

       １　施策の趣旨等
　市町村が介護保険事業計画に基づく自立支援・重度化防止を推進できるよう支援する。

２　施策の実施状況
茨　第９期介護保険計画策定に向けたPDCA推進強化研修事業　
　市町村における自立支援や重度化防止の推進に向けた地域課題及びそれらを踏まえた対
応策の検討と、地域の実情に応じた第９期介護保険事業計画の策定を支援することを目的
とした研修会を開催した。
　開催数　　　２回

芋　市町村職員を対象とした介護給付適正化研修会事業
　利用者に適切な介護サービスが提供される取組を推進するため、国による介護給付適正
化事業の改正点を踏まえた「ケアプランの点検」「要介護認定の適正化」等に係る研修会を
開催した。

健康長寿・データヘル
ス推進事業
（高齢者支援課）
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　開催数　　　１回

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　１３，９５９，６３８円　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち委託料　９，９９９，４４０円）　

 

 ２　児童福祉費

         １　施策の趣旨等
　京都の強みである「人と地域の絆」を生かし、「社会で子どもを育てる京都」の実現に向
け、「子育て環境日本一」の取組を進化させる。

２　施策の実施状況
茨　子育てにやさしい風土づくり
ア　子育てにやさしい風土づくり推進事業
契　WEラブ赤ちゃんプロジェクトの普及啓発の実施
　「WEラブ赤ちゃんプロジェクト」の普及啓発の取組を行うため、公共交通機関や府
内商店街等でのステッカーの配布やポスター、フラッグの掲出等を実施した。
　プロジェクトステッカー配布数　　３９１，５１４枚
　プロジェクト・啓発実施箇所　　　　　　４６商店街　

形　子育てにやさしい府民の行動事例コンテストの実施
　　子育てにやさしい府民の行動事例を募集し、優良事例を動画配信した。
　　エピソード募集期間：７月１日～８月３１日
　　応募数：　　　２９０件
　　優良事例：　　６
　発信媒体：TikTok、keihanビジョン（京阪電車・京都エリア）、京都パブリックデジ

タルサイネージ（主要な観光玄関口や交通結節点１４箇所）、サンガスタジ
アム、かたおかアリーナ

　動画再生回数：１５８，４７５回再生
径　地域子育て環境「見える化」ツールの活用
　府内市町村の子育て環境の向上を支援する「地域子育て環境『見える化』ツール」
のデータ更新及び機能向上を図るとともに、各市町村が実施するまちづくりを始めと
した子育て環境整備事業において活用を促した。
　実施市町村　７市町

イ　京都若者ライフデザイン推進事業
　若者（大学生や企業の若手社員）が人生設計を考えるきっかけづくりのため、ワーク
ショップや仕事と子育てを両立している家庭との交流等、体験的に学ぶプログラムを実
施した。

１　児童福祉総
務費
（Ｐ１００）

 ７，６８５，３６８，１０９
（１１，０４３，９８７，６６０）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２０，３６０，０００
子育て環境日本
一推進戦略事業
費
 ９，３６０，０００
ヤングケアラー
支援体制強化事　 　　　　　　　 業費
 ５，０００，０００
きょうとこども
の城等特別支援
事業費
 ６，０００，０００
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献
献
献
献
献
献
献
献
献
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献
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献
献
献
献
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 ７，５８９，２３２，９７０
（１０，８８６，７５８，０３４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４２４，２７０，７３９
寄　附　金
 １０，３１６，７０９
繰　入　金
 ７０，９００，１４０
諸　収　入
 ５２
府　　　債
 ５７，０００，０００
一 般 財 源
 ７，０２６，７４５，３３０

子育て環境日本一推進
戦略事業

（ ）こども・子育て
総 合 支 援 室
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　ワークショップ開催数　　　　　　　　延べ２３校・団体
　ワークショップ受講者数　　　　　　　　１，６９７人
　仕事と育児の両立体験事業協力企業数　　　　２５社

ウ　その他
契　キッズフレンドリー施設事業
　授乳、おむつ替えスペースの提供、「きょうと子育て応援パスポート」提示による割
引サービスの提供など、子育てにやさしい取組（キッズフレンドリーな取組）を実施
している店舗・施設を登録・発信するとともに、子育て世帯の外出を応援する取組を
実施した。
　登録施設数　　　　　　　　　　　　４，２００施設
　おむつ回収機・おむつ交換台・レンタルベビーカーの試験的設置（５箇月間）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３店舗

形　京都で育む子育て応援パスポート事業
　子育て家庭・妊産婦の方が様々な特典を受けられる「きょうと子育て応援パスポー
ト」のさらなる利便性の向上や普及促進のため、同パスポートサイト「まもっぷ」の
機能拡充に取り組んだ。
　「まもっぷ」利用登録者数　累計　１３６，１５５人

芋　子育てしやすい地域・まちづくり　
ア　保育人材等総合確保対策事業
契　保育士修学資金等貸付事業
　保育士資格取得のための修学資金、潜在保育士の再就職時の就職準備金、保育料等
の負担軽減のための貸付、保育補助者の雇上費の貸付を実施した。
　保育士修学資金貸付　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４件
　潜在保育士の再就職準備金貸付　　　　　　　　　　　　　９
　未就学児をもつ保育士に対する保育所復帰支援に係る貸付　５２
　保育補助者雇上支援に係る貸付　　　　　　　　　　　　　２

形　保育士等の確保・就業継続支援等事業
苑　事故防止等対策事業
　事故防止や事故発生時の対応等に必要な知識・技術の習得等を目的とした研修を
実施するとともに、園内活動中の事故防止等に関するアドバイザー派遣を実施し
た。
　研修開催回数　　　　　　　　５回
　アドバイザー派遣巡回件数　　１２件
薗　保育の魅力発信キャンペーン事業
　学生や潜在保育士等に向けて保育の魅力を伝えるため、保育団体と合同でSNS等
を活用した広報活動や、特設Webサイトを活用した府内の保育所等の情報やイベン
ト情報等の発信を行った。
遠　職場環境改善支援事業　　
　保育所等における短時間勤務の導入やICT化による事務負担軽減等の職場環境改
善のため、巡回支援による改善方法の提案・助言を行った。　　
　巡回支援回数　　　　　　　　９回
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　京都式キャリアパスの普及のため、各保育所等に対して研修及び京都式キャリア
導入支援に関する巡回支援を行った。　　
　巡回支援回数　　　　　　　　２１回

径　保育士・保育所マッチング支援事業
　京都府保育人材マッチング支援センターにおいて、保育士の就職相談、職業紹介、
定着支援のほか求人開拓などを実施し、保育人材の安定的確保・定着を図った。
　京都府保育人材マッチング支援センターにおけるマッチング数　　　　９８件
　離職保育士バンク登録人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　累計４３４人
恵　学生等への就職・キャリア形成支援相談事業
　キャリア形成の専門的知識を持つキャリアコンサルタントにより、求職者と保育所
等とのマッチング及び定着支援を行った。
　マッチング数　　　　　１５件
　保育所や保育士養成施設等への訪問による情報収集・求人開拓・学生への就職支援
を実施した。
　訪問数　　　　　　　　７５件
慶　保育所等の機能及び質の向上支援事業
　保育現場の多様なニーズに応え、保育所等の機能及び質の向上を図るため、各園に
アドバイザー派遣を実施した。
　アドバイザー派遣件数　２１件
慧　病児保育促進事業
　市町村が実施する病児保育の施設整備費や運営費を助成した。
　実施市町村　　　　　　１９市町

イ　第３子以降保育料無償化事業
　子育て世帯の経済的負担を軽減するため、市町村が実施する３人目以降の幼児教育・
保育料無償化事業に対して助成を行った。
　実施市町村　　　　　　　２５市町村
　交　付　額　　　２４５，５１２，０００円
ウ　保育や地域の子育て支援充実事業
契　市町村が地域のニーズを踏まえ実施する利用者支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、
地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業等地域の子育て支援を充実する事業（法定
１３事業（妊婦検診除く）及び子どもを守る地域ネットワーク強化事業）に対して補助
を行った。
　　実施市町村　　　　　　　全市町村
　　交　付　額　２，５６５，５８６，０００円
形　子育て世帯の経済的負担感を軽減するため、幼稚園、認可外保育施設等に通う児童
の利用料を支弁する市町村に対して助成を行った。
　　実施市町村　　　　　　　２３市町村
　　交　付　額　　　８２，２０７，６７５円
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径　放課後児童クラブ等整備費補助金
　　市町村が実施する放課後児童クラブ等の施設の整備に対して助成した。
　　実施市町村　　　　　　　７市
エ　「出会いは京都」きょうと婚活応援センター事業
　「きょうと婚活応援センター」を活動拠点とし、婚活マスターや婚活支援団体、民間企
業等と連携し、結婚の希望を持つ独身者の支援を行うとともに、結婚支援に取り組む事
業所や団体への支援を行った。
　本会員登録者数　　　　２，２７６人
　団体会員数　　　　　　　１１１団体
　婚活マスター登録数　　　　５１人
　登録結婚支援団体数　　　　６団体
オ　きょうと婚活応援センター強化事業
　令和５年３月に導入したAIマッチングシステムを活用した結婚支援や体験型婚活イベ
ントの実施とともに、専門的な知見を持つ「結婚支援コンシェルジュ」の配置による市
町村や地域団体・企業等の結婚支援事業に対する支援を強化した。
　AIマッチングシステムによる交際成立組数　　　　　５２０組
　体験型婚活イベントの開催回数　　　　　　　　　　６回
　結婚支援コンシェルジュによる事業支援件数　　　　１１件
カ　出産・子育て応援交付金事業
　妊娠届出・出産届出を行った妊産婦に向けて面談等の伴走型相談支援と経済的支援を
一体的に実施する市町村に対して支援を行った。
　実施市町村　全市町村
キ　子育て家庭支援基盤整備推進事業
　子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点を再編した一体的相談支援機
関の整備など、包括的な子育て支援体制を構築する市町村に対して助成を行った。
　実施市町村　１２市町村
ク　保育環境等向上支援事業
　保育所等が行う保育の質の向上のための施設整備や多機能化の取組を支援した。
　補助事業所数　　１８６件

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　３，８２３，４８２，１９０円　　　　
 （うち補助金　３，７１４，６２６，９９４円）　

       １　施策の趣旨等
　急増・困難化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、関係機関と連携を図り、未然
防止、早期発見・早期対応、再発防止に至るまで、一貫した施策を総合的に推進する。

２　施策の実施状況
茨　未然防止
ア　個別相談支援事業
　心理カウンセラー、医師、保健師等による相談・支援を行うとともに、児童虐待防止

児童虐待総合対策事業
こども・子育て
総 合 支 援 室 　　　　　　　 
家庭・青少年
支 援 課
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ネットワーク会議を通じた関係機関との連携強化や市町村への虐待防止アドバイザーの
派遣等を実施した。
　心理カウンセラー等による相談・支援　　　　　延べ９６人
　虐待防止アドバイザーの派遣　　　　　　　　　　１１市町
イ　児童家庭支援センター開設事業
　令和５年１２月に要保護児童の養育に関して専門的ノウハウを有する丹後地域の児童福
祉施設（乳児院）に丹後こども家庭支援センターCOCOを開設し、府北部地域における
児童虐待の未然防止・早期発見を行う体制を強化した。
　相談人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　延べ８２人

芋　早期発見・早期対応
　児童相談所への児童虐待対応協力員及び児童虐待・DV連携推進員の配置、法的対応を行
うための弁護士の招へいを実施するとともに、相談援助を行う児童家庭支援センターの運
営費を助成し、地域における相談体制を充実した。
　児童虐待対応協力員の配置　　　　　　　　　　　　　　　１５人
　児童虐待・DV連携推進員の配置　　　　　　　　　　３
　弁護士への依頼件数　　　　　　　　　　　　　　　　１７５件
　児童家庭支援センター相談人数　　　　　　　延べ２，３２７人
鰯　再発防止
　家庭支援総合センターや児童相談所に精神科医を配置し、保護者へのカウンセリングを
実施した。
　精神科医による保護者カウンセリング　　　　　　　　　９７件
允　自立支援　
ア　就業定着支援事業
　児童養護施設等と連携し、入所中から退所後まで切れ目のない支援を実施した。
　進路相談人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　７人
　研修実施回数　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１回
イ　施設退所者居場所運営事業
　児童養護施設退所児童の居場所の運営と併せて生活相談等の寄り添い型支援を実施し
た。
　交流事業参加退所者数　　　　　　　　　　　　　延べ８１人
ウ　施設等入所児童社会生活自立支援貸付事業
　保護者の援助が期待できない児童養護施設等入所者及び退所者が、安定した生活基盤
を築くことができるよう、資格取得及び家賃等生活に要する資金の貸付を実施した。
　貸付件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８件

エ　社会的養護自立支援事業
　措置解除後も引き続き支援が必要な者に対し、２２歳の年度末まで居住支援、生活費支
援を実施した。
　支援対象者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　４人



―８３―

印　市町村との連携強化
　市町村（要保護児童対策地域協議会）職員の保護者対応等、児童虐待に関する専門的な
対応力・技術力の強化を図った。
　要保護児童対策調整機関の調整担当者研修参加者数　２４人

３　執　　行　　額　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　１５０，２５０，２０３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　保育所等感染拡大防止緊急対策事業
　市町村が実施する保育所等において職員が感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的
に実施するための取組に必要な経費の支援等を行った。
　実施市町村　　　３市

芋　放課後児童クラブ等感染拡大防止対策事業
　市町村が実施する放課後児童クラブ等において職員が感染症対策の徹底を図りながら保
育を継続的に実施するための取組に必要な経費の支援等を行った。
　実施市町村　　　９市町村

鰯　児童養護施設等の業務継続支援
　児童養護施設等において、感染症対策の徹底を図りながら業務を継続していくための経
費に対して助成した。
　児童養護施設等　１施設

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　５，２３３，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある保育所等が持続的な経営を行えるよう経営改善等の取組
を支援する。

２　施策の実施状況
　保育所等の持続的な経営を行うための経営改善等の取組を支援した。
　保育所等　　　　　　　　　１５４施設
　児童養護施設等　　　　　　２

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２，６７０，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（うち補助金　２７，８８５，０００円）　　

新型コロナウイルス感
染症対策事業
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円円
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       １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある保育所等に対して支援金を給付し、府民生活の安心の確
保を図る。

２　施策の実施状況
茨　医療機関・社会福祉施設等光熱費緊急支援事業
　　光熱費の高騰による維持管理費の負担軽減のため、支援金を支給した。
　　保育所等　　　　　　　　　５０１施設
　　児童養護施設等　　　　　　１０　
　　里親・ファミリーホーム　　３４世帯

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　３２，５６７，０００円　　　　
 （うち補助金　２９，５６７，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　長引く物価高騰下においても、子どもたちの豊かな感性・表現力を育むため、保育所等の
行事や発表会に要する費用等を支援する。

２　施策の実施状況
　保育所等が行う子どもたちの豊かな感性・表現力を育むための行事、発表会の実施や保育
材料等の購入に要する経費を支援した。
　補助件数　２３７件

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　３４，７５４，０００円　　　　
 （うち補助金　２６，７５４，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　長引く物価高騰下においても、子どもたちの健やかな成長を守るため、保育所等の給食に
係る保護者負担の軽減策を臨時的に実施する。

２　施策の実施状況
　食材費の高騰分を保育所等が負担する場合の経費を支援した。
　補助件数　３７２件

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　３２，６２５，５００円　　　　
 （補助金）　　　　　

医療機関等物価高騰対
策事業
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子どもの学び等充実支
援事業

（ ）こども・子育て
総 合 支 援 室

子どもの給食臨時支援
事業

（ ）こども・子育て
総 合 支 援 室



―８５―

       １　施策の趣旨等
　子どもの健康の保持・増進を図るため、医療に係る経済的負担を軽減する。

２　施策の実施状況
　中学校卒業までの子どもを対象に、市町村が実施する子育て支援医療給付事業に対して助
成した（令和５年９月から、通院の３歳～小学校卒業までの自己負担上限額を１，５００円／月か
ら１医療機関２００円／月に軽減）。
　実施市町村　全市町村
　助　成　額　３，２０３，７５７，０００円

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，２０４，０９４，１６６円　　　　
 （うち補助金　３，２０３，７５７，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　発達障害児に対する切れ目のない支援体制を構築し、安心して子育てできる環境を整備す
る。

２　施策の実施状況
茨　発達障害児支援拠点相談体制強化事業
　発達障害児に対し、医療・福祉・相談をトータルパッケージで提供できる支援拠点とし
て北部・中部・南部の専門医療機関に相談員を配置し、身近な地域での相談事業を実施し
た。
　北部：府立舞鶴こども療育センター
　中部：花ノ木医療福祉センター　
　南部：発達障害者支援センターこども相談室　
芋　発達障害診療体制拡充業務
　発達障害に係る初診待機期間の短縮に向けて、診断ができる医師を養成するため、若手
の小児科医師を対象として、府立こども発達支援センターの医師の指導の下、実習や診察
補助の研修を実施した。
鰯　発達障害児支援医療・保健・福祉・教育等連携強化事業
　府立こども発達支援センターと山城教育局が連携し、地域の学校へ発達障害の判断に参
考となるチェックリストの周知など、医療・保健・福祉・教育等関係機関との連携体制の
構築を進めた。
允　その他
　早期発見された幼児の保護者に対する指導助言など、市町村が行う事後支援への助成等
を行った。
　補助実施市町村数　２２市町村　

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１，８３９，９６５円　　　　
 （うち委託料　４３，８３９，９９５円）　

京都子育て支援医療助
成事業
（医療保険政策課）

発達障害者支援体制整
備事業
（障害者支援課）
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       １　施策の趣旨等
　すべての子どもが生まれ育つ環境に左右されることなく、その将来に夢や希望を持って成
長していけるよう、「こどもの城」の設置及び運営の支援やフードバンク活用等の取組を実施
する。

２　施策の実施状況
茨　ひとり親家庭等のこどもの居場所づくり事業
ア　夏休み等短期型
　夏休み等長期休暇期間中の生活習慣の確立及び学習等の支援を行った。
　実施箇所　　５箇所
　参加世帯　　８２世帯

イ　通年型
　年間を通じ、こどもの居場所を開設し、生活習慣の確立及び学習等の支援を行った。
　実施箇所　　３１箇所
　参加世帯　７９１世帯

ウ　親の学び直し等の支援
　こどもの居場所を活用し、ひとり親への生活相談及び学習等の支援を行った。　
　実施箇所　　２箇所
　参加世帯　　１８世帯

芋　きょうと子ども食堂開設・運営支援事業
　無償又は低価格で食事を提供し、様々な課題を抱える子どもとその保護者の居場所やそ
の他の福祉施策につなぐ入口となる子ども食堂の開設・運営を支援した。
　実施箇所　　　７７箇所
鰯　子どもの未来づくりサポーター活動支援事業
　若い世代が主体となった子どもの貧困対策に係る取組を支援した。
　実施箇所　　　８箇所

允　きょうとフードセンター事業
　食材提供者と子ども食堂等食材受給者とのマッチングを実施した。
　実施件数　　４６３件

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　１７５，１８１，１７４円　　　　
 （うち委託料　１４１，６８９，５２４円）　

       １　施策の趣旨等
　ヤングケアラーの認知度向上を図り、相談から適切な支援につなげるための仕組みづくり
を実施する。

２　施策の実施状況

子どもの未来を守る事
業
（家庭・青少年支援課）

ヤングケアラー支援体
制強化事業
（家庭・青少年支援課）



―８７―

茨　ヤングケアラーの認知度向上
　ヤングケアラー自身の気づきを促すとともに、ヤングケアラーの認知度向上のため、児
童・生徒向けチラシや支援者向けリーフレット等による広報啓発を実施した。
　また、京都精華大学と協力し、ヤングケアラー啓発マンガを制作した。
芋　ヤングケアラー総合支援センターの体制整備
　相談から適切な福祉サービスにつなげるため、京都テルサ内に相談窓口を設置し、コー
ディネータ―を配置するとともに、関係機関と連携するための会議や研修、ヤングケア
ラー同士が悩みや経験を共有し合うオンラインコミュニティを運営した。
　相談件数　　　延べ９０１件

鰯　こどもの居場所におけるヤングケアラー支援
　ヤングケアラーが身近な地域で安心して通える居場所をつくるため、こどもの居場所に
おいて中高生のヤングケアラーを幼い兄弟姉妹とともに受け入れ、生活・相談・学習支援
を実施した。
　実施箇所数　　　　　６箇所

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０，０５５，９７４円　　　　
 （うち委託料　２６，３２２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰の影響を受けているひとり親家庭等の子どもの成長の糧となる体験活動を促進す
るため、子ども食堂やこどもの居場所等におけるイベントの開催や食事提供の経費を支援す
る。

２　施策の実施状況
茨　こどもの城づくり特別支援事業
　ひとり親家庭等の子どもの受け皿となる子ども食堂・こどもの居場所において、感染対
策を講じて実施する夏季・年末年始の催しに対する支援を行った。
　子ども食堂　　　　　　　　７２箇所（夏季３１箇所・年末年始４１箇所）
　こどもの居場所　　　　　　５６　　　（　〃　２８　　・　　〃　　２８　　）
芋　こどもの城等緊急支援事業
　子ども食堂やこどもの居場所、児童養護施設等において、食材費の高騰分に対する支援
を行った。
　子ども食堂　　　　　　　　３８箇所
　こどもの居場所　　　　　　２２
　児童養護施設等　　　　　　１０施設
　里親・ファミリーホーム　　３６世帯

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６，４７９，７９８円　　　　
 （うち補助金　１１，１３５，０００円）　

きょうとこどもの城等
特別支援事業
（家庭・青少年支援課）
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         １　施策の趣旨等
　長期化する物価高騰やコロナ禍の影響により生活に困窮されている低所得のひとり親世帯
等に対し、特別給付金を支給する。

２　施策の実施状況
　低所得のひとり親家庭の子育て負担の増加や収入の減少に対する支援を行うため、生活支
援特別給付金を支給した。
　支給世帯数　９２０世帯

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　７４，８１４，３２０円　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち扶助費　７３，２５０，０００円）　

 

 ４　災 害 救 助 費

         １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号により被災された方々に対し、災害救助法等に基づく支援を実施する。

２　施策の実施状況
　災害救助法に基づき、災害救助法適用市（福知山市、舞鶴市、綾部市）が実施した避難所
の設置や障害物の除去等、救助業務に要する経費を負担した。

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　１２，４５３，７９４円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号による被災者に対して、緊急の生活資金を融資する。

２　施策の実施状況
　災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき、被災者に災害援護資金を融資する市町村に対
して、貸付を実施した。
　１市　１件

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　３００，０００円　　　　
 （貸付金）　　　　　

 

３　母子福祉費
（Ｐ１０２）

８３，０００，０００
（１，０８６，９８０，０００）

７４，８１４，３２０
（１，０５７，１５８，４３９）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ７４，８１４，３２０

ひとり親家庭等生活支
援特別給付金事業
（家庭・青少年支援課）

１　救　助　費
（Ｐ１０４）

１３，０００，０００
（１３，０５０，０００）

１２，７５３，７９４
（１２，８０３，６０２）

決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ６，２２６，８９７
繰　入　金
 ６，２２６，８９７
府　　　債
 ２００，０００
一　般　財　源
 １００，０００

緊急救助活動事業
（災害対策課）

災害援護資金貸付事業
（健康福祉総務課）
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第４款　衛　　生　　費

 １　公衆衛生費

         １　施策の趣旨等
　京都の強みである「人と地域の絆」を生かし、「社会で子どもを育てる京都」の実現に向
け、「子育て環境日本一」の取組を進化させる。

２　施策の実施状況
茨　学校と連携した妊娠・出産に係る啓発事業
　小・中・高等学校等に対して、産婦人科医や助産師を派遣し、子どもが医学的知見に基
づく妊娠及び出産に関する知識を学ぶ機会を提供し、啓発を行った。
　　派遣小学校数　　　　　２４校
　　派遣中学校数　　　　　６
　　派遣高等学校数　　　　３
芋　不妊治療給付等事業
　一般不妊治療（保険適用治療、先進医療、不育症治療）及び特定不妊治療（体外受精・
顕微授精等）への助成、通院交通費に対する助成等を実施し、患者負担の軽減を図った。
　　治療費助成件数　　５，００７件
　　通院交通費助成件数　２９１

３　執　　行　　額　 １４０，１８１，９１２円　　　　
 （うち補助金　９９，８８４，７２４円）　

       １　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　安心・安全な妊婦出産確保事業
　妊産婦が安心して出産・育児に臨むことができるよう、出産前妊婦のPCR検査費用の助
成等を実施した。
　　助成件数　　　　　　　１，１３０件
芋　医療資材コントロールセンター事業
　N９５マスク等の医療資材を一括調達し、医療機関等への配布を行った。

　　資材配布数
　　N９５マスク　　　　　　　１，０００枚

１　公衆衛生総
務費
（Ｐ１０６）

２，５６１，１１６，０００
（３，９６６，３２９，０００）

２，４４２，０１５，０６９
（３，７９９，４６５，００３）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １，１１４，３０９，９６９
繰　入　金
 ４９，４３６，５５２
諸　収　入
 ５，０９３，９７０
一 般 財 源
 １，２７３，１７４，５７８

子育て環境日本一推進
戦略事業

（ ）こども・子育て
総 合 支 援 室

新型コロナウイルス感
染症対策事業（新型コ
ロナウイルス感染症対
策関連事業）
こども・子育て
 総 合 支 援 室 
健康福祉総務課（ ）
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　　医療用ガウン　　　　１８９，０００枚
　　サージカルマスク　２，４７９，０００
　　手袋　　　　　　　３，８９０，０００
　　フェイスシールド　　　５１，０００
　　ヘアキャップ　　　　１６０，０００
　　防護服セット　　　　　１，８３０袋
　　ゴーグル　　　　　　　３，５００個
　　アルコール消毒液　　　２，３１０Ｌ

３　執　　行　　額　 ２０，０１８，６１８円　　　　
 （うち補助金　１０，０９３，１６０円）　

       １　施策の趣旨等
　難病医療法の施行に伴う医療費助成制度の運営をはじめ、難病医療提供体制の整備、難病
患者の療養生活支援、多領域の難病に対応できる相談支援体制等の強化を図る。

２　施策の実施状況
茨　医療費助成制度の運営
　指定難病についての治療研究事業を推進し、指定難病患者の医療費負担の軽減を図っ
た。
　　助成額　　　　１，９５３，７２５，１１３円
芋　医療提供体制整備
　早期に難病の正確な診断と正しい治療方針の決定が行える体制を確保するため、必要な
研修を受講した医師を難病指定医として登録した。
　　難病指定医登録数　累計１，１７２人
鰯　療養生活支援
　ア　在宅難病患者に対する療養支援

　難病対策地域協議会の設置等により、地域での包括的な療養生活を推進した。
　イ　在宅重症難病患者に対する支援

　在宅難病患者等に意思伝達装置等の療養生活機器を貸し出し、難病患者の生活の質の
向上を図った。

　　　貸出件数　　　　　　　　３８件
　ウ　在宅重症難病患者等入院受入体制整備事業

　介護者の疾病等により在宅療養が困難になった重症患者の一時的な入院を受け入れ、
重症患者や介護者の負担軽減を図った。

　　　受入件数　　　　　　　　４８件
允　相談支援
　難病相談・支援センターにおいて、相談員、専門医による相談を実施し、日常生活の悩み

難病対策総合推進事業
（健康対策課）
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や不安等の解消を図った。

３　執　　行　　額　 ２，０２１，２０４，５２３円　　　　
 （うち扶助費　１，９５３，７２５，１１３円）　

       １　施策の趣旨等
　京都府がん対策推進条例に基づき、がん検診受診率の向上をはじめ、がん教育の推進、相
談支援の強化、がん医療提供体制の充実など、総合的ながん対策の推進を図る。

　指標：がん検診受診率
　目標：５０％
　実績：胃がん　３５．９％　　乳がん　　４２．９％
　　　　肺がん　４２．０％　　子宮がん　３８．８％　　大腸がん　３９．６％
　　　　（出典：令和４年度国民生活基礎調査）

２　施策の実施状況
茨　がん対策府民運動の展開
　行政、各種団体、がん患者等の関係者が一体となりがん対策を推進するため、がん撲滅
に向け様々な府民運動を推進する府民会議の取組を進め、気運醸成を図った。
芋　がんの予防と早期発見
　ア　１００万人がん検診推進運動事業

　啓発強化月間を設定し、民間団体及びNPOと協働して啓発イベント等を行い、がん検
診の重要性を集中的にPRした。

　イ　がん検診推進加速化事業
　がん検診受診率向上のため、市町村が休日に実施する総合がん検診に係る費用に対す
る一部助成や、コンビニを会場とする検診を実施した。

　　　休日総合がん検診助成市町村数　１１市町
　ウ　生命のがん教育推進プロジェクト事業

　医療従事者とがん経験者による教育実践チームが、学校・企業等に出向き、がんの予
防や検診受診の啓発を行う授業等を実施した。

　　　実施校数　　　　１０９校
　エ　受動喫煙防止対策推進事業

　改正健康増進法の周知啓発のため、保健所等において周知チラシやステッカーの配付
等を実施した。

　オ　胃がん予防事業
　胃がんの原因の一つとされているピロリ菌の検査を実施するとともに、除菌治療費を
助成した。

　　　検査等人数　　２，７３８人
　カ　健康づくり（がん予防）推進員派遣事業

　企業における健康づくりや健（検）診の受診勧奨を図った。
　　　派遣事業所数　　３箇所

がん対策総合推進事業
（健康対策課）
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鰯　医療体制の充実・強化
　ア　がん診療連携拠点病院機能強化事業

　がん医療に従事する医師等の研修、がん患者及び家族等への相談支援、がんに関する
各種情報の収集・提供等の事業を実施し、地域におけるがん診療連携の円滑な実施を図
るとともに、質の高いがん医療提供体制の確立を推進した。

　イ　がん登録推進事業
　がん患者の診断・治療内容等のデータを登録し、がんの治療状況を把握した。

　ウ　がん緩和ケア推進事業
　医療従事者等を対象にがん緩和ケア研修を実施した。

　　　受講者数　　　　３２６人（医師２４５人、その他８１人）
　エ　在宅がん医療推進事業

　がん患者が住み慣れた地域において、がんと診断された時からの切れ目のない緩和ケ
ア及び最新のがん医療に即したフォローアップを受けられる体制の構築を目指し、医療
機関を対象に研修を実施した。

　　　受講者数　　　　３５人
允　相談支援体制の充実
　ア　京都府がん総合相談支援センター運営事業
　　　相談件数　　　　８５６件
　イ　がん患者生殖機能温存療法等助成事業

　小児・AYA世代（思春期・若者）がん患者の生殖機能温存療法及び温存後生殖補助医
療に要する費用の一部を助成した。

　　　助成人数　　　　２９人

３　執　　行　　額　 ２２８，３４５，７３５円　　　　
 （うち補助金　１５０，３９１，８６６円）　

       １　施策の趣旨等
　京都府歯と口の健康づくり推進条例の規定により策定した京都府歯と口の健康づくり基本
計画（第２次）に基づき、８０２０運動を推進するなど、口腔保健支援センターを核として、乳
幼児期、学齢期、成人期、高齢期などライフステージに応じた歯科保健の普及・啓発を図る。

　指標：１２歳児一人平均むし歯数
　目標：０．５本以下（令和５年）　実績：０．４６本

２　施策の実施状況
茨　むし歯予防対策事業
　幼児・小学生を対象とした、むし歯予防に優れた効果を発揮するフッ化物の塗布・洗口
による予防事業を実施する市町村に対して助成し、市町村における歯の健康づくり対策の
充実を図った。

歯と口の健康づくり事
業
（健康対策課）
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　　実施市町村　　　　　　　　２０市町村
　　実施人数　　　　　　　３１，１７３人
芋　地域歯科保健推進事業
　歯周病予防・歯周疾患に対する府民の意識向上のための普及・啓発を行うとともに、歯
周病に罹患しやすく歯の健康を損ねやすい障害（児）者、要介護高齢者等を対象に歯周病
の予防を図った。
　ア　京都歯と口の健康づくり推進協議会（京都８０２０運動推進協議会）の開催

　条例に基づく京都府歯と口の健康づくり基本計画の推進、進行管理及び見直しのた
め、意見聴取を行った。

　イ　歯科保健指導事業
　看護師及び養護教諭等地域保健活動従事者向け歯科保健研修会を開催した。

　　　開催回数　　　　　　　　２６回
　　　受講者数　　　　　　　４，６８４人
鰯　歯科専門職人材育成研修事業
　ア　災害時歯科保健医療活動研修

　災害時における歯科口腔保健のための活動が実施できる人材育成や実施体制の整備等
を推進するための研修会を開催した。

　　　受講者数　　　　　　　　５３人
　イ　歯科専門職向け糖尿病重症化予防研修

　歯周病と糖尿病の双方の重症化予防のため、歯科専門職が糖尿病重症化予防に関する
理解を深め、他職種連携を推進するための研修会を開催した。

　　　受講者数　　　　　　　　１２０人
允　障害者等歯科健診・指導事業
　歯科医師・歯科衛生士による健診・保健指導を実施し、障害者等の口腔状態の改善を図っ
た。
　　施設数　　　　　　　　　　３７施設
　　健診実施人数　　　　　　　７５５人
印　在宅要介護者口腔支援体制整備事業
　在宅歯科医療の充実のための研修会等の開催及び訪問歯科診療を支援する体制の強化を
図った。
　　受講者数　　　　　　　１，９４５人
　　訪問歯科診療依頼件数　　１５９件
咽　大学等における歯科保健向上モデル事業
　大学生等における歯科口腔保健に関する実態を把握するため、歯科健診及びアンケート
調査を実施し、また、歯科口腔保健に関する知識の普及啓発を図った。
　健診実施人数　　　　　　２３６人

３　執　　行　　額　 ２８，４６４，２８１円　　　　
 （うち補助金　２１，１８７，２８１円）　
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       １　施策の趣旨等
　民間企業や関係団体と連携して健康づくりの取組を推進する。

２　施策の実施状況
　糖尿病重症化予防の保健指導に従事する専門職不足解消のため、府医師会、府栄養士会等
が実施する研修会を支援し、人材育成と人材登録を実施した。
　人材育成研修会受講者　　　５９７人
　地域保健指導人材の登録者　１４９

３　執　　行　　額　 ３，８００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　ワクチン接種に係る相談対応・情報発信
　ア　ワクチン接種に関する相談対応
　　　京都コロナワクチン副反応相談センター対応件数　３，５９９件
　イ　ワクチン接種促進のための情報発信
　　　新聞広告等を活用した情報発信を実施した。
芋　医療提供体制の確保
　ア　宿泊療養施設の整備・運営

　５類移行までの間、軽症者等が滞在療養するための民間ホテル等の借り上げ及び整
備、運営を行った。

　　　確保室数　　　　　　　　　　２７０室
　　　療養者数　　　　　　　　延べ５３２人
　イ　自宅療養者に対する支援

　５類移行までの間、パルスオキシメーター等の貸与や食料品・生活必需品の配送を行
い、安心して自宅療養できる環境を整備した。

　　　発送実績　健康管理機器　延べ２６６台
　　　　　　　　生活支援物品　　〃　８４１セット
　ウ　入院費用等に対する支援

　入院患者の自己負担相当分を公費負担した。
　　　助成額　　　　　　　　７５５，０２４，９８７円

健康長寿・データヘル
ス推進事業

（ ）健康対策課
薬 務 課

３　予　　防　　費
（Ｐ１０６）

７，７３６，８２３，０１４
（７，８２７，２０４，０１４）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ７７３，０００，０００
新型コロナウイ　 　　　　　　　 
ルス感染症対策
費

　
　
兼
献
献
験

　
　
券
献
献
鹸

６，３７８，８０２，９６９
（６，４６１，７０４，１０５）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ５，９５４，６７１，１０８
一 般 財 源
 ４２４，１３１，８６１

新型コロナウイルス感
染症対策事業
（健康対策課）



―９５―

　エ　訪問診療体制の確保
　５類移行までの間、訪問診療等を行う医療機関等に対して協力金を支給した。

　　　申請件数　　　　　　　　　　　１５５件
　　　助成額　　　　　　　　　３，４２６，０００円
　オ　保健所体制の確保

　５類移行までの間、保健所における健康観察業務、患者搬送等の実施体制を確保した。
　カ　ゴールデンウィーク医療機関支援事業

　ゴールデンウィークに外来診寮を行う医療機関に対する協力金の支給を実施した。
　　　支給金額　　　　　　　　４３，７００，０００円
　キ　高齢者施設等における医療提供体制の確保

　５類移行までの間、施設医等をバックアップする往診コーディネートチームを設置し、
府内全ての高齢者施設等における万全な施設内療養環境整備に向けた体制確保を行った。

　　　支払総額　　　　　　　　１，０００，０００円
　ク　外来対応・入院受入医療機関への設備整備支援

　新たに陽性者等の外来対応、入院受入を行う医療機関が実施する設備整備等に要する
経費を支援した。

　　　補助対象医療機関　　　　　　　　８４医療機関
鰯　検査体制の確保
　ア　検査キット・試薬等の購入
　　　行政検査に必要な検査試薬等を購入した。
　イ　行政検査等の体制確保

　行政検査、ウイルスの変異を確認するためのスクリーニング検査体制と保健所の疫学
調査等の執行体制を確保した。

　ウ　PCR検査費用に対する支援
　５類移行までの間、PCR検査の保険適用に伴う自己負担相当分を公費負担した。

　　　助成額　　　　　　　　２３１，５９２，５１１円
允　その他
　ア　きょうと新型コロナ医療相談センター等の運営

　休日・夜間や、かかりつけ医がいない場合などの受診・検査等に関する相談に２４時間
体制で対応した。

　　　相談件数　　　　　　　　　　２３，５７６件
　イ　施設内感染専門サポートチームの派遣

　医療機関、社会福祉施設等で集団感染が疑われた場合に、早期に適切な感染防止策を
講じるため、専門家を派遣した。

　　　派遣実績　　　　　　　　　　　１６２回
　ウ　対策本部会議及び専門家会議の開催

　５類移行までの間、新型コロナウイルス感染症対策に係る方針を決定するため、専門
家等の意見を聴取する会議を開催した。
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円円

―９６―

　　　開催数　　　　　　　　　　　　　１回

３　執　　行　　額　 ６，１７８，１０６，５０２円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）の検査体制を整備して早期発見を図るとともに、医療費を
公費負担し、患者の負担軽減を図る。

２　施策の実施状況
茨　肝炎コーディネーターの養成
　看護師、薬剤師、行政職員などを対象に肝炎コーディネーターの養成を行った。
　認定者数　　８４人　

芋　肝炎ウイルス検査等強化事業
　　保健所や医療機関において無料で肝炎検査を実施した。
　　検査人数　１，２３６人　
鰯　肝がん・重度肝硬変患者の入院医療費助成事業
　Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変の患者に対して、入院医療費の
助成を行った。
　　助成人数　　　４人　
允　医療費助成事業
　Ｂ型・Ｃ型肝炎のインターフェロン治療費及びインターフェロンフリー治療費等を公費
負担し、医療費の負担軽減を図った。
　　助成人数　　２６８人　
印　重症化予防事業
　府及び市町村が実施した肝炎ウイルス検査で陽性となった者に対して、医療機関への受
診勧奨及び検査費用の助成を行った。
　　助成人数　　　５人　
咽　肝疾患相談センターの運営
　肝疾患診療連携拠点病院である府立医科大学附属病院及び京都大学医学部附属病院にお
いて肝疾患相談センターを運営し、肝炎患者支援の充実を図った。
　　相談件数　　　６３件

３　執　　行　　額　 ９８，５００，７６０円　　　　
 （うち扶助費　８２，２６９，１５６円）　

委託料　１，９６５，４２９，０５０円
扶助費　２，１６５，５５３，３７８ ）

肝炎対策事業
（健康対策課）



―９７―

       １　施策の趣旨等
　新型インフルエンザ等の感染拡大を防止するため、患者発生時の体制整備の充実を図る。

２　施策の実施状況
茨　防護服等資機材の整備
　各保健所に防護服をはじめとした資機材を配備するほか、検査機器の点検・整備等によ
り、患者発生時に即応できる体制の充実を図った。
芋　医療体制の整備
　医療関係者等を対象として、感染症に関する研修会及び会議を開催し、情報共有を図っ
た。
鰯　抗インフルエンザウイルス薬の更新
　備蓄している抗インフルエンザウイルス薬のうち、使用期限を迎えるものについて更新
を行った。
　　タミフル　　　　７，０００人分
　　リレンザ　　　　１１，９８０
　　ゾフルーザ　　　１４，７００

３　執　　行　　額　 ９２，１９５，７０７円　　　　
 （うち需用費　７９，０５８，５７０円）　

       １　施策の趣旨等
　循環器病の多角的な対策を講じるため、「京都府循環器病対策推進計画」に基づき病気のス
テージに応じた切れ目のない循環器医療ネットワークを構築するとともに、循環器病に係る
相談支援体制を整備する。

　指標：健康寿命
　目標：２０４０年　男性７４．８５年　女性７６．９７年
　実績：２０１９年　男性７２．７１年　女性７３．６８年

２　施策の実施状況
　脳卒中・心臓病に特化した専門性とネットワークを有する京都大学医学部附属病院及び京
都府立医科大学附属病院において、循環器病に係る相談対応等を行う脳卒中・心臓病等総合
支援センターを運営し、循環器病患者・家族支援の充実を図った。
　相談件数　９６６件

３　執　　行　　額　 １０，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

新型インフルエンザ対
策事業
（健康対策課）

循環器病対策事業
（健康対策課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目
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         １　施策の趣旨等
　京都府自殺対策に関する条例及び京都府自殺対策推進計画に基づき、自殺ストップセン
ターを核として、関係機関との連携により、総合的な自殺対策を推進する。

　指標：府内の自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺者数）
　目標：１０．２（令和７年度まで）
　実績：１６．１

２　施策の実施状況
茨　相談事業
　　自殺ストップセンターにおいて、府民の様々な悩みについて相談を行った。
　　相談件数　　　　　　　　　　　延べ４，１０１件
芋　広報・啓発促進事業
　SNS等を活用して自殺ストップセンターの広報を行うとともに、自殺対策啓発イベント
「京都いのちの日メッセージ展」を実施し、府内大学生が集めたメッセージの展示等や街頭
啓発、京都タワー等のライトアップを実施した。
鰯　対応力向上支援事業
　事業所等や小・中・高等学校への臨床心理士等の派遣、弁護士や司法書士等を対象とし
た自死遺族サポーター養成研修、ゲートキーパー養成研修等を対面講義やオンラインで実
施した。
　　小・中・高校生に対する自殺予防教育　１４校延べ２３回
　　自死遺族サポーター養成研修　　　　　１回
　　ゲートキーパー養成研修　　　　　　　４
允　地域活動強化事業
　市町村が実施する普及啓発や相談会の開催、民間団体が実施する電話相談、自死遺族支
援事業に助成するなど、地域で自殺対策に取り組む体制を強化した。
　　支援団体　２３市町村・８団体

３　執　　行　　額　 ９０，８３３，１８１円　　　　
 （うち補助金　５６，２６９，０００円）　

 

 ２　環境衛生費

         １　施策の趣旨等
　産業廃棄物の３Ｒ推進のため、廃棄物処理へのAIやIoT技術導入を進める資源循環モデル
の構築に向けた取組を実施する。

２　施策の実施状況
茨　京都府３Ｒ技術開発等支援補助事業
　　産業廃棄物の３Ｒに係る研究や技術開発に対する支援を実施した。

４　精神保健費
（Ｐ１０８）

 ９３，１７１，１９０
（３３２，５７９，８３２）

 ９０，８３３，１８１
 （３１８，４７３，３２０）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ８３，７６９，６４２
一 般 財 源
 ７，０６３，５３９

自殺防止総合対策事業

（ ）地域福祉推進課
学 校 教 育 課

３　環境衛生指
導費
（Ｐ１１０）

１５９，９２４，０００
（１，８４７，９１４，０００）

１３７，２７３，９０９
（１，４６４，４４６，０９９）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 ５，０４５，４８９

資源循環京都モデル推
進事業
（循環型社会推進課）



―９９―

         　　　補助件数　２件　　補助金額　６，５００，０００円
芋　産業廃棄物３Ｒ支援センター運営事業
　ア　ゼロエミッションアドバイザー派遣事業

　府内排出事業者等からの産業廃棄物の減量・リサイクルに係る相談に対し、専門的知
識を有するアドバイザーを派遣し、取組を支援した。

　　　派遣回数　２８回
　イ　産業廃棄物３Ｒ情報等提供事業

　産業廃棄物の減量・リサイクルに係る処理技術や処理業者等の情報を排出事業者等に
提供し、取組を支援した。

　ウ　３Ｒ人材育成等支援事業
　廃棄物情報冊子の作成・配布、大学生向けのリサイクル施設視察支援や講義等により、
産業廃棄物の３Ｒに係る取組や意識向上を支援した。

３　執　　行　　額　 ３１，５０１，５０８円　　　　
 （うち補助金　３１，１５４，２４２円）　

       １　施策の趣旨等
　海岸の維持・保全を図るため、海岸漂着物等の回収、処理及び発生抑制対策に対する助成
や啓発活動を実施する。

２　施策の実施状況
茨　回収・処理事業
　　市町村名　　　海岸数　　　回収・処理量
　　舞　鶴　市　　　３海岸　　　　５０．０トン
　　宮　津　市　　　６　　　　　　２３．２
　　京丹後市　　　２５　　　　　　２４９．５
　　与謝野町　　　１　　　　　　　２．８
　　伊　根　町　　　６　　　　　　　６．２
　　　　計　　　　　４１　　　　　　３３１．７
芋　発生抑制事業
　　市町村名　　　啓発人数
　　亀　岡　市　　　９３，０５４人
　　京丹後市　　　２０，０００

３　執　　行　　額　 ４２，２２６，６６７円　　　　
 （うち補助金　３８，８１９，０００円）　

国庫支出金
 ８３，７８８，２０４
寄　附　金
 ２２５，１７８
繰　入　金
 ３３，１７６，８３７
一 般 財 源
 １５，０３８，２０１

海岸漂着物地域対策推
進事業
（循環型社会推進課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円
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       １　施策の趣旨等
　府内における食品ロスの削減を図るため、事業者及び府民への食品ロス削減に向けた取組
の実施を促進する。

２　施策の実施状況
茨　食品小売事業者における食品ロス削減事業
　未利用食品の有効活用を促進するため、食品小売事業者へのフードシェアリングサービ
スの勧奨、セミナー動画の配信、食品小売業における取組事例集を作成した。
芋　食品ロス削減研修・啓発事業
　食品ロス削減月間（１０月）に合わせ、食品を扱う小売店で食品ロス削減に関する啓発物
の掲示、デジタルサイネージやSNS等を利用した啓発を実施するとともに、市町村と連携
した研修会等を開催した。
　　研修会等開催回数　２回

３　執　　行　　額　 ３，３５０，６５７円　　　　
 （うち委託料　３，０５８，４００円）　

       １　施策の趣旨等
　プラスチックごみの３Ｒを推進するため、市町村等と連携し、使い捨てプラスチックの削
減支援等の取組を推進する。

２　施策の実施状況
　使い捨てプラスチック削減事業として、地域団体が行う美化活動に必要な資機材等の配布
への支援を実施した。
　補助件数　８件　　補助金額　５５５，０００円

３　執　　行　　額　 ５５５，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰が続く中、法令等で定められた価格によりサービス提供等を行う一般公衆浴場が
持続的な経営を行えるよう経営改善等の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　事業改善や経営基盤強化に向けた一般公衆浴場の取組を支援した。
　一般公衆浴場　　　１７施設　　　　　２，２３３，０００円

食品ロス削減事業
（循環型社会推進課）

きょうとプラスチック
ごみ対策強化事業
（循環型社会推進課）

医療機関・社会福祉施
設等経営改善支援事業
（生活衛生課）



―１０１―

３　執　　行　　額　 ２，２３３，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰が続く中、利用者への価格転嫁が困難な一般クリーニング所及び一般公衆浴場の
負担を軽減するため、各施設に対し支援金を支給する。

２　施策の実施状況
　一般クリーニング所及び一般公衆浴場に対し、燃料費の高騰分を支援した。
　一般クリーニング所　　　４１０施設　　　　　２０，５００，０００円
　一般公衆浴場　　　　　　　８５　　　　　　　１４，３４４，０００

３　執　　行　　額　 ３６，６０１，８７６円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　将来にわたる安心・安全な上下水道サービスの供給体制を築くため、京都水道グランドデ
ザイン等に基づく市町村の取組を支援する。

２　施策の実施状況
茨　水道基盤強化推進費
　京都水道グランドデザインに基づき、市町村水道事業者のフォローアップや広域化の取
組として、水道事業者間での緊急時連絡管の整備に関するシミュレーションを行った。
　京都府水道事業広域的連携等推進協議会幹事会を開催し、京都水道グランドデザインに
基づく府内水道事業者と京都府の取組状況について共有した。
　研修会や研究会等を開催し、各市町村の水道事業の支援や広域連携等に関する研究等を
行った。
芋　京都府水環境構想２０２２推進費
　快適な生活環境や良質な水環境を充実させるため、浄化槽の設置費用の助成を行った。

３　執　　行　　額　 ２０，８０５，２０１円　　　　

 （うち  

医療機関等物価高騰対
策事業
（生活衛生課）

委託料　 １，７５７，８７６円
補助金　３４，８４４，０００ ）

きょうと上下水道未来
づくり総合対策事業

（ ）水道政策課
下水道政策課

委託料　１１，２２０，０００円
補助金　　９，０８８，０００ ）
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 ３　保 健 所 費

         １　施策の趣旨等
　住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるよう、急性期から回復期、維持・生活期ま
で継続した総合的なリハビリテーション提供体制を整備する。

２　施策の実施状況
茨　地域リハビリコーディネート事業
　地域リハビリ支援センターにコーディネーターを配置し、地域包括支援センター等に対
する助言、リハビリ従事者への訪問指導、リハビリサービス窓口担当者との事例検討会等
を実施した。
　　リハビリサービスの助言　　　　４０９件
　　リハビリ従事者への訪問指導　　４２７回
　　事例検討会参加者数　　　　　　７３３人
芋　リハビリ人材確保育成事業
　理学療法士等養成施設の在学者に修学資金を貸与するとともに、就業フェアや研修会を
開催するなど、人材の確保・育成を図った。
　　修学資金貸与人数　　　　　　　　６０人
　　就業フェア参加者数　　　　　　　８３
　　研修会受講者数　　　　　延べ１，３１６
鰯　リハビリ医等養成事業
　回復期、維持・生活期のリハビリを担う、リハ医、リハ専門職の養成及び府内定着を推
進するため、研修会等を実施するとともに、府立医大のリハ医学教室の運営を支援した。
　　座学研修会参加者数　　　　　　　６６人（１回）
　　実践セミナー　　　　　　　　　　８課目
允　訪問リハビリ事業所等整備促進事業
　在宅療養者が訪問リハビリサービスを受けられる環境を整備するため、事業所開設に要
する経費を助成した。
　　交付先　２事業所
印　先端的リハビリ推進事業
　府立医科大学附属病院内に開設した「ロボットリハビリテーションセンター」において、
先端的リハビリロボットの臨床研究や介護ロボット等の普及・啓発を行った。
咽　北部リハビリテーション推進事業
　北部リハビリテーション支援センターにおいて、丹後・中丹地域のリハビリテーション
の充実のため、在宅リハビリテーション研修等の取組を実施した。
　　参加者数　　　　　　　　　　　　６７人

１　保 健 所 費
（Ｐ１１２）

６２，３４１，０００
（２，２６９，９５３，８０６）

 ６０，５９６，０２２
 （２，２３７，７５３，１７４）
決算額の財源
内訳
繰　入　金
 ５７，９３２，７３３
一 般 財 源
 ２，６６３，２８９

総合リハビリテーショ
ン充実事業

（ ）リハビリテーション
支 援 セ ン タ ー
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３　執　　行　　額　 ６０，５９６，０２２円　　　　

 （うち  

 

 ４　医　　　薬　　　費

         １　施策の趣旨等
　適切な原子力防災対策の推進を図る。

２　施策の実施状況
　舞鶴赤十字病院と放射線検査施設の保守管理に係る協定に基づき、関連資機材の点検等を
実施し、緊急時に対応できる体制を確保した。

３　執　　行　　額　 １２，３５２，２２９円　　　　
 （うち委託料　８，９５４，０００円）　

 

         １　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　受入病院の施設・設備の整備に対する支援
　新型コロナウイルス感染症患者の受入のための動線の確保や高度医療機器の整備等に対
する支援を行い、医療機関の受入体制の確保を図った。
　　３０医療機関　　　　　　１５９，６２１，０００円
芋　入院患者受入のための病床確保等に対する支援
　入院受入医療機関の病床確保等に要する経費を助成し、新型コロナウイルス感染症患者
の受入病床の確保を図った。
　　１２１医療機関　　　　１３，７９２，１１０，０００円
鰯　入院医療コントロールセンター（５類移行後は入院支援センター）の運営
　新型コロナウイルス感染症患者の受入先の調整（５類移行後は調整支援）を行う入院医
療コントロールセンターの運営や病状軽快後の転院を行った。
　　対応件数５９１件　　　　１７２，０４０，５４１円
允　中和抗体薬投与調整窓口の運営
　中和抗体薬の対象となる患者や投与医療機関との調整を行う中和抗体薬投与調整窓口の
運営や患者搬送を行った。
　　投与調整件数７件　　　１５，４４７，３０８円

委託料　２２，８６２，９４０円
貸付金　２５，８１２，０００ ）

１　医薬総務費
（Ｐ１１２）

１３，７３３，０００
（１，４７８，３１４，０００）

１２，３５２，２２９
（１，４７１，９９５，３７２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １２，３５２，２２９

原子力防災対策事業
（医　療　課）

２　医　　務　　費
（Ｐ１１４）

２０，０６０，９４１，８００
（２３，１４９，５５９，０００）

１８，２４３，４４２，０１７
（２０，９３９，９５５，９７２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １６，８９３，５６０，７７２
繰　入　金
 １，０６９，３３０，５１５
府　　　債
 １３０，０００，０００
一 般 財 源
 １５０，５５０，７３０

新型コロナウイルス感
染症対策事業（新型コ
ロナウイルス感染症対
策関連事業）

（ ）医　療　課
薬　務　課
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印　受入医療機関の光熱費等に対する支援
　新型コロナウイルス感染症患者の受入を行う医療機関に対し、光熱費等の支援を行い、
医療機関の受入体制の確保を図った。
　　１，７６８医療機関　　　　７５６，４０５，０００円

３　執　　行　　額　 １４，８９５，６２３，８４９円　　　　
 （うち補助金　１４，６６６，９０４，１４６円）　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある医療機関等が持続的な経営を行えるよう経営改善等の取
組を支援する。

２　施策の実施状況
　医療機関の持続的な経営を行うための経営改善等の取組を支援した。
　補助対象医療機関　　　１，２７１医療機関

３　執　　行　　額　 ２０６，６７９，６６５円　　　　
 （うち補助金　１７５，７３４，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある医療機関等に対して支援金を給付し、府民生活の安心の
確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　医療機関等光熱費緊急支援事業　
　光熱費の高騰による維持管理費の負担軽減のため、各施設の規模等に応じて支援金を給
付した。
　　補助対象医療機関　　３，８０１医療機関
芋　医療機関等食材費緊急支援事業
　食材費の高騰による入院患者向けの食材費の負担軽減のため、各施設の規模等に応じて
支援金を給付した。
　　補助対象医療機関　　　１７８医療機関

３　執　　行　　額　 １，０８７，７３９，０６１円　　　　
 （うち補助金　１，００２，８９７，８００円）　

医療機関・社会福祉施
設等経営改善支援事業

（医　療　課）

医療機関等物価高騰対
策事業

（医　療　課）
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       １　施策の趣旨等
　医師の確保が困難な地域等における医療体制を確保するため、病・学・公が協働、連携し、
総合的な医師確保対策の充実・強化を図る。

２　施策の実施状況
茨　地域医療支援センターの運営
　府内の大学、医療機関、医療関係団体等が連携して地域医療支援センターを設置し、若
手医師への研修や医学生向けのガイドブック等広報・情報発信を行い、医師確保を図った。
芋　若手医師の確保・育成
　医師確保困難地域の専攻医及び専攻医を配置する施設を支援し、技術向上及び研修環境
の改善を図った。
　　補助対象病院　　　　　　１２病院
鰯　中堅医師の確保・育成
　医師確保困難地域に勤務する医師の研修・研究活動を助成し、技能向上及び研修環境の
改善を図った。
　　補助対象病院　　　　　　７病院　
允　地域医療支援センター京都大学ブランチ事業
　京都大学における地域医療の推進拠点として、地域医療に貢献する人材を育成するた
め、脳神経外科技能セミナー等を実施した。
　　セミナー等参加人数　　　９２人
印　地域医療確保奨学金等貸付事業
　医師確保が困難な地域にある病院で医師として勤務する意志を有する者に奨学資金等を
貸与し、地域医療を担う若手医師を育成した。
　　貸与人数　　　　　　　　５３人　
咽　大学院生学費免除事業
　北部地域等の医療機関で勤務実績がある医師の大学院の学費を免除し、若手医師のキャ
リア形成を支援した。
　　免除人数　　　　　　　　２６人
員　地域医療を担う人材の育成
　府立医科大学の学生を対象とし、地域医療を支える基幹病院において、臨床現場におけ
る合同実習等を実施することにより、地域医療に貢献する人材の育成を図った。
　　実習参加者数　　　　　　１６０人
因　産科医等確保支援事業
　産科医等に手当を支給する医療機関又は助産所に助成することにより、地域の産科医療
の確保を図った。
　　分娩取扱手当　　　　　　３９医療機関
　　　　　　　　　　　　　　１０助産所
　　病院産科後期研修医手当　２医療機関
　　新生児担当医手当　　　　３
姻　女性医師等就労支援事業

総合医師確保対策事業
（医　療　課）
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　医療機関が実施する女性医師等の復職研修や短時間勤務の導入、宿日直の免除等の取組
に対して助成し、離職防止や再就業を支援するとともに、京都府医師会館に開設した「子
育て支援サポートセンター」により、子育てしながら働く医師を支援した。
　　補助対象医療機関　　　　２５医療機関
引　医師等「働き方改革」支援事業
　医師の働き方改革に関する取組を行う医療機関を支援した。
　　補助対象医療機関　　　　８医療機関
飲　周産期医療ネットワーク基盤整備事業
　医師偏在、診療科偏在の課題がある中で、どこでも安心・安全に分娩できるよう、妊産
婦の患者情報を共有するための妊産婦モニタリングシステムを導入する分娩取扱医療機関
を支援した。
　　補助対象医療機関　　　　１４医療機関
淫　遠隔病理診断システム構築事業
　医師偏在、診療科偏在の課題がある中で、がん診療において極めて重要な役割を担う病
理診断の結果を共有するための遠隔病理診断システムを導入する医療機関を支援した。
　　補助対象医療機関　　　　３医療機関

３　執　　行　　額　 ８６９，６００，５８３円　　　　
 （うち補助金　７１１，５７３，８００円）　

       １　施策の趣旨等
　患者の療養環境等の充実を図るため、医療施設・設備等の整備に対して助成する。

２　施策の実施状況　
　スプリンクラー等整備　　２医療機関
　医療機器整備　　　　　　９
　耐震等施設整備　　　　　４

３　執　　行　　額　 ５６９，８０４，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　在宅医療機能の充実と病床機能の強化に向け、ハード整備と人材育成確保等のソフト事業
をパッケージで支援する。

２　施策の実施状況
　医療機関の病床機能強化に必要となる施設・設備整備、人材養成等に係る経費及び病床機

医療施設設備整備助成
事業

（医　療　課）

地域医療機能強化特別
事業

（医　療　課）
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能強化に併せて行う在宅医療提供の実施に必要な経費を補助することにより、病床転換を支
援した。
　実施数　　５病院

３　執　　行　　額　 ２０１，８６２，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　新たな感染症への対応力を強化するため、一般病床から新興感染症の対応病床に変更可能
な施設の整備や感染症に対する知識や技術を習得した医療従事者を育成する。

２　施策の実施状況
茨　新興感染症への迅速な転用が可能な施設・設備整備を行う病院を支援した。
　　補助対象病院　　　１病院
芋　新興感染症に関する知識及び技術を身につけた看護師等を養成した。
　　養成人数　　　　１３８人

３　執　　行　　額　 ２２７，１５０，０００円　　　　
 （うち補助金　２１４，６５０，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　在宅医療を担う医療機関に対し、より質の高い在宅医療を提供するために必要な医療機器
の整備等の支援を行い、在宅医療の推進を図る。

２　施策の実施状況
茨　在宅医療に取り組む医療機関に対し、必要な医療機器の整備等を支援した。
　　補助対象医療機関　２４１医療機関
芋　在宅医療の充実を図るため、訪問看護ステーションの新設及び人員増に対し支援した。
　　新設施設数　　　　　１０施設
　　人員増施設数　　　　６２
鰯　地域特性に応じた在宅医療を推進するための拠点づくり及びその核となる人材養成を支
援した。

３　執　　行　　額　 １６３，５３４，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　適切な原子力防災対策の推進を図る。

新興感染症対策強化事
業

（医　療　課）

在宅医療推進基盤整備
事業

（医　療　課）

原子力防災対策事業
（医　療　課）
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２　施策の実施状況
　原子力災害時の医療活動の拠点となる病院施設の維持管理や備蓄医薬品の更新を行うな
ど、緊急時の被ばく医療体制を確保した。

３　執　　行　　額　 １８，０２６，８１７円　　　　
 （うち委託料　１１，６３０，５４５円）　

       １　施策の趣旨等
　病院等の情報セキュリティを強化するため、情報管理の専門家の派遣を通じて、サイバー
犯罪への対処能力を向上させることにより、被害の防止を推進する。

２　施策の実施状況
　専門家を派遣し、情報管理の安全性やセキュリティ向上に向けた相談・助言等を実施した。
　派遣回数　　２４回

３　執　　行　　額　 ３，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　循環器病の多角的な対策を講じるため、「京都府循環器病対策推進計画」に基づき、病気の
ステージに応じた切れ目のない循環器医療ネットワークを構築する。

２　施策の実施状況
　病気のステージに応じた切れ目のない循環器医療提供体制を構築するため、各医療機関の
機能や役割を整理するとともに、各医療機関の患者情報を共有するための体制等の検討を
行った。

３　執　　行　　額　 ２３５，７３２円　　　　

       １　施策の趣旨等
　救急医療を取り巻く環境の変化に対応したあるべき救急搬送体制の構築に向けた検討を行
う。

２　施策の実施状況
　令和６年４月の高度救命救急センター等の指定に向け、求められる機能や指定要件につい
ての他府県状況、公募の申請病院の人員・設備等の現況などを調査、分析したほか、救急搬
送体制のあり方について検討を行った。
　高度救命救急センターの指定　　２箇所

サイバーレジリエンス
強化対策事業

（医　療　課）

循環器病対策事業
（医　療　課）

救急搬送体制検討事業
（医　療　課）
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　救命救急センターの指定　　　　２

３　執　　行　　額　 １８６，３１０円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　新型コロナワクチン業務等を通じて把握した潜在看護師が、希望する働き方や技術に応じ
て再就業ができるよう、看護スキルの確認制度やマッチングの仕組みを構築する。

２　施策の実施状況
茨　看護スキルの確認制度の実施
　潜在看護師が希望する働き方や技術に応じて再就業できるよう、定期的な技術講座を開
催し、技術水準に応じて看護技術確認証を交付した。
　　交付件数　　　　　１０２件
芋　求職者の働き方に応じた求人側とのマッチング
　再就業に向けて、求人側の意識・ニーズ調査を行うとともに、病院等への訪問・セミナー
等を通じ、求職者の働き方に応じた求人側とのマッチングを実施した。
　　マッチング実施数　１６２回
　　マッチング成立数　　５３人
鰯　再就業に必要な技術習得のための研修
　再就業を希望する看護職員を対象に、求人側が求める技術習得研修を開催した。
　　受講者数　　　　　　９８人

３　執　　行　　額　 ２５，６８３，４７１円　　　　
 （うち委託料　２０，７５０，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　高齢化が急速に進む北部地域において、地域包括ケアを着実に推進するため、看護師確保
対策の一層の充実を図る。

２　施策の実施状況
茨　北部地域病院実習受入拡大の支援
　　北部病院看護師の実習指導者講習会受講支援　　　　　　　５病院６人
　　南部地域看護師等学校養成所学生の北部地域臨地実習支援　７校　８７
　　看護師等修学資金北部特別枠の設置　　　　　　　　　　　貸与者１１
芋　京都府看護師等確保対策推進協議会等の開催　　　　　　　　　　３回

３　執　　行　　額　 １６，９３２，３４８円　　　　

 （うち  　

３　保健師等指
導管理費
（Ｐ１１４）

４３，９５１，０００
（７２９，２３７，０００）

４２，６１５，８１９
（７００，９５０，０３４）
決算額の財源
内訳
繰　入　金
 ４２，６１５，８１９

潜在看護師再就業支援
強化事業

（医　療　課）

北部地域看護師確保対
策事業

（医　療　課）

報酬　　４，３３２，１７７円
貸付金　４，６０８，０００ ）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１１０―

         １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある薬局が持続的な経営を行えるよう経営改善等の取組を支
援する。

２　施策の実施状況
　薬局の持続的な経営を行うための経営改善等の取組を支援した。
　薬局　　　　　３９９店舗

３　執　　行　　額　 ６５，７７２，０００円　　　　
 （うち補助金　５６，２０２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰により厳しい状況にある薬局に対して支援金を給付し、府民生活の安心の確保を
図る。

２　施策の実施状況
　薬局に対して、支援金を給付した。
　薬局　　　　　９７０店舗

３　執　　行　　額　 １３，６１０，０００円　　　　
 （うち補助金　１２，６１０，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　府民、特に小・中・高校生や大学生等の若年層の薬物乱用ゼロを目指し、行政・PTA・業
界団体・民間団体等との協力・連携の下、薬物乱用防止対策を総合的に推進するとともに、
京都府薬物の濫用の防止に関する条例に基づき、規制強化を推進する。

２　施策の実施状況
茨　若年層向け薬物乱用防止対策の実施
　高校生を対象にしたワークショップやシンポジウムの開催により、高校生自らが薬物乱
用について考え、発信する機会を創出し、効果的な啓発を実施した。
芋　薬物乱用防止対策推進事業
　ア　薬物乱用防止教育推進に係る研修の実施　　　　　　　　　３８５人
　イ　小・中・高校生等対象の薬物乱用防止教室の実施　３４回　３，８２７
　ウ　PTA、青少年団体、業界団体等オール京都体制による予防啓発運動の推進
　エ　きょうと薬物乱用防止行動府民会議の設置　　　参画団体　１５２団体
鰯　薬物再乱用防止事業
　薬物依存症からの回復支援を行っている医療機関や民間支援団体等と連携し、本人やそ

４　薬　　務　　費
（Ｐ１１６）

９７，９２４，０００
（１５７，２７３，０００）

９１，０３３，２２２
（１４５，９５８，４３２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ８０，３５３，０００
一 般 財 源
 １０，６８０，２２２

医療機関・社会福祉施
設等経営改善支援事業

（薬　務　課）

医療機関等物価高騰対
策事業

（薬　務　課）

薬物乱用ゼロ推進事業
（薬　務　課）



―１１１―

の家族に対する回復支援の推進を図った。
　ア　薬物依存ホッとラインの設置
　イ　府北部地域における移動相談事業の実施　　　　　　１２回
　ウ　薬物再乱用防止教育の実施　　　　　　　　　　　　１５
　エ　薬物依存者の家族等を対象としたプログラムの実施　１０

３　執　　行　　額　 １１，６５１，２２２円　　　　
 （うち委託料　７，５７０，０００円）　

 

         １　施策の趣旨等
　北部地域での看護師の確保・定着及び生涯教育の拠点として、老朽化が進む府立看護学校
の整備に向け検討を行う。

２　施策の実施状況
　京都府立看護学校あり方懇話会において、看護師等確保・養成に関する現状と課題や府立
看護学校の機能拡充等に関する検討を行い、「京都府立看護学校の機能拡充に関する基本方
針」を策定（令和５年１０月）した。

３　執　　行　　額　 １，０００，０００円　　　　

 

 ５　環境対策費

         １　施策の趣旨等
　２０５０年度温室効果ガス排出量実質ゼロに向け、太陽光を中心とする再生可能エネルギー導
入や利用の加速化、サプライチェーンでの脱炭素化等省エネ対策の促進等により地球温暖化
対策に係る施策を総合的に実施する。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　　実　績
・府内温室効果ガス削減率（平成２５年度比）　４６％以上（令和１２年度まで）　２０．２％（令和４年度）
　（※令和４年度の電気の排出計数を使用して算定）
・ 　２５％以上（令和１２年度まで）　１１．２％（令和４年度）

・ 　３６～３８％（令和１２年度まで）　１８．３％（令和４年度）

２　施策の実施状況
茨　再生可能エネルギー導入加速化事業
　ア　太陽光導入活用推進事業
　　契　家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事業

５　看護学校費
（Ｐ１１６）

１，０００，０００
（１９３，７６８，０００）

１，０００，０００
（１９２，１７６，２１６）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源
 １，０００，０００

府立看護学校整備検討
事業

（医　療　課）

１　環境総務費
（Ｐ１１６）

９９８，７０８，０００
（２，２２８，３２４，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ５３０，０００，０００
脱炭素行動促進　 　　　　　　　 
事業

　
兼
献
験

　
券
献
鹸

９６９，９３０，０５０
（１，６６０，７２１，４０１）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 １，９５９，９９７
国庫支出金
 １１３，２８４，５７５
財 産 収 入
 ３，４２１，１２２
寄　附　金
 ７６０，０００
繰　入　金
 ５１，１９６，６８７
諸　収　入
 ６５０，４１０，０００

地球温暖化対策総合戦
略事業

（ ）脱炭素社会推進課
環 境 管 理 課

府内の総電力需要量に対する府内の再エ
ネ発電電力量の割合
府内の総電力需要量に占める再エネ電力
使用量の割合



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１１２―

         　　　　　市町村と連携して太陽光発電設備と蓄電池の同時導入に対する助成を実施した。
　　　　助成件数　５４６件
　　形　太陽光発電初期投資ゼロ促進事業

　「０円ソーラープラットフォーム」を開設し、府民と事業者のマッチングを図るとと
もに、府民の導入に対する助成を実施した。

　　　　助成件数　４１件
　　径　事業者向け自立型再生可能エネルギー設備及びEMS等設置助成事業

　再生可能エネルギー設備及び効率的利用設備（蓄電池・EMS等）を導入する中小事
業者等を対象に計画認定及び助成を実施した。

　　　　助成件数　８件
　　恵　地域共生型再エネ導入支援事業

　営農型太陽光発電の普及促進に向け、市町村に対する勉強会や事業計画の策定等を
支援するアドバイザーの派遣を実施した。

　　慶　太陽光導入マッチング事業
　サプライチェーンの脱炭素化に取り組もうとする府内企業に対して再生可能エネル
ギー導入計画の策定等の支援を実施するとともに、再生可能エネルギーの導入を検討
するために必要な情報を調査した。

　イ　多様な再エネ導入加速化事業
　　契　再エネ導入利活用増大事業

　府内各地域の家電販売店や工務店の店員等を「京都再エネコンシェルジュ」に認証
し、家庭の再生可能エネルギー設備の導入を促進した。

　　　　再エネコンシェルジュ新規認証者数　３５名
　　形　スマート・エコハウス促進事業
　　　　住宅用太陽光発電設備等の設置に対する低利融資を実施した。
　　　　融資件数　２７件
芋　省エネ型ビジネス促進事業
　ア　企業グループで取り組むCO２排出削減チャレンジ支援事業
　サプライチェーンの脱炭素化に取り組もうとする府内企業に対して、SBT等の国際的
に認知された認証等に整合した排出量削減目標や再生可能エネルギー導入計画の策定等
の支援を実施した。

　　　参画企業グループ：２グループ
　イ　脱炭素社会実現に向けたESG投資研究事業

契　地域金融機関と連携した、「京都ゼロカーボン・フレームワーク」（サスティナビリ
ティ・リンクローン（SLL）の適合性の承認を受けた、脱炭素に取り組む府内中小企
業の融資金利を優遇する仕組み）の活用を推進した。

　　　　京都ゼロカーボン・フレームワーク利用者数　８２件
形　府内企業へのESG投資の呼び込み、再生可能エネルギーの導入・活用促進による地
域活性化・脱炭素化を目的に、産学公金で構成される研究会を実施した。

一 般 財 源
 １４８，８９７，６６９



―１１３―

　　　　研究会開催数　２回
　ウ　省エネ・節電設備更新補助金（サプライチェーン省エネ推進事業補助金）

　中小事業者等が実施する省エネ設備等への更新に対して助成した。
　　　助成件数　１０件
　エ　EMS等評価・指導事業

　中小事業者等を対象にEMS導入等に係る診断を実施した。
　　　診断件数　３５件
　オ　事業者CO２削減対策事業
　　契　京都版CO２排出量取引制度の運営やクレジット取引の仲介等を実施した。
　　　　クレジット創出量　１，５７０．５t－CO２
　　形　特定事業者の事業者排出量削減計画書・報告書に対して指導・助言を行った。
　　　　府への提出事業者　１６５事業者
　　　　指 導 ・ 助 言　　２０件
　カ　建築物脱炭素化推進事業

　府有施設、市町村及び中小事業者等を対象にZEB化や省エネ設備の導入に関する助言
等を実施した。

　　　府有施設　５件　市町村　５件　中小企業等　２件
鰯　次世代エネルギー活用社会推進事業
　ア　水素エネルギー施策推進事業

　水素社会の実現に向け、長田野工業団地において、現地で製造した水素を巡回供給し
燃料電池フォークリフトで活用する地産地消の実証事業を実施した。

　イ　京都舞鶴港スマート・エコ・エネルギーポート化事業
　エネルギーインフラの整備及び地域振興に向け、再生可能エネルギーの利用促進等に
関する調査を実施した。

允　環境プラットフォーム構築事業
　ア　環境関連団体の連携促進
　　　複数の環境関係団体の連携を促進するための意見交換会を実施した。
　　　意見交換会開催数　２回
　イ　環境学習プログラムの提供
　　契　企業や大学等と連携し、府内小学校において海洋ごみに関する体験型授業を実施した。
　　　　参加者数　７０人

形　複数の環境関係団体の連携により、気候変動及び生物多様性に関する体験型学習会
を実施した。

　　　　参加者数　２２人
径　京都環境フェスティバルにおいて、気候変動に関するVRを用いた体験ブースを設
置した。

　　恵　企業等による環境出前授業を集約した環境学習ポータルサイトを作成した。

３　執　　行　　額　 ８８８，６８３，７０５円　　　　

 （うち  補助金　１１８，６４５，１０３円
貸付金　６５０，４１０，０００　）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目
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       １　施策の趣旨等
　温室効果ガスの排出削減を図るため、EV（電気自動車）等の普及及び次代を担う環境人材
の育成や啓発活動を実施する。

２　施策の実施状況
茨　EV・PHVタウン推進事業
　EV（電気自動車）やPHV（プラグインハイブリッド自動車）、FCV（燃料電池自動車）
の普及推進による運輸部門のCO２削減を図るため、公用車への率先的な電気自動車の導入
（リース）や府が整備した急速充電器（１２基）の維持管理等を実施した。
　　普及台数　　１３，０７５台（令和５年度末累計）
芋　WE DO KYOTO ! 府民運動推進事業
ア　次世代を担う中学生に、気候変動問題について学習する機会を提供するため、オンラ
イン環境学習教室を開催した。

　　　参加者数　　　９９３人
イ　次世代のリーダーを育成するため、大学生を中心に「WE DO KYOTO ! ユースサポー
ター」として委嘱し、地球温暖化防止に向けた普及活動を実施した。

　　　委嘱者数　　　４７人

３　執　　行　　額　 　８，９５０，９２８円　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民生活に直結する気候変動による被害を未然に防止・軽減するため、「京都気候変動適応
センター」において気候変動影響に関する情報収集・発信及び将来予測を実施するとともに、
熱中症を予防するための取組を実施する。

２　施策の実施状況
茨　気候変動影響に関する情報収集・発信及び将来予測
　京都府・京都市・総合地球環境学研究所の３者で設置している「京都気候変動適応セン
ター」において、農業関係者等にヒアリングを実施するとともに、農業や暑熱に関して関
係機関からデータを収集し分析を実施し、分析結果等をシンポジウムやホームページ等で
発信した。
芋　熱中症予防対策
　地域活性化包括連携協定締結企業等と連携し、スマートフォンアプリへの熱中症予防啓
発バナーの表示や、府内公立学校等への熱中症予防啓発動画の提供、店舗等へのチラシの
配架やポスターの掲出により広く府民や観光客に発信する等、熱中症予防に対する注意喚
起を実施した。
　さらに、住居における熱中症の発生状況や熱中症対策に関する内容をまとめたリーフ

脱炭素化推進事業
（脱炭素社会推進課）

気候変動適応推進事業
（脱炭素社会推進課）



―１１５―

レットの作成や、ラジオ等を活用して熱中症予防の呼びかけを実施した。

３　執　　行　　額　 ９，８２４，６６２円　　　　
 （うち委託料　８，９８２，８００円）　

       １　施策の趣旨等
　２０５０年度温室効果ガス排出量実質ゼロに向け、太陽光を中心とする再生可能エネルギーの
更なる導入等、府内における脱炭素化を加速させる施策を実施する。

２　施策の実施状況
　駐車場等の未利用地への自家消費を目的とした太陽光発電設備と蓄電池の導入を助成し
た。
　助成件数　８件

３　執　　行　　額　 ３２，３０３，１８５円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都の悠久の歴史と文化のなかで育まれた独自の生物多様性を守り、未来に伝えるため、
生物多様性地域戦略に基づく希少種対策、保全地域の生態系維持回復、外来生物対策等を実
施する。

２　施策の実施状況
茨　京都府レッドリストの改訂事業
　府内の生物多様性を保全する基礎的データとして活用するため、改訂に向けた調査を実
施した。また、「は虫類」「両生類」「淡水魚類」「コケ植物」についてリストを改訂し、公
表した。
芋　指定希少野生生物保全回復府民協働推進事業
　府の保全回復事業計画に基づき地域住民等と協働で指定希少野生生物の保全を図る事業
を行う団体に対して、その事業に必要な活動経費を支援した。
　　実施団体　３団体
鰯　特定外来生物対策事業
　　地域固有の生態系を守るため、外来生物対策を実施した。
ア　行政、専門家、事業者、保全団体等で結成する「侵入特定外来生物バスターズ」によ
り、ヒアリ、クビアカツヤカミキリ、オオバナミズキンバイの侵入監視や防除を実施し
た。

　イ　その他の特定外来生物の対策
　　　アライグマ：市町村と府で構成する協議会を運営し防除を実施した。
　　　アルゼンチンアリ：府、京都市ほか関係機関との協働による防除を実施した。

脱炭素社会実現加速化
事業
（脱炭素社会推進課）

生物多様性未来継承事
業
（自然環境保全課）
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　　　ヌートリア：餌やり等の不適切行為の監視及び防止啓発等を実施した。
允　指定希少野生生物の指定
　京都府絶滅のおそれのある野生生物の保全に関する条例に基づく指定希少野生生物の指
定について検討し、新たに４種及び１種２地域個体群を指定した。
　（昆 虫 類）オオウスバカゲロウ、ミズスマシ、ギフチョウ（網野町個体群、大原野個体群）
　（ク モ 類）イソコモリグモ
　（コケ植物）ハリミズゴケ

３　執　　行　　額　 １９，１６７，５７０円　　　　

 （うち  　

       １　施策の趣旨等
　京都の自然の恵みを守り、次世代につないでいくため、府市協調により「きょうと生物多
様性センター」を設置し、企業、研究機関、保全団体、府民等のオール京都での生物多様性
保全を推進する。

２　施策の実施状況
茨　生物多様性センター運営
　府市協調により令和５年４月に「きょうと生物多様性センター」の運営を開始し、多様
な主体のネットワーク形成や保全活動における連携・協力関係のコーディネート、次代を
担う人材育成・情報発信等を実施した。
芋　持続可能なビジネスモデル創出
　　地域の生物多様性保全に資するビジネスの可能性調査を実施した。
　　３地域
鰯　生物多様性情報基盤構築
　府内に生息・生育する生物の分布状況や生息地の環境等の生物多様性に関する情報を収
集し、生物多様性基盤情報を拡充した。

３　執　　行　　額　 １１，０００，０００円　　　　

 （うち  　

 

委託料　９，４６６，６２０円
負担金　５，１６９，０００ ）

きょうと生物多様性セ
ンター事業
（自然環境保全課）

委託料　７，７００，０００円
負担金　３，０００，０００ ）
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第５款　労　　働　　費

 １　労　　　政　　　費

         １　施策の趣旨等
　中小企業等の人材確保と従業員の定着及び若者の負担軽減を図るため、従業員の奨学金返
済支援を行う中小企業等を支援する。

　指標：奨学金の返済負担軽減制度を設けた企業数　　目標：３００社　　実績：２６４社

２　施策の実施状況
　中小企業等が従業員へ支給する奨学金返済に係る手当等に対して助成した。
　交付企業数　　　１５７社
　支援対象者数　　　７２０人
　交　　付　　額　　３４，２４６千円

３　執　　行　　額　 ３７，８４６，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

 ２　雇用対策費

         １　施策の趣旨等
　国の「地域活性化雇用創造プロジェクト」を活用し、急激な社会変化やデジタル化に対応
できるよう、産業政策と労働政策を一体的に推進し、府内企業における新たな価値や新ビジ
ネスの創造、DX化を促進することで、更なる産業活性化・生産性向上に繋げるとともに、質
の高い安定的な雇用を創出する。

　指標：良質な雇用創出数
　目標：２４５人　　実績：６１１人

２　施策の実施状況
　社会課題解決を通じて新たな価値を創造し、分野横断で新ビジネスを創造できる人材の育
成・雇用創出を行うとともに、中小企業のデジタル化を推進する人材を育成した。
茨　社会課題解決型クリエイティブ人材活用事業
　ものづくり企業における雇用環境の整備を促進するため、社会課題解決の観点を踏まえ
た新たな付加価値や産業の創発を推進できる人材の活用に関するセミナー開催やコーディ
ネータによる伴走支援等を実施した。
　　セミナー等開催数　１３回　支援企業数　延べ８９８社

１　労政総務費
（Ｐ１２０）

４３，２００，０００
（２３７，６６５，０００）

３７，８４６，０００
（２２８，７１７，５４０）
決算額の財源
内訳
寄　附　金
 ２，０００，０００
一 般 財 源
 ３５，８４６，０００

就労・奨学金返済一体
型支援事業
（労働政策室）

２　雇用促進費
（Ｐ１２２）

１，２７４，６５１，０００
（２，０７１，２７０，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２４，０００，０００
技能習得型リカ
レント教育モデ　 　　　　　　　 ル事業費

　
　
　
　

兼
献
献
験　
　
　
　
　

券
献
献
鹸　

１，２２５，６２５，０２５
（１，９４４，１５１，００６）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ６４５，５５３，４０７
寄　附　金
 １００，０００
諸　収　入
 １０４，０００
一 般 財 源
 ５７９，８６７，６１８

京都の未来をつくる
「DX人材育成・産業創
発」プロジェクト事業
産 業 振 興 課
染 織 ・ 工 芸 課
文化学術研究都市
推 進 課 　　　　　　　　 
雇 用 推 進 課
人 材 育 成 課
観 光 室

　

兼
献
献
献
献
献
献
験   

　

券
献
献
献
献
献
献
鹸   
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芋　分野横断型共創人材活用事業
　ものづくり企業における雇用環境の整備を促進するため、異業種の分野横断により多面
的な価値を組み合わせた高付加価値化を推進できる人材の活用に関するセミナー開催や
コーディネータによる伴走支援等を実施した。
　　セミナー等開催数　２３回　支援企業数　延べ１，７５１社
鰯　POSTコロナリーディング人財創出支援事業
　ものづくり系優良中小企業のAI・IoT、ロボット導入等に必要な、良質かつ多様な人材確
保のため、コーディネータによる企業訪問やハンズオン支援、人材雇用・育成支援のセミ
ナー開催、経営者及び若手従業員を対象とした働き方改革ワークショップ、採用支援とし
ての合同企業面接会を実施した。
　　訪問企業数　５４１社
　　DX人材育成支援セミナー参加者数　　　　４３人
　　インボイス等導入セミナー参加者数　　　　３４
　　働き方改革セミナー参加者（企業）数　　１７　（９社）
　　合同企業面接会参 加 者 数　　　　　　　５１
　　　　　　　　　参加企業数　　　　　　　３０社
允　新文化産業創造人材支援事業
　伝統産業業界が継続発展するための人材確保・育成や販路開拓支援のため、新たに雇用
した人材の研修支援、専門コーディネータによる持続的なサポート等を実施した。
　　支援企業数　延べ１０８社
印　現場型DX推進人材活用促進事業
　ものづくり企業における雇用環境の整備を促進するため、デジタルを活用した労働環境
改善や生産性向上等に関するセミナー開催、コーディネータによる伴走支援等を実施し
た。
　　セミナー等開催数　６回　支援企業数　延べ１，０９４社
咽　観光DX人材育成事業
　観光産業の労働生産性や稼ぐ力の向上を図り、経営の好循環を生むため、経営者向け段
階別セミナーや従業員向け実務スキル向上セミナーを実施した。
　　観光おもてなし人材育成セミナー参加者数　　　９９人
　　観光経営セミナー参加者（企業）数　　　２９　（２９社）
員　京都ジョブパーク良質な正規雇用創出事業
　良質な雇用条件で持続的な人材確保と定着を図ろうとする府内の中小企業に対して、求
職者とのマッチング支援を実施するとともに、良質な雇用条件を目指して社内環境整備な
どに取り組む企業の支援を実施し、良質な正規雇用を創出した。
　　支援企業数　１７７社
　　働きやすい職場づくりに向けた企業コンサルティングの実施　１２回
因　京都デジタル人材創造事業
　デジタル人材の育成・確保を目的としたWEBプラットフォーム（KYO育tv．）を構築し、
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デジタルスキルを習得できる講座や、社内のデジタル化の推進を目指す企業に対し、デジ
タル化への手順や意識改革の必要性、デジタルツールの説明を行うなど、デジタルに関す
る相談対応等を実施した。
　　会員登録者数　　１，９９２人
　　相 談 者 数　　１，３１４
　　研修参加者数　　２，６６１

３　執　　行　　額　 ２４１，９９６，０６０円　　　　
 （うち委託料　２３４，６７２，７５２円）　

       １　施策の趣旨等
　国の「地域活性化雇用創造プロジェクト」を活用し、産業施策と一体となって、企業の業
種転換や多角化による雇用確保や、求職者のキャリアチェンジやキャリアアップを伴う再就
職等を支援することにより、成長分野等への労働移動を促進する。

　指標：正規雇用創出数　　目標：５０３人　　実績：７３３人

２　施策の実施状況
　企業の成長分野進出と、DX等の人材育成を同時に支援し、双方をマッチングすることで、
産業パラダイムシフトを推進した。
茨　プロダクトデザイン試作連携事業
　新たな事業展開や新規事業開発等を模索する中小企業に対して、優れた提案力を持つデ
ザイナーとの協働・連携を支援するためのセミナーやワークショップを実施した。
　　セミナー等開催回数　７回　　支援企業数　延べ１１５社
芋　北部地域産業転換支援事業
　京都府北部地域のものづくり企業における業種転換や多角化により雇用機会の確保や維
持を図るため、セミナーやワークショップを開催するとともに、コーディネータによる伴
走支援を実施した。
　　セミナー等開催回数　３回　　支援企業数　延べ７４社
鰯　新文化産業多角化事業
　伝統産業のものづくりと流通の構造改革が必要となっている現状を踏まえ、消費者に価
値を提供し続ける体制を構築できる事業者を増やすために、事業主や求職者の意識改革や
他分野進出、新商品開発、技術向上・販路開拓につながる支援を実施した。
　　支援企業数　延べ３０５社
允　けいはんなデジタル化推進による事業再構築・人材育成支援事業
　中小製造業の経営者向けにDX推進の必要性理解の促進を図るべく、DXやIT化の取組に
活用できる補助金の紹介に関するセミナーやDXに役立つアプリケーションの導入事例紹
介に関するセミナーを開催した。
　　DX推進補助金セミナー　実施回数　１回　参加者数　　４５人
　　DX推進事例紹介セミナー　実施回数　２　　参加者数　１６０　　　

地域雇用再生緊急対策
事業
産 業 振 興 課
染 織 ・ 工 芸 課
文化学術研究都市
推 進 課 　　　　　　　　 
労 働 政 策 室
雇 用 推 進 課
人 材 育 成 課
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印　IT人材育成支援事業
　人材需要が高まる情報通信分野や社内IT部門等への再就職を支援するため、企業ニーズ
を踏まえたIT人材育成研修を実施した。

　　研修実施回数　６２回　　支援企業数　延べ２６２社　　参加者数　３６８人
咽　生涯現役クリエイティブセンター事業
　人生１００年時代を見据え、誰もが年齢に関わりなく、生涯にわたって活躍し続けることが
できる社会の実現を目指すため「京都府生涯現役クリエイティブセンター」において、キャ
リア相談から、リカレント研修の実施、情報の発信等を行うことで、人手不足分野等への
労働移動や地域貢献に資する人材育成を実施した。
　　キャリア相談件数　延べ３８５件　リカレント研修参加者数　７，７３８人
　　リカレント教育情報利用件数　５，７１１件
員　デジタル人材雇用促進事業
　中小企業等において、業務プロセスの改善や新しい事業への進出などに向けて総合的な
視点でデジタル化・オンライン化を推進できる人材等を確保・育成するためのセミナーや
企業説明会を実施した。
　　デジタル人材養成講座参加者数　９３８人
因　多角体感型！コロナ離職者等再就職促進事業
　新型コロナウイルス感染症の影響を受け離職した方等の再就職促進のため、多様な方向
からの就職先選択を促進する「京都適職マッチングサポートプログラム」として、キャリ
アコンサルティングによる相談支援のほか、業界や業種、職種を広く学べるセミナー、企
業と求職者の交流会やインターンシップのマッチング、職場体験ツアー等を実施した。
　　プログラム実施回数　　　８回
　　プログラム参加者数　　４３９人
姻　技術人材トライアル支援事業
　求職者の業界研究の幅を広げ、キャリアチェンジに繋がるきっかけづくりや気づきを促
すため、コロナ禍にあっても需要が見込まれる建築・建設業やネット・EC販売等の技術系
職種に対する適性を見極めることができる導入訓練を実施した。
　　技術系導入訓練実施回数　９回　　参加者数　１４５人

３　執　　行　　額　 ２２２，７３６，０８６円　　　　
 （うち委託料　２１６，０９２，７４２円）　

       １　施策の趣旨等
　離職者等の就業支援として、求人開拓・企業のニーズ把握のための企業訪問、マッチング
機会の提供に加え、離職防止・雇用維持のための支援として、働きやすい職場づくりや従業
員定着支援セミナー等を実施する。

　指標：人材確保数　　目標：２，０００人　　実績：５，２６６人

中小企業人材確保・多
様な働き方推進事業
（雇用推進課）
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２　施策の実施状況
　京都府中小企業人材確保・多様な働き方推進センターにおいて、府内企業の人材確保支援
と多様な働き方の推進を行った。
茨　企業に対するアウトリーチ支援・求人開拓
　離職者や学生等を対象とした求人開拓や、企業のニーズ把握のための企業アウトリーチ
支援を実施した。
　　実訪問企業数　５，２１６社
芋　求職者と企業のマッチング促進
　大規模合同企業説明会「京都ジョブ博」をはじめ、各種企業説明会の開催や、WEBマッ
チングシステム「ジョブこねっと」の活用促進により、求職者と企業のマッチングを促進
した。
　　個別・ミニ企業説明会等参加企業数　１４９社
　　大規模合同企業説明会参加企業数　２５０
鰯　企業の採用力の向上・働きやすい職場づくり支援
　企業の採用力を高める「京都ジョブパーク人材確保塾」の開催や各種セミナー等を通じ
た定着支援により、企業の採用力向上と誰もが働きやすい職場づくりを推進した。
　　日　　程　令和５年６月２９日～令和６年３月４日（全１２回）
　　参加企業　２９社
　　内　　容　雇用条件や就労環境の改善、自社の魅力のアピール方法等の採用力の向上手
　　　　　　　法を学ぶ
允　高齢者就業支援
　高齢者の就労意欲を喚起するセミナーや高齢者人材活用研修等を開催し、高齢者の就業
を支援した。
　　求職者向けセミナー参加者数　　６６１人
　　企業向けセミナー参加企業数　　３５社

３　執　　行　　額　 １３２，２３８，３２１円　　　　
 （うち委託料　１２６，５３０，８６１円）　

       １　施策の趣旨等
　共生社会の実現に向け、障害者の相談から就職・定着までの一貫した就職支援の推進に加
え、企業での働きやすい職場環境の整備や定着を促進する事業を実施する。

　指標：障害者雇用率　　目標：２．３％　　実績：２．３７％

２　施策の実施状況
茨　障害者雇用定着環境整備事業
　企業支援の核となる「京都障害者雇用企業サポートセンター」が、府内８箇所の地域セ
ンターと連携し、センター・企業・障害者が参画する地域に密着したネットワークを構築
し、企業内サポーター育成事業や雇用施設整備事業等を実施した。

障害者雇用サポート強
化事業

（ ）雇用推進課
人材育成課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１２２―

　ア　障害者雇用企業サポートセンター事業
　障害者に適した仕事の創出、雇用管理、各種助成制度等に関する提案やアドバイスを
実施し、障害者の更なる雇用拡大及び職場定着を促進した。

　　　企業における障害者の人材確保数　５０５人
　　　支援企業数　　　　　　　　　　　５２４社
　イ　地域センター事業

　障害者に対する就労生活支援を行う地域センターにおいて、障害者の雇入れや職場適
応、定着に関する相談や支援を実施するなど、職場定着を促進した。

　　　企業相談・支援件数　　９，６４０件
　ウ　障害者企業内サポーター育成事業
　　　国と連携して「企業内サポーター」を育成し、障害者の職場定着を促進した。
　　　企業内サポーター育成数　８８１人
　エ　障害者雇用施設整備事業等事業費補助金
　　　働きやすい職場づくりのため、障害特性に応じた施設整備等に対して支援した。
　　　交付件数　１件
芋　障害者就業支援事業
　ア　京都ジョブパークはあとふるジョブカフェによる支援
　　　相談から実習、マッチング、定着まで特性に応じてきめ細かく支援を実施した。
　　契　障害者専門相談員による相談等
　　　　障害者の就労カウンセリングや情報提供等を実施した。
　　　　相談者数　　　延べ３，６７７人
　　　　就職内定者数　　　　２２４
　　形　企業実習の促進
　　　　障害者の就労準備性を高めるため、企業実習を実施した。
　　　　実習者数　　　　　　　６３人
　イ　障害のある学生を対象としたインターンシップ受入企業支援

　障害者雇用の実例やインターンシップの進め方、指導ノウハウを学ぶセミナーの開催
などを支援した。

　　　支援企業数　　１３社
　ウ　府立高等技術専門校における障害者訓練（一般校における障害者訓練除く）
　　　障害の種別・特性や企業ニーズに応じた職業訓練を実施した。
　　　施設内訓練　入校者数　　３５人　　　　　　　　　　　　　　　就職者数　　２３人
　　　委 託 訓 練　受講者数　　３８　（在職者訓練受講者９人含む）　　　〃　　　１１

３　執　　行　　額　 １３１，２２７，６２３円　　　　
 （うち委託料　１２２，３２６，１０４円）　



―１２３―

       １　施策の趣旨等
　若年者をはじめ、幅広い府民に対して、ハローワークと連携しながら、相談から就職、職
場定着支援までのサービスをワンストップで提供する総合就業支援拠点を運営し、就業促進
を図る。

　指標：京都ジョブパーク利用者の就職内定率　　目標：６５．１％　　実績：５８．４％

２　施策の実施状況
　京都ジョブパーク・北京都ジョブパークにおいて、相談から就職、職場定着までの総合的
な就業支援を実施した。
　利用状況・就職内定者数
　　　　　　　　　京都ジョブパーク　　　　　　うち北京都ジョブパーク
　延べ利用者数　　１５７，９２０人　　　　　　　　　　　　１７，４０７人
　延べ相談者数　　１２５，５５７　（１日平均４２９人）　　　　１２，４３８　（１日平均５１人）
　就職内定者数　　　１０，１２９　　　　　　　　　　　　　１，３７９

３　執　　行　　額　 １２８，６９９，５５１円　　　　
 （うち委託料　８１，２７０，４００円）　

       １　施策の趣旨等
　就職支援協定締結大学と連携し、学生生活の早い時期から「働くこと」や「京都企業」へ
の理解を促進するため、子育てにやさしい職場づくり実践企業での職場体験やリクルート
フェアの開催等により、学生の京都企業への就職と職場定着を支援する。

２　施策の実施状況
茨　学生生活の早い時期からの「京都企業」への理解促進
　ア　学生安心就職トライアル促進事業の実施

　子育てにやさしい職場づくり実践企業における学生の有給・中長期の職場体験（就職
トライアル）を支援した。

　　　就職トライアル新規実施事業所数　３１社
　　　就 職 ト ラ イ ア ル 参 加 者 数　６５人
　イ　「京都理系学生×京都産業　未来ひとづくりプロジェクト」の実施

　理系大学生が京都産業や企業への理解を深めるための交流座談会や合同企業説明会
「理系人材ジョブ博」等を開催した。

　　　交 流 座 談 会 参 加 人 数　４８人
　　　理系人材ジョブ博出展企業数　２４社
　ウ　「KYOTO業界研究・仕事体験フェスタ」の開催

　学生と府内企業との出会いの場となる「KYOTO業界研究フェスタ」を開催し、イン
ターンシップ参加者の増加につなげた。

京都ジョブパーク推進
事業
（雇用推進課）

学生就職・定着応援事
業

（ ）労働政策室
雇用推進課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１２４―

　　　参 加 者 数　１９７人
　　　出展企業数　１７４社
　　　インターンシップ等プログラムへの参加者数　　　　１，７１５人
　　　京都インターンシップナビにおける掲載プログラム数　３３７件
　エ　大学との連携による京都産業学セミナーの開催

　京都の産業や企業を知り、インターンシップや就職活動への興味を深める「京都産業
学セミナー」を開催した。

　　　開催回数　　　３３回
　　　参加者数　１，６０６人
芋　就活期の学生と京都企業とのマッチング支援
　働きやすい職場づくりに取り組む京都企業が出展する大規模合同企業説明会「京都ジョ
ブ博」や「KYOTOジョブフェア」を開催した。

　　参 加 者 数　６２９人
　　出展企業数　２２０社

３　執　　行　　額　 　８９，８９９，５８８円　　　　
　　　 （うち委託料　８９，５４０，８９９円）　

       １　施策の趣旨等
　子育て世代をはじめとした多様な人材が活躍できる社会を実現するため、子育てしやすい
職場環境への企業改革を促進する。

　　　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　実　績
　子育て企業サポートチームによる企業訪問件数　　　　　　　　　２５，０００社　　１９，７９１社
　子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言を行った企業数　　　３００　　　　　４５１
　多様な働き方推進の取組を支援した企業数　　　　　　　　　　　　１２０　　　　　１３３

２　施策の実施状況
茨　子育てにやさしい職場づくりを進める企業の気運の醸成
ア　中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業支援コンサルティングチーム及び府職員の
約３００人で構成する子育て企業サポートチームを結成し、府内企業への訪問を通じて、国
や府の子育て支援制度を周知した。

　　　企業訪問件数　１９，７９１社
イ　子育てにやさしい職場環境づくりに向けた具体的行動を企業経営者が従業員に対して
宣言し、実行する子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言の取組を実施した。

　　　職場づくり行動宣言を行った企業数　４５１社
芋　子育てにやさしい職場づくりを実施する企業等への支援（多様な働き方推進事業費補助
金）

子育てにやさしい職場
づくり事業
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―１２５―

　子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言の実現に向け、府内中小企業等が実施す
る時間単位の年次有給休暇制度の導入など、職場の環境改善に必要となる経費に対し助成
した。
　　交付企業数　　　　１３３社
　　交　付　額　　４２，９５１千円
鰯　子育てにやさしい職場づくりに資するサービスの提供企業等への支援
　子連れコワーキングスペースの設置・運営など、子育てにやさしい職場環境づくりに役
立つサービスメニューを府内企業等へ提供する事業者のスタートアップを支援した。
　　交付企業数　　　　５社
　　交　付　額　　　６，２３２千円
允　子育てにやさしい職場づくり実践企業の情報発信
　ア　実践企業と求職者をつなぐイベント「新感覚ジョブ博」の開催
　　　日　　　時　令和６年２月２１日（水）１３：００～１６：００
　　　会　　　場　京都経済センター
　　　出　　　展　有給休暇消化率ほぼ１００％、ランチ補助制度の創設など、福利厚生に強み
　　　　　　　　　を持つ企業　１５社
　　　対　　　象　京都で就職先を探す一般求職者・令和６年度卒業予定の大学生等
　　　内　　　容　合同企業説明会
　　　参 加 者 数　５５人
　イ　Webサイトを活用した実践企業の情報発信
　　　発信企業数　８社

３　執　　行　　額　 　８０，７５０，３０８円　　　　
　　 　（うち補助金　４９，１８３，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　京都府若者の就職等の支援に関する条例に基づき、就職の難しい若者等を対象とした人づ
くりを推進する。

　　　　　　　　　　指　　　標　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　実　績
　伴走型訓練修了者の就職率（うち正規雇用率）　　　　８０％（５０％）　　　５７．８％（８．９％）
　若年求職者の内定者数　　　　　　　　　　　　　　　　１，１４０人　　　　　　１，５１９人

２　施策の実施状況
茨　若者等就職・定着総合応援事業
　ア　就職困難な若者等への支援

　就職の難しい若者等を対象に、人手不足が顕著な分野の企業と連携し、基礎訓練及び
実地訓練から就職・定着支援までの４箇月間の伴走支援を実施した。

　　　訓練受講者数　　　４５人
　　　訓練修了者数　　　４１
　　　就 職 者 数　　　２６

若者等就職・定着総合
応援事業

（ ）労働政策室
雇用推進課
人材育成課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１２６―

　イ　早期離職した若者等への支援
　職業適性や職場への理解が不足していたこと等により早期離職した者を対象に、必要
に応じ、インターンシップ活用等の支援を行った上で、マッチングを実施した。

　　　利用者数　　１，１１２人
芋　京都わかもの就職支援等推進事業
　京都府若者の就職等の支援に関する条例に基づく計画の認定を受けた就業支援事業を行
うNPO等を支援するため、若者の自立・就労に向けた活動に対して助成した。

　　交付団体数　　　　９団体
　　交　付　額　　１１，９８３千円　　　　　

３　執　　行　　額　 　４３，６３２，４２８円　　　　
　　　　 （うち委託料　２８，４１２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　国の就職氷河期世代支援プログラムとも連携し、就職氷河期世代の方が希望に応じた就業
ができるよう、きめ細やかな就業支援を実施する。

　　　　指　標　　　　　　　目　標　　　　　　　実　績
　就職内定者数　　　　　　　３２５人　　　　　　　　４３５人
　うち正規内定者数　　　　　２４５　　　　　　　　　２０４

２　施策の実施状況
茨　カウンセリング等の実施
　就職氷河期世代で、正規雇用を希望しながらもやむを得ず非正規雇用で在職中の方（離
職後、就職活動中の方を含む）や、不安定就労期間が長い、非正規雇用の就業経験が多い
等、安定した就労経験の乏しい方等へのキャリアカウンセリングを実施した。
　　登録者数　　５９１人（うち新規登録者数　１３０人）
　　相談件数　１，１１６件
芋　スキルアップ研修の実施
　就職氷河期世代の方が企業の中間層人材として正規就労するために必要な能力を身につ
けるための段階的な研修（組織で働く力、社会人実践力スキルの習得等）を実施した。
　　南部（５講座）　　受講者　１０４人
　　北部（３　　）　　　〃　　　１３
鰯　職域拡大・正社員就労の必要性を学ぶ短期集中講座等の実施
　離転職が多くキャリア形成が不十分な方や就職に困難を有する方に対し、職域拡大や正
社員就労の必要性を学ぶ短期集中講座を実施するとともに、給付型職場実習や企業交流会
により職場における自身の能力を適合させる機会を提供した。

就職氷河期世代正規雇
用化促進事業
（雇用推進課）



―１２７―

　　短 期 集 中 講 座（６回）　　　参加求職者　１４２人
　　自己PR型企業交流会（５　）　　　出 展 企 業　　２５社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加求職者　　３１人
　　給付型職場実習　　　　　　　　　　　〃　　　　１２
允　氷河期世代の採用に意欲的な企業とのマッチング
　小規模企業説明会、企業交流会の開催及び個別マッチングなどのきめ細かな支援を実施
した。
　　企業説明会・交流会実施回数　１４回
　　南部（８回）　　　出展企業５５社　　参加求職者１４２人　　　採用５人
　　北部（６　）　　　　〃　　２１　　　　　〃　　　５８　　　　〃　６

３　執　　行　　額　 ３９，１７７，９８０円　　　　
　　　 （うち委託料　３８，９８９，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　テレワークの導入・定着をはじめ、誰もが働きやすい職場づくりの推進に取り組む府内中
小企業を支援するため、京都経済センター内に設置する「京都府テレワーク推進センター」
を拠点に、企業からの相談にワンストップで対応できる体制を整備し、就労環境整備を推進
する。

　指標：テレワークを導入・拡充した企業数　　目標：１１５社　　実績：１７３社

２　施策の実施状況
茨　相談体制の整備
　ITコーディネーターと社会保険労務士による技術・法務両面でのワンストップ相談を実
施した。
　　相談件数　　１，１７７件
芋　テレワークの導入など多様な働き方を推進する企業の支援
　　テレワークの導入・定着に資するセミナーを開催した。
　　セミナー開催回数　　　　２５回
　　来場・視聴者数　　　９８７人
鰯　専門家の派遣
　　中小企業診断士等の専門家を派遣し、中小企業の実情に応じた伴走支援を実施した。
　　専門家派遣回数　　１４３回

３　執　　行　　額　 ３５，５３１，１８０円　　　　
　　　 （うち委託料　３４，２５６，５５１円）　

多様な働き方・テレ
ワーク推進事業
（労働政策室）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１２８―

       １　施策の趣旨等
　国の就職氷河期世代支援プログラムを踏まえ、就職氷河期世代の方が希望に応じた就業が
できるよう、きめ細やかな就業支援を実施する。

　　　　指　標　　　　　　　目　標　　　　　実　績
　利用者（要支援者）数　　　　１００人　　　　　　２２９人
　就職者数　　　　　　　　　　４０　　　　　　　５２　

２　施策の実施状況
　相談窓口「京都府つながる・学ぶ・働く支援センター（Ｌコネクト）」において、福祉支援
機関等との連携による支援対象者（ひきこもり状態の方等）へのアウトリーチやオンライン
相談のほか、受入企業開拓や有償インターンシップの活用等により、支援対象者の把握から
就労までの一貫した支援を実施した。

３　執　　行　　額　 ３１，１６９，６４２円　　　　
　　　 　（うち委託料　３１，１３１，３８２円）　

       １　施策の趣旨等
　人生１００年時代を輝き続けるために、「京都府生涯現役クリエイティブセンター」において、
働く人の新しい学びを応援し、生涯働き続けることができる人材を育成する。

２　施策の実施状況　
茨　リカレント教育プログラムの開発
　データサイエンスをテーマにDX人材を育成する教育プログラムや兼業・副業希望者等を
対象に基礎知識の習得から企業との交流会まで実施する教育プログラムなどを開発・実施
した。
　　開発プログラム　　８コース
　　受　講　者　数　　１６５人　　　
芋　京都府リカレント教育推進事業費補助金
　府内全域でリカレント教育を推進するため、新たに大学や経済団体等がリカレント教育
推進事業を実施するために要する経費に対して助成した。
　　交付件数　　　２件
　　交 付 額　　　９０４千円
鰯　京都府リカレント教育推進機構の運営
　大学、経済団体、労働者団体、金融機関、教育機関、行政機関等からなる「京都府リカ
レント教育推進機構」により、京都学び直し体感フェア２０２３やリカレント教育にかかる
ニーズ・シーズ調査など、オール京都体制で府内のリカレント教育を推進した。
　　全体会議開催日　令和６年２月２８日

「つながる・学ぶ・働く」
総合支援加速化事業
（人材育成課）

京都府生涯現役クリエ
イティブセンター支援
強化事業
（労働政策室）



―１２９―

　　参 画 団 体 数　６９団体
允　京都リカレント研修センターの設置
　リカレント教育推進機構参画団体が実施するリカレント研修や交流のための拠点を設置
した。
　　開　　設　　日　令和５年１０月３日
　　研修等開催数　４９回

３　執　　行　　額　 ２７，５９２，７０４円　　　　
 （うち委託料　２３，２３５，９６２円）　

       １　施策の趣旨等
　京都府リカレント教育推進機構の体制を強化するとともに、新たな研修プログラムの開発
支援等によりオール京都のリカレント教育を更に推進する。

２　施策の実施状況
茨　京都府リカレント教育推進機構の体制強化
　ア　幅広い分野のニーズに対応するため、産業支援機関等を追加し体制を拡充した。
　　　新規参画団体数　８団体
イ　効果的な研修プログラムやリカレント教育の広報・啓発、兼業・副業等の活用を検討
するため、検討部会（５部会）を設置した。

芋　ニーズを捉えた効果的な研修プログラム開発等への支援
　ア　産業界等が求める人材ニーズ及び大学等各団体が有するリソース調査を実施した。
　　　回答数　企　　業　　９５１件
　　　　　　　労　働　者　１，０００
　　　　　　　教育機関　　　４８
　イ　調査結果や検討部会での議論を踏まえたリカレント教育等を実施した。
　　契　対面形式によるリカレント研修
　　　　府内６大学がDXをテーマにそれぞれの特色を活かした講座を実施した。
　　　　開催回数　全６回
　　　　受講者数　延べ１９６人
　　形　オンラインによるリカレント研修

　「パラレルキャリアによって叶える自己実現と社会貢献」をテーマに、ウェビナー方
式の講座を実施した。

　　　　受講者数　２５４人
　　径　オンデマンドによるリカレント研修

　業務改善やマネジメントなどのビジネススキルや、専門スキルの向上を目的とする
オンデマンド講座を公開した。

　　　　新規作成講座数　３１本
　ウ　「京都学び直し体感フェア２０２３」を開催した。
　　　開　催　日　令和５年８月２７日（日）

京都リカレント教育推
進プラットフォーム強
化事業
（労働政策室）
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　　　会　　場　京都産業会館ホール
　　　対　　象　府民、教育機関関係者、企業関係者
　　　内　　容　学び直しを啓発する講演、DX体験教室等
　　　参加者数　延べ２，３０４人

３　執　　行　　額　 ２０，９７３，５５４円　　　　
　　　 （うち委託料　１４，８２２，０１０円）　
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第６款　農林水産業費

 １　農 業 費

         １　施策の趣旨等
　消費者と生産者・事業者の交流や食情報の提供による食の安心・安全に関する情報の共有
化、食品表示の監視などにより、食の安心・安全を推進する。

　　指標：食品表示巡回調査における適正表示率　目標：９５％以上　実績：９７％

２　施策の実施状況
茨　食品表示パトロール事業
　誤った食品表示による府民の誤認や健康被害の未然防止のため、違反事実に効率的かつ
迅速に対応し、食の安心・安全の確保を図った。
　ア　スーパー、小売店等での表示状況の調査
　イ　商品を買い上げて、表示されている原産地の信ぴょう性について科学的検査等を実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０検体
芋　食品安心・安全確保事業
　府内産農畜水産物の放射性物質モニタリング検査（４０検体）を実施し、府民の食の安心・
安全の確保を図った。
鰯　食の安心・安全情報発信事業
　食品の安心・安全情報の提供、リスクコミュニケーションの実施により、府民の食の選
択力向上を図った。
　　京都府食の安心・安全リスクコミュニケーションの開催　　　１１回

３　執　　行　　額 １，８３５，７１３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　「きょうと食いく先生」の派遣、地域の食育支援活動、若い世代を対象とした食育出前講座
等を開催することで、体験型食育を強化し、地域や府民の食育を推進する。

　　　　　　指　標　　　　　　　　　　目　標　　　　　　実　績
　きょうと食いく先生の授業数　　　　　４９０授業　　　　　　５７９授業

２　施策の実施状況
　学校、保育所、地縁団体等が行う食育活動に「きょうと食いく先生」を派遣するとともに、
大学生を対象とした京都の農林水産物や食文化に関する食育講座、府民向け食育トーク

３　農業振興費
（Ｐ１２６）

 ４，５６３，７９５，０００
 （５，１８９，０２７，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １，５１０，０００，０００
農林水産業基盤
整備事業費
 １，２６７，０００，０００
京都フードテッ
ク推進事業費
 ３６，０００，０００　 　　　　　　　 
農林施設等雪害
対策事業費
 ７，０００，０００
農林水産業経営
改善支援事業費
 ２００，０００，０００

　       　　　
兼
献
献献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
験  　
　
 

           
券
献
献
献
献
献
献献
献
献
献
献
献
献
鹸 　
　
 

２，８７３，４６２，９２４
（３，２２８，２１６，１３２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２，２５５，５４８，８０６
繰　入　金
 ３，６５０，０００
繰　越　金
 １６，７３３，０００
諸　収　入
 １７，０４０，０００
府　　　債
 １２１，０００，０００
一 般 財 源
 ４５９，４９１，１１８

食の安心・安全推進事
業

（農　政　課）

きょうと食いく先生活
動拡大・強化事業

（農　政　課）
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ショーの開催等により、幅広い層の府民の食育への関心を高めた。

３　執　　行　　額 ５，７３８，０７１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　耕作放棄地の増加等により、多面的機能の低下が懸念される中山間地域等において、中山
間地域等直接支払事業を実施することで、農業生産の維持を図り、多面的機能を確保する。

２　施策の実施状況
　農業生産の維持を通じて、水源かん養、洪水防止をはじめとした多面的機能の確保に寄与
した。
　交付金実施市町村　京都市ほか１５市町村
　交　　付　　金　　総　　額　　６８３，１３７，２１８円　（市町村補助を含む）
　交付対象実施面積　　５２，０５９，９０４㎡
　集落協定締結数　　　　　　４９５協定
　個別協定締結数　　　　　　３
　活　　動　　内　　容　農道・水路等の維持管理、共同利用機械の購入、鳥獣被害対策等

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　５１５，１０５，３８８円　　　　
  （うち補助金　５１４，０５５，３８８円）　

       １　施策の趣旨等
　農地や集落内の施設維持、高齢者の生活支援等、地域での生活に欠かせない共同活動を将
来人口規模に見合う形に再構築するとともに、農山漁村発イノベーションを促すことによ
り、人口減少に対応できる地域運営体制づくりを推進する。

　指標：地域運営の土台となる連携体（農村RMO等）を形成した地域（累計）
　目標：６地区（令和８年度まで）
　実績：０地区（形成支援中：３地区）

２　施策の実施状況
茨　複数集落が連携した地域運営組織の設立支援
　農村型地域運営組織の形成に向けた地域の将来ビジョンに基づく調査、計画策定、実証
等の取組や、参加型住民（地域外ファン）を増やすためのフィールドワーク活動等を支援
した。
　ア　農村型地域運営組織形成推進事業

中山間地域等直接支払
事業
（農村振興課）

京のむらづくり推進事
業
（農村振興課）



―１３３―

事業実施地域に係る市町村　　福知山市ほか２市町
　　　事 業 実 施 地 区 数　　　　　　　　３地区
　　　事　　　　　業　　　　　費　　　　１９，１５５，１０７円
　　　補　　　　　助　　　　　金　　　　１９，１００，０００
　イ　参加型住民（地域外ファン）づくり事業
　　　事業実施地域に係る市町村　　　京都市ほか６市町
　　　事 業 実 施 地 区 数　　　　　　　　１５地区
　　　事　　　　　業　　　　　費　　　　　４，５４８，３６６円
　　　補　　　　　助　　　　　金　　　　　３，６５０，０００
芋　農山漁村発イノベーションの推進
　地域の活力維持・強化に資する地域おこし活動、地域課題の解決につながる生活支援、
地域資源活用の取組及びこれらに必要な施設整備等を支援した。
　　地域活力づくり事業
　　事業実施地域に係る市町村　　　　　　　　　南丹市
　　事 業 実 施 地 区 数　　　　　　　　　１地区
　　事　　　　　業　　　　　費　　　　　　　６００，０００円
　　補　　　　　助　　　　　金　　　　　　　４００，０００

３　執　　行　　額 ３７，１５０，０００円　　　　
 （うち補助金　２３，１５０，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例に基づき、「移住促進特別区域」
における受入体制の整備及び移住者の経済的負担の軽減を支援することにより、農山漁村地
域等の新たな担い手となる移住者等を確保し地域活性化を推進する。

　指標：京都府への移住者数
　目標：７，０００人（令和４年度～令和８年度）
　実績：１，２１０　　（令和４年度～令和５年度）

２　施策の実施状況
茨　京都移住コンシェルジュの配置、京都府移住センター（移住相談窓口）の設置・運営
　農山漁村地域への移住相談に対応するとともに、オンラインセミナー等を実施し、移住
希望者と受入地域のマッチングを図った。
　　移住コンシェルジュの配置人数　５人
　　相談者数　　　　　　　　　　　９０５
　　移住者数　　　　　　　３０６世帯６１６
芋　農山漁村地域への移住促進対策
　地域連携組織等による受入体制づくりや空家改修等に対する支援を実施し、移住者の確
保を図った。

「移住するなら京都」
推進事業
（農村振興課）
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　ア　移住促進住宅整備事業
　　　　　実施市町村　　　　　　件数　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　　　福知山市ほか８市町村　　　９０件　　　２５８，６５３，０００円　　　７８，９２１，０００円
　イ　空家流動化促進事業
　　　　　実施市町村　　　　　　件数　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　　　福知山市ほか７市町　　　　６７件　　　　８，７４０，０００円　　　　３，３５０，０００円
　ウ　移住者起業支援事業
　　　　　実施市町村　　　　　　件数　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　　　　　亀　岡　市　　　　　　７件　　　　３２，６３１，０００円　　　　９，８４１，０００円
　　　　　南　丹　市　　　　　　７　　　　　３２，７９１，０００　　　　　９，６８３，０００
　　　　　京 丹 波 町　　　　　　２　　　　　１２，５００，０００　　　　　３，０００，０００
　　　　　　　計　　　　　　　　１６　　　　　７７，９２２，０００　　　　２２，５２４，０００
　エ　企業連携移住促進事業
　　　　　実施市町村　　　　　　件数　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　　　　　南　丹　市　　　　　　２件　　　　５，６５３，０００円　　　　１，２００，０００円
　　　　　和　束　町　　　　　　２　　　　　４，４００，０００　　　　　１，２００，０００
　　　　　　　計　　　　　　　　４　　　　　１０，０５３，０００　　　　　２，４００，０００
　オ　地域受入体制整備促進事業
　　　　　実施市町村　　　　　　件数　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　　　　　亀　岡　市　　　　　　１件　　　　　５２０，０００円　　　　　２５０，０００円
　カ　移住者受入・活躍応援拠点整備事業
　　　　　実施市町村　　　　　　件数　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　　　　　綾　部　市　　　　　　２件　　　　　５８７，５５３円　　　　　２９３，７００円
　キ　京のふるさと暮らし体験推進事業
　　　　　実施市町村　　　　　　件数　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　　　　　京　都　市　　　　　　１件　　　　３，５００，０００円　　　　１，５００，０００円
　　　　　福 知 山 市　　　　　　１　　　　　３，６００，０００　　　　　１，５００，０００
　　　　　南　丹　市　　　　　　２　　　　　７，９００，０００　　　　　３，０００，０００
　　　　　　　計　　　　　　　　４　　　　　１５，０００，０００　　　　　６，０００，０００

３　執　　行　　額 １３９，２３８，７００円　　　　
 （うち補助金　１３６，７３８，７００円）　

       １　施策の趣旨等
　野菜の収穫体験の実施等農山漁村の実りや暮らしを体験できる地域資源を磨き上げ、エリ
ア全体を滞在施設化する取組を支援する。

　指標：農観ブランディング作成農山漁村
　目標：１０地区　実績：８地区

「農・観」連携地域コ
ミュニティ応援事業
（農村振興課）



―１３５―

２　施策の実施状況
　地域ブランディング推進事業（ソフト対策）
　魅力ある地域資源を磨き上げ、地域を総合的にブランディングする取組を支援した。
　事業実施地域に係る市町村　　　綾部市ほか１市
　事 業 実 施 地 区 数　　　　　　　　２地区
　事　　　　　業　　　　　費　　　　　１，６４９，１４２円
　補　　　　　助　　　　　金　　　　　１，６００，０００

３　執　　行　　額 ２，７６２，０００円　　　　
 （うち補助金　１，６００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　地域の特性を生かした農林漁業の振興、山村地域と都市との交流促進とこれを支援する豊
かな自然環境の保全及び地域の担い手の確保・育成に必要な事業を実施する。

２　施策の実施状況
　市 町 村 名　　事　　　　業　　　内　　　容　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　京　都　市　　水稲乾燥調整施設整備ほか　　　　６７，９２５，３９８円　　　　２９，４６２，０００円
　福 知 山 市　　防 除 機 導 入 ほ か　　　　５，３４４，０００　　　　　２，６７１，０００
　舞　鶴　市　　パイプハウス補修に係る研修会開催　　　　　　４１，７９２　　　　　　　４１，７９２
　京 丹 後 市　　農産物処理加工施設整備　　　２７３，７５０，１８０　　　　１３４，３８５，０００
　南　丹　市　　コ ン バ イ ン 導 入 ほ か　　　　１８，６５８，２００　　　　　８，９０７，０００
　宇治田原町　　製　茶　工　場　整　備　　　　１２，７６０，０００　　　　　６，３８０，０００
　与 謝 野 町　　コ ン バ イ ン 導 入　　　　２，９３０，０００　　　　　　７９９，０００
　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８１，４０９，５７０　　　　　　　１８２，６４５，７９２

３　執　　行　　額 １８２，６４５，７９２円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　複数集落の組織化や農地管理の分離・委託による規模拡大・収益力向上及び企業連携によ
る人材確保を支援することにより、メガ団地（１００ha農場）を形成する営農モデルを構築し、持
続可能な地域農業を創出する。

　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　　実　績
　広域的経営を行う集落営農組織数　　　１０組織（令和７年度まで）　　　　６組織
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２　施策の実施状況
茨　計画策定支援事業
　集落連携や収益性の高い作物の導入等の革新的な営農計画（革新計画）の作成に取り組
む地域組織に対し、「集落連携１００ha農場づくり推進チーム」により、計画作成及び実践を
支援した。
　ア　革新計画作成推進事業
　　　実施市町村　　　　　　実施地区数　　　　　　補助金
　　　福 知 山 市　　　　　　　１地区　　　　　　　１５０，０００円
　　　京 丹 後 市　　　　　　　１　　　　　　　　　２５０，０００
　　　伊　根　町　　　　　　　１　　　　　　　　　１３０，０００
　　　　　計　　　　　　　　　３　　　　　　　　　５３０，０００
　イ　革新計画作成サポート事業
　　　対象団体　一般社団法人京都府農業会議　　　　　　補助金　６，０００，０００円
芋　企業連携支援事業
　　府内における新規就農希望者等に対し、研修を実施した。
　　　　　研　修　名　　　　　　　開催回数　　　　　人　数
　　就農ステップイン講座　　　　　５回　　　　　　　３２人
　　農業経営力向上講座　　　　　４　　　　　　　　３３
鰯　１００ha農場づくり準備事業
　　収益力強化に資する農産物生産用機械・施設等の整備に要する費用を支援した。
　　市　町　名　　　　　　事業内容　　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　　亀　岡　市　　　堆 肥 散 布 機 ほ か　　　１３，２１０，０００円　　　　　６，００４，０００円
　　京丹後市　　　コンバイン導入ほか　　　１８，５７４，５６０　　　　　　８，６４１，０００
　　与謝野町　　　コ ン バ イ ン 導 入　　　　１３，２５７，２００　　　　　　６，０２６，０００　　　　
　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　４５，０４１，７６０　　　　　２０，６７１，０００
允　広域的農地（１００ha）管理体制構築事業
　農地管理を専門的かつ広域に請け負う事業体の形成による新たな農地管理手法の確立に
向け、ラジコン草刈り機等の農地管理の省力化に資する機械導入を支援した。
　　実施市町村　　　　　　実施地区数　　　　　　補助金
　　伊　根　町　　　　　　　１地区　　　　　　１，６３９，０００円

３　執　　行　　額 ３１，１４２，５４３円　　　　
 （うち補助金　２８，８４０，０００円）　



―１３７―

       １　施策の趣旨等
　農業の新たな担い手の確保や高度な経営感覚を持つ人材の育成を図るため、「京都農人材
育成センター」を設置し、就農・就業希望者の相談や京の農業応援隊による技術研修などの
伴走支援、経営の発展段階に応じた経営研修を一体的に実施する。

　指標：新規就農・就業者数　目標：年間１６０人　実績：１３８人

２　施策の実施状況
茨　京都農人材育成センター事業
　ア　人材確保事業
　　契　農林水産業ジョブカフェ事業

　新規就農等相談の総合窓口「農林水産業ジョブカフェ」を設置・運営し、新規就農
希望者等への情報提供や就農・就業相談、農業体験研修を支援した。

　　　　相談件数　　　　　　２９５件
　　　　就農あっせん件数　　１１
　　　　研修あっせん件数　　２９ 補助金　９，４８６，０００円　　　　
　　形　就農インターンシップ事業
　　　　就農希望者等に対して、人材育成に取り組む農業法人等で研修を実施した。
　　　　研修参加者　　　　　１２人
　　　　研修先登録　　　　　６箇所 補助金　５，１４４，０００円　　　　
　　径　宇治茶実践型学舎事業
　　　　宇治茶園への就農・就業を希望する者に実践研修を実施した。
　　　　研修生　　　　　　　２人
　イ　人材育成事業
　　　経営の段階に応じた経営研修のカリキュラムを作成し、研修を実施した。
　　　　　　研　修　名　　　　　開催回数　　対象者　　人　数
　　　就農直後フォロー研修　　　　６９回　　　就農者　　　１６２人
　　　農　業　経　営　塾　　　　８　　　　農業者　　　９
芋　人材育成支援事業
　ア　農業次世代人材投資事業

　新規就農希望者等に対し、収入が不安定な就農前の研修期間及び就農直後の期間に交
付金を交付し、生活の安定に寄与した。

　　契　準備型資金
　　　　交付対象者　２２人　 交付金　　２７，１２５，０００円　　　　
　　形　経営開始型資金
　　　　対象団体　京都市ほか１５市町村　１５６人 補助金　２０３，４６２，５００円　　　　
　イ　認定農業者等支援事業

　法人化請負人を配置し、法人設立までの伴走支援を実施するとともに、法人設立後の
雇用管理や税務・会計等の農業経営の専門的課題に対応するために専門家の派遣や個別
相談会を実施した。

京都農人材育成強化事
業

（ ）経営支援・担い手
育 成 課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１３８―

　　　個別訪問　　　　　　　　７１回
　　　専門家等の派遣　　　　　４９
　　　研修会、相談会ほか　　　３３ 補助金　４，５３５，０００円　　　　
　ウ　農業後継者定着促進事業

　新規就農希望者に対し、研修や就農準備に必要な資金の貸付け等を行い、円滑な就農
支援を実施した。

　　契　就農サポート事業
　　　　青年農業者等育成団体運営助成
　　　　対象団体　一般社団法人京都府農業会議 補助金　３，０３４，０００円　　　　
　　形　就農研修資金償還金助成事業
　　　　対象団体　福知山市ほか８市町　３７件　　　　　　 補助金　８，６００，０００円　　　　
　エ　経営発展支援事業

　新規就農者の経営発展のために機械・施設等の導入費を一部補助し、就農意欲の喚起
と経営規模の拡大を支援した。

　　　市町村名　　　　　　事業内容　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　　宇　治　市　　　高 設 ベ ン チ 設 置　　１１，０６９，７４０円　　　　７，５００，０００円
　　　亀　岡　市　　　移 植 機 導 入　　　１，６００，０００　　　　　１，０８９，０００
　　　京丹後市　　　コンバイン導入ほか　　１７，６０６，８８２　　　　１１，２４１，０００
　　　京丹波町　　　脱 莢 機 導 入 ほ か　　　２，０１７，４００　　　　　１，５１２，０００
　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　３２，２９４，０２２　　　　２１，３４２，０００

３　執　　行　　額 ３１８，０３５，６００円　　　　
 （うち補助金　３０４，９０６，６０２円）　

       １　施策の趣旨等
　府内産農林水産物・加工品（京もの）のブランドに新たな価値を創造・付加し、他産地と
の優位性を確保するための取組を実施する。

　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　府内産農林水産物・加工品の輸出額　　　　　２９．８億円　　　３９．８億円

２　施策の実施状況
茨　京ものブランド生産戦略事業
　ア　有機農業産地づくり推進緊急対策事業
　有機農産物の学校給食利用など、地域ぐるみで有機農業に取り組むモデル的な取組を
支援した。

「京の食」ブランド総
合戦略事業

（ ）流通・ブランド
戦 略 課
農 産 課



―１３９―

　　　　　　　事業主体　　　　　　　　　　補　助　金
　　　亀岡市有機農業推進協議会　　　　　８，０００，０００円
　イ　グリーンな栽培体系への転換サポート事業

　環境にやさしい栽培技術と省力化に資する先端技術等を取り入れたグリーンな栽培体
系への転換を推進するため、産地ごとの特色に合わせた生産技術の検証に関する取組を
支援した。

　　　　　　事業主体　　　　　　　　　　　　補　助　金
　　　中丹米振興協議会　　　　　　　３，４０８，３３９円
　　　南丹市液肥利用協議会　　　　　　　２，９８７，８９０
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　６，３９６，２２９
　ウ　推進体制整備事業

　有機農業やグリーンな栽培体系等の取組を支援するため、専門的な知識を有する有機
農業指導員を育成した。

　　　令和５年度　有機農業指導員認定者数　１８人
芋　京ものブランド加工戦略事業
　ア　京都プレミアム中食開発支援事業

　京都のすぐれた加工技術やしつらえを施した「京の食文化」を体現する高品質な加工
品の開発や販路拡大に係る取組を支援した。

　　　実施事業者数　２４事業者 補助金　１０，７５５，０００円　　　　
　イ　京づくしプレミアムレストランフェア開催事業

　京野菜の歴史・文化等のストーリーや健康機能性等の魅力をPRするため、京都府内の
料理店による「京都食文化体験」フェアの開催を支援した。

　　　　　　　取組内容　　　　　　　　　　開催期間　　　　　　　　参加店舗
　　　「京都食文化体験」フェア　　令和５年１１月２５日～１１月２６日　　　　４店舗
鰯　京ものブランド販売戦略事業
　ア　京もの世界発信展開事業
　　　京ものの魅力を海外に発信する取組を支援した。
　　　　　　取組内容　　　　　　　　　　　開催期間　　　　　　　　開催場所　　　
　　　京ものフェスティバル　　　　令和６年１月８日～２月２９日　　シンガポール　
　イ　京もの輸出体制強化・開拓推進事業
　　契　京もの伝道師の設置

　京ものの魅力の情報発信や需要開拓の推進を図るため、「京もの伝道師」の設置を支
援した。

　　　　設置場所　フランス、ドイツ、シンガポール、香港
　　形　イベントの開催
　　　　京ものの需要拡大を図るため、販売促進に係る取組を支援した。
　　　　　　取組内容　　　　　　　　　　　開催期間　　　　　　　　開催場所　　　
　　　　京都産農林水産物　　　　　令和５年９月７日～９月１２日　　　　香港　　　　Ｐ Ｒ フ ェ ア　　　　　　　　ほか　　　全５回
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　　　　　　取組内容　　　　　　　　　　　開催期間　　　　　　　　開催場所　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年１０月２日～１０月７日　　シンガポール
　　　　レストランフェア　　　　 令和６年１月１５日～２月１５日　　　　香港
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　　全８回
　　　　料 理 動 画 配 信　　　　　令和６年３月２８日～３月２９日　　　　香港
　　径　GFPフラッグシップ産地形成プロジェクト

　府内産農林水産物の輸出拡大を図るため、輸出先国の規制に対応した生産・出荷体
制の整備や各種認証等の取得に係る取組を支援した。

　　　　対象品目　　　　　　　　対象地域
　　　　宇 治 茶　　　　　　　欧州、北米
　　　　京 の 酒　　　　　　　　　欧州
　ウ　農林水産物輸出チャレンジ支援事業

　府内産農林水産物の輸出強化を支援するため、これから輸出に取り組む経営体向けの
相談窓口の設置や専門家派遣による助言・指導を実施した。

　　　相談対応件数　　　　　　　　　　２１０件
　　　農林水産物輸出セミナーの開催　　１回
　エ　京もの需要拡大国内戦略事業
　　契　小売店向け販売促進

　高級量販店等での京野菜のレシピ紹介や、「京vegeアンバサダー」に任命された大学
生による京のブランド産品の魅力発信を支援した。

　　　　高級量販店等でのPR実施　　延べ１４回
　　　　実施店舗数　　　　　　　　　　１４店舗
　　形　若年層向け需要拡大

　京都の若手料理人を講師に産地のこだわりやおいしさを実感してもらうため、京野
菜を使った料理教室の開催を支援した。

　　　　　　　取組内容　　　　　　　　開催回数　　　　　参加者
　　　　和食料理教室　　　　　　　　　２回　　　　　　　３７人
　　　　オンライン料理教室　　　　　　２　　　　　　　　４０
　　径　実需者向け消費拡大

　京野菜の消費拡大を図るため、オンライン産地見学会の開催や市場での試食による
宣伝の取組を支援した。

　　　　オンライン産地見学会の開催　　２回
　　　　試食宣伝　　　　　　　　　　　１
　　恵　京都府農林水産フェスティバルの開催

　都市と農山漁村との相互交流を図り、府民の安全で健康な食生活と自然環境の保
全、災害の防止等に果たす農林水産業の役割、重要性等に対する府民の理解と関心を
高めるため、通算５１回目となる京都府農林水産フェスティバルの開催を支援した。

　　　　開催期間　令和５年１１月２５日～１１月２６日
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　　　　開催場所　京都府総合見本市会館（パルスプラザ）
　　　　来場者数　約４．５万人
　　　　催　　物　府内産農林水産物及び加工食品等の展示・飲食・即売会
　　　　　　　　　農林水産業（食の安心・安全等）の普及・啓発コーナー
　　　　　　　　　農林水産業にちなんだ体験学習コーナー
　　　　　　　　　京都食文化体験コーナー
允　京ものブランドサプライチェーンの構築
　ア　京ものブランドサプライチェーン構築事業

　京都食ビジネスプラットフォームを通じて、生産・加工・販売の異業種連携による新
たな商品・サービスの開発など、「京ものブランドサプライチェーン」の構築に係る取組
を支援した。

　　　採択件数　５件 補助金　１１，０１４，０００円　　　　
　イ　地域食品産業連携プロジェクト推進事業

　京都食ビジネスプラットフォームに参画する事業者が取り組む、「京都プレミアム中
食」のフラッグシップとなる商品・サービスの開発を支援した。

　　　採択件数　１件　 補助金　２，８８９，６８７円　　　　

３　執　　行　　額 ９７，１９３，７３８円　　　　
 （うち補助金　８８，８７４，８３１円）

       １　施策の趣旨等
　京都の食産業の高付加価値化と競争力強化を図るため、京都ならではのフードテックを開
発・集約し、食関連事業者に還元する仕組みを構築する。

２　施策の実施状況
茨　京都フードテック研究開発・集積事業
　ア　京都フードテック研究・開発ネットワークの構築

　フードテックの集約、共同研究を促進するネットワークとして「京都フードテック研
究連絡会議」を設置し、キックオフイベントや交流会、情報交換会を開催した。また、
会員・技術情報を掲載するWebページを作成した。

　　　会員数　１４５団体２５７人
　　契　キックオフイベント（共同研究事例紹介、研究成果や技術紹介のポスターセッション）
　　　　開催日時　令和５年８月２２日
　　　　開催場所　京都リサーチパーク
　　　　参加人数　１７１人（会場１４６人、オンライン２５人）
　　形　交流会
　　　　開催日時　令和６年３月５日
　　　　開催場所　京都リサーチパーク
　　　　参加人数　５０人
　　径　加工・新商品開発（茶）に関する情報交換会

京都フードテック推進
事業

（ ）流通・ブランド
戦 略 課
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　　　　開催日時　令和６年３月１８日
　　　　開催場所　茶業研究所
　　　　参加人数　３８人
　　　　　※学研フードテック共創プラットフォーム共催
　イ　フードテック拠点整備・推進

　試作品作製・成分分析・品質の評価等を通じ、府内産農産物を活用した商品開発を支
援する加工食品研究開発拠点を整備するため、基本計画を策定した。

芋　京都フードテックマッチング事業
　技術展示や国内外のゲストによるディスカッション、講師によるセミナー、スタート
アップ企業によるピッチコンテストなど、最先端技術と京都の食文化との融合を目指すイ
ベントを開催した。
　　開催日時　令和５年１０月５日～１０月６日
　　参加人数　１２，５００人
　　　※京都スマートシティエキスポ併催
鰯　京都食ビジネスプラットフォーム体制強化事業
　フードテックに特化した部会を設置し、食関連事業者の最先端技術の実装に向けた課題
の掘り起こしと最新技術の研修会を実施した。
　　専門部会の設置　フードテック部会　ほか　全５部会を設置
　　研修会の開催　令和５年１０月５日　ほか　全１０回
　　交流会の開催　令和６年３月８日　ほか　全３回
允　京都フードテック実装支援事業
　食に関心の高いバイヤー等が全国から集まる首都圏の展示・商談会において京都府ブー
スを設置し、府内産農林水産物及び加工品の販路開拓を図った。
　　イベント名　スーパーマーケット・トレードショー２０２４（幕張メッセ）
　　日　　　時　令和６年２月１４日～２月１６日
　　参　加　者　府内２６事業者

３　執　　行　　額 ４２，９８３，０３３円　　　　
 （うち委託料　２６，２２８，０２３円）　

       １　施策の趣旨等
　府域共通の観光資源でもある「食」を目的とした観光誘客を促進するため、「食の京都」を
キーワードに注目食材を活用した地域の魅力向上・消費地での認知度向上を図る。

２　施策の実施状況
茨　「食の京都TABLE」整備支援事業
ア　地域の観光・物流拠点として機能を強化するため、「食の京都TABLE」等の施設にお
ける食材加工・販売設備等の整備に係る取組を支援した。

「食の京都」推進事業

（ ）流通・ブランド
戦 略 課
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　　　採択件数　４件 補助金　３，００６，０００円　　　　
イ　地域の観光・物流拠点として機能を強化するため、「食の京都TABLE」の直売所等を
対象に研修会を実施した。

　　　開　催　日　令和５年７月８日　ほか　全５回
　　　内　　容　専門家派遣によるコンサルティング
芋　「食の京都TABLE」展開事業
　「もうひとつの京都」エリアの「食の京都」の特産品を展示販売するフェアを開催した。

　　　　　取組内容　　　　　　　　　開催期間　　　　　　　　開催場所 出展社数
　　食の京都縁日マルシェ　令和５年７月１５日～７月１６日　　　新宿高島屋　　　　８社
　　「食の京都」フェア　　　令和５年９月１日～９月３日　イオンモール京都桂川　１７
鰯　「食の京都」情報発信拠点設置事業
　京都市中央卸売市場第一市場新水産棟内に府市協調で「食の京都」のPR拠点を設置し、
オープニングイベントを実施した。
　　開　催　日　令和５年８月１２日～８月１３日
　　内　　容　府内産食材の物販イベント

３　執　　行　　額 ９，８７０，８７０円　　　　
 （うち負担金　５，０００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　コロナ禍においても新商品開発等に取り組んできた食関連事業者を後押しするため、首都
圏における販売促進イベントの開催や商談会への出展を支援することで、府内産農林水産
物・加工食品等の認知度向上・消費拡大を図る。

２　施策の実施状況
茨　販売促進イベントの開催
　首都圏において、府内産農林水産物・加工食品等の販売促進イベントの開催を支援した。
　　　　　取組内容　　　　　　　　　　開催期間　　　　　　　　　開催場所
　　食の京都縁日マルシェ　　令和５年７月１５日～７月１６日　　　東京都渋谷区
　　京野菜お試し会　　　　　令和５年１１月１７日～１１月２６日　　首都圏の料理教室
　　京の鮎プロモーション　　　　　令和５年１１月１３日　　　　　　　東京都港区
芋　商談会出展への支援
　首都圏での商談会において、地域の農林水産物を活かして開発された商品等の新たな販
路開拓を支援した。
　　イベント名　地方銀行フードセレクション２０２３（東京ビッグサイト）
　　日　　　時　令和５年１０月３日～１０月４日
　　参　加　者　府内２３事業者

３　執　　行　　額 ９，０６５，０００円　　　　
 （うち補助金　７，０００，０００円）　

府内産農林水産物加工
食品等販売促進事業

（ ）流通・ブランド
戦 略 課
水 産 課
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       １　施策の趣旨等
　京都産業の革新、新産業創出を推進するため、各リーディングゾーンにおける共同研究や
新商品開発、投資家との連携等の取組を支援する。

２　施策の実施状況
茨　食関連産業新ビジネス創出事業
　　フードテックによる新たな価値を付加した新商品・サービス開発等を支援した。
　　採択件数４３件 補助金　１９，０４３，０００円　　　　
芋　農林水産事業者イノベーション促進事業
　南部市場に開設予定の京都府プレミアム中食オープンイノベーションラボの機能周知や
企業誘致のためのシンポジウムを開催した。
　　日　時　令和６年２月２７日
　　参加者　８１人

３　執　　行　　額 １９，９１４，５３３円　　　　
 （うち補助金　１９，０４３，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　海外における「京もの」の認知度と商材としての訴求力を向上させ、更なる輸出拡大を図
るため、府内産農林水産物・工芸品等の販売促進イベントを開催する。

２　施策の実施状況
　府内産農林水産物・工芸品等の需要が高い香港において、「京ものフェア」を開催した。
　開催場所　ハイサンプレイス
　開催期間　令和６年１月２６日～２月９日
　販売品数　９６商品

３　執　　行　　額 ８，０００，０００円　　　　
 （委託料）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都府オリジナル米新品種「京式部」のブランド化を戦略的に進めるとともに、「京の米」
の高品質化と知名度向上を推進し、新たな市場・販路拡大を展開する。

　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　需要に応じた地域ブランド米の作付面積　　　　２，１７８ha　　　　２，００１ha
　需要に応じた地域ブランド米の生産量　　　　１０，８４７トン　　　９，８０９トン

産業創造リーディング
ゾーン加速化事業

（ ）流通・ブランド
戦 略 課

京ものブランド輸出拡
大推進事業

（ ）流通・ブランド
戦 略 課

「京の米」ブランド力
向上対策事業

（農　産　課）
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２　施策の実施状況
茨　新京都ブランド米「京式部」PR戦略事業
　令和３年度から本格的に販売を開始したオリジナル新品種「京式部」のブランド化に向
けた戦略的なPRを実施した。

　ア　おたべやすキャンペーン
　　　開　催　日　令和５年１２月２１日～令和６年３月１０日
　　　開催場所　府内百貨店、米穀店及び飲食店並びに首都圏量販店及び飲食店　等
　　　内　　容　京式部購入で京都府産農林水産物が当たるキャンペーンを実施
　イ　京式部PRイベント
　　　開　催　日　令和５年５月１７日～令和５年１１月２６日
　　　開催場所　府内及び首都圏
　　　内　　容　府内及び首都圏におけるイベントに出展し、PR活動を実施
芋　「京の米」ベンチャーコンペティション事業
　ア　おいしいお米生産対策事業
　　　米価向上に向けた京の米のPRや特色ある米づくりへの技術的取組等を支援した。
　　　地　域　名　　　　　事業主体　　　　　　　事業内容　　　　　事　業　費 補　助　金

　　　山城地域　　 　　研修会の開催ほか　　　４８０，０００円 ２４０，０００円

　　　南丹地域　　 　　技術情報発行ほか　　　６７７，３６０ ３００，０００　　

　　　中丹地域　　中丹米振興協議会　　 　　　６０２，５４８ ３００，０００　　

　　　丹後地域　　丹 後 米 改 良 協 会　　 　　　９２２，６２２ ３００，０００　　

　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，６８２，５３０ １，１４０，０００　　
　イ　「京のプレミアム米コンテスト」開催

　市場評価向上等を図るため、おいしいお米のコンテストを開催し、入賞した米をWeb
等でPRした。

　　　応募受付点数　　１４５点　　　　入賞点数　　８点
鰯　「京の米」生産イノベーション事業
　　需要に応じた米の生産に対応するための機械導入を支援した。
　　市町村名　　　　　　事業主体　　　　　　　事業内容　　　　　事　業　費　　　補　助　金
　　福知山市　　直見中農機利用組合ほか　　米 選 機 ほ か　　３，９５２，９９４円　 １，１００，０００円
　　舞　鶴　市　　西 方 寺 農 事 組 合　　コ ン バ イ ン　　４，９９４，０００ 　１，９９７，０００　
　　綾　部　市　　エコファーマー多田部会　　色彩選別機ほか　　３，２５０，０００ 　１，３００，０００　
　　宮　津　市　　日置営農組合ほか　　米 選 機 ほ か　　２，６７２，２００ 　　１，２５６，０００　
　　八　幡　市　　八幡市東部特栽米組合　　オフセット草刈機　　１，１００，０００　 　４４０，０００　
　　京丹後市　　株式会社エチエ農産ほか　　コンバインほか　４３，９９４，８００ 　　２４，４２９，０００　
　　南　丹　市　　農事組合法人ふなえだほか　　コンバインほか　４５，３３８，２００ １７，２００，０００　

京都やましろ農業協同組合
特 別 栽 培 米 部 会 ほ か
京 都 丹 波 米
良 食 味 推 進 協 会

中丹米コンテスト
の 開 催 ほ か
良 食 味 共 励 会
の 開 催 ほ か
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　　市町村名　　　　　　事業主体　　　　　　　事業内容　　　　　事　業　費　　　補　助　金

　　京丹波町　　 　　コンバインほか　２０，３５５，０００円 ８，９８８，０００円

　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２５，６５７，１９４ ５６，７１０，０００　

３　執　　行　　額 ６９，９７０，３８２円　　　　
 （うち補助金　６４，３５０，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　有機農業をはじめとする、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を支援
し、取組の拡大を通じて環境保全の向上を図る。

２　施策の実施状況
茨　有機農業等直接支払交付金
　化学肥料と化学合成農薬の５割削減に加えて、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果
の高い営農活動を支援した。
　　事業主体　　　農業者団体等７３団体
　　事　業　費　　　　　３７，７７３，６２０円
　　交　付　金　　　　　２８，３３０，２１５
芋　環境直接支払推進交付金
　　有機農業等直接支払交付金に係る推進事務及び確認事務等に係る経費を交付した。
　　事業主体　　　福知山市ほか９市町、京都府農地・水・環境保全向上対策協議会
　　交　付　金　　　　　　　８２６，０００円

３　執　　行　　額 ２９，５１７，５５７円　　　　
 （うち補助金　２９，１５６，２１５円）　

       １　施策の趣旨等
　収益性の高い園芸産地の育成強化のため、生産から流通に関わる条件整備等を支援し、競
争力の強い生産販売体制の確立を図る。

２　施策の実施状況
茨　京野菜生産加速化事業
　産地づくりの推進に必要なパイプハウスや省力・低コスト生産に必要な機械の整備を支
援した。

ア グ リ チ ャ ン ス
京丹波株式会社ほか

有機農業・環境調和型
農業支援事業

（農　産　課）

京都農業経営強化事業
（農　産　課）
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　ア　パイプハウス整備事業
　　　市 町 村 名　　件数　　　事業規模　　　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　　福 知 山 市　　２件　　　　２２．８a　　　　　　　２３，３８２，０００円　　１１，４４３，０００円
　　　舞　鶴　市　　１　　　　　　５．６　　　　　　　　１１，３８２，０００　　　５，６９１，０００　　
　　　綾　部　市　　１　　　　　１２．０　　　　　　　　１７，５０９，０００　　　８，７５４，０００
　　　宇　治　市　　３　　　　　２０．０　　　　　　　　１１，５５７，８５０　　　４，７２７，７５０
　　　城　陽　市　　１　　　　　　６．５　　　　　　　　４，７２９，０００　　　１，８９１，０００
　　　八　幡　市　　２　　　　　　８．４　　　　　　　　５，３４７，７５３　　　２，１８７，５０３
　　　宇治田原町　　１　　　　　　７．８　　　　　　　　４，６４３，４５４　　　１，８９９，４１０
　　　精　華　町　　１　　　　　　３．８　　　　　　　　２，６７２，８６４　　　１，０９３，３３７
　　　　　計　　　　１２　　　　　８６．９　　　　　　　　８１，２２３，９２１　　　３７，６８７，０００
　イ　生産・流通改善条件整備事業　　　　　　
　　　市 町 村 名　　件数　　　　事業内容　　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　　福 知 山 市　　１件　送　　　　風　　　　機　　　１，０７７，０００円 ４８４，０００円　　
　　　舞　鶴　市　　３　　遮 光 資 材 ほ か　　　１５，０６６，０００ ６，７７９，０００　　　
　　　綾　部　市　　１　　自動かん水装置ほか　　　２，２７７，０００ １，０２４，０００　　　
　　　城　陽　市　　１　　養 液 濃 度 管 理 機　　　　　４６２，０００ １８４，０００　　　
　　　八　幡　市　　１　　平高マルチ成型機ほか　　　　２，３５９，０００ ９４３，０００　　　
　　　京 丹 後 市　　７　　移　植　機　ほ　か　　　３９，４９４，０００ １７，７７０，０００　　　
　　　久 御 山 町　　１　　自　動　包　装　機　　　　６，２５０，０００ ２，５００，０００　　　
　　　　　計　　　　１５　　　　　　　　　　　　　　　６６，９８５，０００ ２９，６８４，０００　　　
芋　京野菜生産加速化支援活動事業
　　「京野菜生産加速化支援隊」による技術指導等の伴走支援を実施した。
　　市町村名　　　　　　　事業主体　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　京　都　市　　　　京都府特産物育成協議会　　　　　　３，６１０，０４７円 １，８００，０００円　　
鰯　「京の食　６次産業化を進める経済人会」活動支援事業
　実需者からのニーズに基づいた農産物の安定供給体制を図るため、生産現場の課題解決
に係る取組を支援した。
　　意見交換会や勉強会等の実施　　７回

３　執　　行　　額 ６９，４６５，００４円　　　　
 （うち補助金　６９，１７１，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　令和５年１月２４日からの大雪の影響により被害を受けたパイプハウスの復旧等に向けた取
組に係る経費を支援する。

２　施策の実施状況
　倒壊等の被害を受けたパイプハウスの復旧・撤去に要する経費を支援した。

農林施設等雪害対策事
業

（農　産　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１４８―

　市町村名　　　　　　棟数　　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　京 都 市　　　　　　２棟　　　　　１，３３０，３６９円　　　　　６３０，０００円
　福知山市　　　　　　４　　　　　　６，３４２，３０６　　　　　１，７２６，０００
　八 幡 市　　　　　　５　　　　　　　９８１，３８４　　　　　　４０９，０００
　京田辺市　　　　　　１　　　　　　　　６１，８４５　　　　　　３０，０００
　京丹波町　　　　　　１０　　　　　　１０，１９１，８０７　　　　　３，９８４，０００
　　　計　　　　　　　２２　　　　　　１８，９０７，７１１　　　　　６，７７９，０００

３　執　　行　　額 ６，７７９，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　生産資材・燃料等の価格高騰により、経営が厳しい状況にある農林水産業者に対して、経
営体質強化につながる取組を支援し、中長期的に安定した経営の実現を図る。

２　施策の実施状況
　事業主体　　　農林水産業者等１７４者
　事業内容　　　自動かん水装置の導入、オリジナル出荷袋の作成　等
　補　助　金　　　　　　　２９，４３０，０００円

３　執　　行　　額 ２９，４３０，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　国際的な情勢不安や円安の進行により、電気や燃料等の価格が高騰し続けるなど、厳しい
経営状況にある農林水産業者を対象に、経営を継続・発展することを目的とし、低コスト化・
効率化に寄与する省エネ機器の導入や生産コスト削減・販売力強化につながる取組を支援す
る。

２　施策の実施状況
茨　省エネ機器転換支援事業
　低コスト化や効率化を進めるための省エネルギー型生産機械の導入や集出荷施設等の省
エネ化を図る取組を支援した。
　　市 町 村 名　　　　　　件数　　　　　　事　業　費　　　　　　　補　助　金
　　京　都　市　　　　　　９１件　　　　２３３，５０９，６０６円　　　　　１５６，８００，０００円
　　福 知 山 市　　　　　　３５　　　　　１１５，５７１，４４７　　　　　　７７，７４５，０００

農林水産業経営強化緊
急支援事業

（農　産　課）

農林水産業経営改善支
援事業

（ ）農　産　課
水　産　課



―１４９―

　　舞　鶴　市　　　　　　１１　　　　　　２９，４６２，１７１　　　　　　２０，０８５，０００
　　綾　　部　　市　　　　　　２７　　　　　　８９，２４０，６７０　　　　　　５６，７３８，０００
　　宇　　治　　市　　　　　　２３　　　　　　６８，５６９，６００　　　　　　４５，２２６，０００
　　宮　　津　　市　　　　　　１１　　　　　　２７，２９６，８５０　　　　　　１８，６０８，０００
　　亀　　岡　　市　　　　　　２８　　　　　　９１，５１７，１５０　　　　　　６２，１４１，０００
　　城　　陽　　市　　　　　　２５　　　　　　６９，７７７，７４３　　　　　　４７，５６７，０００
　　向　　日　　市　　　　　　１　　　　　　　６８７，０００　　　　　　　　４６８，０００
　　長 岡 京 市　　　　　　５　　　　　　１６，４２２，９０８　　　　　　１１，４８６，０００
　　八　　幡　　市　　　　　　３０　　　　　　９１，３２１，９１１　　　　　　６０，５１４，０００
　　京 田 辺 市　　　　　　５５　　　　　１４４，７８５，３１０　　　　　　９５，０８０，０００
　　京 丹 後 市　　　　　　７３　　　　　２１７，３７６，０７２　　　　　　１４７，８５４，０００
　　南　丹　市　　　　　　４０　　　　　１０８，１７８，１７０　　　　　　７２，３６７，０００
　　木 津 川 市　　　　　　１５　　　　　　２７，３６７，０３５　　　　　　１８，６５３，０００
　　久 御 山 町　　　　　　４４　　　　　１４２，４３４，４８４　　　　　　９５，８６２，０００
　　井　手　町　　　　　　３　　　　　　８，１１８，４００　　　　　　　５，４０１，０００
　　宇治田原町　　　　　　１７　　　　　　４０，９５８，０８５　　　　　　２７，４１１，０００
　　和　束　町　　　　　　１８　　　　　　４０，２０６，７８５　　　　　　２７，４０８，０００
　　精　華　町　　　　　　１７　　　　　　５２，９７０，４２０　　　　　　３６，１１１，０００
　　南 山 城 村　　　　　　１２　　　　　　３３，２１０，１４４　　　　　　２２，５８８，０００
　　京 丹 波 町　　　　　　２４　　　　　　７２，２１６，５３５　　　　　　４３，３２４，０００
　　伊　根　町　　　　　　８　　　　　　２０，５１２，１３０　　　　　　１４，０５２，０００
　　与 謝 野 町　　　　　　２０　　　　　　４９，７７３，３９５　　　　　　３３，９３２，０００
　　　　計　　　　　　　　６３３　　　　１，７９１，４８４，０２１　　　　　１，１９７，４２１，０００
芋　収益力強化支援事業
　　経営力向上に向けた生産コストの削減や高付加価値化につながる取組を支援した。
　　補助件数　　農林水産業者等２７４件
　　事業内容　　遮光資材の導入、オリジナル出荷袋の作成　等
　　補　助　金　　　　　　４０，４７２，０００円

３　執　　行　　額 １，２３７，８９３，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号の影響により、厳しい経営状況にある農業者等の生産回復・経営再開に
向けた取組を支援することで、今後の生産確保を図る。

２　施策の実施状況
茨　種子確保緊急対策事業
　　次年産種子確保のため、一般生産物を種子転用するために要する経費を支援した。
　　　　事業主体　　　　　　事業費　　　　　補助金
　　京都米振興協会　　　９，０３３，５３２円　　６，５００，０００円

農業者等営農継続支援
事業

（農　産　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円
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芋　農産物生産回復支援事業
　台風の被害を受けた農産物について、病害虫防除や追加施肥等に要する経費を支援した。
　　市町村名　　　　　　　件数　　　　　　事業費　　　　　　　補助金
　　福知山市　　　　　　　１件　　　　　　１３６，８８５円　　　　　　４５，０００円
　　綾　部　市　　　　　　　１　　　　　　　３５，６５２　　　　　　　１１，０００
　　宇　治　市　　　　　　　１　　　　　　　１７，６００　　　　　　　　８，０００
　　城　陽　市　　　　　　　２　　　　　　　３６，１６４　　　　　　　１４，０００
　　　　計　　　　　　　　　５　　　　　　　２２６，３０１　　　　　　　７８，０００
鰯　パイプハウス復旧支援事業
　　倒壊等の被害を受けたパイプハウスの復旧・撤去に要する経費を支援した。
　　市町村名　　　　　　　棟数　　　　　　事業費　　　　　　　補助金
　　京　都　市　　　　　　　１棟　　　　　　６５，１０９円　　　　　　１７，０００円
　　福知山市　　　　　　　２　　　　　　　１９５，９５４　　　　　　　７１，０００
　　舞　鶴　市　　　　　　　３　　　　　　３，５２８，５４９　　　　　　１，５９８，０００
　　綾　部　市　　　　　　　２　　　　　　　９９，６６０　　　　　　　４５，０００
　　亀　岡　市　　　　　　　７　　　　　　　３９４，０６４　　　　　　　１２０，０００
　　城　陽　市　　　　　　　２３　　　　　　１，７３３，７３５　　　　　　　７０２，０００
　　木津川市　　　　　　　５　　　　　　　５３３，６０２　　　　　　　２３０，０００
　　久御山町　　　　　　　２　　　　　　　５６７，２５０　　　　　　　２２０，０００
　　精　華　町　　　　　　　６　　　　　　　３１１，９３６　　　　　　　１０９，０００
　　与謝野町　　　　　　　２　　　　　　　９４，５６７　　　　　　　３７，０００
　　　　計　　　　　　　　　５３　　　　　　７，５２４，４２６　　　　　　３，１４９，０００

３　執　　行　　額 ９，７２７，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　農協・農協連合会の営農指導機能の充実を目的とした、農業生産及び農産物流通に関する
施設整備を支援する。

２　施策の実施状況
　市町村名　　　　事業主体　　　　　事業内容　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金

　綾　部　市　　 　米　光　選　別　機　　　４，１２０，５５０円　　１，３７３，０００円

　亀　岡　市　　 　米低温倉庫冷蔵装置　　　３，９９１，９００　　　１，３３０，０００

　宇治田原町　 　碾 茶 荒 茶 合 組 機　　１０，５００，０００　　　３，５００，０００

７　農業協同組
合指導費
（Ｐ１２８）

６，３２４，０００
（７，８６７，０００）

 ６，２０３，０００
 （７，７２３，６４５）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源
 ６，２０３，０００

農林水産業基盤整備事
業

（農　政　課）

京 都 丹 の 国
農業協同組合
京 都 農 業
協 同 組 合
京都やましろ
農業協同組合



―１５１―

　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８，６１２，４５０　　　　６，２０３，０００

３　執　　行　　額 ６，２０３，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　府内産農林水産物・加工品（京もの）のブランドに新たな価値を創造・付加し、他産地と
の優位性を確保するための取組を実施する。

２　施策の実施状況
　農林水産技術センターと産学が連携し、フードテックを活用した機能性の高い品種の研究
や育成、加工食品の開発、環境に配慮した流通技術の開発等を支援した。
　府採択件数　８件

３　執　　行　　額 ３０，０００，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都の食産業の高付加価値化と競争力強化を図るため、京都ならではのフードテックを開
発・集約し、食関連事業者に還元する仕組みを構築する。

２　施策の実施状況
茨　京都フードテック研究開発・集積事業
　ア　相談窓口の設置
　　　スマート農林水産技術についてのワンストップ相談窓口を設置した。
　　　相談件数　１５６件
　イ　展示会等の開催

　スマート技術の企業や専門家等による技術展示・相談会を開催し、技術導入に向けて
生産者と企業とのマッチングを推進した。

　　　　　　開催日　　　　　　　　開催場所　　　　　　参加者
　　　令和５年１２月８日　　　綾部市中央公民館　　　　　４７人
　　　令和５年１２月１４日　　　ガレリアかめおか　　　　　５９
　ウ　技術の開発に向けた取組

　農林水産業のスマート化を図る技術メニューの開発・実証を行うため、産学公連携に
よるコンソーシアムにおいて共同研究を実施した。

　　　　　分　野　　　　　　　　　　　　　　　　　事業内容
　　　スマート農業　　機械摘みてん茶における生葉データを活用した製茶工程の省力化シ　　　　　　　　　　　ステムの開発、トウガラシ収穫ロボットの開発
　　　スマート林業　　ICTを活用した新たな木材流通の構築
　　　スマート水産　　定置網の急潮被害防止を目指した高精度海況予測モデルの開発

９　農業技術セ
ンター費
（Ｐ１３０）

９４，３４５，０００
（７３１，５３０，０００）

 ９３，９９１，２４１
 （７２８，８６１，５６２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １５，２９４，６６６
寄　附　金
 ２，０００，０００
諸　収　入
 ８，５８０，０００
一 般 財 源
 ６８，１１６，５７５

「京の食」ブランド総
合戦略事業

（ ）流通・ブランド
戦 略 課

京都フードテック推進
事業

（ ）流通・ブランド
戦 略 課
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芋　京都フードテック実装支援事業
　　スマート技術（機械等）の導入に取り組む生産者を支援した。
　　市町村名　　件数　　　　　　　事業内容　　　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　京　都　市　　１件　　直進アシストトラクター　　４，０００，０００円　　１，２００，０００円
　　福知山市　　１　　　食味・収量センサーコンバイン　　７，２０５，０００　　　３，６０２，０００
　　舞　鶴　市　　１　　　電 子 入 札 シ ス テ ム 一 式　　１６，７５５，０００　　　６，８５４，０００
　　綾　部　市　　２　　　自 動 運 転 田 植 機 ほ か　　２０，３４６，０００　　　９，２４８，０００
　　宮　津　市　　１　　　直 進 ア シ ス ト 田 植 機　　３，９３８，０００　　　１，１８１，０００
　　八　幡　市　　２　　　環 境 制 御 装 置 ほ か　　２３，７５４，７１５　　　６，７７２，０００
　　京丹後市　　４　　　直進アシスト田植機ほか　　１４，３２０，０００　　　５，９２５，０００
　　南　丹　市　　１　　　直進アシストトラクター　　７，４６０，０００　　　３，７３０，０００
　　伊　根　町　　１　　　直 進 ア シ ス ト ト ラ ク タ ー　　６，８２０，０００　　　３，１００，０００
　　与謝野町　　２　　　直 進 ア シ ス ト 田 植 機　　７，７００，０００　　　２，１００，０００
　　　　計　　　　１６　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１２，２９８，７１５　　　４３，７１２，０００

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　６３，９９１，２４１円　　　　
 （うち補助金　４３，７１２，０００円） 

 

 ２　茶　 業　 費

         １　施策の趣旨等
　増大する老朽茶園の改植や高級宇治茶生産に必要な被覆棚等の整備、茶園の省力化を図る
茶園管理機の導入等を支援することにより、良質な宇治茶を生産し、農家所得の向上と産地
の活性化を図る。

　　　指　標　　　　　　目　標　　　　　　実　績
　新 改 植 面 積　　　年間　６．０ha　　　年間　２．８ha（宇治茶産地体制強化事業含む）
　被覆棚整備面積　　　年間　２．５　　　　年間　１．８

２　施策の実施状況
茨　茶業振興対策事業
　ア　優良茶園振興事業
　　　市 町 村 名　　　事 業 内 容　　　　事業量　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　　城　陽　市　　　茶 園 改 植　　　　０．２ha　　　３，１６１，７５２円　　１，２６４，０００円
　　　木 津 川 市　　　茶園新改植　　　　０．３　　　　２，２６９，４１７　　　　８１８，０００
　　　宇治田原町　　　茶 園 改 植　　　　０．３　　　　２，６２９，２４２　　　　７６９，０００
　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　０．８　　　　８，０６０，４１１　　　２，８５１，０００

１　茶　業　費
（Ｐ１３２）

 ６２３，１４７，０００
 （６５２，００３，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ５４４，０００，０００
農林水産業基盤　 　　　　　　　 整備事業費

　
　
　
　
　

兼
献
験　
　
　
　
　

　

券
献
鹸　　　　　　　　

 ７３，６５０，０６６
 （１０２，３８３，４９４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２２，２７２，０００
繰　越　金
 １，７８１，０００
府　　　債
 ２５，０００，０００
一 般 財 源
 ２４，５９７，０６６

農林水産業基盤整備事
業

（農　産　課）



―１５３―

　イ　茶園環境改善事業
　　　市 町 村 名　　　事 業 内 容　　　　事業量　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　　宇　治　市　　被覆棚施設整備　　　０．１ha　　　１，０８９，５５６円　　　４３５，０００円
　　　城　陽　市　　　　　〃　　　　　　１．４　　　１３，９３１，９３４　　　５，５７２，０００
　　　八　幡　市　　　　　〃　　　　　　０．３　　　　１，１１９，０００　　　　４４７，０００
　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　１．８　　　１６，１４０，４９０　　　６，４５４，０００
　ウ　共同製茶等省力化推進事業
　　　市 町 村 名　　　　　　事業内容　　　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　　城　陽　市　　　散　茶　機　整　備　　　　　８，４２６，０００円　　３，３７０，０００円
　　　宇治田原町　　　乗用型摘採機整備ほか　　　　１７，４４６，０００　　　６，８１８，０００
　　　和　束　町　　　粗 揉 機 火 炉 整 備　　　　　９，４６７，５９０　　　３，４４２，０００
　　　南 山 城 村　　　乗用型摘採機整備　　　　２０，６０９，６００　　　８，２４３，０００
　　　京 丹 波 町　　　自走式裾落とし機整備　　　　　　３０２，５００　　　　１２１，０００
　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６，２５１，６９０　　　２１，９９４，０００
芋　製茶施設整備支援事業
　　　市 町 村 名　　　　　　事業内容　　　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　　南 山 城 村　　　　　製茶工場機械整備　　　　　５１，７００，０００円　　２４，０５３，０００円

３　執　　行　　額 ５５，３５２，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　世界文化遺産登録に向けて、宇治茶の文化的景観の資産価値向上及び府民運動の拡大を推
進する。

２　施策の実施状況
茨　提案書の改訂
　世界レベルの資産価値・保全措置の調査、国際カンファレンスやイコモス調査等の結果
を反映した提案書の改訂検討を進め、世界遺産暫定一覧表への登録を文部科学省等に要請
した。
芋　宇治茶世界文化遺産登録有識者会議等の開催
　　開催回数　　１回
鰯　地域フォーラムでのPR
　「宇治茶の文化的景観」の世界文化遺産登録に向けて、登録候補地域で地域フォーラムを
開催し、登録推進活動のPRと意見交換を行った。

　　開催回数　　２回　　参加人数　　１６９人
允　宇治茶文化講座の開催
　府民が世界文化遺産登録の取組内容や宇治茶の歴史・文化・魅力を学ぶ場を提供し、世
界文化遺産登録に向けた地元の気運醸成を図った。
　　開催回数　　６回　　参加人数　　３３４人

宇治茶世界文化遺産登
録推進戦略事業

（農　産　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１５４―

３　執　　行　　額　　 ６，８６９，０６６円　　　　
 （うち委託料　５，４４９，７１０円）　

       １　施策の趣旨等
　宇治茶の新しい飲み方の提案・機能性の発信等を行うことで、宇治茶の消費・生産拡大を
図る。

　指標：荒茶の年間販売額　　目標：９１億円　　実績：７１．７億円

２　施策の実施状況
茨　宇治茶ブランド新展開プロジェクト協議会の開催
　宇治茶のドリンクメニュー化の推進や新たな飲み方の提案を行うため、茶業団体や観光
業界等と府で構成する協議会を開催した。
　　開催回数　　１回
芋　宇治茶ドリンクの販売促進
　　「京都宇治玉露　玉兎」のPR活動を実施した。
　ア　“日本の食品”輸出EXPOへの出展　　　　　　　　　　実施回数　　１回
　イ　百貨店への出展やJR西日本ECサイトへの掲載　　　　　実施回数　　２
　ウ　府内及び首都圏のイベント等への出展やサンプル提供
　　　出展回数　　４回　　提供回数　　７回
鰯　宇治茶機能性講座の開催
　抹茶の飲用によるストレス軽減効果など、府民が宇治茶の機能性を学ぶ場を提供した。
　　開催回数　　１回　　参加人数　　１１０人
允　「宇治」認知度向上活動
　中国における「宇治」「宇治茶」の認知度を高めるため、中国国際輸入博覧会での宇治茶
商品の展示や、上海ポップアップストアでの宇治茶製品の試飲会を実施し、宇治茶の価値
を普及するとともに、現地における宇治茶認知度調査を実施した。

３　執　　行　　額　 　４，２００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　宇治茶の新たな市場・販路拡大を図るため、商品価値の高い「宇治種」への新改植の取組
を支援し、茶生産農家の収益性向上を図る。

２　施策の実施状況
茨　宇治種改植支援事業
　　市 町 村 名　　　　事業内容　　　　事業量　　　　事　業　費　　　補　助　金
　　舞　鶴　市　　　茶園新改植　　　０．２４ha　　　１，５６３，０００円　　５９７，０００円

宇治茶ブランド普及拡
大事業

（農　産　課）

宇治茶産地体制強化事
業

（農　産　課）



―１５５―

　　宇治田原町　　　　　〃　　　　　１．８０　　　　１３，０９９，１３０　　４，５８３，０００
　　　　計　　　　　　　　　　　　　２．０４　　　　１４，６６２，１３０　　５，１８０，０００
芋　育苗ほ設置事業
　　市 町 村 名　　　　　事業内容　　　　　　　　事業量　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　宇治田原町　　採梢園・育苗ほ設置　　　　　０．０７ha　　１，６６０，０００円　　　８８１，０００円
鰯　宇治茶樹勢回復緊急支援事業
　　市 町 村 名　　　　　事業内容　　　　　　　　事業量　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　京 丹 後 市　　防除・樹勢回復用施肥　　　２９．２０ha　　１，１６８，０００円　　　１，１６８，０００円

３　執　　行　　額　 ７，２２９，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

 ３　畜 産 業 費

         １　施策の趣旨等
　受胎不全牛預託及び遺伝子検査や受精卵移植技術等の先端技術の活用により、高品質和牛
の生産拡大を図るとともに、乳牛への高性能性判別精液交配による乳用後継牛の確保を行う
ことで、府内畜産・酪農経営の収益力及びブランド力の強化を図る。

２　施策の実施状況
茨　農家の受胎不全牛を碇高原牧場で放牧・交配の上、妊娠牛として農家へ返却した。
　　預託牛　　　　　　　　１２頭（７頭受胎）
芋　碇高原牧場において、高品質な和牛子牛の効率的生産のため、交雑種雌牛（乳用種と和
牛の交雑種）への和牛受精卵移植を行い、生産された和牛子牛を農家に譲渡した。
　　和牛子牛譲渡数　　　　３頭
鰯　乳牛への高性能性判別精液交配により、産乳能力の高い乳用後継牛の確保を図った。
　　交配頭数　　　　　　　６６７頭
允　供卵牛の遺伝子保有状況を検査することにより、牛の「おいしさ」の成分（オレイン酸
等）増加能力のある遺伝子をもった受精卵を生産し、移植を行うことで、高品質な府内産
和牛を増産した。
　　受精卵の移植　　　　　５７１頭
印　畜産物の輸出拡大のため、令和３年度に設立された京都市中央食肉市場コンソーシアム
の運営及び輸出に向けた取組を支援した。
　　市町村名　　　　　　　　　事業内容　　　　　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　京 都 市　　輸出拡大に向けた調査・分析・研究等　　５４，３６１，１３０円　　５４，１３７，２８０円

３　執　　行　　額 ８４，１８２，４３６円　　　　
　　　 （うち補助金　６６，０６２，２８０円）　

２ 畜産振興費
（Ｐ１３４）

 １，６９４，２９７，０００
 （１，７４２，６３９，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ５８０，０００，０００
農林水産業基盤　 　　　　　　　 整備事業費

　
　
　
　
　

兼
献
験　
　
　
　
　

　

券
献
鹸　　　　　　　　

 １，０６３，００８，０６２
 （１，０６６，３４８，６６７）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １，００８，９９０，７０６
財 産 収 入
 １４，７８６，０００
繰　越　金
 ５４６，０００
諸　収　入
 １０，６８８，２００
一 般 財 源
 ２７，９９７，１５６

畜産・酪農収益力強化
事業

（畜　産　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１５６―

       １　施策の趣旨等
　輸出認定基準に対応した京都市中央卸売市場第二市場の整備を支援することにより、京都
牛の輸出促進やブランド力の向上を図る。

２　施策の実施状況
　市町村名　　　　　　　　事業内容　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　京　都　市　　京都市中央卸売市場第二市場整備　　　２３，８９９，１６２円　　　１０，０００，０００円

３　執　　行　　額　 １０，０００，０００円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　HACCPや輸出にも対応できる衛生管理が徹底された施設等の整備を支援することで、府
内畜産業の振興を図る。

２　施策の実施状況
　市町村名　　　　　　事業内容　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　補　助　金
　亀　岡　市　　　　　鶏卵処理施設　　　　　　　２，９０１，８００，０００円　　　８３９，９５４，０００円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　 ８３９，９５４，０００円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　 　（補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　酪農業の重要な経営資源である牛づくりを府内で行う体制を作ることにより、酪農家の収
益力を強化し、府内酪農業の持続的発展を図る。

２　施策の実施状況
　収益力の強化につながる優良乳用後継牛を府内で育成するため、全国農業協同組合連合会
京都府本部の哺育・育成センターと連携しながら、碇高原牧場で預託育成を実施した。
　預託頭数　　　　　１４頭

３　執　　行　　額 　６，５０５，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　畜産経営の法人化を支援することで、対外的な信用力の向上や就業条件の改善を図るとと
もに、畜産法人等への就業や新規就農希望者を幅広く確保し、後継者として育成する仕組み
を構築することにより、府内畜産業の安定的な世代交代を図る。

京都牛輸出促進１億円
事業

（畜　産　課）

農林水産業基盤整備事
業

（畜　産　課）

京都酪農「牛づくり」
事業

（畜　産　課）

京都畜産未来の担い手
づくり事業

（畜　産　課）



―１５７―

２　施策の実施状況
茨　畜産人材育成推進事業
　畜産の担い手育成のため、畜産センターにおいて、基礎から実践的な技術・経営知識の
習得までを一貫して支援する畜産人材育成研修を実施した。
　　研修生　　３人
芋　畜産経営継承円滑化事業
　経営の移譲を希望する畜産農家において新規就農者を対象とした研修を実施し、技術及
び経営力の習得支援や、円滑な経営継承を推進した。
　　経営の移譲を希望する農家による技術指導　　１件

３　執　　行　　額　　 ３，９２１，２００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　府内産農林水産物・加工品（京もの）のブランドに新たな価値を創造・付加し、他産地と
の優位性を確保するための取組を実施する。

　　　　　指標　　　　　　　　　　　　　目標　　　　　　　　　実績
　「Kyoto Beef 雅」輸出量　　　　　　　　１５．０トン　　　　　　　８．７トン

２　施策の実施状況
　海外における府内産和牛の需要拡大を図るため、「Kyoto Beef 雅」の海外展開等の販売促進
活動を実施した。
茨　海外商談会イベント等参加
　　開催国・都市　　ドイツ、イタリア、タイ、マレーシア、香港
芋　販路拡大に向けた「Kyoto Beef 雅」の輸送費の支援
　　輸　　出　　先　　シンガポール、ドイツ、マカオ

３　執　　行　　額　　　　　　　　 　３，０００，０００円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年１月２４日からの大雪の影響により被害を受けた堆肥舎の復旧に係る経費を支援す
る。

２　施策の実施状況
　雪害による屋根の折損・曲がり等の被害を受けた南丹市内の畜産農家の堆肥舎の復旧を支
援した。

３　執　　行　　額 　５４６，０００円　　　　
　　　　　　　　　　 （補助金）　　　　　

「京の食」ブランド総
合戦略事業

（畜　産　課）

農林施設等雪害対策事
業

（畜　産　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１５８―

       １　施策の趣旨等
　肥料・飼料の物価高騰の状況改善の見通しが不透明ななか、耕種農家と畜産農家が連携し、
飼料作物と堆肥を循環させる耕畜連携システムを構築する。

２　施策の実施状況
　堆肥マップの作成やペレット試作、飼料・堆肥の輸送費助成等を行う京都府飼料用米生産
利用推進研究会に対して補助を行った。

３　執　　行　　額 ５，８７４，４２６円　　　　
　 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　国際的な情勢不安や円安の進行により、電気や燃料等の価格が高騰し続けるなど、厳しい
経営状況にある農林水産業者を対象に、農業経営を継続・発展することを目的とし、低コス
ト化・効率化に寄与する省エネ機器の導入や生産コスト削減・販売力強化につながる取組を
支援する。

２　施策の実施状況
　補助件数　　　　　　　　事業内容　　　　　　　事業費　　　　　　　補助金
　　１２０件　　　　　省エネ機器転換支援　　　１８９，１７９，０４０円　　　１０９，０２５，０００円
　　　　　　　（LED照明・省エネ冷蔵庫等）

３　執　　行　　額　 １０９，０２５，０００円　　　　
　　　　　　　　　 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　豚熱の発生を防ぐため、飼養豚等にワクチン接種を行うとともに、ウイルスを媒介する可
能性がある野生いのししの捕獲・検査を実施する。

２　施策の実施状況
　飼養豚等へのワクチン接種　　　２３，６３９頭（全頭）
　野生いのししの検査件数　　　　　　６１件

３　執　　行　　額　　 ８，８８５，０００円　　　　

京都耕畜連携システム
構築事業

（畜　産　課）

農林水産業経営改善支
援事業

（畜　産　課）

３　家畜保健衛
生費
（Ｐ１３４）

９，４７９，０００
（４０２，３３４，０００）

 ８，８８５，０００
 （３９９，０７９，１４３）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 ３，６１５，０００
国庫支出金
 ５，０８０，０００
一 般 財 源
 １９０，０００

豚熱予防対策強化事業
（畜　産　課）



―１５９―

 ４　農 地 費

         １　施策の趣旨等
　ブランド京野菜等の生産振興により、京都の農林水産業を未来につなげるため、生産基盤
を整備するとともに、生産の場である農山漁村地域の整備を推進する。

２　施策の実施状況
茨　団体営農業農村整備事業
　ほ場、用排水路、農道等の農業基盤整備等について、地域の課題に応じてきめ細かに支
援することで、農家経営の安定と所得の増大を図った。
　　　　　事　業　名　　　　地区数　　　事　業　内　容　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　水利施設等保全高度化事業　１地区　集　 積　 促　 進　　　９３，７００，０００円 ９３，７００，０００円
　　農　村　整　備　事　業　２　　　農　 道　 点　 検　　３２，５１６，４００ ３２，５１６，４００　
　　農山漁村地域整備交付金　３　　　水利施設改修ほか　　１６４，９５５，０００ １０３，８９３，５００　
　　農地耕作条件改善事業　５　　　取水施設改修ほか　　２０８，７２７，７２１ １２４，２２８，０００　

　　 　４　　　水利施設改修ほか　　７６，２１６，０００ ５７，８１６，０００　

　　　　　　　計　　　　　　１５　　　　　　　　　　　　　５７６，１１５，１２１ ４１２，１５３，９００　
芋　府営農地中間管理機構関連農地整備事業　
　担い手への農地の集積・集約化を加速化するため、農地中間管理機構が借り入れている
農地について、区画整理等を実施した。

　　　地　区　名　　 　 　　 

　　朝来中（舞鶴市）　２　　 　１１ha　　２７０，７２６，０００円　　区画整理　９７，０４９，０００円
　　下位田（綾部市）　元　　　〃　　１０　　　３１７，８７２，０００　　　　　〃　　　５４，１０８，３３３
　　長　野（　〃　）　４　　　〃　　７　　　１７６，６９８，０００　　　　測量設計　１９，９９０，７９２
　　　計　３地区　　　　　　　　　　　　　７６５，２９６，０００　　　　　　　　１７１，１４８，１２５
鰯　府営農業競争力強化農地整備事業
　ほ場、用排水路及び道路網を一体的に整備することで、農業の生産性を高め、農家所得
の安定を図った。

　　　地　区　名　　 　　　　　事　業　内　容　　　　　　　事　業　費

　　蒲江・油江（舞鶴市）　－　　　　　　調　査　計　画　　　　　　１７，３６９，０００円
　　徳光（京丹後市）　－　　　　　　　　〃　　　　　　　　　３７，７３０，０００

　　　　　　　　　　　　　 　　 

　　舞鶴女布（舞鶴市）　４　　 　１０ha　　５５４，３７９，０００円　　埋文調査　８９，８８０，４４０円
　　川　北（福知山市）　２９　　　〃　　２１　　　６７１，２３１，０００　　　区画整理　５４，８５５，０００
　　女　布（京丹後市）　２６　　　〃　　２２　　　６９８，３９０，０００　　　　　〃　　　９，４４１，５６０
　　上宇川（　　〃　　）　２９　　　〃　　３８　　１，０５０，４１０，０００　　　　　　〃　　　１６４，９７８，９６７

２　土地改良費
（Ｐ１３６）

 ２，６０９，１４４，２０７
（３，２５３，３４２，２０７）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ５１１，４０８，２０４
農林水産業基盤　 　　　　　　　 整備事業費

　
　
　
　
　

兼
献
験　
　
　
　
　

　

券
献
鹸　　　　　　　　

 ２，０８８，６３５，５９７
 （２，７２３，５１７，５７６）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 ３０，０７０，１４７
国庫支出金
 １，３５８，４６８，６５３
繰　越　金
 １３３，５１０，２２５
府　　　債
 ２６１，０００，０００
一 般 財 源
 ３０５，５８６，５７２

農林水産業基盤整備事
業
（農村振興課）

農業水路等長寿命化
・ 防 災 減 災 事 業

着工
年度

　　　全　体　計　画　　
倹検検検検検検検倦検検検検検検健
　事業内容　　　　　事 業 費　

令和５年度実施状況　
倹検検検検検倦検検検検検健
　事業内容　　事 業 費　

区画
整理

着工
年度

　　　全　体　計　画　　
倹検検検検検検検倦検検検検検検健
　事業内容　　　　　事 業 費　

令和５年度実施状況　
倹検検検検検倦検検検検検健
　事業内容　　事 業 費　

区画
整理



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１６０―

　　　地　区　名　　 　 　　 

　　平　田（京丹後市）　２　　 　３４ha　　　８８５，５００，０００円　　区画整理　２２４，３８８，２６０円
　　　計　　５地区　　　　　　　１２５　　　３，８５９，９１０，０００　　　　　　　５４３，５４４，２２７
允　府営農地耕作条件改善事業
　丹後国営開発農地でのスケールメリットを生かした高収益性作物の生産拡大や新たなブ
ランド産地の形成及び次世代型農業経営者確保に向け農業基盤を整備し、大規模畑作にお
ける営農労力の軽減や生産条件の改善を図った。

　　　地　区　名　　　　　　　　　 　　　 

　　丹後国営Ⅰ期１０（京丹後市）　　　　２５，０００，０００円　　　　水路改修ほか　　１５，４１１，０００円
印　府営農山漁村地域整備交付金
　農林水産業の基盤整備による大規模化・高付加価値化や農山漁村の防災・減災対策を支
援し、競争力強化と国土強靭化を図った。

　　　地　区　名　　　　　　　　　 　　　 

　　湯屋谷（宇治田原町）　　　　　　　４０，０００，０００円　　　　暗渠排水ほか　　１８，３４８，０００円

３　執　　行　　額　 １，２２９，０００，０９９円　　　　

       １　施策の趣旨等
　地域ぐるみでの地域資源の基礎的保全活動、質的向上活動や、農業用施設の長寿命化のた
めの活動を支援することで、農業・農村の持つ多面的機能の維持・発揮や、地域コミュニティ
の構築による「地域力の再生」を図る。

　指標：地域ぐるみで多面的機能の維持・発揮に取り組む面積　　　　　　　　　　　　　
　目標：１６，２００ha　　実績：１６，２７６ha

２　施策の実施状況
茨　農地維持支払交付金
　　農地の保全、水路の泥上げ、草刈りなど地域資源の基礎的保全活動を支援した。
　　事業実施組織に係る市町村　京都市ほか１９市町
　　事 業 実 施 活 動 組 織　　　　　　５５５組織
　　取　　 組　　 面　　 積　　　　１４，９８７ha
　　事　　　　業　　　　費　　４３７，８３３，１７５円
　　交　　　　付　　　　金　　３２８，３７４，８８１

着工
年度

　　　全　体　計　画　　
倹検検検検検検検倦検検検検検検健
　事業内容　　　　　事 業 費　

令和５年度実施状況　
倹検検検検検倦検検検検検健
　事業内容　　事 業 費　

区画
整理

全体計画
事 業 費

令和５年度実施状況　
倹検検検検検検倦検検検検検検検健
　　　事業内容　　　　　事 業 費　

全体計画
事 業 費

令和５年度実施状況　
倹検検検検検検倦検検検検検検検健
　　　事業内容　　　　　事 業 費　

農と環境を守る地域協
働活動支援事業
（農村振興課）



―１６１―

芋　資源向上支払交付金（共同活動）
　施設の軽微な補修や生き物調査による啓発、植栽活動等の地域資源の質的向上を図る共
同活動を支援した。
　　事業実施組織に係る市町村　京都市ほか１８市町
　　事 業 実 施 活 動 組 織　　　　　　５２０組織
　　取　　 組　　 面　　 積　　　　１４，４００ha
　　事　　　　業　　　　費　　２４８，２７４，１２０円
　　交　　　　付　　　　金　　１８６，２０５，５３４
鰯　資源向上支払交付金（長寿命化）
　農地周りの農業用排水路、農道などの施設の長寿命化のための補修・更新等の活動を支
援した。
　　事業実施組織に係る市町村　京都市ほか１８市町
　　事 業 実 施 活 動 組 織　　　　　　４６９組織
　　取　　 組　　 面　　 積　　　　１４，４３９ha
　　事　　　　業　　　　費　　４１９，７４４，５１７円
　　交　　　　付　　　　金　　３１４，８０８，０８３
允　資源向上支払交付金（広域化・体制強化）
　事務負担の軽減や、予算運用の弾力化等のスケールメリットを生かし、集落間連携によ
り活動を活発化するため、活動組織の広域化を支援した。
　　事業実施組織に係る市町村　綾部市ほか５市町
　　事 業 実 施 活 動 組 織　　　　　　９組織
　　事　　　　業　　　　費　　　　４８０，０００円
　　交　　　　付　　　　金　　　　３６０，０００
印　推進事務交付金事業
　　京都市ほか１８市町　　　　　１５，６８７，０００円
　　推　 進　 組　 織　　　　　１１，９００，０００

３　執　　行　　額 ８５９，６３５，４９８円　　　　
 （うち補助金　８５７，３３５，４９８円）　

 

         １　施策の趣旨等
　ブランド京野菜等の生産振興により、京都の農林水産業を未来につなげるため、生産基盤
を整備するとともに、生産の場である農山漁村地域の整備を推進する。

２　施策の実施状況
茨　団体営ため池等整備事業
　ため池等の農業用施設の改修及び農村防災施設の整備等を支援することで、農業用水の
安定供給を図り、災害を未然に防止した。

３　農地防災事
業費
（Ｐ１３８）

 ２，２１７，７４３，３１９
 （２，４６８，９８４，４６４）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ９１２，８９４，９２２
農林水産業基盤　 　　　　　　　 整備事業費

　
　
　
　
　

兼
献
験　
　
　
　
　

　

券
献
鹸　　　　　　　　

 １，２９８，６５３，９９０
 （１，５４９，４５５，８０４）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 ３１，４４０，９２２

農林水産業基盤整備事
業
（農村振興課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１６２―

         　　　　　事　業　名　　　地区数　　　 事　業　内　容　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　調 査 設 計 事 業　２地区　実 施 設 計 策 定 ほ か　　２０，９４６，０００円　　２０，９４６，０００円

　　 　１１　　　ハザードマップ作成ほか　１２７，７４７，０００　　１１７，７４７，０００

　　　　　　計　　　　　１３　　　　　　　　　　　　　　　１４８，６９３，０００　　１３８，６９３，０００
芋　府営ため池等整備事業
　老朽化した農業用ため池等について、改修を実施することで、農業用水の安定供給を図
り、災害を未然に防止した。
　　　　　　施行場所　　　　　　　　　　事　業　内　容　　　　　　事　業　費
　　大内山田奥池（福知山市）　　　　　ため池改修　　　　　２，６６６，０００円
　　川 北 奥 池（　　〃　　）　　　　　　　　〃　　　　　　　２９，０３２，３００
　　和久寺下池（　　〃　　）　　　　　　　　〃　　　　　　　１７，３９１，０００
　　小 代 呂 池（綾　部　市）　　　　　　　　〃　　　　　　　４０，７６６，０００
　　昭　 和　 池（亀　岡　市）　　　　　　　　〃　　　　　　　５２，３０３，０００
　　廻り池（亀岡市・南丹市）　　　　　　　　〃　　　　　　　２５９，８４７，９００
　　八幡排水機場（八　幡　市）　　　　　排水機場改修　　　　　２６，３０４，０００
　　田辺排水機場（京田辺市）　　　　　　　　〃　　　　　　　　３６８，２８３，０００
　　　　　菅　　　（京丹後市）　　　　　ため池改修　　　　　６９，３２９，０００
　　奥　池（池ノ内）（南丹市）　　　　　　　　〃　　　　　　　９０，９８１，０００
　　梅　　　　谷（木津川市）　　　　　　　　〃　　　　　　　８５，３００，０００
　　梅谷新池１号（　　〃　　）　　　　　ため池廃止　　　　　１２，７２６，８００
　　　　　計　１２地区　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０５４，９３０，０００
鰯　団体営農業用施設保全管理事業
　農業用施設を維持するために必要となる修繕や国営排水機場の運転管理に要する経費を
支援することで、農業経営の安定化を図った。
　　　　事　業　名　　　　地区数　　　　事　業　内　容　　　　　事　業　費　　　補　助　金

　 　　２４地区　土地改良施設補修　１２８，０００，０００円　３４，５００，０００円

　 　　２　　　基幹水利施設管理ほか　　４８，５９５，０００　　２５，９４５，０００

　　　　　　計　　　　　　２６　　　　　　　　　　　　　　１７６，５９５，０００　　６０，４４５，０００
允　小規模老朽ため池整備事業
　国庫補助事業の対象にならない小規模老朽ため池の整備を支援することで、農業用水の
安定供給を図り、災害を未然に防止した。
　　　　地　区　名　　　　　事　業　内　容　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　三田戸中池（京都市）　　ため池ゲート更新　　２，８０５，０００円　　１，５４０，０００円
　　利 兵 衛 池（　〃　）　　転落防止柵設置　　１，７０５，０００　　　　９３０，０００
　　徳　利　池（　〃　）　　　　　〃　　　　　１，５６２，０００　　　　８５０，０００

国庫支出金
 ８１０，０４９，５４９
繰　越　金
 ８１，５７１，１９７
府　　　債
 ３３７，０００，０００
一 般 財 源
 ３８，５９２，３２２

農業水路等長寿命
化・防災減災事業

土地改良施設維持
管理適正化事業
基 幹 水 利 施 設
管 理 事 業



―１６３―

　　寒 谷 西 池（亀岡市）　　た め 池 廃 止　　４，５５４，０００　　　２，５００，０００
　　　　計　４地区　　　　　　　　　　　　　１０，６２６，０００　　　５，８２０，０００
印　ため池調査計画事業
　大規模地震時や豪雨時における防災重点農業用ため池の堤体に係る地質調査や構造計算
等により、大規模地震や豪雨に対するため池の安全性を評価した。
　　　地　区　名　　　　　　　　事　業　内　容　　　　　　　事　業　費
　　京都９期（府内全域）　　　　地震・豪雨耐性評価　　　　１８１，９５１，０００円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　 １，２９８，６５３，９９０円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　国営の農地再編整備事業等に要した費用を負担し、農業基盤の整備を進め、農業の振興を
図る。

２　施策の実施状況
茨　事業完了地区（償還方式による地元分担金の支払）
　　国営農地再編整備事業　　　　亀岡地区　　　平成２３年度完了
芋　令和５年度事業概要（直入方式による府負担金の支払）
　　国営緊急農地再編整備事業
　　　地区名　　　　　　　　事業内容　　　　　　　　　　　　　事業費
　　亀岡中部　　　　　　　　区画整理　　　　　　　　　　３，１５５，０００，０００円
鰯　支払方法
　　償還方式　元利均等年賦支払　１５年償還
　　直入方式　当該年度支払

３　執　　行　　額 ４３３，７９６，６６６円　　　　

 

 ５　林 業 費

         １　施策の趣旨等
　府内の森林資源が伐期を迎える好機を捉え、川上～川下の総合対策を実施することで、府
内産木材の自給率アップによる府内完結型の木材産業体制の構築を図る。

　指標：府内の森林から生産される素材生産量
　共通目標※：年間２８．０万m３（令和８年度）　　　　　実績：年間１９．８万m３

　　※林業「森世紀」創造戦略事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
茨　豊かな森を育てる府民税市町村交付金
　「森林の整備・保全」、「森林資源の循環利用」、「森林の多様な重要性についての府民理解

５　国直轄事業
費負担金
（Ｐ１４０）

４３３，７９８，０００
（４３３，７９８，０００）

 ４３３，７９６，６６６
 （４３３，７９６，６６６）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 ７７７，２５５
府　　　債
 ４２６，０００，０００
一 般 財 源
 ７，０１９，４１１

国直轄農業基盤整備事
業
（農村振興課）

１　林業総務費
（Ｐ１４０）

 ３３７，６７６，０００
 （１，７７２，６５９，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ５０，０００，０００
森林経営管理制
度市町村支援事　 　　　　　　　 業費

　
　
　
　

兼
献
献
験　
　
　
　
　

券
献
献
鹸　

 ２８７，５５０，１６１
（１，７１７，４４９，４１２）
決算額の財源
内訳
繰　入　金
 ２８７，５５０，１６１

林業「森世紀」創造戦
略事業

（ ）林 業 振 興 課
森の保全推進課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１６４―

の促進」に寄与する市町村事業に対して支援を実施した。
　市 町 村 名　　　　　　　　　　　事　業　内　容　　　　　　　　　　交　付　金
　　京　都　市　　　　京都市内産木材の利用促進ほか　　　　　７６，２３９，０００円
　　福 知 山 市　　　　丹波くりの生産拡大支援ほか　　　　　１１，８１５，０００
　　舞　鶴　市　　　　林 業 機 械 整 備 支 援 ほ か　　　　　　９，２４５，０００
　　綾　部　市　　　　林内路網の整備・出材支援ほか　　　　　　７，００７，０００
　　宇　治　市　　　　危 険 木 伐 採 ほ か　　　　　　９，７４５，０００
　　宮　津　市　　　　拡 大 竹 林 整 備 ほ か　　　　　　３，８２６，０００
　　亀　岡　市　　　　林 内 路 網 の 整 備 ほ か　　　　　　７，６１０，０００
　　城　陽　市　　　　府内産木材を活用した庁舎整備　　　　　　４，５５７，０００
　　向　日　市　　　　拡　　大　　竹　　林　　整　　備　　　　　　３，５９８，０００
　　長 岡 京 市　　　　危　 険　 木　 伐　 採　 ほ　 か　　　　　　４，８８１，０００
　　八　幡　市　　　　府内産木材による木製品の設置　　　　　　４，２１０，０００
　　京 田 辺 市　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　４，４７２，０００
　　京 丹 後 市　　　　危 険 木 伐 採 支 援 ほ か　　　　　　９，６２５，０００
　　南　丹　市　　　　放 置 里 山 林 の 整 備 ほ か　　　　　１１，７２１，０００
　　木 津 川 市　　　　府内産木材による木製品の設置ほか　　　　　　５，１１１，０００
　　大 山 崎 町　　　　拡 大 竹 林 整 備 ほ か　　　　　　１，７９０，０００
　　久 御 山 町　　　　府内産木材による木製品の設置ほか　　　　　　１，７０９，０００
　　井　手　町　　　　府内産木材による木製品の設置　　　　　　１，４７３，０００
　　宇治田原町　　　　府内産木材による木製品の設置ほか　　　　　　２，１７８，０００
　　笠　置　町　　　　高　　 齢　　 級　　 間　　 伐　　　　　　１，３７８，０００
　　和　束　町　　　　府内産木材による木製品の設置　　　　　　２，００７，０００
　　精　華　町　　　　危 険 木 伐 採 支 援 ほ か　　　　　　２，７４０，０００
　　南 山 城 村　　　　府内産木材による木製品の設置ほか　　　　　　　１，９１４，０００
　　京 丹 波 町　　　　森 林 環 境 教 育 の 実 施　　　　　　５，８７６，０００
　　伊　根　町　　　　林 内 路 網 の 整 備 ほ か　　　　　　１，９５４，０００
　　与 謝 野 町　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　３，３０６，０００
　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９，９８７，０００
芋　京の森林文化を守り育てる支援事業
　社寺の森や名木古木、伝統行事資源を地域住民や保全団体が保全再生する活動等、京の
森林文化を次代に伝える取組に対して支援した。
 補助金　２９，５１８，０００円　　　　

３　執　　行　　額　 ２２９，９８６，３６３円　　　　
 （うち補助金　２２９，５０５，０００円）　



―１６５―

       １　施策の趣旨等
　森林経営管理法に基づく、市町村による森林経営管理制度の取組を支援することで、適切
な森林管理の実現を図る。

　指標：森林経営管理制度により、森林整備を林業事業体に委託する市町村数
　共通目標※：１０市町村　　　実績：１１市町村
　　※森林経営管理制度市町村支援事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
茨　森林情報高度利活用推進事業
　　市町村による集積計画作成等を支援する業務推進ツールの保守管理を実施した。
　　 事業費　　１，０６７，０００円　　　　
芋　森林経営管理企画支援事業
　市町村からの森林・林業に関する技術的な相談に対し、必要な助言を行うための相談窓
口の設置に加え、森林整備の企画・立案業務を支援した。
　　相談件数　　　　　　　　　７７件
　　企画立案実施市町村数　　　２０市町村　 事業費　２２，８４７，０００円　　　　
鰯　森林経営管理市町村職員応援事業
　ア　森林集積推進員の設置

　市町村が行う森林経営管理制度における意向調査などの取組に対して、府内森林組合
と連携して支援できるよう森林集積推進員を設置した。

　　　支援地区数　　　　１０市町村１９地区　 事業費　１９，９４７，４００円　　　　
　イ　市町村職員を対象にした研修の実施

　市町村職員を対象に、森林・林業に関する専門的な知識の習得を目的とした研修を実
施した。

　　　開催回数　　　　　　　　１０回
　　　参　加　者　　　　　　延べ８３人 事業費　　３，６８５，０００円　　　　
　ウ　森林経営管理制度に係る説明動画の作成

　市町村職員が森林所有者に対して森林経営管理制度を円滑に説明できるよう、森林経
営管理制度の説明動画を作成して市町村へ提供した。

 事業費　１，６８３，０００円　　　　

３　執　　行　　額　　　　　　 ５７，５６３，７９８円　　　　
 （うち委託料　４９，２２９，４００円）　

 

森林経営管理制度市町
村支援事業
（林業振興課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１６６―

         １　施策の趣旨等
　府内の森林資源が伐期を迎える好機を捉え、川上～川下の総合対策を実施することで、府
内産木材の自給率アップによる府内完結型の木材産業体制の構築を図る。

　指標：府内の森林から生産される素材生産量
　共通目標※：年間２８．０万m３（令和８年度）　　　　　実績：年間１９．８万m３

　　※林業「森世紀」創造戦略事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
茨　府内産木材需要拡大事業
　公共施設等での率先利用を進め、府内産木材の需要を拡大するとともに、木の魅力発信
を推進し、府内での府内産木材の利用を促進した。
　ア　ひろがる京の木整備事業
　　契　住宅タイプ
　　　　住宅に係る府内産木材を使用した木造化や木質化を支援した。
　　　　整備箇所数　　　１６２箇所　　 補助金　３９，０８０，０００円　　　　
　　形　非住宅タイプ

　商業施設やオフィス等の民間施設に係る府内産木材を使用した木造化や木質化を支
援した。

　　　　整備箇所数　　　　１３箇所　　　　　　　　　 補助金　２７，２００，０００円　　　　
　　径　木製品型導入支援タイプ

　多数の府民等が利用する民間施設における府内産木材を使用した木製品導入を支援
した。

　　　　整備箇所数　　　　５５箇所　　　 補助金　２０，５９４，０００円　　　　
　　恵　木製品型開発支援タイプ
　　　　府内産木材を使用した木製品の新規開発を支援した。
　　　　支援件数　　　　　５件　　　　　　　　　　　　 補助金　　４，７６８，０００円　　　　
芋　府内完結型木材産業構築事業
　　府内産木材の供給体制を強化するため、木材加工流通施設の整備を支援した。
　　整備箇所数　　　　　　４箇所　　　　 補助金　　５，８９９，０００円　　　　
鰯　木材生産パイオニア事業
　搬出間伐を支援するとともに、里山保全活動を推進することで、地域産業の振興に寄与
した。
　ア　間伐対策事業

　路網整備や機械整備等を支援し、効率的な間伐実施と間伐材の出材に寄与した。
　　　間伐面積　　　　　４．６８ha
　　　林業機械導入件数　　３台　 補助金　３５，６５２，０００円　　　　
　イ　豊かな森を育てる府民税を活用した森林の整備・保全事業
　　契　ふるさとの里山林保全活動推進事業

２　林業振興費
（Ｐ１４０）

 ４０４，０７３，６０８
 （５３１，５６５，６０８）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １１９，５０１，０００
林業「森世紀」創
造戦略事業費
 ５８，２０１，０００
農林水産業経営
改善支援事業費
 ５０，０００，０００　 　　　　　　　 
「京の木」循環利
用総合対策事業
費
 ７，７００，０００
豊かな森林継承
事業費
 ３，６００，０００

　　　　　　　　　
兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
験 

           
券
献
献
献
献
献
献
献献
献
献
献
献
献
献
鹸 　
 

 ２７１，５０８，２００
 （３９７，２６２，４３４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４２，８２９，０００
寄　附　金
 ５００，０００
繰　入　金
 ２１２，３６４，７７０
繰　越　金
 １，２６２，８１９
一 般 財 源
 １４，５５１，６１１

林業「森世紀」創造戦
略事業

（ ）林 業 振 興 課
森の保全推進課



―１６７―

　放置され荒廃した森林において、地域住民、ボランティア団体、NPOが里山保全活
動を行うための基盤整備及び里山林保全活動や里山学習を支援した。

 事業費　２７，４２０，６１７円　　　　
　　形　豊かな森の恵み創造事業

　文化財の修復に使用する漆等のパイロット採取園を造成するとともに、漆苗の生
産・植栽等に係る技術講習を実施し、産地化の推進と安定供給体制の構築に寄与した。

 事業費　　９，２８６，６６２円　　　　

３　執　　行　　額　 １８３，７１４，８３１円　　　　
 （うち補助金　１５２，０８９，０５７円）　

       １　施策の趣旨等
　森林経営管理法に基づく、市町村による森林経営管理制度の取組を支援することで、適切
な森林管理の実現を図る。

　指標：森林経営管理制度により、森林整備を林業事業体に委託する市町村数
　共通目標※：１０市町村　　　実績：１１市町村
　　※森林経営管理制度市町村支援事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
　シミュレーターによる高性能林業機械操作研修やドローン操作研修を実施した。
　研修参加者　　　９０人

３　執　　行　　額　　　 ６，６２１，４００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　森林所有者、ボランティア団体、NPO、企業、大学、行政等の様々な分野が連携した地域
組織を設置し、府民参画、府民協働による多様な森づくりを推進するとともに、公益社団法
人京都モデルフォレスト協会が行う企業参加の森づくりや活動団体のネットワーク化等の取
組と連携し、府民みんなで京都の森を守り育む「京都モデルフォレスト」運動を推進する。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　モデルフォレスト運動への参加人数　　　　　２４，４００人　　　　２５，２８６人

２　施策の実施状況
　活動主体間の連携やネットワーク化、森林ボランティアリーダーの育成等の支援を行い、
京都府豊かな緑を守る条例に基づく森林づくりの推進等を図ることにより、様々な主体の参
加を促進した。

３　執　　行　　額 　３，２９９，６７１円　　　　

森林経営管理制度市町
村支援事業
（林業振興課）

京都モデルフォレスト
推進事業
（森の保全推進課）
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       １　施策の趣旨等
　長い歴史のなかで伝承されてきた「森林と木の文化」を再認識し、豊かな森林を次世代に
継承していくため、森林資源の有効活用、府民参加の森づくり及び次世代の担い手の育成等
を推進する。

２　施策の実施状況
茨　第７回Woodyコンテスト
　循環型社会の実現を目指し、府内産木材を活用した製品のアイデアを競うコンテストの
開催等により、森と木の文化を継承し、森林資源の幅広い利活用の推進に寄与した。
　ア　コンテストの実施
　　　応募　５７作品
　　　入賞　木造住宅部門　１５作品　木製家具部門　８作品
　イ　「第７回Woodyコンテストブース」の設置
　　　　　　　　開催期間　　　　　　　　　　　　　　　　場　所
　　　令和５年６月８日～６月３０日　　　近畿中国森林管理局森林（もり）のギャラリー
　　　令和５年７月２２日～７月２３日　　　イオンモール北大路
芋　「森林力」活用促進事業
　府民参加の森づくりを一層推進するため、府民の森ひよしにおいて、「散策の森」の散策
路を整備した。
　　木柵（手すり）　１８m
鰯　京都山キッズ交流会
　緑の少年団及び京都モデルフォレスト運動参画企業社員の子どもたちが一堂に会し、森
林・自然体験活動を通じて交流を深めることで、次世代の森林の担い手である青少年の育
成に寄与した。
　　　　開　催　日　　　　　　　　　場　　所　　　　　　　　　参加者
　　令和５年９月１８日　　　　京都府立府民の森ひよし　　　　　　２２３人
允　京の森と木魅力発信事業
　森林の多様な重要性について府民の理解を深めるため、北山丸太魅力体験ツアーの開催
等により、府内の林業や森と木の文化の発信を行った。

３　執　　行　　額　 　１７，１１２，２６１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　生産性の向上と府内素材生産量の増加の実現による林業の成長産業化と適切な森林管理の
両立を目指し、府内の林業を担う林業事業体の経営を支援する。

　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　　　　実　績
　府内の森林から生産される素材生産量　　年間２８．０万m３（令和８年度）　　年間１９．８万m３

豊かな森林継承事業

（ ）林 業 振 興 課
森の保全推進課

次世代林業を担う林業
事業体総合支援事業
（林業振興課）



―１６９―

　新規就労者数　　　　　　　　　　　　　年間　３０人　　　　　　　　　　年間　５４人

２　施策の実施状況
茨　府内産木材生産増大支援事業
　　木質バイオマスの生産に要する経費支援を行った。
　　府内産未利用材調達量　　　４，３７２トン 補助金　３，４９７，５００円　　　　
芋　林業事業体経営基盤強化事業
　　森林組合連合会が実施する高性能林業機械のレンタルの取組等を支援した。
　　林業機械レンタル台数　　　　１８８台  補助金　３８，９８９，０００円　　　　

３　執　　行　　額　　　　 ４２，７６６，９００円　　　　
 （うち補助金　４２，４８６，５００円）　

       １　施策の趣旨等
　川上から川下までの連携による府内産木材の安定した需給体制の構築など、林業・木材産
業の振興による森林資源の循環利用を促進する。

２　施策の実施状況
茨　京の木流通モデル構築支援事業
　川上から川下までの連携による府内産木材の需給体制の構築に取り組む事業者のグルー
プに対し、木材需給情報共有システムの導入を支援した。
　　事業者グループ数　　　　　　　６グループ  補助金　２，３９２，０００円　　　　
芋　森林・林業担い手づくり事業
　　木材生産力の向上を図る事業体が行う主伐等を支援した。
　　主伐実施事業体　　　　　　　　３事業体　 補助金　１，４７２，１８２円　　　　
鰯　府内産木材利用促進事業
　府内産木材利用を推進するため、川上から川下までの多様な主体による府民会議等を開
催した。
　　府民会議参加会員　　　　　　１１８者　　 委託料　９，７０７，５００円　　　　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　 　１７，９９３，１３７円　　　　
　　　 （うち委託料　９，７０７，５００円）　

 

         １　施策の趣旨等
　森林の持つ公益的機能の維持増進、森林資源の充実、地域林業の振興を図るため、地域森
林計画及び市町村森林整備計画に即して森林整備等を実施する。

２　施策の実施状況
茨　造林推進事業
　森林の有する多面的な機能の維持・増進を図り、森林環境の保全に資する森林整備を実

「京の木」循環利用総
合対策事業
（林業振興課）

４　造　林　費
（Ｐ１４２）

 １，３９９，１４１，８９２
 （１，４９４，７０５，８９２）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ４６６，９０４，３２６

 ９２０，２０５，０３６
（１，０１４，９１３，３１２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ６３７，１９８，６００

農林水産業基盤整備事
業
（林業振興課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１７０―

         　　施した。
　ア　人工造林及び除間伐、枝打ち等の保育作業
　イ　シカ等の有害鳥獣による造林木の被害を防止するための防護柵の設置等
　　　　　事　業　名　　　　造林面積　保育面積　　　事　業　費　　　　　補　助　金

　　　 　　５７．２２ha　１，０５９．５８ha　２，０５７，６０１，６７９円　８２４，８９５，４１５円

　　　特定森林再生事業　　　　―　　　　０．４６　　　　　２９３，８０１　　　　１２０，６００

　　　 　　　３．８３　　　　　―　　　　２６，５６４，５６８　　　１０，６２５，８３７

　　　　　　　計　　　　　　６１．０５　　１，０６０．０４　　２，０８４，４６０，０４８　　８３５，６４１，８５２
芋　いのちと環境の森づくり事業
　放置された人工林等を対象に、環境保全の視点から間伐を軸にした森林整備を実施し
た。
　ア　森林適正整備推進事業

　長伐期施業への移行を通じて森林の持つ多面的機能を高度に発揮させるため、緊急に
間伐が必要な長伐期施業地における６～１２齢級の人工林の間伐等森林整備を行った。

　　　間　　　伐　　　　　　　　７０．６８ha
　　　間伐材搬出　　　　　　　　３２０．９９m３

　イ　放置竹林拡大防止等事業
　放置され周辺森林に侵入拡大した竹林を伐採整理することにより、森林の健全な育成
を図った。

　　　侵入竹林の整理伐　　　　　　１．００ha
　　　整理伐後の刈払　　　　　　　４．２７

３　執　　行　　額　　　　　 　８８１，１４７，６５０円　　　　
 （うち補助金　８４９，２２１，７７１円）　

       １　施策の趣旨等
　府内の森林資源が伐期を迎える好機を捉え、川上～川下の総合対策を実施することで、府
内産木材の自給率アップによる府内完結型の木材産業体制の構築を図る。

　指標：府内の森林から生産される素材生産量
　共通目標※：年間２８．０万m３（令和８年度）　　　　　実績：年間１９．８万m３

　　※林業「森世紀」創造戦略事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
茨　京の木生産の森再生事業
　皆伐・再造林による森林資源の循環利用に向け、林業事業体等が行う再造林や保育を支

農林水産業基盤
整備事業費
 ４５４，９０４，３２６　 　　　　　　　 
林業「森世紀」
創造戦略事業費
 １２，０００，０００

　
　
　
　

兼
献
献
献
献
献
験   　
　

　
　
　
　

券
献
献
献

献

献
献
鹸　
　
　

繰　入　金
 ２３，９７４，１２２
繰　越　金
 １３２，３５５，０３９
府　　　債
 １１１，０００，０００
一 般 財 源
 １５，６７７，２７５

森林環境保全直接
支 援 事 業

花 粉 発 生 源 対 策
推 進 事 業

林業「森世紀」創造戦
略事業

（ ）林 業 振 興 課
森の保全推進課
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援した。
　　植栽面積　　　　　３０．４７ha 補助金　２１，５７１，０３６円　　　　
芋　苗木供給体制整備事業
　今後の森林造成に必要な優良種苗の確保のため、花粉の少ないスギの苗木の安定生産に
向けた採種園の管理を行った。
　　採種園面積　　　　　０．６０ha　　　　　　　　　　　　 事業費　５，６９５，０８６円　　　　
鰯　森林資源循環モデル林造成事業
　再造林を推進するため、皆伐・再造林の一貫施業や成長の早い樹種の植栽により、再造
林・保育経費の低コスト化を検証するモデル林を造成した。
　　造成面積　　　　　　４．２５ha　　　　 委託料　９，３５６，６００円　　　　

３　執　　行　　額　　　　　　　　 　３７，０９８，１２２円　　　　
 （うち補助金　２１，５７１，０３６円）　

       １　施策の趣旨等
　令和５年１月２４日からの大雪の影響により被害を受けた被害木の整理に係る経費を支援す
る。

２　施策の実施状況
　雪害による折損・曲がり等の被害を受け、下流に流出するおそれのある被害木の伐倒・集
積等に必要な経費を支援した。
　整備面積　　　　　　　３．３５ha　　　　　　　　　　 補助金　１，９５９，２６４円　　　　

３　執　　行　　額　　　　　　　 １，９５９，２６４円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　林業生産基盤である林内路網等を整備・拡充し、木材搬出コストの縮減による生産拡大を
図り、林業振興等山村地域の活性化に寄与するとともに、併せて健全な森林の造成・管理を
推進することにより、森林の多面的機能を最大限に発揮させる。

２　施策の実施状況
茨　森林管理道開設事業
　　路　線　名　　　　　延　長　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　　月ヒラ長老　　　　　１２０m　　　５９，１２０，０００円　　　４１，３８４，０００円
芋　林道改良事業
　　　路　線　名　　　　実施主体　　　　延　長　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　１号鷲峰山線　　　宇治田原町　　　　２３７m　　　　　９，０００，０００円　　　４，５００，０００円
　　ほか７路線　　　　　　　　　　　　９８　　　　　２０，２９０，３００　　　１０，５７８，４００

農林施設等雪害対策事
業
（林業振興課）

５　林　道　費
（Ｐ１４２）

 １１０，４８４，７１３
 （１４４，１９７，７１３）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ５２，９４５，０９５
農林水産業基盤　 　　　　　　　 整備事業費
 兼
献
験

 券
献
鹸

 ５６，６７９，７００
 （８９，６１８，４１６）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４０，６３８，１５０
繰　越　金
 ３，３７１，０００
府　　　債
 １２，０００，０００
一 般 財 源
 ６７０，５５０

農林水産業基盤整備事
業
（森の保全推進課）
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　　　路　線　名　　　　実施主体　　　　延　長　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　計 ８ 路 線　　　　　　　　　　　　３３５m　　　　２９，２９０，３００円　　１５，０７８，４００円

３　執　　行　　額　　　　　　　 　５６，６７９，７００円　　　　
 （うち補助金　５６，４６２，４００円）　

 

         １　施策の趣旨等
　保安林等において天然現象に起因する荒廃地や荒廃森林を復旧整備し、森林の多面的公益
的機能を最大限に発揮させ、下流の都市や集落などの保全対象に被害を与える災害等の発生
を未然に防止する。

２　施策の実施状況
茨　復旧治山事業
　天然現象等により林地に生じた崩壊地、荒廃渓流等で現に下流の都市や集落に被害を与
え、又は与えるおそれがあって流域保全上重要な箇所及び公共の利害に密接に関係し、放
置し難い箇所に重点を置き、復旧工事を実施した。
　　　　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　　京都市左京区鞍馬本町（その１）　　　　４４，２７９，４００円　　　　風倒木処理工　１式ほか
　　福知山市天座一区　　　　　　　　　　　６２，１８９，２９０　　　　　治山ダム工　１基ほか
　　ほか１７箇所　　　　　　　　　　　　　５４２，２４３，２８８
　　　計１９箇所　　　　　　　　　　　　　６４８，７１１，９７８
芋　緊急予防治山事業及び予防治山事業
　天然現象等に起因する崩壊の可能性が濃厚な林地で、下流に被害を与えるおそれがあり
流域保全上重要な箇所、及び公共の利害に密接な関係を有し、特に危険度が高く放置し難
い箇所に重点を置き、予防治山工事を実施した。
　　　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　　南丹市美山町河内谷　　　　　　　　　３７，２８３，０００円　　　　　治山ダム工　１基ほか
　　与謝野町上山田　　　　　　　　　　　３０，３８３，５００　　　　　　　　〃　　　１基ほか
　　ほか２２箇所　　　　　　　　　　　　　４４９，０９６，３０９
　　　計２４箇所　　　　　　　　　　　　　５１６，７６２，８０９
鰯　安心・安全の森整備事業
　暮らしの安心・安全を守る水源かん養や土砂流出防備機能など森林の持つ公益的機能を
高度に発揮させるため、公益性の高い保安林の改良及び保育を実施した。
　ア　保安林改良事業等
　　　　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　　　京丹波町八田大砂利　　　　　　　　　７，９９９，２００円　　　　本数調整伐　６．４１haほか
　　　ほか２箇所　　　　　　　　　　　　１５，２０７，５００
　　　　計３箇所　　　　　　　　　　　　２３，２０６，７００

６　治　山　費
（Ｐ１４４）

 ３，９８２，６３３，２４８
 （４，３９５，８４７，２４８）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １，６９１，９８６，０３３
農林水産業基盤
整備事業費
 ９３４，６８８，６１９
林業「森世紀」創
造戦略事業費
 ３５９，３４７，１７８
災害に強い保安
林整備事業費
 １９４，６８５，６３６　  　　　　　　　 
災害関連緊急単
独治山事業費
 １７５，９４９，１００
盛土対策総合推
進事業費
 ２７，３１５，５００

 

兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

験　　
　
　
  

 

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

鹸　　
　
　
  

 ２，１９３，２７８，４３２
（２，４２６，２０３，５３４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ６１１，２５３，４２６
繰　入　金
 ８３，６５２，８２２
繰　越　金
 ２６０，９３９，１０９
府　　　債
 １，１６５，０００，０００
一 般 財 源
 ７２，４３３，０７５

農林水産業基盤整備事
業
（森の保全推進課）



―１７３―

　イ　保育事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　　　福知山市川北　　　　　　　　　　　　３，２５３，８００円　　　　本数調整伐　２．３５haほか
　　　ほか２箇所　　　　　　　　　　　　　１，４５７，５００
　　　　計３箇所　　　　　　　　　　　　　４，７１１，３００
允　単費自然災害防止事業
　保安林等において異常気象等天然現象により崩壊が発生し、又は発生するおそれのある
箇所及び治山施設災害のうち公共災害の対象とならない箇所で、特に緊急を要する箇所に
ついて防止工事を実施し、災害の未然防止を図った。
　　　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　　福知山市牧　　　　　　　　　　　　　１３，３６５，０００円　　　　落石防護柵工　１式
　　京丹後市丹後町間人　　　　　　　　　１７，５７７，３００　　　　　既存治山施設補修　１式
　　ほか３５箇所　　　　　　　　　　　　　１５２，６８９，７３０
　　　計３７箇所　　　　　　　　　　　　　１８３，６３２，０３０
印　災害に強い森づくり事業
　台風、集中豪雨等により荒廃した森林及び渓流において、荒廃の拡大又は土砂、流木等
の流出による再度被害を防止するため、森林の整備、治山施設の設置等を通じて災害に強
い森の整備を図った。
　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　　福知山市雲原　　　　　　　　　　　　３２，０００，０００円　　　　治山ダム工　１基ほか
　　綾部市今田町　　　　　　　　　　　　２１，９３３，１７３　　　　　山腹工　１式ほか
　　ほか２箇所　　　　　　　　　　　　　　７，３２８，６００
　　　計４箇所　　　　　　　　　　　　　６１，２６１，７７３

３　執　　行　　額　　　　　　　　 １，４６８，３８６，３７４円　　　　

       １　施策の趣旨等
　近年の豪雨災害による流木被害等に対応し、安心・安全な地域づくりを推進するため、保
安林における間伐等の森林整備及び治山施設の整備等を実施することで、災害の未然防止を
図る。

２　施策の実施状況
　山地災害危険地区において、現地状況を把握し事業実施の優先度を判定するための危険度
診断を府内全域で実施し、優先度の高い地区から間伐等の森林整備や流木捕捉工及び治山ダ
ム工等の設置を実施し、山地災害の未然防止を図った。
　　　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　京都市北区雲ヶ畑中津川町　　　　　　　３２，２６６，３００円　　　　治山ダム工　１基ほか
　与謝郡与謝野町与謝（山河）　　　　　　　１５，９９９，５００　　　　　本数調整伐　４．７５haほか
　ほか２９箇所　　　　　　　　　　　　　　３０４，５９９，６２２
　　計３１箇所　　　　　　　　　　　　　　３５２，８６５，４２２円

災害に強い保安林整備
事業
（森の保全推進課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１７４―

３　執　　行　　額 ３６６，９５０，０１６円　　　　
 （うち工事請負費　３２２，４７１，９８２円）

       １　施策の趣旨等
　府内の森林資源が伐期を迎える好機を捉え、川上～川下の総合対策を実施することで、府
内産木材の自給率アップによる府内完結型の木材産業体制の構築を図る。

　指標：府内の森林から生産される素材生産量
　共通目標※：年間２８．０万m３（令和８年度）　　　　　　　　実績：年間１９．８万m３

　　※林業「森世紀」創造戦略事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
茨　京の木づかい整備事業
　豊かな森を育てる府民税を活用し、公共治山施設周辺において府内産木材を活用した森
林管理環境を整備し、地域による持続的な森林管理を促進した。
　　　　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要　　　
　　南丹市日吉町天若イビキ谷　　　　　　　８，７３３，８００円　　　木製治山ダム工　１基ほか
　　京丹後市久美浜町永留　　　　　　　　　７，８７４，９００　　　　木製フトンかご工　ほか
　　ほか２７箇所　　　　　　　　　　　　　２６，９７４，０９０
　　　計２９箇所　　　　　　　　　　　　　４３，５８２，７９０
芋　地域とつくる安心・安全の森整備事業
　荒廃が進行した保安林等において、豊かな森を育てる府民税を活用し、地域住民と一体
となって、流木の原因となる危険木を除去し、災害の未然防止を図った。
　　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　　福知山市堀森垣　　　　　　　　　　　　１，０００，０００円　　　　　危険木除去ほか
　　宇治田原町湯屋谷　　　　　　　　　　　４，８６３，１００　　　　　　　　　〃
　　ほか４２箇所　　　　　　　　　　　　　１４１，８４５，０６０
　　　計４４箇所　　　　　　　　　　　　　１４７，７０８，１６０
鰯　山地災害防止対策事業
　倒木や表土の流出により人家等に被害を与えるおそれがある区域において、豊かな森を
育てる府民税を活用し、危険木の除去や簡易防災施設の設置により、災害の未然防止を
図った。
　　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　　京都市北区上賀茂　　　　　　　　　　２０，７３５，０００円　　　　　　危険木除去ほか
　　亀岡市保津町保津山　　　　　　　　　４０，７９１，０００　　　　　　　　　　〃
　　ほか５箇所　　　　　　　　　　　　　５０，２９０，２００
　　　計７箇所　　　　　　　　　　　　　１１１，８１６，２００

林業「森世紀」創造戦
略事業
（森の保全推進課）



―１７５―

３　執　　行　　額　　　　　　　　 　３０３，２０６，６４２円　　　　
 （うち工事請負費　２７７，５７２，６２０円）

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号により被災した主要公共施設周辺における山腹崩壊等防止や、山地にお
ける荒廃の拡大又は土砂、立木等の流出による二次災害の防止のため、採択要件上公共事業
の対象とならない小規模な荒廃山地において、治山施設の設置等の復旧・減災対策を実施し、
府民の安心・安全の早期確保を図る。

２　施策の実施状況
　　施　行　箇　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　　　　　　　工　事　概　要
　与謝野町上山田　　　　　　　　　　　　　９，１６３，０００円　　　　　　土砂浚渫ほか
　　　〃　　岩屋　　　　　　　　　　　　　　４，３４０，０００　　　　　　　調査・測量ほか
　ほか２箇所　　　　　　　　　　　　　　１０，５４７，９００
　　計４箇所　　　　　　　　　　　　　　２４，０５０，９００

３　執　　行　　額　　　 ２４，０５０，９００円　　　　
 （うち委託料　１８，１８０，２００円）　

       １　施策の趣旨等
　造成宅地における既存の予防対策に加え、令和５年５月に盛土規制法が施行されたことに
伴い、危険な盛土等を土地の用途にかかわらず全国一律の基準で包括的に規制するため、必
要な基礎調査を実施する。

２　施策の実施状況
　盛土規制法に基づく基礎調査
　府全域（京都市を除く。）を対象に基礎調査を実施した。

３　執　　行　　額　 ３０，６８４，５００円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （委託料）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　野生鳥獣による農林業等の被害を防止するため、有害鳥獣の捕獲や地域ぐるみの防除対
策、生態系の保全を行うなど、幅広い取組を総合的に推進する。

　指標：農作物被害額
　目標：１２０百万円以下（令和８年度まで）　　実績：２５７百万円

２　施策の実施状況
　市町村の実情に応じた総合的・効果的な有害鳥獣捕獲防除施設の設置、生息環境整備等に

災害関連緊急単独治山
事業
（森の保全推進課）

盛土対策総合推進事業

（ ）森の保全推進課
建 築 指 導 課

８　狩　猟　費
（Ｐ１４６）

 ９６８，９０４，０００
（１，０１０，４２１，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２５７，５７１，０００
有害鳥獣総合対　 　　　　　　　 策事業費
 兼
献
験

 券
献
鹸

 ６８７，８４３，７３２
 （７２３，５２３，６３０）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ６２０，４４７，７４７
一 般 財 源
 ６７，３９５，９８５

有害鳥獣総合対策事業
（農村振興課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１７６―

対して助成し、被害の軽減を図った。
　　　実施市町村　　　　　　　　　事　業　費　　　　　補　助　金
　京都市ほか２４市町村　　　　　　７５１，０８９，７９１円　　　６４７，１９３，６２０円

３　執　　行　　額　　 ６８７，８４３，７３２円　　　　
 　（うち補助金　６４７，１９３，６２０円）　

 

 ６　水 産 業 費

         １　施策の趣旨等
　府内の各河川等において、１６漁業協同組合が実施する種苗放流事業を支援し、内水面の水
産資源の増殖を図るとともに、栽培漁業と資源管理等に必要な施設等を設置、又は設置に要
する経費を支援することにより沿岸漁業の振興を図る。

２　施策の実施状況
茨　漁業振興対策事業
　ア　河川種苗放流事業

　河川等での水産資源を継続的に利用する上で不可欠なアユ等の種苗放流を促進し、水
産資源の増殖を図った。

　　　種苗放流　　ア　ユ　　　　　１，５５９千尾　　　ハ　エ　　　　４千尾
　　　　　　　　　フ　ナ　　　　　　　７６　　　　　マス類　　　　１６７
　　　　　　　　　ウナギ　　　　　　　３０　　　　　　
　イ　栽培海域開発事業
　　　事業種目　　　　　事業主体　　　　　　事　業　費　　　　　　事　業　内　容
　　　漁場造成　　　伊　　　根　　　町　　　３，３４２，９００円　　　原木魚礁　８４３セット
　　　　　〃　　　　京都府漁業協同組合　　　２，１３５，１００　　　　　　〃　　　５３４
　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　５，４７８，０００

３　執　　行　　額　　　　　 ２２，５３５，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府内産水産物の生産・流通拡大、次世代の担い手の育成により、漁業・漁村の活性化を図
る。
　　　　指　標　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　　実　績
　漁業新規就業者数　　　　　　　　　５０人　　　　　　　　　　　５２人

２　水産振興費
（Ｐ１４８）

 １３５，２４３，０００
 （１７６，０５２，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ５０，０００，０００
農林水産業経営　 　　　　　　　 改善支援事業費
 兼
献
験

 券
献
鹸

 ８４，４５２，８１２
 （１２４，９２１，０５０）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４８，４６７，０００
府　　　債
 １１，０００，０００
一 般 財 源
 ２４，９８５，８１２

農林水産業基盤整備事
業

（水　産　課）

未来へ羽ばたく京都の
漁業を育てる事業

（水　産　課）



―１７７―

　丹後とり貝養殖生産量　　　　　　　３０万個　　　　　　　　　１３．４万個

２　施策の実施状況
茨　京都産水産物生産・流通拡大事業
　生食用カキの試験生産を実施したほか、二枚貝養殖施設等の生産設備の導入や地産地消
の取組、試作品開発等を支援し、府内産水産物の生産・流通拡大を推進した。
　　　　事業主体　　　　　　　事業内容　　　　　　　　　事　業　費　　　　補　助　金
　　　　　　府　　　　　　生食用カキ生産試験　　　　　１００，０００円
　　京都府漁業協同組合　　二枚貝養殖筏の導入ほか　　　　９，１０３，７９８　　　４，１８３，０００円
芋　海の民育成事業
　「海の民学舎」において、海の民学舎生や若手・中堅漁業者の経営力向上のための講座
を実施するとともに、新規就業者の経営開始や漁村定住に係る相談・指導員を配置した。

３　執　　行　　額　　　 　８，５５８，０００円　　　　
 　（うち補助金　４，１８３，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　中国の輸入規制により、影響を受ける京都産及び福島産水産物の販売促進を図るため、輸
入規制のない国への販路拡大や国内での消費拡大に向けたPR等を実施する。

２　施策の実施状況
茨　京都産水産物の海外販路拡大支援
　京都産水産物の海外販路拡大を支援するため、輸入規制のない国において、販売促進イ
ベントや現地料理店・バイヤー等向けの需要開拓を行った。
　ア　シンガポールにおけるナマコPR

　京都産乾燥ナマコを使ったメニュー５品の開発を通じ、シンガポールの日本食レスト
ラン４店舗において、PR・需要拡大の取組を行った。

　イ　タイにおける京都産水産物の試食・販売
　　　場所　トンロー日本市場（タイ　バンコク）
　　　期間　令和６年３月２２日～３月２３日
　　　内容　京都府ブースにおける京都産水産物の販売及びバイヤーへのサンプル配布
芋　京都産水産物の消費拡大に向けたPR
　　京都産水産物をPRするため、PRイベントを実施した。
　　場所　JR京都伊勢丹地下２階イセタンフィッシュ
　　期間　令和５年１２月９日
　　内容　京都府産ズワイガニの限定販売
鰯　福島産水産物の消費拡大及び需要促進支援
　ア　府内イベントにおける消費拡大支援

　福島産水産物の風評被害防止と消費拡大を図るため、「京都府農林水産フェスティバ

京都産水産物等販売促
進事業

（ ）流通・ブランド
戦 略 課
水 産 課
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ル」において福島産水産物の応援販売・PRブースを設置した。
　　　実施日　令和５年１１月２５日～１１月２６日
　イ　新商品・サービス開発における需要促進

　京都食ビジネスプラットフォームを活用し、福島産水産物を使用した新商品・サービ
ス等の開発等を支援した。

　　　交付実績　　２件　　　 補助金　１，０００，０００円　　　　

３　執　　行　　額　 　４，８９２，８１２円　　　　
 （うち委託料　２，９７３，８７９円）　

       １　施策の趣旨等
　国際的な情勢不安や円安の進行により、電気や燃料等の価格が高騰し続けるなど、厳しい
経営状況にある農林水産業者を対象に、経営を継続・発展することを目的とし、低コスト化・
効率化に寄与する省エネ機器の導入や生産コスト削減・販売力強化につながる取組を支援す
る。

２　施策の実施状況
　　　　団　体　　　　　　　事業内容　　　　　　件数　　　　　　　　補助金
　内水面漁業経営体　　活　　魚　　車　　等　　　３件 　６，３９５，０００円　　　　
　海面漁業経営体　　　製氷機、カキ洗浄機等　　　１７ ４２，０７２，０００　　　　　
　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０　 ４８，４６７，０００　　　　　

３　執　　行　　額　　　　　　　　 　４８，４６７，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　府が管理する漁港施設の維持管理をすることで、漁業生産の活動の場となる機能の維持増
進を図る。

２　施策の実施状況
　漁港名　　　　　　　　　　　事　業　内　容　　　　　　　　　　事　業　費
　舞　鶴　　　　　　維持管理工事、資材購入費等　一式　　　　３，０９４，５３８円
　中　浜　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　４，２７０，５３９
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，３６５，０７７

農林水産業経営改善支
援事業

（水　産　課）

７　漁港管理費
（Ｐ１５０）

 １２，２７９，４７３
 （１２，２７９，４７３）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ４，９１４，３９６
農林水産業基盤　 　　　　　　　 整備事業費
 兼
献
験

 券
献
鹸

 ７，３６５，０７７
 （７，３６５，０７７）
決算額の財源
内訳
繰　越　金
 １，７８７，４７３
府　　　債
 ２，０００，０００

農林水産業基盤整備事
業

（水　産　課）
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         ３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　 ７，３６５，０７７円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　漁港の計画的な整備により、安全で効率的な水産物供給体制の整備及び水産資源の生息環
境の保全・創造に資するとともに、漁村環境の整備により、漁村の良好な生活環境の形成を
図る。また、高潮、波浪等による災害及び海岸侵食に対処するため、海岸保全施設整備の計
画的な推進を図る。

２　施策の実施状況
茨　漁港施設の現況
　ア　漁　　港　　数　　３３港
　イ　漁港施設の延長

　　　外 か く 施 設　　 　 
　

　　　け い 留 施 設　　 　 

　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９，９０４．５４
芋　事業概要
　ア　水産物供給基盤機能保全事業
　　　漁港名　　　事業主体　　　　　　施行場所　　　　　　工種・数量　　　　　　事　業　費
　　　舞　鶴　　　　　府　　　　舞鶴市下安久ほか　　　　保全工事　　 ２１２，８２０，７００円
　　　中　浜　　　　　〃　　　　　京丹後市丹後町中浜　　　　〃　 ３８１，５８７，３００　
　　　竜宮浜　　　舞 鶴 市　　舞　鶴　市　三　浜　　　　〃　　　　　 ５６，１００，０００　
　　　浜　詰　　　京丹後市　　京丹後市網野町浜詰　　　　〃 　６，０００，０００　
　　　間　人　　　　　〃　　　　　京丹後市丹後町間人　　　　〃　 ２８，０００，０００　
　　　浅茂川　　　　　〃　　　　　京丹後市網野町浅茂川　　　　〃　 　２０，０００，０００　

　　　（ ）　　　伊 根 町　　伊 根 町 亀 島、 蒲 入　　　　〃　　 １９１，９７０，０００　
　　　計８港　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　８９６，４７８，０００　
　イ　海岸保全事業
　　　漁港名　　　事業主体　　　　　　施行場所　　　　　　工種・数量　　　　　　事　業　費
　　　竜宮浜　　　舞 鶴 市　　舞　鶴　市　三　浜　高潮対策工事 ５３，４１６，０００円
　　　栗　田　　　宮 津 市　　宮 津 市 小 野 宿 野　　　　〃 １３１，９００，０００　
　　　伊　根　　　伊 根 町　　伊　根　町　高　梨　　護岸工事 １８１，５８４，０００　
　　　浦　島　　　　　〃　　　　伊　根　町　浦　島　　海岸メンテ ３８，０００，０００　
　　　計４港　　 　４０４，９００，０００　

一 般 財 源
 ３，５７７，６０４

８　漁港建設費
　（Ｐ１５２）

 ９５８，９６５，０６６
 （９９９，４２４，０６６）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２９８，７４７，６１８
農林水産業基盤　 　　　　　　　 整備事業費
 兼
献
験

 券
献
鹸

 ６５５，６０６，０９８
 （６９８，５９６，９１０）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 １６，８２１，７４０
国庫支出金
 ３６０，４７８，０００
繰　越　金
 ３４，０５８，９２６
府　　　債
 ２３９，０００，０００
一 般 財 源
 ５，２４７，４３２

農林水産業基盤整備事
業

（水　産　課）

兼
献
牽
献
験

防　　　波　　　堤 ９，５９９．３５m
導流堤、防砂堤等 ４，９８４．３４　
護　　　　　　岸　 ２０，６８２．６５　

兼
献
牽
献
験

岸　　　壁　　　等 ６，１６２．９０　
物　　　揚　　　場 ４，９２６．９０　
船　　　揚　　　場 ３，５４８．４０　

伊　根
本　庄
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　ウ　漁業集落環境整備事業
　　　漁港名　　　事業主体　　　　　　施行場所　　　　　　工種・数量　　　　　　事　業　費
　　　伊　根　　　　伊根町　　　伊　根　町　伊　根　　保全工事 ２３，０００，０００円

　　   　　　　〃　　　　 　　　　〃 ６２，５５２，０００　

　　　計４港　　　　　　　　　　　　　　　　　 　８５，５５２，０００　

３　執　　行　　額 　６５５，６０６，０９８円　　　　

 

（本　庄
新　井
浦　島） 伊 根 町 本 庄

新 井 、 本 庄 浜
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第７款　商　　工　　費

 １　商 工 業 費

         １　施策の趣旨等
　京都府雇用の安定・創出と地域経済の活性化を図るための企業等の立地促進に関する条例
及び京都府伝統と文化のものづくり産業振興条例に基づき、税の特例措置や低利融資制度と
併せて、補助制度の効果的な活用により、地域特性に応じた戦略的な企業誘致及び雇用創出
を推進する。

　指標：誘致件数　　目標：２０件　　実績：１７件

２　施策の実施状況
茨　京都産業立地戦略２１特別対策事業
　地域特性に応じた企業誘致を促進するため、企業の施設整備や地元雇用に対して助成し
た。
　　交　付　企　業　数　　　　　　３３企業
　　交　　　　付　　　　額　　　１，４６９，７７０千円
　　投 下 固 定 資 産 額　　１２５，５３０，２４９
　　新規府内常用雇用者数　　　　　１，００９人
芋　伝統と文化のものづくり産業振興補助事業
　伝統と文化のものづくり産業の集積や、府内での新規企業立地を促進するため、企業の
施設整備や地元雇用に対して助成した。
　　交　付　企　業　数　　　　　　４企業
　　交　　　　付　　　　額　　　　４０，１２３千円
　　投 下 固 定 資 産 額　　　　１６５，８６２
　　新規府内常用雇用者数　　　　　　５人
鰯　企業立地促進開拓員設置運営事業
　企業情報の収集、戦略的な企業誘致を促進するため、本社機能が集中する首都圏に企業
立地促進開拓員を設置し、企業訪問等の誘致活動を実施した。
　　新 規 訪 問 企 業 数　　　　　　２８４社
　　延 べ 訪 問 企 業 数　　　　　　３２０

３　執　　行　　額 １，５２１，８３２，５２１円　　　　
 （うち補助金　１，５０９，８９３，０００円）　

２　商工業振興
費　　　　
（Ｐ１５４）

６，１６５，６３０，４００
（６，５８０，３５７，４００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １，２０８，０００，０００
「産学公の森」推
進事業費
 ４５０，０００，０００
共創型ものづく
り等支援事業費
 １４０，０００，０００
金融・経営一体
型支援体制強化
事業費
 １００，０００，０００
伝統産業事業継
続支援事業費
 ８０，０００，０００
地域商業活性化　  　　　　　　　 
事業費
 ２００，０００，０００
海外市場開拓・
展開支援事業費
 １３０，０００，０００
生産性向上モデ
ル創出支援事業
費 
 １００，０００，０００
京都舞鶴港コン
テナ利用推進事
業費
 ８，０００，０００

兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

験

券
献
献
献
献
献
献
献
献献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

鹸

４，７６６，７３５，８２２
（５，１７０，４０７，００５）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 ２，７４５，１２３
国庫支出金
 １，１２７，２２４，９４１
財 産 収 入
 ８，３２３，０３０
寄　附　金
 ３６，９７３，７９３
諸　収　入
 ２，２４４，１０２
府　　　債
 １，８１９，０００，０００
一 般 財 源
 １，７７０，２２４，８３３

京都産業立地促進事業
（産業立地課）
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       １　施策の趣旨等
　公益財団法人京都産業２１を通じて、産業の分業体制を支える中小企業の担い手不足、社会
の諸課題や経済情勢の著しい変化に対応するため、プロセスの見直しによる生産性向上と高
付加価値化を両立する取組を調査分析から体制構築、実践まで一貫支援を行う。

　指標：事業創生、研究開発、販路開拓、事業化に伴う設備投資の取組件数
　目標：５０件　　実績：４８件

２　施策の実施状況
　プロセスの見直しによる生産性向上と高付加価値化を両立する取組を調査分析から体制構
築、実践まで一貫支援する助成事業を実施した。
茨　事業創生コース
　データ分析や調査課題等によるプロセスの見直しに要する経費の一部を助成した。
　　交付件数　　　　２１件
　　交　付　額　　１９，２００千円
芋　事業化促進コース
　生産性向上・高付加価値化のための研究・投資に要する経費の一部を助成した。
　　交付件数　　　　１４件
　　交　付　額　１２７，３１２千円
鰯　本格的事業展開コース
　実用化に向けた応用研究・生産技術開発、生産・販売・サービス提供のための設備の導
入に要する経費の一部を助成した。
　　交付件数　　　　１３件
　　交　付　額　３３５，２３０千円

３　執　　行　　額 ５０４，３６０，３００円　　　　
 （うち補助金　４９９，２４２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　公益財団法人京都産業２１を通じて、エネルギー・原材料の価格高騰が長期化するとともに、
中小企業の賃金引上げの環境整備が必要であるなど、厳しい経営状況にある中小企業の経営
改革を促進するため、生産性向上と高付加価値化を同時に実現する取組を支援する。

　　指標：事業創生、研究開発、販路開拓、事業化に伴う設備投資の取組件数
　目標：６０件　　実績：６４件

２　施策の実施状況
　事業の合理化などの抜本的な経営改革のもと、生産性向上と高付加価値化を同時実現する
取組を調査分析から体制構築、実践まで一貫支援する助成事業を実施した。

京都エコノミック・
ガーデニング支援強化
事業
（産業振興課）

中小企業経営改革支援
事業
（産業振興課）
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　交付件数　　　　６４件
　交 付 額　４４０，４４０千円

３　執　　行　　額 ４４０，４４０，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　公益財団法人京都産業２１を通じた産産・産学連携グループの創出・育成により、新たな事
業展開や国内外への販路開拓を後押しし、人口減少、脱炭素、働き方改革をはじめとした社
会課題解決に繋がる産業を創出する。

　指標：プロジェクト創出件数　　目標：２４件　　実績：３１件

２　施策の実施状況
茨　「産学公の森」推進事業
　産学公の多様な連携プロジェクトの組成から、製品等の試作・研究開発、実用化に向け
た市場開拓、生産設備投資等を一貫して支援する助成事業を実施した。
　　交 付 件 数　　　　３１件
　　交 付 額　４２３，５１７千円
芋　京都イノベーション創出ネットワーク運営事業
　公益財団法人京都産業２１が運営する「京都イノベーション創出ネットワーク」による共
同研究プロジェクトの創出支援や研究開発サポート体制を構築する事業に対して助成し
た。
　　会員企業数　　　　　２５５社
　　実 施 事 業　　特許調査、市場動向調査、システム運用保守等
　　交　付　額　　１０，８００千円

３　執　　行　　額 ４３４，３１７，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　企業等の交流やイノベーション拠点であるけいはんなプラザの機能強化や利用者の安全・
安心を確保するための施設改修等を実施する。

２　施策の実施状況
　けいはんなプラザラボ棟壁面タイル改修工事等、施設の老朽化に伴う改修を実施した。

３　執　　行　　額 ２８７，５６６，３３４円　　　　
 （うち工事請負費　２８１，７００，１００円）

「産学公の森」推進事業
（産業振興課）

けいはんなプラザ設備
整備事業

（ ）文化学術研究都市
推 進 課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１８４―

       １　施策の趣旨等
　原材料の価格高騰等の影響により、厳しい状況にある和装産業の需要を喚起するため、京
都の着物の製造や流通を支援する。

２　施策の実施状況
　府内の着物卸売事業者に対して、丹後の白生地を活用した着物の製造や貸衣装、レンタル
着物店等に対する着物や帯の販売を支援した。
　交付件数　　　　７４件
　交付金額　１７３，８２３千円

３　執　　行　　額 １７３，８６９，７２７円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰により消費者の買い控えの影響を受ける商店街等の売上回復に向けた消費喚起を
図るための取組を支援する。

２　施策の実施状況
　商店街等が行うプレミアム付き商品券発行の取組に対して助成した。
　交付件数　　　　５６件
　交　付　額　１６５，３２７千円

３　執　　行　　額 １６５，３２７，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　日本海側拠点港である京都舞鶴港において、国際海上コンテナ航路の拡充、国際フェリー
航路の利用促進及び外航クルーズの誘致に向けたソフト・ハード一体となった事業を推進す
ることにより、京都舞鶴港のゲートウェイ機能の強化を図る。

　指標：コンテナ取扱量　　目標：２０，０００TEU　　実績：１１，３０４TEU

２　施策の実施状況
茨　コンテナ２０，０００TEU実現事業
　航路の拡充、貿易の拡大等を図るため、一般社団法人京都舞鶴港振興会が行うポート
セールス等の事業に対して助成した。
　ア　コンテナ貨物等の集荷及びポートセールスの実施
　　　コンテナ取扱量　令和５年　１１，３０４TEU

和装需要喚起支援事業
（染織・工芸課）

地域商業活性化支援事
業
（中小企業総合支援課）

京都舞鶴港日本海側拠
点機能推進事業
（経済交流課）



―１８５―

　イ　京都舞鶴港トライアル利用促進特別支援事業の実施
　北近畿に立地する事業者を中心に外国貿易貨物の京都舞鶴港でのトライアル利用を促
すため、貿易取扱事業者の取扱コンテナに対して助成した。

　　　支援状況　１１，３００TEU
　ウ　京都舞鶴港港湾運送事業者支援補助事業の実施

　原油価格・物価高騰等の影響により厳しい経営状況にある中小港湾運送事業者の経営
効率化のため、省エネ化や自動化に係る設備投資に対して助成した。

　　　交付件数　　　２件
　　　交 付 額　２６，０１３千円
芋　日韓露国際フェリー航路利用拡大事業
　日韓露国際フェリー航路の利用拡大を図るため、展示会出展等を実施した。
鰯　国際クルーズ誘致事業
　「環日本海クルーズ推進協議会」への参加による日本海側諸港との連携強化のほか、京都
舞鶴港クルーズポータルサイトや専門誌を活用した情報発信、船社等のキーパーソン招聘
等により誘致活動を行った。
允　京都舞鶴港クルーズ誘致強化事業
　京都舞鶴港発着クルーズの集客のため、クルーズ船社と共同で広告記事の掲載を実施す
るとともに、クルーズ見本市への参加等により寄港拡大のためのPR活動を行った。

印　貿易振興対策事業
　京都舞鶴港の振興を図るため、貿易関係団体への助成や対岸諸国等との連携によるポー
トセールス、港湾関連用地への物流関連企業等の誘致等を実施した。

３　執　　行　　額 １４０，５１３，０５０円　　　　
 （うち補助金　１３４，１３６，８０４円）　

       １　施策の趣旨等
　公益財団法人京都産業２１を通じて、産業の分業体制を支える中小企業の担い手不足、社会
の諸課題や経済情勢の著しい変化に対応するため、経営資源の共有化による企業間連携ビジ
ネスの創出に向けて、企業間連携グループの形成から連携ビジネスの実践まで一貫支援を行
う。

　指標：プロジェクト創出件数　　目標：１０件　　実績：１７件

２　施策の実施状況
　企業間連携グループの形成から連携ビジネスの実践まで一貫支援する助成事業を実施し
た。
茨　連携体制構築コース
　グループ形成に向けた連携ルール策定や事業計画策定のための市場調査、試作品開発等
の取組に要する経費の一部を助成した。
　　交付件数　　　　１２件

共創型ものづくり等支
援事業
（産業振興課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１８６―

　　交 付 額　　５２，８０８千円
芋　連携事業実践コース
　経営資源の共有化による企業間連携ビジネスの実践に向けた生産技術開発や販路開拓等
の取組に要する経費の一部を助成した。
　　交付件数　　　　５件
　　交 付 額　　８０，９９２千円

３　執　　行　　額 １４０，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「北部産業創造センター」及び「丹後・知恵のものづくりパーク」を核に、北部地域におけ
る中小企業の技術の高度化やものづくり人材の育成、新分野展開に向けた取組等を支援する
ことにより、北部地域の産業振興を推進する。

　　　　　　　指　標　　　　　　　　　目　標　　　　　実　績
　技　 術　 相　 談　 件　 数　　　　　５００件　　　　　　７６１件
　機　 器　 貸　 付　 件　 数　　　　　７２０　　　　　　　８７０
　人材育成研修の延べ受講者数　　　　１，０００人　　　　　２，１２０人

２　施策の実施状況
茨　北部産業創造センター推進事業
　中丹地域をはじめとする北部ものづくり企業の活性化を図るため、「北部産業創造セン
ター」において、中小企業の技術力の強化・高度化への支援を実施した。
　　企業相談実施数　　　３９９件
　　各種機器の貸付　　　８７０
　　各種機器及び技術開発に関する中小企業向けセミナーの開催　３８回　延べ９９６人
芋　北部産業活性化拠点・京丹後推進事業
　丹後地域の地場産業の一層の成長と次世代の産業振興を図るため、「丹後・知恵のものづ
くりパーク」において、ものづくり人材の育成・確保や中小企業の総合支援を行い、丹後
地域をはじめとする北部地域の産業振興を推進した。
　ア　京都・丹後ものづくり等人材育成推進事業

　地域企業の課題を解決するための技術・経営相談、機器の貸付及びものづくり技術者
の育成とその高度化のための各種人材育成研修等を実施した。

　　　企業相談実施数　５，４１７件
　　　各種機器の貸付　２，１５１
　　　各種機器及び技術開発に関する中小企業向けセミナーの開催　３７回　延べ１，１２４人
　　契　丹後基盤技術担い手育成事業

北部産業活性化推進事
業
（産業振興課）



―１８７―

　　　　工作機械基礎セミナー等　　　　２２講座　　延べ３９６人
　　形　研修実施支援事業
　　　　生産性向上セミナー等　　　　　９講座　　延べ３８１人
　　径　人材確保・流入促進事業
　　　　ものづくり基礎技術習得研修等　６講座　　延べ３４７人
　イ　丹後・知恵のものづくりパーク運営費等補助金

　拠点の管理運営及び人材育成会議等に要する経費について、運営主体である公益財団
法人京都産業２１に対して助成した。

３　執　　行　　額 １０２，３６７，７４３円　　　　
 （うち補助金　５６，６２８，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　オープンイノベーションの基盤となる外国人起業家等が集積するダイバーシティの推進と
世界レベルの海外進出推進環境の整備により、グローバル・スタートアップ・エコシステム
を構築する。

　指標：スタートアップ企業設立数　　目標：３４件　　実績：３４件

２　施策の実施状況
茨　スタートアップ・ダイバーシティ推進事業
　ア　長期滞在型外国人起業家等誘致プログラム

　日本で起業予定の外国人起業家等を対象に、滞在期間中に生活及びビジネスの両面か
ら起業の支援を集中的に実施し、京都への定着を目指す誘致プログラムを実施した。

　　　参加者　６人
　イ　京都インターナショナルスタートアップセンターの設置

　海外人材の生活から起業・ビジネス展開まで一貫した支援を行うワンストップ相談窓
口「京都インターナショナルスタートアップセンター」を開設した。

　　　生活相談件数　　　　　　　　６４件
　　　ビジネスマッチング相談件数　１０
　ウ　「KYOTO, JAPAN IN DUBAI EXPO」の開催

　「KYOTO, JAPAN IN DUBAI EXPO」の開催を通じて、京都企業の海外事業展開を拡大
する取組を実施した。

　　　出展企業数　　　　９５社
　　　来 場 者 数　約１２，０００人
芋　グローバル・スタートアップイベント開催事業
　大規模国際スタートアップ・カンファレンス「IVS２０２３ KYOTO」を開催した。
　　参加者数　約１０，５００人（うち海外からの参加者数　約２，２００人）

３　執　　行　　額 ９９，３３４，３７２円　　　　
 （うち補助金　５９，６２８，０２０円）　

グローバル・スタート
アップ・エコシステム
構築事業

（ ）産業振興課
経済交流課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１８８―

       １　施策の趣旨等
　海外展開等の新規マーケット開拓や新商品開発等を総合的に支援することで、世界から注
目されるテキスタイル産地の形成や新事業の創出を促進する。

　指標：「KYOTO KOUGEI WEEK」での商談件数　　目標：１，０００件　　実績：２，４１８件

２　施策の実施状況
茨　テキスタイル創造開発プログラムの実施
　国内外のデザイナーやアーティストなどのクリエイティブ人材と染織産地が協力して行
う、高級ファッションやインテリア・建材市場などをターゲットとした新たな発想や感性
による商品開発を支援した。
芋　海外マーケットへの展開支援
　工芸にアート、デザインの要素も盛り込んで新たな展開を図る「KYOTO KOUGEI 
WEEK」実行委員会において、上海「KYOTO HOUSE」等での新たなビジネス展開や商談
会を開催した。
　　買取実現事業者数　１０７事業者　買付額　４７，４９５，２１６円
鰯　海外における高付加価値型常設店舗（Kyoto Concept Store）の開設
　「Made in Kyoto」の世界ブランド化を目指し、伝統産品やインテリア向け素材等を販売す
る高付加価値型常設店舗「Kyoto Concept Store」の開設を支援した。
允　「Kyo-Densan-Biz」を核とした総合支援
　令和４年度に開設した「Kyo-Densan-Biz」のコーディネーターが、京都の伝統産業事業
者の成長・発展を総合的に支援した。
印　新事業展開のための新商品開発等に対する助成
　伝統産業事業者のグループに対して、国内外のマーケットニーズに応じた新商品開発や
販路開拓等に要する経費を支援した。
　　交付件数　　　　　　７件
　　交 付 額　　１７，２１４千円
咽　｢HAORI｣の海外展開支援
　京都の和装の技術を活かした「HAORI」について、上海、ベルギーにおいてテストマー
ケティング等を実施した。

３　執　　行　　額 ９４，２１４，０００円　　　　

  （うち  

       １　施策の趣旨等
　金融機関、経営支援団体が一体となって構築した府内地域毎の支援体制を強化するととも
に、コロナ禍を乗り越えようとする中小企業等の事業継続を支援する。

伝統産業産地振興拠点
創出事業

（ ）染織・工芸課
経済交流課

委託料　４２，０００，０００円
負担金　２７，０００，０００ ）

金融・経営一体型支援
体制強化事業
（中小企業総合支援課）



―１８９―

　指標：各地域におけるネットワーク会議の開催回数
　目標：４００回　　実績：４１４回

２　施策の実施状況
　厳しい経営環境にある中小企業の経営改革に向け、金融と経営が一体となった伴走支援体
制を強化するため、金融機関と経営支援機関の橋渡しを行う特別経営指導員を配置するとと
もに、経営相談の充実強化のため、専門家派遣を実施した。
　特別経営指導員の設置人数　　１１人
　専 門 家 の 派 遣 回 数　　７４６回

３　執　　行　　額 ８５，８２７，７４４円　　　　
 （うち補助金　８５，５６４，９２４円）　

       １　施策の趣旨等
　スタートアップ創出から成長発展までステージに応じた支援を、国や京阪神と連携しなが
らオール京都で体系的に実施し、世界に伍するスタートアップの輩出を目指す。

　指標：スタートアップ企業設立数　　目標：３４件　　実績：３４件

２　施策の実施状況
茨　スタートアップ創出支援
　ア　起業創出プログラムの実施

　大学発、外国人、企業内など多様なスタートアップ企業を創出するためのプログラム
を実施した。

　　　プログラム数　　　　　　　８６件
　　　　　〃　　参加者数　　１，２２１人
　イ　アントレプレナー教育の実施
　　　小・中学生を対象とした起業家教育プログラムを実施した。
　　　参加チーム数　　６チーム
　　　参 加 者 数　　２６人
　ウ　外国人のスタートアップ支援窓口の運営

　外国人起業家、留学生が起業準備活動に必要な在留資格を得るための支援窓口を設置
した。

　　　相談件数　　　　　　　　　　　１１２件
　　　スタートアップ・ビザ取得件数　　６
　エ　アクセラレーションプログラムの実施
　　　新事業の創出を集中的に支援するアクセラレーションプログラムを実施した。
　　　参加チーム数　　２チーム
　オ　社会課題解決の取組への助成

　社会課題の解決に資することを目的に、AIやIoT等のスマート技術を活用した新しい

起業するなら京都・プ
ロジェクト推進事業
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施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１９０―

　　サービスや技術の開発を行うスタートアップ企業等に対して助成した。
　　　交付件数　　　　　３件
　　　交 付 額　　　５，８４４千円
　カ　iPS細胞関連等研究開発支援

　ふるさと納税制度を活用したクラウドファンディング等により広く寄附を募り、今後
の需要拡大が見込まれるiPS細胞関連の産業化に向けて、公益財団法人京都大学iPS細胞
研究財団等に対して財政支援を行った。

　　　寄　附　額　　　２６，２８０千円
芋　スタートアップ・エコシステム推進体制整備
　一般社団法人京都知恵産業創造の森をハブに、京都スタートアップ・エコシステム推進
協議会、大阪・ひょうご神戸コンソーシアムと連携し、スタートアップ・エコシステムの
形成を促進した。
　　京都スタートアップ・エコシステム推進協議会開催回数　１回
　　京阪神連携プログラム件数　　　　　　　　　　　　　　１３件

３　執　　行　　額 　８５，１１３，１１３円　　　　
 （うち負担金　７０，７４４，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　「けいはんなオープンイノベーションセンター（KICK）」への、多彩な共同研究プロジェク
ト集積等を目的とした取組を推進する。

　指標：KICKにおける共同研究プロジェクト数　　　目標：２０件　　実績：２５件

２　施策の実施状況
茨　KICKへのプロジェクト等の集積を促進するため、国内外の研究者をはじめ企業や大学
等に対するプロモーションを実施した。
　　プロジェクトの集積数　２５件
芋　KICKについて、公益財団法人京都産業２１への無償貸付を行い、その管理運営を助成する
とともに、現行機能の維持・回復に必要な修繕等を実施した。

３　執　　行　　額 ７８，２７０，４４２円　　　　

  （うち  

けいはんなオープンイ
ノベーションセンター
活用推進事業
（産業振興課）

委託料　２３，７６０，０００円
補助金　５３，３１１，４４２ ）



―１９１―

       １　施策の趣旨等
　ジェトロ海外事務所や「京都倶楽部」等による海外ネットワークを確立し、京都海外ビジ
ネスセンターを拠点に、海外販路開拓や外資誘致などを戦略的に推進する。

　指標：新たに設置した「京もの海外常設店・コーナー」設置数（累計）
　目標：３５店　実績：３５店

２　施策の実施状況
茨　「京都倶楽部」連携事業
　世界の主要都市における現地の情報収集等を行う京都人ネットワークを活用し、現地の
情報収集や京都情報の発信を行った。
設立都市　ニューヨーク、シアトル、ロサンゼルス、台北、高雄、香港、北京、上海、

蘇州、深圳、ソウル、クアラルンプール、シンガポール、バンコク、ハノイ、
ミラノ、フィレンツェ、ミュンヘン、パリ、ロンドン

芋　海外物産展等開催事業
　海外高級百貨店等海外小売店やレストランと連携し、京都物産展やPOP-UPショップ開
設等の販促プロモーションを通して、継続的な販売先を拡大する取組を展開した。
　　（対象国・地域）

中国、香港、台湾、シンガポール、タイ、マレーシア、アラブ首長国連邦、イタリア、
スペイン、フランス、ベルギー

　　成約件数　　　４２２件
鰯　バイヤー招聘事業
　　世界各国のインポーター・小売店等のバイヤーとオンライン商談会を実施した。
　　（対象国・地域）
　　中国、アメリカ、イギリス
　　成約件数　　　　３４件
允　越境EC推進事業
　海外向けネットショップを活用し、中国を中心とした富裕層に伝統工芸品等の逸品を紹
介・販売した。
　　販　売　額　７６，０４０千円
印　中国サポートデスク運営事業
　　京都産品の販路開拓支援を実施した。
咽　ジェトロ京都運営事業
　オール京都（府・市・商工会議所等）でジェトロ京都貿易情報センターの運営を支援す
るとともに、府内企業の貿易相談対応や海外進出支援、海外販路開拓（商談会、セミナー
開催等）を実施した。

３　執　　行　　額　　　 ５４，４９０，０５９円　　　　
 （うち補助金　５３，７０４，０００円）　

「Kyoto Japan」海外戦略
プロジェクト事業
（経済交流課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１９２―

       １　施策の趣旨等
　伝統産業の次世代を担う若手職人の育成を図るとともに、新分野展開等に取り組む意欲あ
る事業者を支援するため、商品開発から国内外の販路開拓までを伴走型で一貫支援する。

　指標：マーケットイン型産業への変革を推進するための支援件数
　目標：１００件　　実績：１０８件

２　施策の実施状況
茨　京ものクオリティ市場創出事業
　国内外での販路開拓を目指す事業者が、国内外の市場に精通したプロデューサー等との
連携の下、海外の販売代理店を通じたマーケット開拓、マーケットニーズを踏まえた商品
開発の支援、海外市場向け販路開拓やEコマースを活用した伝統工芸品の販売促進を実施
した。
　　支援件数　５６件
芋　次世代職人育成事業
　ア　職人アカデミーの開催

　専門家によるコーチングを通じて、伝統工芸の技術を活かした新たなビジネスや商品
開発を自ら発案・企画できる人材を育成した。

　　　プログラム数　　　１４件
　　　参 加 者 数　延べ９８人
　イ　京もの愛用券の販売

　京都の伝統工芸品等を掲載したネットカタログ「京もの愛用券」を通じて、「京もの」の
需要創出・販路拡大を図った。

　　　販売実績　　　　２，１５８千円
鰯　丹後・西陣織産地活性化事業
　広幅を中心とする織物職人の育成や、関連する工程、織機調整等の研修を織物・機械金
属振興センター及び西陣織工業組合において実施した。
　　受講者数　　　　延べ５１４人
允　新堀川魅力創造事業
　堀川新文化ビルヂングを活用し、伝統工芸品の作品展やワークショップを開催した。
　　作品展等の開催回数　３０回
印　文化財保存修復推進事業　　　　　　
　伝統工芸に携わる職人等に対して、伝統産業技術の継承や文化財の保存・修復に係る考
え方を広く周知するため、セミナーを開催した。
　　受講者数　　　　延べ８２人

３　執　　行　　額 ５３，９１６，８７３円　　　　
 （うち委託料　４２，２３２，２００円）　

次世代職人育成事業
（染織・工芸課）



―１９３―

       １　施策の趣旨等
　iPS、AI、ロボット等、今後の経済成長に不可欠な最先端技術分野において、国の研究機関
や大学、中小企業、ベンチャー等が参画する産学公連携プロジェクトを育成し、オープンイ
ノベーションの更なる推進により、新産業の創出、府内経済の活性化を図る。

　指標：プロジェクト創出件数
　目標：５件　　実績：６件

２　施策の実施状況
　公益財団法人京都産業２１を通じて、iPS、AI、ロボット等の最先端技術を用いるプロジェク
トの育成、事業化促進の取組に対して助成した。
　交付件数　　　６件
　交 付 額　５０，０００千円

３　執　　行　　額 ５０，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　映像を核としたクロスメディア産業の育成と府内への波及を図るため、産学公で設置した
「京都クロスメディアパーク推進会議」の下、拠点の整備、人材育成、国際ネットワークの
形成、府内に波及効果をもたらす事業を総合的に展開する。

　指標：映画・コンテンツ産業を担う若手クリエーターの育成人数
　目標：７０人　　実績：７７人

２　施策の実施状況
茨　産学連携拠点整備事業
　人材育成・技術承継・産学共同研究開発・中小ベンチャー育成支援等の機能をあわせ持
つ一大メディア産業拠点である「京都クロスメディアパーク」の形成に向け、産学連携に
よる事業実施や新産業創出のための情報交換等を行った。
　　令和５年５月２日～７月１６日　学生ゲームジャム　６７校２６４人参加
芋　クロスメディアクリエイター人材育成事業
　映画・映像、ゲーム等のクリエイターの制作活動支援等を通じて、コンテンツ産業を担
う若手クリエイターの育成事業を実施した。
　　育成人数　７４人
　ア　KYOTO CMEX ２０２３開催事業

　京都が持つポテンシャルを国内外に発信するとともに、クリエイターの国際的な交
流、次世代のコンテンツ産業を支える人材育成等を推進するため、オール京都のコンテ
ンツ振興イベントを開催した。

　　　開催時期　令和５年６月～令和６年３月

次世代地域産業推進事
業
（産業振興課）

京都クロスメディア
パーク整備事業
（産業振興課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１９４―

　　　開催場所　東映京都撮影所、松竹撮影所、京都文化博物館、オンライン　ほか
　　　参加者数　２，８５４，３１９人
　イ　京都太秦シネマフェスティバル開催事業

　太秦を基盤とした「コンテンツコミュニティ」の形成を図るため、歴史創作コンテン
ツファンが集い交流するイベントや子ども映画製作ワークショップ等を実施した。

　　　開催時期　令和５年１１月５日、１１月１８日～１１月１９日
　　　開催場所　東映太秦映画村
　　　参加者数　４，９１８人
　ウ　BitSummit Let’s Go!!

　日本のインディーゲームを京都から世界に発信するため、オンラインによる出展作品
の試遊体験及び開発者等との交流ができる展示・交流会を開催した。

　　　開催時期　令和５年７月１４日～７月１６日
　　　開催場所　京都市勧業館「みやこめっせ」、オンライン
　　　参加者数　２３，７８９名　　視聴回数　２，２７０，５８２回
鰯　国際ネットワーク形成事業
　京都ヒストリカ国際映画祭において国内外の関連する取組との連携強化及びネットワー
ク形成を図り、多彩なゲストによる上映作品の解説等を行うとともに、東京国際映画祭や
ヴェネチア国際映画祭と連携したマスターズセッションを実施した。
　　開催時期　令和６年１月２３日～１月２８日
　　開催場所　京都文化博物館、オンライン
　　参加者数　１，５２９人
允　映像産業等による府内活性化事業
　コンテンツの活用による地域活性化と他産業への波及促進を図るため、「ロケスポット
京都」運営事業においてオール京都体制で府内ロケ地の情報を一元的に発信した。
　　ロケ地登録数　５００件
印　京都デジタルアミューズメントアワード事業
　次代を担う若手コンテンツクリエイター等を表彰し、今後の制作活動を奨励するととも
に、優れた才能を有する若手コンテンツクリエイターを京都から世界に発信した。
　　受賞作品
　　京都デジタルアミューズメントアワード大賞１件
　　京都デジタルアミューズメントアワード賞　２

３　執　　行　　額 ３６，９２１，９００円　　　　

  （うち  委託料　　９，９９０，０００円
負担金　２５，７００，０００ ）



―１９５―

       １　施策の趣旨等
　コロナ禍を契機に、長年の課題であった産地の構造改革を推進するため、令和３年度に設
置した「シルクテキスタイル・グローバル推進コンソーシアム」を核として、西陣織・京友
禅・丹後織物の３産地が連携して、新たなマーケット開拓と産地を支える生産体制の再構築
を図る。

２　施策の実施状況
茨　新たなマーケット開拓
　ア　建材・インテリア市場参入支援

　京都のテキスタイル技術を活かした商品づくりによる建材・インテリア市場への参入
を支援した。

　　　支援企業数　　１５社
　イ　高級ファッション市場参入支援
　　契　ミラノウニカ等商談会出展
　　　　商談会出展に向けた海外貿易基礎講座や伴走支援等を実施した。
　　　　出展企業数　５社
　　形　京友禅サリーの販路開拓支援

　丹後ちりめんに京友禅の技術をあしらったインドの民族衣装「サリー」をインド・
在日インド人の富裕層向けに展開するため、販路開拓支援を行った。

芋　産地の生産体制の再構築
　丹後・西陣の織物産地における希少部品確保の取組等の実施により、持続可能な産地づ
くりを推進した。

３　執　　行　　額 ２６，２５２，４４９円　　　　
 （うち負担金　２３，４７２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　商店街の多機能化、多様な人材の集積及びネットワークの拡大を進めることで、商店街が
地域コミュニティの核となり、地域・個店と一体的に発展していくことを支援する。

　指標：それぞれの特性に応じたKPIを設定する商店街
　目標：５０商店街　　実績：２７商店街

２　施策の実施状況
茨　地域課題解決コミュニティ活性化事業
　ア　単独型
　　　商店街等が自ら地域課題を解決するために取り組む事業に対して助成した。
　　　交付件数　　　　１０件
　　　交　付　額　　９，０６３千円
　イ　子育て応援タイプ

伝統産業産地再構築事
業
（染織・工芸課）

新しい商店街づくり総
合支援事業
（中小企業総合支援課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１９６―

　商店街等が地域の子育て支援の拠点となる機能を整備する事業に対して助成した。
　　　交付件数　　　　２件
　　　交　付　額　　２，３０１千円
芋　商店街に関わる人材育成交流促進事業
　ア　商店街に関わる人材育成交流促進事業

　商店街関係者等が技能・技術を習得するための取組を支援した。
　　　交付件数　　　　１５件
　　　交　付　額　　２，１０３千円
　イ　商店街創生センター運営事業

　商店街創生センターが府内各商店街を訪問し、商店街の特性に応じた企画・事業づく
りや情報発信を支援するとともに、商店街の活性化に取り組む人とそれを応援する人と
の新たなネットワークづくりのためのフォーラム等を開催した。

　　　訪問回数　延べ３９８回
　　　情報発信　商店街等の情報をホームページやSNS等で発信
　　　商店街ネットワークサロンの開催　　　　　　　　４回
　　　商店街NOWの配信（オンライン）　　　　　　　　１１
　　　京都商店街創生フォーラムの開催　　　　　　　　１
　　　「商店街これかラボ」の開催　　　　　　　　　　５
　　　「商店街ジャンクション」の開催　　　　　　　　１

３　執　　行　　額 　２４，２２２，４９６円　　　　
 （うち補助金　１８，２０３，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　けいはんな学研都市において、スマートシティ・イノベーションシティの実現に向け、「ス
マートけいはんなプロジェクト」の取組を強化する。

２　施策の実施状況
　中小企業等の最先端技術を活用しスマート社会を推進するため、新たな技術連携に向けた
支援や自動運転等の実証環境を強化した。
茨　中小企業等を新たに加えた連携体制の構築
　ア　データ利活用推進のための京都ビックデータ活用プラットフォームの機能強化
　　　データ統合・連携基盤のサンプルデータ数　　６７件
　イ　コーディネータによるスマート関連技術の実装化支援

　国内外の企業とのネットワークを活かし、京都府の各スマートシティ関連事業への新
規企業の参画を支援するとともに、各企業の新規事業創出に向けた政策提案を行うなど
伴走支援を行った。

スマートけいはんな活
動強化事業

（ ）文化学術研究都市
推 進 課



―１９７―

芋　中小企業等の参画を促す新たな支援制度の創設
　中小企業等のスマートけいはんなプロジェクトへの参画に伴う技術実証に対して助成し
た。
　　交付件数　　　　４件
　　交 付 額　　１０，０１６千円

３　執　　行　　額 ２２，９７４，０００円　　　　
 （うち補助金　１８，１５４，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　スタートアップ創出から成長発展までステージに応じた支援を、国や京阪神と連携しなが
らオール京都で体系的に実施し、世界に伍するスタートアップの輩出を目指す。

　指標：スタートアップ企業設立数　　目標：３４件　　実績：３４件

２　施策の実施状況
茨　大型資金調達ピッチ会の開催
　　大型資金を調達するために首都圏等の投資家等を招聘したピッチ会を開催した。
　　開 催 回 数　　７回
　　登壇企業数　　７２社
芋　協業獲得ピッチ会の開催
　　協業パートナーを獲得するために事業会社等を招聘したピッチ会を開催した。
　　開 催 回 数　　３回
　　登壇企業数　　４５社

３　執　　行　　額 　２０，９２９，０００円　　　　
 （うち負担金　１０，１８０，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　戦略的で一元的な広報や企業誘致推進体制の構築、産学公が連携し行う新技術の社会実証
実験の支援、けいはんな学研都市の研究機関との連携を推進する。

２　施策の実施状況
茨　産業創造リーディングゾーン戦略的広報発信事業
　リーディングゾーンの情報を一元的に集約し、発信していくための特設サイトを開設し
た。
芋　リーディングゾーン誘致推進費
　海外とのネットワークを持つリーディング推進員が外国企業やスタートアップへの訪問
活動を実施するとともに、京都のビジネス環境や支援制度を発信するためのセミナーや府

世界に伍するスタート
アップ支援事業
（産業振興課）

産業創造リーディング
ゾーン総合推進事業
産業労働総務課
産 業 立 地 課 　　　　　　　　 
経 済 交 流 課
文化学術研究都市
推 進 課

　
　

兼
献
献
献
献
験

　
　

券
献
献
献
献
鹸



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１９８―

内で事業展開を計画する企業との面談及び当該企業へのフォローアップを実施すること
で、リーディングゾーンへの誘致を推進した。
　　オンラインセミナー実施回数　　　　２回　参加者数　４６人
　　面談及びフォローアップ実施企業数　４社
鰯　リーディングゾーン新展開実証支援事業
　　産学公が連携して行う新技術の社会実証実験を実施するプロジェクトを支援した。
　　交付件数　　　１件
　　交　付　額　１０，０００千円
允　けいはんな産学公連携産業創造事業
　学研地域の研究成果を府内各地へ波及するため、公益財団法人関西文化学術研究都市推
進機構へ専任コーディネーターを配置し、大学や研究機関と企業等とのマッチングを実施
した。
　ア　けいはんな学研都市「大学・研究機関」共創会議の開催

　大学・研究機関が一堂に会して意見交換し、連携・共創によるイノベーションを促進
した。

　　　開催回数　１回
　　　参加者数　２２人
　イ　フォーラムやセミナーの実施
　　　フードテックや先端シーズ等に係る情報発信や交流を促進した。
　　　実施回数　　　　４回
　　　参加者数　延べ２１２人
　ウ　産学連携マッチングサイト「けいはんなLink」の充実
　企業向けに研究者の情報を発信する「けいはんなSciencepedia」を掲載した。

３　執　　行　　額 １９，２００，０００円　　　　

  （うち  

       １　施策の趣旨等
　原油価格の高騰等により、電力・ガス等のエネルギー価格が値上がりしたことに伴い、伝
統産業の産地組合等の事業継続に大きな影響を与えていることから、エネルギー価格高騰に
対する負担を軽減し、地域産業の事業継続を支援する。

２　施策の実施状況
　電力・ガス・重油等のエネルギーを大量に使用して事業を行う伝統産業の産地組合等に対
して、生産・加工工程に要する燃料費を支援した。
　交付件数　　　３件

補助金　１４，０００，０００円
負担金　　５，２００，０００ ）

伝統産業事業継続支援
事業
（染織・工芸課）



―１９９―

　交 付 額　１７，１１４千円

３　執　　行　　額 １７，１１４，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　伝統と文化のものづくり産業振興条例に基づき、和装・伝統産業の基盤づくり（ひとづく
り、環境づくりの展開）を積極的に推進する。

　指標：貴重な文化資料の復元新調数　　目標：４件　　実績：３件

２　施策の実施状況
茨　ひとづくり
　　京都未来の匠「技の継承」事業
　京の名工等と若手職人が協働して行う祇園祭や社寺等の貴重な文化資料の復元新調事業
に対して助成した。
　　交付件数　　　３件
　　交　付　額　８，９４２千円
　　事業内容　大船鉾屋形の復元新調ほか
芋　環境づくり
　　「京の伝統・食と文化」魅力発信事業
　府内地場産品の普及宣伝及びその需要開拓を図るため、府内の異業種の組合等が共同で
開催する物産展に対して助成した。
　　開催期間　令和５年８月１６日～２０日
　　開催場所　ジェイアール京都伊勢丹
　　出　店　数　７２社（工芸２１社、食品５１社）
　　参加者数　３４３，０００人

３　執　　行　　額 １６，４４１，０８０円　　　　
 （うち補助金　１６，２４２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　ICTや環境・エネルギーなどスマートシティに関する多面的な産業の知見や技術に関する
国際会議をけいはんな学研都市等で継続的に実施し、国際的なビジネス交流を促進するとと
もに、学研都市を内外に広く発信する。

　指標：スマートシティエキスポへの参加者数
　実績：延べ１２，５００人

匠の公共事業

（ ）染織・工芸課
観 光 室

京都スマートシティエ
キスポ２０２３・国際シン
ポジウム開催事業

（ ）文化学術研究都市
推 進 課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２００―

２　施策の実施状況
　京都企業等の技術PRやビジネス交流等を促進・支援するため、「京都スマートシティエキ
スポ２０２３」を開催した。
　開催期間　令和５年１０月５日、６日
　テ ー マ　「安寧で持続的な未来を創る地域と産業」
　内　　容　展示会、スマートシティセミナー（講演）、全国自治体交流シンポジウム等
　参加者数　延べ１２，５００人

３　執　　行　　額 １４，８４５，４００円　　　　
 （うち負担金　１３，７７７，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　国内外のスタートアップ企業や脱炭素関連企業の集積を図るため、大企業・自治体・住民
とスタートアップ企業等が共創し、ゼロカーボンまちづくりを実現する「ZET-valley」の形
成を推進する。

２　施策の実施状況
茨　ZET-valley先導拠点調査検討
　脱炭素関連技術を組み合わせた共創プロジェクトを創出するオープンイノベーション拠
点として必要な機能、設備等を検討した。
　ア　先導拠点の基本構想について検討する勉強会の開催
　　　開催回数　　２回
　　　参加者数　各１２人（向日市、西日本旅客鉄道株式会社、株式会社京都銀行）
　イ　府内の大企業や大学、自治体関係者等に対する取組状況報告会の開催
　　　開催回数　　２回（うち１回オンライン）
　　　参加者数　　７３人
芋　脱炭素技術の共創プロジェクト創出
　ア　「ZET-summit」の開催

　国内外の脱炭素関連スタートアップ企業と大企業等との交流や、産学公の関係者が一
堂に会して京都のまちづくり・地域産業への技術導入に向けた提案・検討等を行う場と
して「ZET-summit」を開催した。

　　　参 加 者 数　２，５０７人
　　　マッチング数　　１２６件
　イ　「ZET-college」の開講

　いくつもの学問分野、産業分野にまたがる脱炭素の課題を総合的な知見及び柔軟な発
想で解決できる人材を育成する「ZET-college」を開講した。

　　　開 催 回 数　　　２回（オンライン）

ZET-valley推進事業
（産業振興課）



―２０１―

　　　参 加 者 数　　２３４人

３　執　　行　　額 　１３，９５５，０００円　　　　
 （うち負担金　１１，１４０，２３０円）　

       １　施策の趣旨等
　コロナ禍による大幅な需要の減少に加え、エネルギー・原材料の価格高騰の長期化を受け、
厳しい経営状況にある和装産業の振興を図るため、京都の和装技術を活用した「京友禅サ
リー」や「HAORI」の海外販路開拓を支援する。

２　施策の実施状況
　「京友禅サリー」や「HAORI」について、海外販路開拓に必要となる商品の試作費や海外
展示会への出展等に係る経費を助成した。
　交付件数　　　　　２６件
　交 付 額　　　　６，７６２千円

３　執　　行　　額 ８，７６２，０００円　　　　
 （うち補助金　６，７６２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　ICT等の最新技術を用いて都市・地域の機能やサービスを効率化・高度化し、生活の利便
性や快適性を向上させるとともに、持続的に発展する新たな社会システムとイノベーション
を創出し、人が主役で安寧な社会づくりを図る。

２　施策の実施状況
茨　「京都ビッグデータ活用プラットフォーム」による官民連携の推進
　大学・研究機関、企業、行政等が参画する官民連携のプラットフォームである「京都ビッ
グデータ活用プラットフォーム」において、データの利活用を促進し新たなサービスの創
出や事業連携を通じ、地域課題の解決や産業活性化を図るため、課題を共有するコミュニ
ティや実証・事業化に向けたワーキンググループ活動への支援及びセミナー等を実施した。
　　全体会議開催回数　　　　　　　　　　　２回
　　　　　　参加者数　　　　　　　　　　　１２９人
　　セミナー開催回数　　　　　　　　　　　１回
　　　　　　参加者数　　　　　　　　　　　５１人
　　コミュニティ支援数　　　　　　　　　　６グループ
　　実証・事業化ワーキングループ支援数　　５
芋　デジタル技術を駆使したスマートシティの実現
　健康データや移動データなどの複数分野のデータを連携・活用するためのデータ連携基

伝統産業海外販路開拓
支援事業
（染織・工芸課）

ビッグデータ活用推進
事業

（ ）文化学術研究都市
推 進 課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２０２―

盤を運用し、健康増進・消費促進等を図るスマートライフサービスを提供した。

３　執　　行　　額 ７，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府北部地域におけるものづくり産業の支援を担う中核拠点として、「丹後・知恵のものづく
りパーク」の機能を強化し、地域の課題である製造業の人材育成・確保等を推進する。

２　施策の実施状況
茨　人材育成の強化及び新事業創出の促進
　地域の中小企業が持つ課題の解決や技術の高度化を推進するため、人材育成の強化や
オープンイノベーションの更なる促進を図った。
　ア　VR技術を活用した効率的な先端的疑似操作体験研修の実施
　　　研修回数　　　　１３回
　　　参加者数　　延べ２５５人
　イ　未経験者向けの３次元CAD研修等の実施
　　　研修回数　　　　３回
　　　参加者数　　延べ１８人
　ウ　交流スペースを活用した産学公連携による研修、会議、商談会等の実施
　　　交流スペース利用者数　延べ２，３８１人
芋　中小企業支援のための機器の更新
　　北部地域のものづくり企業支援に必要なCADソフトの更新等を実施した。

３　執　　行　　額 ６，７９８，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　けいはんな学研都市に集積する企業・研究機関・大学等が核となり、産産・産学連携や研
究成果の共同利用を通じた企業の新製品・サービスの実用化等をサポートする仕組みを構築
し、府内企業のオープンイノベーション（外部の技術・知識を活用した研究開発）を促進し、
新事業・新産業創出を図る。

　指標：けいはんなR&Dイノベーションコンソーシアムの参画企業・研究機関数
　目標：６０企業・研究機関　　実績：１２４企業・研究機関

２　施策の実施状況
茨　「RDMM支援センター」の運営

丹後・知恵のものづく
りパーク機能強化事業
（産業振興課）

けいはんな高度イノ
ベーション創出事業

（ ）文化学術研究都市
推 進 課



―２０３―

目　　的　企業や研究機関、大学等の連携を基軸に研究開発から事業化までワンストッ
プで支援する。

機　　能　知財調整・利害調整による産官学連携の加速、人材育成・人材交流等の促進
活動実績　ア　人材育成プログラム（ナノテクノロジー高度人材育成プログラム等）の

提供
イ　住民参加による新事業創造のためのサポーター組織（Clubけいはんな）

の運営（会員数３，５７１人）
ウ　「公道走行実証実験プラットフォーム」（K-PEP）を運営し、自動運転に

係る実証実験等を実施
芋　「けいはんなR&Dイノベーションコンソーシアム」の運営

目　　的　産官学連携、異業種連携プロジェクトを、オープンイノベーションを基軸と
して推進する。

参加企業　１２４企業・研究機関
機　　能　各種セミナー・ワークショップの開催、新事業創出に向けたワーキングの実

施
活動実績　３７会員、５９人が「新テーマ創出」、「農・食」、「健康」、「モビリティ・エネル

ギー」の４分野のWG活動に参画し、新事業開発プロジェクトの創出に向け活動
鰯　グローバル連携の推進

目　　的　ASEAN、IORA（環インド洋連合）との新産業創出・イノベーション連携プラッ
トフォーム（AIJ-PF）や、海外サイエンスシティとの包括連携協定により、
事業連携を進める。

活動実績　AIJ-PFや包括連携協定に基づき、けいはんな学研都市の視察受入や情報交換
を実施

３　執　　行　　額 　６，６０１，０２４円　　　　
 （うち補助金　５，３８５，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　アニメ・ゲームなどのコンテンツを生み出し続けてきた京都・太秦に、コンテンツ関連企
業に加えて、メタバース、WEB３．０などのDX・ICT関連企業の集積を図り、教育・ものづく
り・医療・観光など様々な分野において世界をリードする次世代産業を創造する国際的な
オープンイノベーション拠点を形成する。

２　施策の実施状況
　太秦エリアにおいて、新たな産業創造拠点として情報関連産業に特化した都市型のリサー
チパーク形成を目指す。
茨　太秦メディアパーク調査検討
　コンテンツ関連企業と異業種との交流・共創・実証に向けて、「メタバース検討会・メディ
アパーク研究会」を開催し、集積企業のラボ、社会実装まで完結できるメディアパークの
具体化に係る調査検討を実施した。

太秦メディアパーク共
創拡大事業
（産業振興課）
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円円
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　　開催時期　令和６年３月７日
　　開催場所　ホテル日航プリンセス京都
　　参加者数　３３人
芋　融合プロジェクト創出、クリエイター人材育成
　コンテンツ関連企業とメタバース等の最新技術との融合プロジェクトの創出・実証やク
リエイター等の人材の育成を実施した。
　ア　太秦メディアパーク共創プロジェクト商品開発セミナー
　　　開催時期　令和６年３月７日
　　　開催場所　ホテル日航プリンセス京都
　　　内　　容　株式会社NHKエンタープライズ等を招いた商品化講座の開催
　　　参加者数　２６人
　イ　次世代クリエイター育成事業「キッズプログラミングカレッジ」
　　　開催時期　令和６年３月２３日
　　　開催場所　北部産業創造センター
　　　内　　容　同志社大学の学生が小学生にプログラミングを教えるイベントの開催
　　　参加者数　１９人
　ウ　クリエイティブサウンド京都事業
　　　開催時期　令和６年３月１６日、１７日
　　　開催場所　イオンモール京都
　　　内　　容　音声の新技術を活用した実証実験イベントの開催
　　　参加者数　延べ５０３人

３　執　　行　　額 ５，９５９，１９５円　　　　
 （うち負担金　５，０００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　京都産業の革新、新産業創出を推進するため、各リーディングゾーンにおける共同研究や
新商品開発、投資家との連携等の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　コンテンツ産業の経営革新や海外展開を支援するため、投資家等の協力を得てスタート
アップピッチ会を開催した。
　応募企業数　　３３社
　登壇企業数　　６

３　執　　行　　額 ５，０００，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

産業創造リーディング
ゾーン加速化事業
（産業振興課）



―２０５―

       １　施策の趣旨等
　海外における「京もの」の認知度と商材としての訴求力を向上させ、更なる輸出拡大を図
るため、府内産農林水産物・工芸品等の販売促進イベントを開催する。

２　施策の実施状況
　府内産農林水産物・工芸品等の需要が高い香港において、「京ものフェア」を開催した。
　開催場所　香港（ハイサンプレイス）
　開催期間　令和６年１月２６日～２月９日
　販売品数　９６商品

３　執　　行　　額 　２，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症や物価高騰等の影響により、厳しい経営環境にある中小企業者
等を資金面で支援するため、京都府及び京都市が金融機関と連携しながら、長期・固定金利
による中小企業融資制度を通じて、中小企業者等の経営の安定・強化を支援する。

２　施策の実施状況
　新型コロナウイルス関連融資制度に必要な金融機関への預託金及び利子補給を実施した。
　中小企業経営安定・強化等資金　　　　　　　７，５３５件 １４６，２５９，２０７，０００円　　　
　うち小規模企業おうえん資金　　　　　　　　１，４６１　 ７，７５９，４５０，０００　　　　
　　　あんしん借換資金（緊急枠）　　　　　　　　６５　　 １，６０７，０００，０００　　　　
　　　あんしん借換資金（セーフティネット枠）　　９　　　 ３２０，５００，０００　　　　
　　　新型コロナウイルス対応緊急資金　　　　　　１１　 ３８５，２００，０００　　　　
　　　（普通保証及びセーフティネット保証５号）
　　　災害対策緊急資金　　　　　　　　　　　　　１３　　　 ４０５，３９０，０００　　　　
　　　（セーフティネット保証４号）
　　　伴走支援型経営改善おうえん資金　　　　３，５８５　 ９０，１４５，３３９，０００　　　　
　　　（セーフティネット枠）
　　　伴走支援型経営改善おうえん資金　　　　　９０３　 ２０，５９７，１３２，０００　　　　
　　　（普通保証枠）
　　　開業・経営承継支援資金　　　　　　　　　２８９　　 １，８６５，１７７，０００　　　　
　　　一　般　資　金　　　　　　　　　　　　１，１７４　　 ２１，９６６，８３７，０００　　　　

３　執　　行　　額 １５４，４５６，７８０，９５５円　　　　
 （うち貸付金　１５０，０００，０００，０００円）　

京ものブランド輸出拡
大推進事業
（経済交流課）

３　中小企業振
興費
（Ｐ１５４）

１６０，２１６，２２８，０００
（１６０，８３０，１１０，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
  ９０６，４７１，０００
金融・経営一体
型支援体制強化
事業費
 ３３０，０００，０００
エネルギー高騰　 　　　　　　　 
等対策事業費
 ５３６，４７１，０００
貨物自動車運送
事業者等経営改
善支援事業費
 ４０，０００，０００

　       　　　　　　　
兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
験  　
　
 

           　

券
献
献
献
献
献献
献
献
献
献
献
献
鹸 　
　
 

１５７，７７６，１１８，８１４
（１５８，３８９，９４３，５５０）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ６，０２３，０１２，５８１
諸　収　入
 １５０，０００，０００，０００
一 般 財 源
 １，７５３，１０６，２３３

中小企業金融支援事業

（ ）中小企業総合支援課
産 業 立 地 課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２０６―

       １　施策の趣旨等
　商工会及び商工会議所が行う小規模事業者の経営又は技術の改善発達のための事業、商工
会連合会が行う商工会の運営指導事業及び京都府中小企業団体中央会が実施する中小企業等
協同組合等の活発化に対して助成するとともに、オール京都体制で「中小企業応援隊」によ
る経営改善等の取組を支援することにより、地域経済を支える小規模企業・中小企業の経営
安定と発展を推進する。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　目標　　　　実績
　中小企業応援隊による実訪問企業数　　２５，０００社　　１５，８８９社
　中小企業応援隊による延べ訪問件数　　５５，０００件　　４１，０２８件

２　施策の実施状況
茨　中小企業応援隊事業
　中小企業応援隊が中小企業や商店街等の強みや弱みを把握した上で、中小企業の経営安
定や発展を支援するため、訪問コンサルティングを実施した。
　ア　中小企業応援隊の概要

契　構　成　商工会、商工会議所、京都府商工会連合会、京都府中小企業団体中央会及
び公益財団法人京都産業２１の経営指導を担当する職員を応援隊員として委
嘱

　　形　隊員数　３０６人
　イ　令和５年度訪問件数等
　　　実訪問企業数　１５，８８９社
　　　延べ訪問件数　４１，０２８件
　　　（業種別内訳）
　　　　製造業　　　　１１，８９０件
　　　　建設業　　　　４，１３７
　　　　小売業　　　　９，５９９
　　　　卸売業　　　　１，９５０
　　　　サービス業　　１１，２５３
　　　　その他　　　　２，１９９
芋　商工会、商工会議所等育成等事業
　小規模事業者の経営改善等を推進する事業に対して助成した。
　ア　商工会及び商工会議所が行う小規模事業者のための経営改善普及事業
　　契　交付団体　京都商工会議所、京丹後市商工会など　２８団体
　　　　交　付　額　１，３９２，２８２千円
　　形　経営支援員の配置状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経営支援員
　　　　商　工　会（２０箇所）　　　　　　　　１０５人

中小企業総合応援事業
（中小企業総合支援課）



―２０７―

　　　　商工会議所（８　　）　　　　　　　　　８７
　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　１９２
　　径　活　動　状　況
　　　　経営改善等相談指導　　　　　　　３４，４７５件
　　　　創　業　指　導　　　　　　　　　　２，９３６
　　　　記　帳　指　導　　　　　　　　　　７，６４５
　　　　金融のあっせん　　　　　　　　　　　６８１　　あっせん金額　４，１３７，６７１，０００円
　　　　講習会・講演会等の開催　　　　　　１，４３０回
　　　　事業主の事務代行　　　　　　　　　３，０５８事業所
　　　　大都市対策特別普及振興事業　　　　　１件
　　　　地域振興推進事業　　　　　　　　　　１１
　　　　倒産防止対策事業　　　　　　　　　商工調停士の委嘱　２５人　相談件数　１６９件
　イ　京都府商工会連合会が行う運営指導事業
　　契　交付団体　京都府商工会連合会
　　　　交　付　額　１６０，９１２千円
　　形　商工会指導員等の配置状況
　　　　商工会指導員　　専門経営指導員　　　補助員　　　　　計　　
　　　　　　７人　　　　　　　４人　　　　　　　２人　　　　　１３人
　　径　活動状況
　　　　商工会現地指導　　　５０９回
　　　　研修会・講習会　　　　５５
　　　　広域センター指導　　２９５件
　　　　倒産防止対策事業　商工調停士の委嘱　６人　相談件数　１６件
鰯　中小企業団体中央会等育成指導事業
　中小企業等協同組合等の活発化を図るため、中小企業の組織化や組合等への指導・支援
事業に対して助成した。
　ア　交付団体　京都府中小企業団体中央会
　　　交　付　額　１５９，１５２千円
　イ　指導員等の配置状況
　　　巡回指導員　　労働指導員　　商店街指導員　　職員　　　計
　　　　　１４人　　　　　１人　　　　　　３人　　　　４人　　　　２２人
　ウ　活動状況
　　　協同組合等の設立・運営指導　　指導件数　４，９００件
　　　組合相談室の設置運営　　　　　相談件数　２，４７７
　　　地域産業実態調査事業　　　　　研究会開催件数　５回　実態調査　１件
　　　個別専門指導　　　　　　　　　１組合
　　　講習会・研究会の開催　　　　　開催件数　　３０回
　　　中小企業関連情報伝達事業　　　情報連絡員　４５人
允　知恵ビジネス成長支援事業
　高付加価値型京都産業の実現を図るため、京都商工会議所を中心とした「知恵ビジネス」



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２０８―

の啓発、育成及び発展に係る事業に対して助成した。
　ア　交付団体　京都商工会議所
　　　交　付　額　１０，０００千円
　イ　知恵－１グランプリの実施
　　　応募総数　２９件

３　執　　行　　額 １，７２５，７６７，４２１円　　　　
 （うち補助金　１，７２２，３４５，５６１円）　

       １　施策の趣旨等
　電力・ガス等のエネルギー価格が高騰する中、LPガスについては国の直接的な負担軽減策
がなく、利用者の負担が増加していることから、消費者向けの負担軽減の取組を実施する。

２　施策の実施状況
　LPガスの供給を受ける消費者の負担を軽減するため、販売事業者を通じてLPガス料金の
軽減を支援した。
　交 付 先　LPガス販売事業者
　交 付 件 数　　　２８１件
　交　付　　額　６５３，６１８千円
　支援世帯数　１９６，７２０世帯

３　執　　行　　額 ６９６，９９４，８５９円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　金融機関、経営支援団体が一体となって構築した府内地域毎の支援体制を強化するととも
に、コロナ禍を乗り越えようとする中小企業等の事業継続を支援する。

２　施策の実施状況
茨　中小企業知恵の経営ステップアップ事業
　中小企業等の成長段階に応じた販売促進・設備更新・コスト削減等の経営改善につなが
る取組や創業・第二創業を支援するため、中小企業応援隊による訪問コンサルティングを
通じた助成支援を実施した。
　　交付件数　　１，１８７件
　　交　付　額　２２４，４１３千円
芋　WITHコロナ・POSTコロナチャレンジ事業
　コロナ禍でのビジネスモデル転換等をよりきめ細かく支援するため、「WITHコロナ・
POSTコロナチャレンジ補助金」により、中小企業等の新事業展開、経営改善等に係る取

LPガス価格高騰対策
事業
（産業労働総務課）

金融・経営一体型支援
体制強化事業
（中小企業総合支援課）



―２０９―

組に対して助成した。
　　交付件数　　　３１０件
　　交　付　額　１６９，１５３千円
鰯　インボイス対応経営相談窓口設置事業
　インボイス制度移行に伴う経営相談窓口の設置・運営に係る経費を助成した。
　　交付団体　公益財団法人京都産業２１
　　交　付　額　１４，８８７千円
　　相談件数　　　１２７件

３　執　　行　　額 ４０８，４５２，５０８円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　燃料費高騰の影響を受ける府内の貨物自動車運送事業者等の事業継続を図るため、経営効
率化の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　府内の貨物自動車運送事業者等の経営効率化・省エネルギー化を図るため、事業者が行う
省エネ機器やシステム導入等の取組を支援した。
　交付件数　　　３４５件
　交　付　額　１５０，３７０千円

３　執　　行　　額 １５９，２０９，６３１円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　長引くコロナ禍に加え、原油価格・物価高騰等の影響を受けて厳しい経営環境にある中小
企業者等の経営改善を支援する。

２　施策の実施状況
　「伴走支援型経営改善おうえん資金」の融資を受け、経営改善に取り組む中小企業者等の信
用保証料負担を軽減するため、支援金を支給した。
　支給件数　　　６１９件
　支　給　額　９１，７８５千円

３　執　　行　　額 　１２０，１１９，５２１円　　　　

貨物自動車運送事業者
等経営改善支援事業
（産業労働総務課）

原油価格・物価高騰対
策緊急金融支援事業
（中小企業総合支援課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２１０―

       １　施策の趣旨等
　電力・ガス等のエネルギー価格が高騰する中、LPガス・特別高圧電力については国の直接
的な負担軽減策がなく、利用者の負担が増加していることから、中小企業等の経営効率化の
取組を支援する。

２　施策の実施状況
　LPガスや特別高圧電力を利用する中小企業等の経営効率化を図るため、省エネ機器やシス
テム導入等の取組を支援した。
　交付件数　　　１１９件
　交　付　額　４２，０５８千円

３　執　　行　　額 ７６，１３０，４４２円　　　　

  （うち  

       １　施策の趣旨等
　エネルギー価格高騰により、厳しい経営環境にある公衆浴場を経営する中小企業等の経営
効率化を図るため、魅力向上・集客力アップのための経営改善の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　府内の公衆浴場を経営する中小企業等に対し、利用者の利便性向上や新規利用者獲得等を
目的とした施設リノベーションなど、中長期の経営改善や新たなビジネスモデル構築に向け
た取組に係る経費を助成した。
　交付件数　　　１９件
　交　付　額　７０，２６４千円

３　執　　行　　額 ７０，３０４，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府内中小企業の円滑な事業継続・事業承継を支援するため、後継者候補となる中核人材の
確保等による第三者承継の支援、事業承継型M&Aに係る経費負担のための資金支援など、多
様な事業承継パターンに対応した総合的な支援を実施する。
　また、コロナ禍の影響等による企業の廃業や業況悪化企業の増加に対応するため、業界団
体等とも連携して事業承継支援を拡大する。

２　施策の実施状況
茨　中小企業事業継続・承継支援強化事業

LPガス・特別高圧電力
利用事業者経営改善支
援事業
（産業労働総務課）

委託料　２６，９２９，３６０円
補助金　４２，０５８，０００ ）

公衆浴場経営改善支援
事業
（中小企業総合支援課）

中小企業事業継続・承
継支援強化事業
（中小企業総合支援課）



―２１１―

　公益財団法人京都産業２１に設置する「京都中小企業事業継続・創生支援センター」にお
いて、中小企業の事業継続・事業承継を支援するため、産業支援機関、金融機関等の多様
な関係機関と連携し、後継候補者とのマッチング等を実施した。
　　相談件数　　　　　　　１，３０１件
　　マッチング成約件数　　　１０４
芋　事業承継支援拡大事業
　ア　業界連携・事業承継推進等事業費補助金

　廃業情報の把握や廃業意向企業の事業引継ぎ対策の検討に係る事業に対して助成し
た。

　　　交付団体　京都府中小企業団体中央会
　　　交　付　額　６，６６０千円
　イ　後継希望者向け登録サイトの開設

　厳しい状況を立て直せる人材の掘り起こしを強化するため、後継希望者向け登録サイ
ト（後継者マッチングプール）を開設した。

　　　後継希望者登録数　７７人
　ウ　M&A型事業承継支援補助金

　地域の中小企業を事業承継型M&Aにより引き継ぐに当たり必要となる経営管理シス
テムの再編・統合、事業譲渡契約の締結に関する専門家派遣などに係る経費に対して助
成した。

　　　交付件数　　　６件
　　　交　付　額　１，２３５千円
鰯　事業承継特別保証事業
　事業承継時に一定の要件の下で、経営者保証を不要とする信用保証制度を活用した融資
制度により、専門家の支援・確認を受けた場合に保証料を軽減する助成支援を実施した。
　　助成件数　３件

３　執　　行　　額 ５４，９１６，６７７円　　　　
 （うち委託料　４６，７４９，１６４円）　

       １　施策の趣旨等
　電力・ガス等のエネルギー価格が高騰する中、LPガス・特別高圧電力については国の直接
的な負担軽減策がなく、利用者の負担が増加していることから、中小企業等の経営効率化の
取組を支援するとともに、消費者向けの負担軽減の取組を実施する。

２　施策の実施状況
　LPガスや特別高圧電力を利用する中小企業等が行う省エネ機器やシステム導入等の取組
への支援体制を整備した。

３　執　　行　　額 ３，５２８，８００円　　　　
 （委託料）　　　　　

エネルギー高騰等対策
事業
（産業労働総務課）
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       １　施策の趣旨等
　中小企業等の情報セキュリティを強化するため、専門家の派遣に必要な経費を支援すると
ともに、サイバー犯罪への対処能力を向上させることにより、被害の拡大防止を推進する。

２　施策の実施状況
　専門家を派遣し、情報管理の安全性や、セキュリティ向上に向けた相談・助言等を実施した。
　相 談 企 業 数　２９社
　専門家派遣回数　６０回

３　執　　行　　額 ３，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号で被災した中小企業者の設備等の再建に対し、中小企業応援隊による伴
走支援により、早期の復旧・復興を図る。

２　施策の実施状況
　令和５年台風７号により被災した設備の更新や機器の修繕等に係る経費に対して助成した。
　交付件数　　　８件
　交　付　額　　９１４千円

３　執　　行　　額 ９１４，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

 ２　観　　光　　費

         １　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた府内旅行業界の需要喚起を図るため、感染状況
を見極めつつ、旅行への割引支援等を実施する。

２　施策の実施状況
　府内旅行に対する割引及びクーポン券発行に要する経費を助成した。
　交付件数　　　　４４，０８４件
　交　付　額　　９，３４７，４４７千円

３　執　　行　　額 １１，２１７，８７２，５７７円　　　　
 （補助金）　　　　　

サイバーレジリエンス
強化対策事業
（産業振興課）

中小企業等復興支援事
業
（中小企業総合支援課）

１　観　　光　　費
（Ｐ１５８）

１２，５９１，３１５，０００
（１２，９５３，６６０，０００）

１１，６８１，７４３，７９０
（１２，０３９，１９２，４３８）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １１，４７９，５９２，１０２
寄　附　金
 ５００，０００
一 般 財 源
 ２０１，６５１，６８８

きょうと魅力再発見旅
全国展開事業

（観 光 室）
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       １　施策の趣旨等
　物価高騰、人手不足等様々な影響を受けている宿泊事業者の事業継続を図るため、宿泊事
業者が実施する生産性向上に向けた取組を支援する。

２　施策の実施状況
　府内の宿泊事業者が行う生産性向上に資する取組に対して助成した。
　交付件数　　　４０１件
　交　付　額　１９２，２９２千円

３　執　　行　　額 ２１２，６６７，５４５円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　観光庁の候補DMOに登録されたことを契機に、多様な関係者と協働し、京都の観光地域づ
くりを広域的な視点から推進する公益社団法人京都府観光連盟におけるデータ収集・分析に
よる効果的なプロモーションや、京都観光を支える受入基盤強化の取組を推進する。

２　施策の実施状況
　京都府域の観光振興を図るため、京都府観光連盟が行う事業に対して負担金を支出した。
茨　観光統計調査・データ分析
　観光施策推進の基礎となる統計調査を実施するとともに、効果的なプロモーションを行
うために外国人・日本人観光客のニーズ等の分析を実施した。
芋　メディア連携プロモーション
　情報発信力の強いメディアを活用し、府域情報の掲載依頼や編集タイアップを行うこと
により、京都の旬の魅力を全国に発信した。
　ア　雑誌社と連携した観光情報発信
　　　記 事 数　　　　３本
　　　発刊部数　１４５，０００部
　イ　テレビ番組を活用した観光情報発信
　　　放映期間　令和５年４月２２日～令和６年３月２３日
　　　放映回数　１８回
　ウ　SNS（インスタグラム、Facebook）を活用した観光情報発信
鰯　首都圏における情報発信拠点の運営
　東京における観光情報発信拠点「京都府観光案内所・東京」において、「もうひとつの京
都」の魅力を積極的に発信し、観光誘客を促進した。
　　名　　称　京都府観光案内所・東京（KYOTO tourist information center・TOKYO）
　　場　　所　東京都千代田区丸の内　丸の内トラストタワーN館１階　TIC TOKYO
　　営業時間　１０：００～１９：００（年中無休・年末年始を除く）
　　業務内容　・京都府専用コンシェルジュの配置
　　　　　　　・スカイプ連携による観光案内

宿泊業生産性向上対策
事業

（観 光 室）

京都府観光連盟DMO
推進事業

（観 光 室）
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　　　　　　　・パンフレット・チラシの配架、ポスターの掲示
　　　　　　　・館内モニターでの観光プロモーション映像の放映
　　来館者数　３０７，３３４人
允　京都・かぐや姫観光事業
　「竹の里・乙訓」地域をはじめとする「もうひとつの京都」エリアにおいて、地域の賑わ
い創出や情報発信により、広域的な周遊観光を推進した。
　ア　ツーリズムEXPOジャパン２０２３への出展

　「もうひとつの京都」をテーマに、竹の里・乙訓への誘客を促進するため、ツーリズム
EXPOジャパン２０２３へ出展した。

　　　開催期間　令和５年１０月２６日～２９日
　　　開催場所　インテックス大阪
　　　来場者数　１４８，０５０人
　イ　有料シャトルバスに係る広報の実施

　背割堤さくらまつりに合わせたさくらであい館と阪急西山天王山駅を結ぶ有料シャト
ルバスに係る広報を実施した。

　　契　ラジオスポット広報
　　　　放送期間　令和６年３月１６日～３月２４日
　　　　放送回数　６３回（１日７回×９日間）
　　形　番組内パブリシティ広報
　　　　放送日時　令和６年３月１６日～３月２４日
　　　　放送回数　４回
　ウ　メディアとの連携による情報発信
　　　竹の里・乙訓とお茶の京都エリアの社寺等の情報を発信した。
　　　記事数　１社１本
　エ　台湾向け周遊ツアー開発
　　　竹の里・乙訓及び京都市西京区を周遊するツアーを開発した。
　　契　モデルコースの造成
　　　　造成件数　２コース
　　形　旅行会社へのモニターツアーの実施
　　　　参加者数　５社
　　径　インフルエンサーによるSNSでの情報発信
　　　　発信回数　１５回
　　恵　旅行会社向け商談会の開催
　　　　実施回数　２回
　　　　参加者数　６２人
印　海外プロモーション
　海外からの訪日誘客及び府域周遊に向けて、アジアや欧米豪をターゲットに、観光プロ
モーション等を実施した。



―２１５―

　ア　海外からの誘客促進事業
　　契　アジアからの誘客促進

　海外における府情報発信拠点の設置、SNS等を活用した情報発信や市場別海外プロ
モーション等を実施した。

　　　・海外情報発信拠点の設置　１箇所（台湾）
　　　・府文化観光大使や訪日観光メディアを活用した観光情報の発信　２回（台湾）

・インフルエンサーや訪日観光メディア向けファムトリップの実施　２回（台湾、タ
イ）
・日本大使館主催レセプションや京もの海外常設店を活用した観光プロモーションの
実施　２回（タイ）

　　　・多言語ホームページ、Facebook等SNSによる情報発信
　　形　広域連携による誘客促進
　　　　他の自治体や民間事業者等との連携により、欧米等からの観光誘客を推進した。
　　　・欧米豪の観光メディアへのWeb広告掲載
　　　・ランドオペレーター向け観光セミナーの開催
　イ　欧米豪インバウンド誘客促進強化事業

　観光消費額の高い欧米豪からの観光客をターゲットに、観光プロモーションを実施し
た。

　　・フリーペーパーを活用した旅ナカ情報発信
　　　発行部数　３０，０００部

・インフルエンサーや旅行会社、富裕層を顧客に持つコンシェルジュを対象としたファ
ムトリップの実施

咽　観光戦略会議の開催
　　戦略的な観光施策の振興に向け、外部有識者等を交えた会議を開催した。
　　開催回数　１回

３　執　　行　　額 １２６，８４２，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　海外からの誘客に向けて、国際会議や海外からの教育旅行の誘致等を実施する。

　　　　指　　標　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　実　績
　府域外国人宿泊客数　　　　　　　３５．２万人　　　　　　　　１０．１万人
　府域観光入込客数　　　　　　　４，５６０　　　　　　　　　２，４９０

２　施策の実施状況
茨　インバウンド対策事業
　外国人観光客の京都府域への誘客を図るため、台湾やタイ等の市場を対象に海外観光プ
ロモーションを実施した。

インバウンド対策事業
（観 光 室）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２１６―

芋　海外からの教育旅行誘致促進事業
　　海外からの教育旅行誘致を推進するため、各種プロモーションを実施した。
　・学校交流　２２校
　・海外からの教育旅行誘致のための市場調査及びコンサルティング（豪州市場）
鰯　京都文化交流・コンベンション推進事業
　公益財団法人京都文化交流コンベンションビューローと連携し、国内外の各種会議、展
示会等コンベンションの誘致及び受入体制の整備・強化を図った。

３　執　　行　　額 ３５，３０３，６６８円　　　　
 （うち負担金　３０，５７３，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　府域共通の観光資源でもある「食」を目的とした観光誘客を促進するため、「食の京都」を
キーワードに地域の注目食材を活用した地域の魅力向上・消費地での認知度向上を図る。

　指標：府域観光入込客数　　目標：４，５６０万人　　実績：２，４９０万人

２　施策の実施状況
茨　生産地エリアでの地域の食材を活かした魅力向上
　京都の食を中心とした観光体験を紹介する動画を制作しWebで配信した。
　　配信動画数　４本
芋　「食の京都」の情報発信・誘客促進
　｢食の京都｣をキーワードに地域のいちおし食材等を活用した地域の魅力向上・消費地で
の認知度向上で、府域での食の京都を推進した。
　ア　メディアツアーの開催

　メディアを招待し、府域の「食」の魅力を実際に体験してもらうことで、理解促進及
び認知度向上を図った。

　　契　海の京都及び森の京都エリア
　　　　開催期間　令和６年２月８日～９日
　　　　参加者数　６社６人
　　　　記 事 数　６社８本
　　形　お茶の京都及び竹の里・乙訓エリア
　　　　開催期間　令和６年２月２５日～２６日
　　　　参加者数　９社１３人
　　　　記 事 数　１社１本
　イ　メディアとの連携による情報発信
　　　旅と食をテーマとした「もうひとつの京都」エリアの情報発信

「食の京都」推進事業
（観 光 室）
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　　　記事数　雑誌　２社２本
　ウ　京都府観光連盟運営Webサイト「食らし旅」での情報発信
　　　記事数　１２本
　エ　「食の京都」パンフレットの作成・配布

　京都府域へ「食」をテーマにした観光誘客を促すためパンフレットを作成し、府内市
町村観光案内所等へ配架した。

３　執　　行　　額 ２３，７００，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　持続可能な京都観光を実現するため、ビッグデータの収集・分析による効果的なマーケ
ティングやデジタル技術を活用した新しい観光サービスやコンテンツの提供など、観光分野
におけるDX化を推進する。

　指標：府域観光入込客数　　目標：４，５６０万人　　実績：２，４９０万人

２　施策の実施状況
　府全域を対象とした人流分析や京都府観光連盟が所有するWEBサイトを対象としたアク
セス分析環境の整備等を実施するとともに、これらの分析結果を共有する京都観光データプ
ラットフォームを構築した。

３　執　　行　　額 　１０，０００，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　持続可能な京都観光を実現するため、観光産業の経営者や従業員として活躍する人材に加
え、他業種連携により新しい観光サービスを提供できる人材を育成する。

２　施策の実施状況
茨　他分野と掛け合わせて観光サービスを提供する人材の育成
　新たな観光ビジネスモデルの企画提案の募集等を通じて、他分野とのネットワークを活
用した新たな観光サービスを創出した。
　　創出件数　３件
芋　他団体との連携による観光人材の育成強化
　経済団体や大学等が提供する研修を調査・発掘し、体系的に整理した「京都観光アカデ
ミーポータルサイト」において人材育成メニューに係る情報を発信するとともに、観光産
業向けのセミナーを開催した。
　　開催回数　１１件

地域の魅力を活かした
観光振興事業

（観 光 室）

京都観光アカデミー運
営事業

（観 光 室）
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　　参加者数　８７０人

３　執　　行　　額 　１０，０００，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　観光地の過度な混雑の解消や環境への配慮により、「持続性の高い観光」を実現するため、
公共交通機関を利用した府域周遊を促進する取組を実施する。

２　施策の実施状況
　「もうひとつの京都」及び「とっておきの京都」の観光スポットを、公共交通機関を使って
周遊する「京都名所周遊交通デジタルスタンプラリー」を実施した。
　開催期間　令和５年１１月１８日～令和６年１月３１日
　参加者数　１，３４１人

３　執　　行　　額 　１０，０００，０００円　　　　
 （負担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　２０２５年大阪・関西万博を見据えて、京都市をはじめとする他団体と連携し京都に国内外か
らの修学旅行・教育旅行を誘致するとともに、京都市を訪れる修学旅行生が「もうひとつの
京都」エリアに訪問する機会を創出し、京都ファンの裾野を拡大する。

２　施策の実施状況
茨　学習コンテンツの掘り起こし及びプロモーション活動の実施
　ア　旅行会社への修学旅行誘致用冊子「もうひとつの京都教育旅行プログラム」の紹介
　　　紹介企業数　３社
　イ　修学旅行関係団体主催のシンポジウムへのPRブースの出展
　　　開　催　日　令和５年７月２５日、８月１８日
　ウ　旅行会社向けの現地説明会の実施
　　　開　催　日　令和５年８月２日
　　　参 加 者 数　２８人
エ　中学校及び高等学校への修学旅行誘致用冊子「もうひとつの京都教育旅行プログラム」
の配布

　　　配 布 校 数　４，３４８校
　オ　「ツーリズムEXPOジャパン２０２３」への出展
　　　開　催　日　令和５年１０月２６日～２９日

地域公共交通利用・府
域周遊促進モデル事業

（観 光 室）

京の修学旅行・教育旅
行府内誘致促進事業

（観 光 室）



―２１９―

内　　　容　観光PRブースと隣接した教育旅行ブースを出展し、旅行会社１５社と商
談を行った。

芋　ファムトリップ及び意見交換会の実施
　　開　催　日　令和６年３月１６日～１７日

内　　容　京都への修学旅行の魅力をよく知る首都圏の教員等１５名を招請し、もうひと
つの京都エリアの修学旅行プログラムの視察・体験のほか、現地の修学旅行
受入施設・事業者との意見交換会を実施した。

　　対象地域　森の京都、お茶の京都、京都市
鰯　きょうと修学旅行専用２４時間感染電話相談窓口の設置
　修学旅行生が京都滞在中に新型コロナウイルス感染症の感染疑いが生じた場合に、健康
相談や医療機関の紹介ができる電話相談窓口を設置した。
　　設置期間　令和５年４月１日～７月３１日
　　相談件数　３件

３　執　　行　　額 　９，９５８，０００円　　　　
 （うち負担金　９，３００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　文化庁移転を契機に、これまで取り組んできた文化財を活用した観光誘客をさらに発展さ
せ、京都ならではの本物の文化を体験できる文化観光を推進する。

　指標：府域観光入込客数　　目標：４，５６０万人　　実績：２，４９０万人

２　施策の実施状況
茨　文化観光連携ネットワークの運営
　旅行会社やメディア等と構築したネットワークを活用し、府域の文化資源に係る情報を
発信した。
　ア　メディアとの連携による情報発信
　　　お茶の京都エリアと竹の里・乙訓エリアの社寺等の情報発信
　　　記事数　２社２本
　イ　Web記事の作成・掲載及びパンフレットの作成
　　　Web記事　３本
　　　パンフレットの作成　１０，０００部
芋　文化資源を活用した観光誘客等
　交通事業者、自治体等と連携し、平安時代などをテーマに京都ならではの文化資源に係
る情報を発信した。
　ア　寺社等の文化資源を活用したスタンプラリーの実施
　　契　「知ってる？家康」
　　　　開催期間　令和５年７月７日～１１月２６日
　　　　参加者数　７６１人

文化観光推進事業
（観 光 室）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円
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　　形　「めぐり逢ひて、紫式部　其の壱」
　　　　開催期間　令和６年１月９日～３月２４日
　　　　プレゼント応募者　２２０人
イ　NHK大河ドラマ「光る君へ」初回放送パブリックビューイング＆トークショーin京都
の開催及び関連自治体のPRの実施

　　　日　　時　令和６年１月７日
　　　会　　場　京都テルサ
　　　入場者数　６６９人
　　　関連自治体PRブース設置　２ブース

３　執　　行　　額 　８，０００，０００円　　　　

  （うち  

       １　施策の趣旨等
　世界的観光都市・京都市に近接し、多くの歴史・文化遺産、自然等の資源を有する「竹の
里・乙訓」を中心に、「京都・かぐや姫観光」をテーマに賑わいを創出する。

２　施策の実施状況
茨　「京都西山　竹の里・乙訓　青もみじとあじさいの御朱印めぐり」キャンペーン
　　期間限定の「青もみじの御朱印」などを集めることができるキャンペーンを実施した。
　　実施期間　令和５年４月２９日～７月３１日
　　実施地域　京都市、向日市、長岡京市、大山崎町
芋　「食の京都」食材地域展開事業
　府内産食材を提供する飲食店に対して、市町や商工会等が開催するイベント出展に係る
経費を支援した。
　　支援数　６４件
鰯　「京都西山　竹の里・乙訓×リアル謎解きゲーム」の開催
　　「竹の里・乙訓」地域の周遊を促進するため謎解きイベントを開催した。
　ア　「月の姫様と乙訓の秘宝」
　　　開 催 期 間　令和５年３月２５日～９月２４日
　　　開 催 場 所　向日市、長岡京市、大山崎町
　　　冊子配布数　２０，０００部
　　　参 加 人 数　約１１，０００人
　イ　「乙訓に眠るヒミツのレシピ」
　　　開 催 期 間　令和６年３月３０日～９月２９日
　　　開 催 場 所　向日市、長岡京市、大山崎町
　　　冊子配布数　３０，０００部

委託料　３，３００，０００円
負担金　４，７００，０００ ）

京都・かぐや姫観光推
進事業

（観 光 室）



―２２１―

允　背割堤さくらまつりに合わせたさくらであい館と阪急西山天王山駅を結ぶ有料シャトル
バスの運行
　　開催期間　令和６年３月２３日～４月２日
　　乗車乗員　１，５４５人
　　場　　所　淀川河川公園背割堤地区（八幡市）
　　運行本数　１８０本
印　「竹の里・乙訓」地域の周遊を促進するためのパンフレットの作成
　　発行部数　３０，０００部
咽　「京都西山はいいぞ！フォトコンテスト」の実施
　　実施期間　令和５年７月２２日～１２月１０日
　　応募点数　２，５７３点
　　実施地域　京都市、向日市、長岡京市、大山崎町
員　「ボランティアガイド交流会」の実施
　　実施回数　　３回
　　参加者数　１１７人

３　執　　行　　額 ７，４００，０００円　　　　
 （分担金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　東京をはじめ全国から観光客を「もうひとつの京都」へ呼び込むため、情報発信の強化、
受入環境の整備を推進する。

　指標：府域観光入込客数　　目標：４，５６０万人　　実績：２，４９０万人

２　施策の実施状況
　「もうひとつの京都」の魅力を発信し、全国から府域へ観光客を誘導するため、全国各地で
開催される「京都物産展」の場を活用し、観光プロモーションを実施した。
　百貨店広告への「もうひとつの京都」PR記事掲載　　１５箇所
　「もうひとつの京都」PRブース設置　　　　　　　　　１６
　「もうひとつの京都」特産品が当たる抽選会の実施　　　５

３　執　　行　　額 ５，０００，０００円　　　　
 （委託料）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　学会等大規模なものだけでなく、会議や招聘旅行等小規模なMICE（ミニMICE）や、農家
民宿等地域資源を活用した多様なMICEを府域へ誘致する。

　指標：府内における国際会議開催件数　　目標：４５０件　　実績：１８０件

「もうひとつの京都」
観光PR事業

（観 光 室）

ミニMICE等誘致促進
事業

（観 光 室）
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２　施策の実施状況
　MICE誘致の充実強化を図るため、公益財団法人京都文化交流コンベンションビューロー
が実施する国際会議誘致活動や企業インセンティブツアー等の取組に対して助成した。
　国際会議開催件数　　　１８０件
　参　 加　 者　 数　１０９，５６２人（うち海外２３，２４３人）

３　執　　行　　額 　５，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

 ３　消費生活費

         １　施策の趣旨等
　高齢者の被害防止対策や成年年齢引下げに伴う消費者教育の推進及び市町村消費生活相談
窓口の運営支援等により、府民の安心・安全な消費生活を実現する。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　目　標　　　実　績
　消費者被害の救済状況（被害回復率）　　７１．０％　　　７６．１％

２　施策の実施状況
茨　市町村相談センター支援等事業
　ア　市町村等相談窓口の支援
　　　消費生活相談センター・窓口運営支援　２６市町村、１事務組合
　　　消費生活行政担当者相談員研修会　　　２日間　　１１５人
　　　苦情処理研究会　　　　　　　　　　　３回　　　５４
　イ　ネット取引等あんしんチーム事業

　解決困難なネット取引等の消費生活相談に対応するため、府・市町村職員及び弁護士
等で構成するネット取引等あんしんチームを運営し、弁護士や府相談員等による相談サ
ポート等により、事案の早期解決を図った。

　　　弁護士による法令解釈や対処法の助言　１９０件
　　　府相談員による市町村相談員への助言　２８６
芋　消費者被害防止対策事業
　高齢者等の消費者被害の撲滅を図るため、事業者や地域の多様な主体と連携した見守り
人材育成研修等を実施した。
　　くらしの安心・安全ネットワーク参画団体　　　２２３団体
　　見守り人材育成研修　　　　　　　　１７回　　　８５２人
　　出前講座　　　　　　　　　　　　　３２　　　　５３２
　　メールマガジンの発行　　　　　　　２７　

１　消費生活費
（Ｐ１６０）

４７，６７６，０００
（２３８，３８５，０００）

４５，４５１，８７１
（２３５，４８５，１３１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４５，４５１，８７１

消費者あんしんサポー
ト事業
（消費生活安全センター）



―２２３―

鰯　事業者指導等による取引の適正化推進事業
　ア　悪質な事業者への早期警告等による悪質商法の拡大防止
　　　文書による事業者指導　７件
　イ　事業者団体等と連携したコンプライアンス向上のための取組
　　　事業者向けコンプライアンス講習・調査・啓発　１１回
允　成人前消費者被害防止対策事業
　成年年齢引下げを踏まえ、学校等における消費者教育の支援等、悪質商法等による若年
者被害防止対策を実施した。
　ア　中学校における消費者教育の支援
　　契　中学校消費者教育教材作成チーム会議
　　　　実施回数　３回
　　形　教材作成に係る試行授業
　　　　実　施　日　令和５年１１月１３日　　参加人数　　１１５人
　　　　　　〃　　　令和５年１１月１４日　　　　〃　　　　１５４
　　　　　　〃　　　令和５年１１月１７日　　　　〃　　　　１４０
　イ　高等学校教員向け消費者教育教員講座　
　　　実　施　日　令和５年７月４日　　　参加人数　　　８人
印　消費者教育推進事業　　　　　　
　エシカル消費の普及・啓発を通して、消費者市民社会の構築に向けた機運醸成を図った。
　また、学校等へ出前講座等を行い、消費者教育の受講機会を拡大するとともに、消費者
問題に意識の高い大学生リーダー等の育成を行った。
　ア　パネル展示、レクリエーション
　　　実　施　日　令和５年１０月２１日
　　　参加人数　　　　　　　２５４人
　イ　出前講座
　　　開催回数　　　　　　　１５４回
　　　参加人数　　　　　　８，５５４人

３　執　　行　　額 ４５，４５１，８７１円　　　　
 （うち補助金　３３，４６８，０００円）　

 





施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２２５―

第８款　土　　木　　費

 １　土木管理費

         １　施策の趣旨等
　既存インフラ施設の整備及び維持管理を行い、安心・安全な活用を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　　事 業 内 容　　　　　　　　　施行箇所数　　　　　　　　　　執行額
　　道 路 事 業　　　　　　　　　　１８６箇所 　１，２０７，１８０，３５５円　　　　　　
　　河 川 事 業　　　　　　　　　　　４２　 ５７８，９９２，４５８　　　　　　　
　　公 園 事 業　　　　　　　　　　　６　 ３５，９５０，５１２　　　　　　　
　　港 湾 事 業　　　　　　　　　　　１２　 ７０，００８，８９２　　　　　　　
　　小　　　計　　　　　　　　　　２４６　 １，８９２，１３２，２１７　　　　　　　
　　事　務　費　 ４４，６１６，７５９　　　　　　　
　　　　計　 １，９３６，７４８，９７６　　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　インフラの長寿命化やきめ細やかな地域づくりに生かすため、身近な安心・安全につなが
る府民の提案及びインフラの劣化等に関する府民の気付きを募集し、府民協働によるインフ
ラ保全を推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　府民の暮らしの身近な安心と安全を確保するため、地域におけるインフラの劣化等に関す
る府民からの公募を踏まえ、交通安全対策や災害防止など府民参加型の公共事業を実施し
た。
　　事 業 内 容　　　　　　　　　施行箇所数　 執行額　　　　　　　
　　道 路 事 業　　　　　　　　　　５２２箇所　 １，６４５，２３１，９８２円　　　　　　
　　河 川 事 業　　　　　　　　　　３４８　 １，３５２，４３９，２６５　　　　　　　
　　住 宅 事 業　　　　　　　　　　　１ 　１，５１８，０００　　　　　　　
　　港 湾 事 業　　　　　　　　　　　２３　 ３８，８１９，９００　　　　　　　
　　小　　　計　　　　　　　　　　８９４　 ３，０３８，００９，１４７　　　　　　　
　　事　務　費　 ５，１７３，４１０　　　　　　　
　　　　計　　　 ３，０４３，１８２，５５７　　　　　　　

１　土木総務費
（Ｐ１６０）

７，７３０，１９４，０００
（１５，２４８，５６３，０８０）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２，６９１，２９５，０００
地域密着型社会
資本整備事業費
 １，０６７，４５３，８０３
府民協働型イン
フラ保全事業費　 　　　　　　　 
 １，５０３，８４１，１９７
建設業人材確保
対策支援事業費
 １２０，０００，０００

兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献

験

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献

鹸

５，０３８，４３６，７８６
（１２，３６５，５５９，７５３）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 ４，３９５，６００
国庫支出金
 ５２，０５４，８２６
繰　越　金
 １７０，７５４，０００
府　　　債
 ４，８０７，０００，０００
一　般　財　源
 ４，２３２，３６０

地域密着型社会資本整
備事業

（監　理　課）

府民協働型インフラ保
全事業
（指導検査課）
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       １　施策の趣旨等
　建設分野における生産性向上に向けてICT活用工事の普及を図るため、産学官連携のプ
ラットフォームを通じた課題抽出や、建設事業者に対するICT技術習得に係る研修等を実施
する。

２　施策の実施状況
茨　府内企業のICT活用工事の普及に向けた取組強化
　産学官連携の「建設DX推進プラットフォーム」による会議を開催し、ICT活用等に係る
課題抽出・課題への対応検討、先進的取組の情報共有等を行った。
　開催回数　　　　　　　　　　　　３回　

芋　ICT技術を取得するための支援
　建設事業者に対し、ICT活用工事の研修・体験や実践に向けたトレーニングを実施し、
ICT活用工事の普及拡大を図った。
　開催回数　　　　　　　　　　　　９回
　参加事業者数　　　　　　　　　１４３事業者
鰯　設計・施工段階の業務の効率化推進
　３次元データを活用して関係者との合意形成を迅速化するとともに、受注者にウェアラ
ブルカメラを貸出し、遠隔臨場の実施により、受発注者双方の移動時間の削減を図った。
允　行政手続のデジタル化推進
　建設業許可及び経営事項審査に係る「電子申請システム」を導入し、申請者の手続の効
率化を図った。

３　執　　行　　額　 ８，５０５，２５３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰、人手不足等様々な影響を受けている事業者の事業継続を図るため、事業者が実
施する生産性向上に向けた取組を支援する。

２　施策の実施状況
　労働者の処遇改善・働き方改革を実施する企業を対象に、建設現場において、少人数でも
作業が行える環境を整備するため、生産性向上に資する建設機器等の導入経費の一部を助成
した。

３　執　　行　　額　 ５０，０００，０００円　　　　
　 　　（補助金）　　　　　

建設DX促進事業
（指導検査課）

生産性向上・人手不足
対策事業
（指導検査課）



―２２７―

         １　施策の趣旨等
　造成宅地における既存の予防対策に加え、令和５年５月に盛土規制法が施行されたことに
伴い、危険な盛土等を土地の用途にかかわらず全国一律の基準で包括的に規制するため、必
要な基礎調査を実施する。

２　施策の実施状況
茨　盛土規制法に基づく基礎調査
　府全域（京都市を除く）を対象に基礎調査を実施した。
芋　大規模盛土造成地の安全性把握調査
　府全域（京都市を除く）から抽出した大規模盛土造成地１，２７８箇所を対象に、現地踏査を
実施し、優先順位を定める計画を作成した。

３　執　　行　　額 　９４，６５９，０００円　　　　
　 　　　　　（委託料）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　住宅の耐震診断及び耐震改修等に係る府民の負担の軽減を目的に、事業を実施する市町村
への支援を行い、府内の住宅の耐震化の促進を図る。

２　施策の実施状況
茨　木造住宅耐震診断士を派遣する市町村への支援
　国制度を活用し、木造住宅耐震診断士を派遣する市町村に経費の一部を助成した。
　助成市町村　　　　　　　　　　　２３市町村
　診断数　　　　　　　　　　　　　木造住宅４５２戸
芋　耐震改修に係る補助制度を設ける市町村への支援
　国制度を活用し、耐震改修に要する費用を補助する市町村に経費の一部を助成した。
　助成市町村　　　　　　　　　　　１７市町村
　本格改修戸数　　　　　　　　　　７０戸
　簡易改修戸数　　　　　　　　　　４８

３　執　　行　　額 　２８，１４９，０００円　　　　
　　 　　　　（補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断等に係る所有者の負担の軽減を目的に、耐震診断等を
実施する所有者への支援を行い、府内の緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の促進を図る。

２　施策の実施状況
　国制度を活用し、耐震診断等を実施する所有者に経費の一部を助成した。

３　建築指導費
（Ｐ１６２）

２３１，８９４，０００
（２７５，８５１，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ４９，９６６，０００
盛土対策総合推
進事業費
 ４５，０４４，２００
住宅耐震化総合
支援事業費　 　　　　　　　 
 ２５０，８００
大規模建築物耐
震化支援事業費
 ４，６７１，０００

兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献

験

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献

鹸

１７６，５３８，０００
（２１４，８１５，７１５）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ７５，９４１，８６６
繰　越　金
 ５９，２４４，６００
一　般　財　源
 ４１，３５１，５３４

盛土対策総合推進事業
（建築指導課）

住宅耐震化総合支援事
業
（建築指導課）

緊急輸送道路沿道建築
物耐震化支援事業
（建築指導課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円
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　耐震診断棟数　　　　　　　　　　　７棟
　耐震設計棟数　　　　　　　　　　　１
　除却棟数　　　　　　　　　　　　　１

３　執　　行　　額 　５３，７３０，０００円　　　　
　 　　　　　（補助金）　　　　　

 

 ２　道路橋りよう
　　費

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　道路維持管理
　道路及びトンネルの照明、防災設備等の保守管理を行った。
　執　行　額 　１９７，２９５，０００円　　　　
芋　道路維持修繕
　道路構造物（側溝・暗きょ等）及び舗装道の維持修繕等を行った。
　執　行　額　 ７６０，７００，０００円　　　　
鰯　単費除雪事業
　雪寒地域及び雪寒地域外の道路除雪を行った。
　執　行　額　 １，１４８，３３２，０００円　　　　
允　地域活力基盤創造事業
　雪寒地域の道路除雪の実施及び除雪機械の購入を行った。
ア　除雪事業 　執　行　額　　　　　
 　５０１，４０３，０３４円　　　　
イ　雪寒機械整備事業
　　　機械名　　　　　　　　　　　台数 　執　行　額　　　　　
　　除雪ドーザ　　　　　　　　　　４台　 ８２，６１０，０００円　　　　
　　ロータリ除雪車　　　　　　　　１　 ５９，７３０，０００　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額

２　道路維持費
（Ｐ１６４）

５，０４５，５０６，５３２
（７，５９４，３３０，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ３００，３２６，５２６
地域密着型社会　 　　　　　　　 
資本整備事業費

　

兼
献
験

　

券
献
鹸

４，７４５，１８０，００６
（７，０８８，３０９，０６２）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 １４，６３７，５４１
使用料及び手数
料 ２５２，５４９，６５６
国庫支出金
 ５３２，８２８，０００
繰　越　金
 ６０，４３０，５３２
府　　　債
 １，６６０，０００，０００
一　般　財　源
 ２，２２４，７３４，２７７

生活・交通基盤整備事
業

（ ）道路計画課
道路管理課

地域密着型社会資本整
備事業
（道路管理課）



―２２９―

茨　道路維持管理
　道路及びトンネルの照明、防災設備等の保守管理を行った。
　執　行　額　 １９３，３７６，０４１円　　　　
芋　道路維持修繕
　道路構造物（側溝・暗きょ等）及び舗装道の維持修繕等を行った。
　執　行　額　 １，７１１，７３３，９３１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号により被災した道路を復旧する。

２　施策の実施状況
　令和５年台風７号により被災した国道３０７号等の道路を復旧するため、倒木及び土砂の撤
去等を行った。

３　執　　行　　額　 ９０，０００，０００円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　地域活力基盤創造事業
　社会資本整備総合交付金により道路整備等を行った。
　　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
国　　　　　道　 １，６７１，０６９，０３０円　　　　
　　　　　　１６２号　　　　　　南　丹　市　 ３０，７８９，０００　　　　　
　　　　　　１６３号　　　　　　木 津 川 市 　１１８，７５８，４２９　　　　　

　　　　　　　　　〃　　　　　　　笠　置　町　 １２０，７４０，０３４　　　　　
　　　　　　１７３号　　　　　　京 丹 波 町　 ５９９，５００　　　　　
　　　　　　１７５号　　　　　　福 知 山 市　 １６０，５６４，０１３　　　　　
　　　　　　１７６号　　　　　　　　〃　 ５０，４４１，９００　　　　　

　　　　　　　　　〃　　　　　　　与 謝 野 町　 ２，４９８，７９０　　　　　
　　　　　　１７８号　　　　　　舞　鶴　市　 １２，６７０，０００　　　　　

　　　　　　　　　〃　　　　　　　京 丹 後 市　 ５７，３０２，２００　　　　　
　　　　　　　　　〃　　　　　　　伊　根　町　 ２８，４４８，６００　　　　　

　　　　　　３０７号　　　　　　京 田 辺 市　 ６０，７７２，２１１　　　　　
　　　　　　　　　〃　　　　　　　宇治田原町　 １５，９２８，９００　　　　　

　　　　　　３１２号　　　　　　京 丹 後 市　 １２０，０８０，５１６　　　　　

土木施設応急復旧事業
（道路管理課）

３　道路新設改
良費
（Ｐ１６４）

２９，００４，５１８，８７０
（３２，２６２，０８１，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １０，３７９，７９８，３８４
生活・交通基盤
整備事業費
 ９，３３３，１８８，５３５
防災基盤整備事
業費
 ２３３，８３８，０８９
地域密着型社会
資本整備事業費　 　　　　　　　 
 ７４３，８０７，４０７
緊急自然災害防
止対策事業費
 ３９，７４７，１４０
自転車活用推進
事業費
 ２９，２１７，２１３

兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

験

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

鹸

１８，５６７，１７１，０７０
（２０，７４１，１４０，９９４）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 １１６，６１４，２８４
国庫支出金
 ９，０８６，６９０，７７８
繰　越　金
 ３７１，５８０，９０１
府　　　債
 ８，７７８，７００，０００
一　般　財　源
 ２１３，５８５，１０７

生活・交通基盤整備事
業

（ ）原子力防災課
道路建設課
道路管理課
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　　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
　　　　　　４２３号　　　　　　亀　岡　市　 ８８８，２１４，９３７円　　　　
　　　　　　４２９号　　　　　　福 知 山 市　 ３，２６０，０００　　　　　
主 要 地 方 道　 ２，６３１，１５１，４７４　　　　　
　大山崎大枝線　　　　　　長 岡 京 市　 ４，３４０，０００　　　　　
　西 京 高 槻 線　　　　　　　　〃　 ３，０００，０００　　　　　
　伏見柳谷高槻線　　　　　　　　〃　 ３，８１２，６００　　　　　
　京 都 宇 治 線　　　　　　宇　治　市　 ４５，７５７，８００　　　　　
　城　陽　宇　治　線　　　　　　　　〃　 ６９，８１７，２００　　　　　
　大津南郷宇治線　　　　　　宇治田原町　 ４，５００，０００　　　　　
　天理加茂木津線　　　　　　木 津 川 市　 ５１，０７７，７００　　　　　
　木 津 信 楽 線　　　　　　和　束　町　 ３３，４３０，８４３　　　　　
　生 駒 精 華 線　　　　　　精　華　町　 ２０，１８７，４７３　　　　　
　上野南山城線　　　　　　南 山 城 村　 １４，９５０，９５７　　　　　
　宮 前 千 歳 線　　　　　　亀　岡　市　 ２０５，４２９，６６４　　　　　
　綾 部 宮 島 線　　　　　　南　丹　市　 ８６，５９５，５００　　　　　
　亀 岡 園 部 線　　　　　　　　〃　 ２６，１５８，０００　　　　　
　京都広河原美山　　　　　　　　〃　 ２２，０００，０００　　　　　　線　　　　　
　園 部 能 勢 線　　　　　　　　〃　 ４９，８０７，３１１　　　　　
　日吉京丹波線　　　　　　　　〃　 ６，７３０，０００　　　　　
　京丹波三和線　　　　　　京 丹 波 町　 ３２，７５２，２００　　　　　
　舞鶴野原港高浜　　　　　　舞　鶴　市　 １，２６５，０００　　　　　　線　
　池 辺 京 田 線　　　　　　　　〃　 ３，７７９，５００　　　　　
　小倉西舞鶴線　　　　　　　　〃　 １，２２８，４３１，２９１　　　　　
　舞 鶴 和 知 線　　　　　　　　〃　 ７８，３５５，５００　　　　　
　志高西舞鶴線　　　　　　　　〃　 ３６，０４０，０００　　　　　
　小 浜 綾 部 線　　　　　　綾　部　市　 ９４，１９１，７３５　　　　　
　綾部大江宮津線　　　　　　　　〃　 １１，０４９，５００　　　　　
　舞鶴綾部福知山　　　　　　　　〃　 ２，２９７，９００　　　　　　線
　福知山綾部線　　　　　　福 知 山 市　 ８，５１６，２００　　　　　
　但東夜久野線　　　　　　　　〃　 ４２，０００，０００　　　　　
　市 島 和 知 線　　　　　　　　〃　 ２４，２８０，０００　　　　　
　山 東 大 江 線　　　　　　　　〃　 ９，３９０，０００　　　　　
　舞鶴綾部福知山　　　　　　　　〃　 １５６，８５４，０００　　　　　　線
　舞 鶴 宮 津 線　　　　　　宮　津　市 　８４，０７３，０４２　　　　　



―２３１―

　香美久美浜線　　　　　　京 丹 後 市　 １０，３３０，０００　　　　　
　網 野 峰 山 線　　　　　　　　〃　 ８１，４９９，８００　　　　　
　弥 栄 本 庄 線　　　　　　伊　根　町　 ２，１７０，０００　　　　　
　宮 津 養 父 線　　　　　　与 謝 野 町　 ７６，２８０，７５８　　　　　
一　般　府　道　 １，０９９，５７８，６７８　　　　　
　伏 見 向 日 線　　　　　　向　日　市　 １２，９２０，９６４　　　　　
　志水西向日停車　　　　　　　　〃　 ４６，７５９，６０５　　　　　　場線　　
　長法寺向日線　　　　　　長 岡 京 市　 ２０，９９０，２００　　　　　
　向 島 宇 治 線　　　　　　宇　治　市　 １２２，１５９，６８０　　　　　
　二 尾 木 幡 線　　　　　　　　〃　 ４，５００，０００　　　　　
　山城総合運動公　　　　　　城　陽　市　 ５０９，７０１，９３３　　　　　　園城陽線　
　内 里 城 陽 線　　　　　　　　〃　 ３，０００，０００　　　　　
　和 束 井 手 線　　　　　　井　手　町　 １３５，１５７，４８７　　　　　
　富田胡麻停車場　　　　　　南　丹　市　 ９，９８８，３０８　　　　　　線　
　桧 山 須 知 線　　　　　　京 丹 波 町　 ６８，８２４，７９４　　　　　
　物部西舞鶴線　　　　　　舞　鶴　市　 ２０，５７７，７００　　　　　
　田井大垣自転車　　　　　　宮　津　市　 ６，４３４，２０１　　　　　　道線　
　久美浜気比線　　　　　　京 丹 後 市　 ６，４４０，０００　　　　　
　大 宮 岩 滝 線　　　　　　　　〃　 ２７，２８８，７８０　　　　　
　明田京丹後大宮　　　　　　　　〃　 ３５，５５４，５４７　　　　　　停車場線
　木 津 網 野 線　　　　　　　　〃　 ２８，９４６，１００　　　　　
　鱒 留 但 東 線　　　　　　　　〃　 ３２，９７８，２７９　　　　　
　下地与謝野停車　　　　　　与 謝 野 町　 ４，７４１，０００　　　　　　場線
　加悦岩滝自転車　　　　　　　　〃　 ２，６１５，１００　　　　　　道線　　
　　小計６９路線　 ５，４０１，７９９，１８２　　　　　
　府　内　全　域　 ８３５，５２０，５４８　　　　　
　事　　務　　費　 ９４，５２０，６１８　　　　　
　　　　計　 ６，３３１，８４０，３４８　　　　　

芋　道路新設改良事業
　国庫補助による道路の未改良区間等の改良を行った。
　　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　　　
　国　道　１６３　号　　　　　　木 津 川 市　 １，２１４，４００円　　　　
　国　道　１７３　号　　　　　　綾　部　市　 ２６，１０１，９００　　　　　
　国　道　１７５　号　　　　　　舞　鶴　市　 ８，４１０，６００　　　　　

　　　　　　〃　　　　　　　　　福 知 山 市　 １００，７０８，１００　　　　　
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　　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　　　
　国　道　１７８　号　　　　　　宮　津　市　 １５，０５４，０００円　　　　

　　　　　　〃　　　　　　　　　京 丹 後 市　 ２，９０４，５４０　　　　　
　国　道　３０７　号　　　　　　城　陽　市　 ３３０，３０８，０２６　　　　　

　　　　　　〃　　　　　　　　　宇治田原町　 ３４，９９９，９３２　　　　　
　国　道　３１２　号　　　　　　京 丹 後 市　 １８９，３４２，８９６　　　　　
　国　道　３７２　号　　　　　　亀　岡　市　 １０，６３２，２４０　　　　　
　国　道　４２９　号　　　　　　福 知 山 市　 ８０４，１０６，０４１　　　　　
　国　道　４７７　号　　　　　　亀　岡　市　 １，９４０，３６９　　　　　
　国　道　４８２　号　　　　　　京 丹 後 市　 ５３，５００，０００　　　　　
　大山崎大枝線　　　　　　長 岡 京 市　 ４４，２１３，０００　　　　　
　伏見柳谷高槻線　　　　　　　　〃　 ５，８２６，４８０　　　　　
　宇　治　淀　線　　　　　　宇　治　市　 １０８，４３４，０００　　　　　
　大 津 宇 治 線　　　　　　　　〃　 １２２，１６４，２５０　　　　　
　城 陽 宇 治 線　　　　　　城　陽　市　 ２，９００，０００　　　　　
　上 狛 城 陽 線　　　　　　井　手　町　 ２０１，２９４，４５５　　　　　
　宇 治 木 屋 線　　　　　　宇治田原町　 ２，２３０，１６３，７２４　　　　　
　　　　〃　　　　　　　　　和　束　町　 ２，１３１，８８７，７３０　　　　　
　枚 方 亀 岡 線　　　　　　亀　岡　市　 ２１９，６５８，６５４　　　　　
　綾 部 宮 島 線　　　　　　南　丹　市　 ４９３，９００　　　　　
　園 部 平 屋 線　　　　　　　　〃　 ７，０５５，５００　　　　　
　京都広河原美山　　　　　　　　〃　 ４０３，４７９，５７１　　　　　　線　　　　　
　日吉京丹波線　　　　　　京 丹 波 町　 ２１，６８０，０００　　　　　
　舞鶴野原港高浜　　　　　　舞　鶴　市　 ８６９，０００　　　　　　線　　　　　
　小倉西舞鶴線　　　　　　　　〃　 ２，８８５，３００　　　　　
　福知山綾部線　　　　　　綾　部　市　 ７３，９７７，６００　　　　　
　綾部大江宮津線　　　　　　　　〃　 １５９，２２９，３５７　　　　　
　福知山停車場線　　　　　　福 知 山 市　 ６，９９５，２００　　　　　
　舞鶴福知山線　　　　　　　　〃　 ４１，６５４，２３６　　　　　
　舞鶴綾部福知山　　　　　　　　〃　 ２１２，５０６，５９３　　　　　　線
　弥 栄 本 庄 線　　　　　　京 丹 後 市　 ２，１２０，０００　　　　　
　二 尾 木 幡 線　　　　　　宇　治　市　 ２３，７６０，０００　　　　　
　和 束 井 手 線　　　　　　井　手　町　 １５７，１０８，２２０　　　　　
　東 掛 小 林 線　　　　　　亀　岡　市　 ２２，６４６，４００　　　　　
　天 王 亀 岡 線　　　　　　　　〃　 ４６，２１７，１５１　　　　　
　柚 原 向 日 線　　　　　　　　〃　 ７８，０３０，６４６　　　　　
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　富田胡麻停車場　　　　　　南　丹　市　 ２２，４４５，１２３　　　　　　線
　田 井 中 田 線　　　　　　舞　鶴　市　 ４５，９４２，１７６　　　　　
　余部下舞鶴港線　　　　　　　　〃　 ７０，９１７，６００　　　　　
　広 野 綾 部 線　　　　　　綾　部　市　 ７，２５８，２００　　　　　
　安 場 田 野 線　　　　　　　　〃　 ６，６７１，２００　　　　　
　綾 部 大 江 線　　　　　　　　〃　 １５，２６９，０００　　　　　
　三 俣 綾 部 線　　　　　　　　〃　 １２，７２８，１００　　　　　
　福知山山南線　　　　　　福 知 山 市　 ５，４５６，５００　　　　　
　私 市 大 江 線　　　　　　　　〃　 ５，４５６，５００　　　　　
　福知山停車場篠　　　　　　　　〃　 ９，１９６，４００　　　　　　尾線
　談 夜 久 野 線　　　　　　　　〃　 ５，４５６，５００　　　　　
　間　人　港　線　　　　　　京 丹 後 市　 １２，５９０，７１３　　　　　
　　小計５１路線　 ８，１２５，８６２，０２３　　　　　
　府　内　全　域 ４９，０００，０００　　　　　
　事　　務　　費　 １００，５１５，６１８　　　　　
　　　　計　　 ８，２７５，３７７，６４１　　　　　

鰯　道路企画調査事業
　国庫補助を活用し、山陰近畿自動車道に係る基礎調査等を実施した。
　　　路　線　名　 執　行　額　　　　　　　　　　　　　　　
　　府　内　全　域　 ３３，７５０，０００円　　　　
　　事　　務　　費　　 ４４６，０００　　　　　
　　　　　計　 ３４，１９６，０００　　　　　
允　民生安定施設整備事業
　防衛施設周辺の道路改良を行った。
　　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
　国　道　１７８　号　　　　　　京 丹 後 市　 １４４，７７２，６００円　　　　
　　　　〃　　　　　　　　　伊　根　町　 ７１，７７４，４００　　　　　
　網 野 岩 滝 線　　　　　　京 丹 後 市　 ４８３，１３３，４２７　　　　　
　浜　丹　後　線　　　　　　　　〃　 ２５２，８４１，２５９　　　　　
　間 人 大 宮 線　　　　　　　　〃　 １６６，５５１，４００　　　　　
　　小計５路線　 １，１１９，０７３，０８６　　　　　
　事　　務　　費　 １，４９６，４８０　　　　　
　　　　計 　１，１２０，５６９，５６６　　　　　

印　原子力防災対策事業
　PAZ、UPZ内の避難路等の改良を行った。
　　箇　所　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
　京都広河原美山　　　　　　南　丹　市　 ５６，６１７，０００円　　　　　線
　松尾杉山登尾線　　　　　　舞　鶴　市　 ４９，７０６，３９７　　　　　
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　　箇　所　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
　溝尻多門院線　　　　　　舞　鶴　市 ２８，１５５，３７４円　　　　
　名田庄綾部線　　　　　　綾　部　市 　３６，６５９，４８１　　　　　
　綾 部 大 江 線　　　　　　福 知 山 市　 １５，０００，０００　　　　　
　上　延　利　線　　　　　　宮　津　市　 ３１，３４３，８２２　　　　　
　下世屋本庄線　　　　　　　　〃　 ３０，３３７，６１７　　　　　
　あ や べ 球 場　　　　　　綾　部　市　 ２９，４５５，８００　　　　　
　　　計８箇所　 ２７７，２７５，４９１　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　緊急防災事業
　落石防止柵及び法面保護等の防災対策を行った。

　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額
国　道　１７３　号　　　　　　福 知 山 市　 ５，６９０，５４２円
国　道　１７５　号　　　　　　　　〃　 ２，２２９，７００
国　道　１７８　号　　　　　　宮　津　市 　１１９，４３５
　　　〃　　　　　　　　　京 丹 後 市　 ４，２５５，７６７
　　　〃　　　　　　　　　伊　根　町　 １，４１１，００８
　　　〃　　　　　　　　　与 謝 野 町　 ５８８，９９２
国　道　３０７　号　　　　　　宇治田原町　 ６，５９７，６００
国　道　３７２　号　　　　　　亀　岡　市　 １１，０１７，６００
国　道　４２６　号　　　　　　福 知 山 市　 ９，４３３，４４５
国　道　４７７　号　　　　　　亀　岡　市 　５，４５１，０００
大山崎大枝線　　　　　　長 岡 京 市　 １４，０００，０００
大津南郷宇治線　　　　　　宇治田原町　 ３，９５４，６００
天理加茂木津線　　　　　　木 津 川 市 　９０８，７６０
木 津 信 楽 線　　　　　　和　束　町　 ５，４３５，９６９
上野南山城線　　　　　　南 山 城 村　 ４，３２２，７６０
京都広河原美山　　　　　　南　丹　市　 ６，２６９，０１３線
園 部 能 勢 線　　　　　　　　〃　 ２４６，３３４
池 辺 京 田 線　　　　　　舞　鶴　市　 ６，８９４，８００
小倉西舞鶴線　　　　　　　　〃　 ２，０３１，７００
舞 鶴 宮 津 線　　　　　　　　〃　 １４，３３７，７００

防災基盤整備事業
（道路管理課）
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小 浜 綾 部 線　　　　　　綾　部　市　 ６，５６３，４２２
舞 鶴 和 知 線　　　　　　　　〃　 ２３，９１９，２７８
山 東 大 江 線　　　　　　福 知 山 市　 １０，０３０，９００
二 尾 木 幡 線　　　　　　宇　治　市　 １０，７３７，４１６
和 束 井 手 線　　　　　　井　手　町　　 ６２３，８００
月ケ瀬今山線　　　　　　南 山 城 村　 １，７１１，６００
嵯 峨 亀 岡 線　　　　　　亀　岡　市　 ２，０００，０００
八原田上弓削線　　　　　　南　丹　市　 １１，２１４，５００
金河内地頭線　　　　　　舞　鶴　市　 ５，０６３，３００
由良金ケ岬上福　　　　　　　　〃　 ４，５９２，５００井線
上 杉 和 知 線　　　　　　綾　部　市　 ６１３，３００
談 夜 久 野 線　　　　　　福 知 山 市　 １，８７８，４００
下野条上川口停　　　　　　　　〃　 ４，８３６，３２４車場線
下世屋本庄線　　　　　　宮　津　市　 ８，８６８，２００
　小計３４路線　 １９７，８４９，６６５
府　内　全　域 　５４，４７５，６５８
事　　務　　費　 ３３９，０００
　　　計　 ２５２，６６４，３２３

芋　防災対策事業
　大規模災害に備えるため、災害のおそれのある箇所等の整備を行い、防災対策の推進を
図った。
　　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額
　国　道　１７６　号　　　　　　福 知 山 市　 ６，１６８，１００円
　国　道　１７８　号　　　　　　京 丹 後 市　 ９，９６０，１００
　網 野 峰 山 線　　　　　　　　〃　 ３，８９４，７００
　大 宮 岩 滝 線　　　　　　　　〃　 ４２，０００
　　小計４路線　 ２０，０６４，９００
　事　　務　　費　 ８，３００
　　　　計　 ２０，０７３，２００

鰯　地域防災対策事業
　大雨等異常気象時の通行規制区間内の危険箇所の整備を行い、通行規制による孤立集落
や大規模な迂回の解消を図った。
　　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額
　舞 鶴 和 知 線　　　　　　舞　鶴　市　 ９９８，８００円
　宮 津 養 父 線　　　　　　与 謝 野 町　 ８，２７６，３００
　　小計２路線　 ９，２７５，１００
　事　　務　　費　 ２５，０００
　　　　計　 ９，３００，１００
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       １　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　道路改良事業
　幅員の狭小等により道路交通を阻害している幹線道路等の改良を行い、道路交通の円滑
化を図った。

　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　　　
八 幡 木 津 線　　　　　　京 田 辺 市　 ２７５，０００円　　　　
上 狛 城 陽 線　　　　　　井　手　町 　４，９０８，５００　　　　　
宇 治 木 屋 線　　　　　　宇治田原町　 ９，４０１，４００　　　　　
天理加茂木津線　　　　　　木 津 川 市　 ７４８，０００　　　　　
宇 治 木 屋 線　　　　　　和　束　町　 ２１２，３００　　　　　
八 幡 木 津 線　　　　　　精　華　町　 ６，７４０，８００　　　　　
宮 前 千 歳 線　　　　　　亀　岡　市　 ６２９，５３６　　　　　
綾 部 宮 島 線　　　　　　南　丹　市　 ９３８，３００　　　　　
園 部 平 屋 線　　　　　　　　〃　 ８６９，０００　　　　　
京都広河原美山　　　　　　　　〃　 ２，５００，７００　　　　　線
京都日吉美山線　　　　　　　　〃　 ４１，６５９，０９７　　　　　
園 部 能 勢 線　　　　　　　　〃　 ２１，６８０，０３２　　　　　
池 辺 京 田 線　　　　　　舞　鶴　市　 ６，８４２，０００　　　　　
小倉西舞鶴線　　　　　　　　〃　 １１，３８５，２７０　　　　　
志高西舞鶴線　　　　　　　　〃　 ３９，５３４，６３８　　　　　
小 浜 綾 部 線　　　　　　綾　部　市　 ３４，８６７，４２０　　　　　
舞 鶴 和 知 線　　　　　　　　〃　 １３，３６０，３６４　　　　　
舞鶴綾部福知山　　　　　　福 知 山 市　 １，１０３，０６２　　　　　線
舞 鶴 宮 津 線　　　　　　宮　津　市　 １５，００７，５４８　　　　　
網野久美浜線　　　　　　京 丹 後 市　 ４１８，０００　　　　　
網 野 岩 滝 線　　　　　　　　〃　 ２４，２４８，８８０　　　　　
浜　丹　後　線　　　　　　　　〃　 １，２１４，８２０　　　　　
伏 見 向 日 線　　　　　　向　日　市　 ４０，７４０，３３６　　　　　
長法寺向日線　　　　　　長 岡 京 市　 １，０００，０００　　　　　
向 島 宇 治 線　　　　　　宇　治　市　 ６６，５９５，６６６　　　　　
八幡京田辺イン　　　　　　八　幡　市　 １０，５４５，７００　　　　　ター線
和 束 井 手 線　　　　　　井　手　町　 １，０５２，８８３　　　　　
木 津 加 茂 線　　　　　　木 津 川 市　 ７，６２４，１００　　　　　

地域密着型社会資本整
備事業

（ ）道路計画課
道路建設課
道路管理課
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中 地 日 吉 線　　　　　　南 山 城 村　 ２７，７５０，６５９　　　　　
田 井 中 田 線　　　　　　舞　鶴　市　 ５，１６７，９２４　　　　　
西神崎上東線　　　　　　　　〃　 ７，１２９，１００　　　　　
由良金ケ岬上福　　　　　　　　〃　 ７，５４５，４００　　　　　井線
上 杉 和 知 線　　　　　　綾　部　市 　４，１８６，９７５　　　　　
小 西 西 坂 線　　　　　　　　〃　 １２，３１３，００３　　　　　
綾 部 大 江 線　　　　　　福 知 山 市　 ４，５００，８００　　　　　
上夜久野停車場　　　　　　　　〃　 １７，９３１，５９７　　　　　線　　　　　
二 俣 三 河 線　　　　　　　　〃 　４，３９２，０００　　　　　
小 坂 青 垣 線　　　　　　　　〃　 ７，３６２，６００　　　　　
間 人 大 宮 線　　　　　　京 丹 後 市 　３１，３１１，４２８　　　　　
　小計３９路線　 ４９５，６９４，８３８　　　　　
府　内　全　域　 １４１，１９１，８７８　　　　　
事　　務　　費　 ２，３１２，０００　　　　　
　　　計　 ６３９，１９８，７１６　　　　　

芋　広域幹線アクセス道路整備事業
　広域幹線道路へのアクセス道路の改良を行った。

　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
国　道　１６３　号　　　　　　笠　置　町　 ５００，０００円　　　　
国　道　１７５　号　　　　　　舞　鶴　市 　３４，２１６，８３６　　　　　
　　　〃　　　　　　　　　福 知 山 市　 １２，０００，０００　　　　　
国　道　１７８　号　　　　　　京 丹 後 市　 ４２，１７４，０８３　　　　　
国　道　３０７　号　　　　　　城　陽　市　 １１１，９１５，６４１　　　　　
　　　〃　　　　　　　　　京 田 辺 市　 ９５２，５０１　　　　　
　　　〃　　　　　　　　　宇治田原町　 １９３，５０２，８３１　　　　　
国　道　３１２　号　　　　　　京 丹 後 市　 ５９，３０３，６４７　　　　　
国　道　３７２　号　　　　　　南　丹　市　 ２６，３８５　　　　　
国　道　４２３　号　　　　　　亀　岡　市　 ３６，２０７，１４７　　　　　
国　道　４２９　号　　　　　　福 知 山 市　 ２，３１６，４２０　　　　　
国　道　４７７　号　　　　　　南　丹　市　 ９，１２４，１１７　　　　　
　小計１２路線　 ５０２，２３９，６０８　　　　　
事　　務　　費 　１，０４４，０２０　　　　　
　　　計　 ５０３，２８３，６２８　　　　　

鰯　道路企画調査事業
　道路整備に係る基礎調査等を行い、整備に必要な基本計画を作成し、計画的な道づくり
の推進を図った。

　路　線　名　 執　行　額　　　　　
府　内　全　域　 １８５，９９０，０３３円　　　　
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　路　線　名　 執　行　額　　　　　
事　　務　　費　 ４０７，０００円　　　　
　　　計　 １８６，３９７，０３３　　　　　

允　緊急生活道路小規模改良事業
　地域の実情に合わせ通行困難箇所に限定した小規模改良を行い、生活道路の交通の円滑
化を図った。

　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
伏見柳谷高槻線　　　　　　長 岡 京 市　 ７，１７５，３００円　　　　
府　内　全　域　 ３２，６０３，５００　　　　　
事　　務　　費　 １０１，０００　　　　　
　　　計　 ３９，８７９，８００　　　　　

印　道路緊急安全確保小規模改良事業
　交通安全対策や歩道の段差解消等、きめ細やかな小規模道路改良を実施し、安心・安全
で快適なみちづくりの推進を図った。

　路　線　名　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
国　道　１６３　号　　　　　　木 津 川 市　 ４，４８８，０００円　　　　
　　　〃　　　　　　　　　笠　置　町　 ２，９１６，１００　　　　　
国　道　１７３　号　　　　　　京 丹 波 町　 １，０４８，６５４　　　　　
国　道　１７５　号　　　　　　福 知 山 市　 ９，４８７，０００　　　　　
国　道　１７８　号　　　　　　京 丹 後 市　 １１，５３９，５００　　　　　
国　道　３１２　号　　　　　　　　〃　 ４６０，０００　　　　　
国　道　３７２　号　　　　　　亀　岡　市　 ２，９１３，２００　　　　　
国　道　４２９　号　　　　　　福 知 山 市　 ５８０，５４７　　　　　
西 京 高 槻 線　　　　　　向　日　市　 ８，０２４，２００　　　　　
京 都 宇 治 線　　　　　　宇　治　市　 １０，００６，５１８　　　　　
大 津 宇 治 線　　　　　　　　〃　 １０，６１６，９４２　　　　　
城 陽 宇 治 線　　　　　　　　〃　 ３，６４５，７９４　　　　　
上 狛 城 陽 線　　　　　　城　陽　市　 １，２５０，７００　　　　　
京 都 守 口 線　　　　　　八　幡　市　 ４，１２０，０００　　　　　
八 幡 木 津 線　　　　　　　　〃　 ３，４９８，５２０　　　　　
　　　〃　　　　　　　　　京 田 辺 市　 ７３０，０００　　　　　
八 幡 宇 治 線　　　　　　久 御 山 町　 １，０３７，３００　　　　　
生 駒 精 華 線　　　　　　精　華　町　 ６，０００，０００　　　　　
小倉西舞鶴線　　　　　　舞　鶴　市　 ９，３３９，０００　　　　　
綾部大江宮津線　　　　　　綾　部　市 　７，３９４，２１５　　　　　
舞鶴綾部福知山　　　　　　　　〃　 ９３２，２００　　　　　線
舞鶴福知山線　　　　　　福 知 山 市　 ８１３，６４２　　　　　
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舞鶴綾部福知山　　　　　　　　〃　 １，４０４，６３１　　　　　線
宮 津 養 父 線　　　　　　宮　津　市　 ７，１２９，１００　　　　　
網 野 岩 滝 線　　　　　　京 丹 後 市　 ６，９０９，１００　　　　　
志水西向日停車　　　　　　向　日　市 　３，２００，３００　　　　　場線
上久世石見上里　　　　　　　　〃　 １９，５８８，８００　　　　　線
奥海印寺納所線　　　　　　長 岡 京 市　 ２，８０６，２１０　　　　　
二 尾 木 幡 線　　　　　　宇　治　市　 ２，０４７，１００　　　　　
宇治小倉停車場　　　　　　　　〃　 ３，３４７，３００　　　　　線
八 幡 城 陽 線　　　　　　城　陽　市　 ３６，５４２，０００　　　　　
長 尾 八 幡 線　　　　　　八　幡　市　 ３，１０３，１００　　　　　
和 束 井 手 線　　　　　　井　手　町　 ２１，７９１，３１５　　　　　
京都八幡木津自　　　　　　木 津 川 市　 ７，２５４，５００　　　　　転車道線
富田胡麻停車場　　　　　　南　丹　市　 ４００，４００　　　　　線
桧 山 須 知 線　　　　　　京 丹 波 町　 ７６３，７００　　　　　
物部西舞鶴線　　　　　　舞　鶴　市　 ２，４８９，７００　　　　　
余部下舞鶴港線　　　　　　　　〃 　３，５１６，７００　　　　　
安 場 田 野 線　　　　　　綾　部　市　 ４，５５２，９００　　　　　
下野条上川口停　　　　　　福 知 山 市　 ３，９０７，６００　　　　　車場線
明田京丹後大宮　　　　　　京 丹 後 市　 ２，１０１，４４３　　　　　停車場線　　　　　
加悦岩滝自転車　　　　　　与 謝 野 町　 ７，０８１，６００　　　　　道線
　小計４２路線　 ２４０，７７９，５３１　　　　　
府　内　全　域　 ５０，４２０，３７０　　　　　
事　　務　　費　 ６１０，０００　　　　　
　　　計　 ２９１，８０９，９０１　　　　　

       １　施策の趣旨等
　安心して暮らせる地域をつくるため、災害の発生を予防し、又は被害の拡大を防止するこ
とを目的として対策工事を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
　法面対策工事等を実施することにより、災害の発生予防及び拡大防止を図った。

　路　線　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
国　道　１７３　号　　　　　　　京 丹 波 町　 ９，３３６，７０２円　　　　

緊急自然災害防止対策
事業
（道路管理課）
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　路　線　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
国　道　１７３　号　　　　　　　福 知 山 市　 ２０，０００，０００円　　　　
国　道　１７５　号　　　　　　　舞　鶴　市　 ３０，０００，０００　　　　　
国　道　１７６　号　　　　　　　与 謝 野 町　 １０，０００，０００　　　　　
国　道　１７８　号　　　　　　　京 丹 後 市　 ２，０００，０００　　　　　
国　道　３０７　号　　　　　　　宇治田原町　 ８０６，９７５　　　　　
国　道　３７２　号　　　　　　　亀　岡　市 　４，５６５，０００　　　　　
市 島 和 知 線　　　　　　　京 丹 波 町　 ３，９５０，０００　　　　　
池 辺 京 田 線　　　　　　　舞　鶴　市　 ２，８１８，２００　　　　　
舞鶴綾部福知山　　　　　　　綾　部　市　 ２，１１３，６８３　　　　　線　　　　　
舞 鶴 宮 津 線　　　　　　　宮　津　市　 ５，８５９，８００　　　　　
網 野 峰 山 線　　　　　　　京 丹 後 市　 １５，７８０，０００　　　　　
上 杉 和 知 線　　　　　　　綾　部　市 　５，０００，０００　　　　　
下野条上川口停　　　　　　　福 知 山 市　 １４，５２１，３７６　　　　　車場線
大 宮 岩 滝 線　　　　　　　京 丹 後 市　 ３４，０００，０００　　　　　
加 悦 但 東 線　　　　　　　与 謝 野 町　 ４，２２７，３００　　　　　
　　計１６路線　 １６４，９７９，０３６　　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都の地域資源を紡ぐサイクルルートの形成及び活用による地域の活性化に向けた取組等
を推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　舗装修繕や路面表示等による自転車走行環境整備を実施した。

　路　線　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
国　道　１７５　号　　　　　　　舞　鶴　市　 ９，０００，０００円　　　　
国　道　３１２　号　　　　　　　京 丹 後 市　 ７８，５５３，２００　　　　　
国　道　４８２　号　　　　　　　　　〃　 ２８，４５１，５００　　　　　
木 津 信 楽 線　　　　　　　和　束　町　 ３８，８２４，０００　　　　　
上野南山城線　　　　　　　南 山 城 村　 ６７，６２９，５００　　　　　
網 野 峰 山 線　　　　　　　京 丹 後 市　 ２，９７０，０００　　　　　
網 野 岩 滝 線　　　　　　　　　〃　 １９，０２２，３００　　　　　
田井大垣自転車　　　　　　　宮　津　市　 ２３，８５０，１００　　　　　道線
加悦岩滝自転車　　　　　　　与 謝 野 町　 ３３，８５６，２８７　　　　　道線

自転車活用推進事業
（道路管理課）
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　小計９路線 　３０２，１５６，８８７　　　　　
府　内　全　域　 １１８，１６９，４００　　　　　
　　　計　 ４２０，３２６，２８７　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

２　施策の実施状況
　社会資本整備総合交付金等により橋りょうの点検及び修繕を行った。

３　執　　行　　額　 ３，０７８，６８７，２５２円　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施した。
　　　路　線　名　　　　（橋 り ょ う 名）　　　施 行 場 所　　　　 執　行　額　　　　　　　　　　　　　　　
　　国　道　３０７　号　　　（山　城　大　橋）　　　京 田 辺 市　 ３１，１１０，０００円　　　　
　　八 幡 木 津 線　　　（中　　島　　橋）　　　木 津 川 市　 ４０，０００，０００　　　　　
　　枚 方 山 城 線　　　（開　　　　　橋）　　　　　〃　 ３３，０００，０００　　　　　
　　舞鶴福知山線　　　（音　無　瀬　橋）　　　福 知 山 市　 １６，５００，０００　　　　　
　　岩ケ鼻須川線　　　（井　の　口　橋）　　　京 丹 後 市　  １３，８９７，０００　　　　　
　　　小計５路線　　 １３４，５０７，０００　　　　　
　　府　内　全　域　 ２４５，３４４，３００　　　　　
　　　　　計　　　　 ３７９，８５１，３００　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「京都の道・長寿プラン」に基づき、橋りょうの予防補修を行う。

２　施策の実施状況
　老朽危険橋の修繕、腐食防止及び緊急耐震対策等を行い、通行の安全確保を行った。

３　執　　行　　額　 ４９２，４８３，９６１円　　　　

４　橋りよう維
持費
（Ｐ１６６）

６，１５３，５１４，０００
（６，２１２，９２８，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２，２０２，４９１，０００
生活・交通基盤
整備事業費
 １，８６７，４４７，２３２
防災基盤整備事
業費　 　　　　　　　 
 １４５，０７４，４００
社会基盤長寿命
化対策事業費
 １８９，９６９，３６８

兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献

験

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献

鹸

３，９５１，０２２，５１３
（３，９６４，７５９，７０３）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １，６６３，５１４，０７９
繰　越　金
 ３５７，１４１，１０５
府　　　債
 １，９２９，４２９，０００
一　般　財　源
 ９３８，３２９

生活・交通基盤整備事
業
（道路建設課）

防災基盤整備事業
（道路建設課）

社会基盤長寿命化対策
事業
（道路建設課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２４２―

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　社会資本整備総合交付金等により橋りょう整備等を行った。
　　　路　線　名　　　　（橋 り ょ う 名）　　　施 行 場 所 執 行 額　　　　　
　　山城総合運動公　　　（城　　陽　　橋）　　　城　陽　市　 ５６５，０５２，２９７円　　　　　　園城陽線
　　郷ノ口余部線　　　（宇　津　根　橋）　　　亀　岡　市　 ２７４，３７４，９０１　　　　　
　　　小計２路線　 ８３９，４２７，１９８　　　　　
　　事　　務　　費　 １８，０５７，５６２　　　　　
　　　　　計　 ８５７，４８４，７６０　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　道路新設や河川改修に伴い、老朽化、幅員狭小等により交通を阻害している幹線道路等の
橋りょうの整備を行い、道路交通の円滑化を行った。
　　　路　線　名　　　　（橋 り ょ う 名）　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
　　山城総合運動公　　　（城　　陽　　橋）　　　城　陽　市　 １８，２０５，２８３円　　　　　　園城陽線

 

         １　施策の趣旨等
　国直轄道路の新設・改築等に要した費用を負担し、道路交通の円滑化及び暮らしの安心・
安全の推進を図る。

２　施策の実施状況及び執行額

　　　事　業　名　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　 執 行 額　　　　　　
　　 （府負担金）　　　　　
　　改　　　　　築　　　　　　　　５，５１９，８８３，０００円　 １，８３８，６２７，６６４円　　　　
　　　国　道　９　号　　　　　　　　　４４２，８５９，０００　 １４７，６１９，６６６　　　　　
　　　国　道　２４　号　　　　　　　　２，４９９，０８０，０００　 ８３１，６９３，３３３　　　　　
　　　国　道　２７　号　　　　　　　　１，２００，０００，０００　 ４００，０００，０００　　　　　

５　橋りよう新
設改良費
（Ｐ１６６）

１，６３６，３５５，０００
（１，７６１，４０９，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ７６０，６６４，０００
生活・交通基盤
整備事業費
 ７４９，６５３，３３９　 　　　　　　　 
地域密着型社会
資本整備事業費
 １１，０１０，６６１
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献
献
献
献
献
献
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献
献
献
献
献
献

鹸

８７５，６９０，０４３
（９３９，５３２，９５１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４６１，６８４，９５８
繰　越　金
 １４，６２５，４８５
府　　　債
 ３９７，０００，０００
一　般　財　源
 ２，３７９，６００

生活・交通基盤整備事
業
（道路建設課）

地域密着型社会資本整
備事業
（道路建設課）

６　国直轄事業
費負担金
（Ｐ１６８）

３，７２４，０００，０００
（３，７２４，０００，０００）

３，７１３，９１２，０９４
（３，７１３，９１２，０９４）
決算額の財源
内訳
府　　　債
 ３，４９５，０００，０００
一　般　財　源
 ２１８，９１２，０９４

国直轄道路事業
（道路計画課）



―２４３―

　　　国　道　１６３　号　　　　　　　　　３１７，９４４，０００　 １０５，９８１，３３３　　　　　
　　　国　道　３１２　号　　　　　　　　１，０６０，０００，０００　 ３５３，３３３，３３２　　　　　
　　交通安全施設（１種）　　　　　　　　７３７，０００，０００　 ２４５，６６６，６６４　　　　　
　　交通安全施設（２種）　　　　　　　　３４４，０００，０００　 １７２，０００，０００　　　　　
　　交通事故一種　　　　　　　　２，８７４，０００，０００　 ９５７，９９９，９９９　　　　　
　　交通事故二種　　　　　　　　　１９５，０００，０００　 ９７，５００，０００　　　　　
　　道路更新防災等対策　　　　　　　４１３，０００，０００　 １３７，６６６，６６６　　　　　
　　沿道環境改善　　　　　　　　　６５９，８６７，０００　 ２１９，９５５，６６５　　　　　
　　電 線 共 同 溝　　　　　　　　　　８９，０００，０００　 ４４，５００，０００　　　　　
　　　　小　　計　　　　　　　　　１０，８３１，７５０，０００　 ３，７１３，９１６，６５８　　　　　
　　過年度分精算　　　　　　　　　　△　１７，９８７　 △　４，５６４　　　　　
　　　　　計　　　　　　　　　　　１０，８３１，７３２，０１３　 ３，７１３，９１２，０９４　　　　　

 

 ３　河川海岸費

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　１、２級河川の草刈り、雑草除去を行い、疎通能力の増大と河川の美化、環境整備等を図っ
た。
　　　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
　　鴨　　　　　川　　　　　　　左 京 区 他　 １５，１７７，２１９円　　　　
　　小　　畑　　川　　　　　　　長岡京市他　 ４３，０８０，６００　　　　　
　　防　　賀　　川　　　　　　　京田辺市他　 ２８，４９８，８００　　　　　
　　煤　　谷　　川　　　　　　　精　華　町 　１０，８５２，６００　　　　　
　　園　　部　　川　　　　　　　南　丹　市　 １５，１１５，７００　　　　　
　　犀　　　　　川　　　　　　　綾　部　市　 １８，５７７，０００　　　　　
　　牧　　　　　川　　　　　　　福 知 山 市　 ３，６３８，８００　　　　　
　　竹　　野　　川　　　　　　　京 丹 後 市　 １３，５３９，５００　　　　　
　　その他１９７河川　 ４０１，９６０，７８１　　　　　
　　　　小計２０５河川　 ５５０，４４１，０００　　　　　
　　事　　務　　費　 ９，９４７，０００　　　　　
　　　　　計　 ５６０，３８８，０００　　　　　

１　河川総務費
（Ｐ１６８）

６３１，５７９，０００
（１，５６２，０６９，０００）

６３０，５２２，５５１
（１，５５９，９０４，１９２）
決算額の財源
内訳
府　　　債
 ５６０，０００，０００
一　般　財　源
 ７０，５２２，５５１

安心・安全基盤整備事
業

（河　川　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目
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       １　施策の趣旨等
　京都府鴨川条例に基づく規制の実施や鴨川府民会議による府民との意見交換等を行い、鴨
川の総合的治水対策の推進、良好な河川環境の保全及び快適な利用の確保を図る。

　指標：京都府鴨川条例で規制する迷惑行為に対する指導件数
　目標：５７７件（前年度実績）以下　　実績：５８０件

２　施策の実施状況
茨　京都府鴨川条例に基づく規制の実施
ア　バイク乗入禁止区域指導　　　５５５件（前年５３４件）
イ　打上花火禁止区域指導　　　　１８　　（　〃　２７　）
ウ　バーベキュー禁止区域指導　　７　　（　〃　１６　）
芋　鴨川府民会議の開催
　構成：公募６人、有識者１６人、行政２人
　内容：令和５年６月７日（第６０回）鴨川・高野川　令和５年度整備予定内容等
　　　　　　　　９月６日（第６１回）鴨川河川敷へのゴミ投棄・放置状況への取組等
　　　　　　　　１２月２１日（第６２回）鴨川河川敷へのゴミ投棄・放置状況への取組等
　　　　令和６年３月１３日（第６３回）鴨川（三条大橋南側）における夜間景観づくりの実

証実験について等
鰯　鴨川四季の日の取組
　春　：令和５年３月１日～５月３１日　夏　：令和５年６月１日～８月３１日
　秋　：令和５年９月１日～１１月３０日　冬　：令和６年１２月１日～２月２９日
　内容：府民協働による河川愛護活動の実施や、ホームページ等による鴨川等の四季の魅

力を全国に発信する取組を行った。

３　執　　行　　額 　１０，１３４，５５１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号により被災した河川管理施設等を復旧する。

２　施策の実施状況
　令和５年台風７号により被災した護岸等において、小規模な修繕等を実施した。

３　執　　行　　額　 ６０，０００，０００円　　　　

鴨川環境保全対策推進
事業

（河　川　課）

土木施設応急復旧事業
（河　川　課）



―２４５―

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　広域河川改修事業
　河川改修事業の実施において、水系一貫した広域的な整備を図った。
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
安　祥　寺　川　　　　　　　山　科　区　 ３７，１５８，８００円　　　　
古　　　　　川　　　　　　　城　陽　市　 １８４，６２７，３００　　　　　
名　　木　　川　　　　　　　　　〃　 ３０，３４７，７００　　　　　
大　　谷　　川　　　　　　　八 幡 市 他　 ３６５，５１９，３０６　　　　　
桂　　　　　川　　　　　　　亀 岡 市 他　 ７４１，４１３，４０８　　　　　
雑　　水　　川　　　　　　　亀　岡　市　 ７９，１１２，４００　　　　　
七　　谷　　川　　　　　　　　　〃　 １３７，７７３，２５３　　　　　
犬　　飼　　川　　　　　　　　　〃　 ６９，８４９，１２５　　　　　
千　　々　　川　　　　　　　　　〃　 １５３，０８２，０８６　　　　　
法　貴　谷　川　　　　　　　　　〃　 １２４，４０３，６１４　　　　　
東　　所　　川　　　　　　　南　丹　市　 ７４，３７５，１６０　　　　　
宮　　　　　川　　　　　　　福 知 山 市　 ７７，１７２，３５２　　　　　
牧　　　　　川　　　　　　　　　〃　 ９９，０２０，０５０　　　　　
竹　　野　　川　　　　　　　京 丹 後 市　 ４０９，６２８，５２７　　　　　
福　　田　　川　　　　　　　　　〃　 １７８，８７６，２４２　　　　　
野　　田　　川　　　　　　　与 謝 野 町　 ２２，８５０，３００　　　　　
その他２河川　 ５，５１５，３００　　　　　
　小計１８河川　 ２，７９０，７２４，９２３　　　　　
事　　務　　費　 ４５，６７０，５１９　　　　　
　　　計　 ２，８３６，３９５，４４２　　　　　

芋　都市基盤河川改修事業
　京都市等が実施する市街地整備等に併せた河川改修事業に対して補助を行った。
　河　川　名　　　　　施 行 場 所　　　　　事 業 費　 補 助 金　　　　　
西　野　山　川　　　　山　科　区　　　５４，６６５，６７８円 １８，２２１，８９２円　　　　
西　高　瀬　川　　　　右　京　区　　　３５，６６５，２３８ １１，８８８，４１３　　　　　
新　　　　　川　　　　西　京　区　　　１８１，４５６，０００ ６０，４８５，３３２　　　　　
七　　瀬　　川　　　　伏　見　区　　　４５，１５４，５１９ １５，０５１，５０５　　　　　
西 羽 束 師 川　　　　　　〃　　　　　２７７，００１，９３７ ９２，３３３，９７９　　　　　
防　　賀　　川　　　　京 田 辺 市　　　８７，０００，０００ ２９，０００，０００　　　　　
蓼　　原　　川　　　　福 知 山 市　　　１４１，８５５，１１７ ４７，２８５，０３９　　　　　
その他１河川　　　　　　　　　　　　　７，０５０，９３６ ２，３５０，３１２　　　　　
　　計８河川　　　　　　　　　　　　　　８２９，８４９，４２５ ２７６，６１６，４７２　　　　　

２　河川改良費
（Ｐ１６８）

１７，０９４，５１１，９２５
（１８，８６９，３００，９３２）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ７，２３１，９７６，９１６
安心・安全基盤
整備事業費
 ５，６１６，６５０，２９８
防災基盤整備事
業費
 ９３，１２７，８９９
地域密着型社会
資本整備事業費
 ３０９，３４１，６７０
千年の都・鴨川
清流事業費　 　　　　　　　 
 ６１８，８５０，６２３
防災情報共有化
対策事業費
 ２，０００，０００
緊急自然災害防
止対策事業費
 ３２０，５２１，５８３
緊急浚渫推進事
業費
 ２７１，４８４，８４３
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９，８６２，３５９，１５２
（１１，０７８，５９１，４９８）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３，３４１，９１４，５０３
繰　越　金
 ２９，０４７，８６６
府　　　債
  ６，３４７，２００，０００
一　般　財　源
 １４４，１９６，７８３

安心・安全基盤整備事
業

（ ）河　川　課
砂　防　課
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鰯　流域治水対策河川改修事業
　流域における貯留施設の整備と併せた総合的な河川の整備を図った。
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
煤　　谷　　川　　　　　　　精　華　町　 ２４２，７６１，０３６円　　　　
事　　務　　費　 ３，７０４，８８２　　　　　
　　　計 　２４６，４６５，９１８　　　　　

允　総合流域防災事業
　流域一体で河川改修や情報基盤の整備等を行い、水害から府民の生命財産を守るための
総合的な防災対策の推進を図った。
ア　統合河川整備事業
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
四　　宮　　川　　　　　　　山　科　区　 ９８，４８３，１４０円　　　　
戦　　　　　川　　　　　　　宇　治　市　 ４６，８１９，５３９　　　　　
大　井　手　川　　　　　　　木 津 川 市　 ３４３，５２１，１７１　　　　　
赤　　田　　川　　　　　　　　　〃　 １２，５９３，２１０　　　　　
高　　屋　　川　　　　　　　京 丹 波 町　 ５１，２９８，５１５　　　　　
伊　佐　津　川　　　　　　　舞　鶴　市　 １２１，６０２，７００　　　　　
弘　　法　　川　　　　　　　福 知 山 市　 ８２，８９４，５３７　　　　　
相　　長　　川　　　　　　　　　〃　 １４２，６１６，９９９　　　　　
法　　　　　川　　　　　　　　　〃　 １１０，８５３，４３０　　　　　
大　　谷　　川　　　　　　　　　〃　 ４０，４５０，０００　　　　　
川　上　谷　川　　　　　　　京 丹 後 市　 １５０，３７１，５５４　　　　　
　小計１１河川　 １，２０１，５０４，７９５　　　　　
事　　務　　費　 ２１，２８６，７０３　　　　　
　　　計　 １，２２２，７９１，４９８　　　　　
イ　情報基盤整備事業
　河　川　名　 執 行 額　　　　　
府　内　全　域　 １６３，５２９，３００円　　　　
事　　務　　費　 １，９９８，６６１　　　　　
　　　計　 １６５，５２７，９６１　　　　　

印　特定洪水対策等推進事業
　頻発化・激甚化する水害に対する治水安全度を向上させるため、河川の整備促進を図っ
た。
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
西 羽 束 師 川　　　　　　　伏　見　区　 ８７，２００，０００円　　　　
大　井　手　川　　　　　　　木 津 川 市　 ３４，９７９，８００　　　　　
煤　　谷　　川　　　　　　　精　華　町 　１１０，６２６，１５９　　　　　
七　　谷　　川　　　　　　　亀　岡　市　 ２０１，７０５，６２３　　　　　
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高　　野　　川　　　　　　　舞　鶴　市　 ４５２，３４１，９６０　　　　　
法　　　　　川　　　　　　　福 知 山 市　 ９７，３８６，６９８　　　　　
大　　谷　　川　　　　　　　　　〃　 ３５４，９１５，０８３　　　　　
小　　西　　川　　　　　　　京 丹 後 市　 ２９７，３３７，９０４　　　　　
　小計８河川　 １，６３６，４９３，２２７　　　　　
事　　務　　費　 ２７，９２４，９５８　　　　　
　　　計　 １，６６４，４１８，１８５　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　地域防災対策事業
　度々浸水被害が発生している河川のネック箇所について、局所的に緊急河川改修を行っ
た。
　　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
　高　　屋　　川　　　　　　　南　丹　市　 １３，５３０，０００円　　　　
　志　　楽　　川　　　　　　　舞　鶴　市　 １９，０００，０００　　　　　
　弘　　法　　川　　　　　　　福 知 山 市　 ２２，３２４，４７１　　　　　
　その他３河川　 ６，１８９，８５２　　　　　
　　　計６河川　　 ６１，０４４，３２３　　　　　

芋　集中豪雨・橋りょう耐震化事業
　老朽化等により破損した場合に甚大な被害が予想される天井川等の対策を実施した。
　　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
　小　　畑　　川　　　　　　　長 岡 京 市　 ６２，６１５，３００円　　　　
　鳴　　子　　川　　　　　　　木 津 川 市　 １４，０６７，８００　　　　　
　その他４河川　 １６，８３５，６００　　　　　
　　小計６河川　 ９３，５１８，７００　　　　　
　管　内　一　円　 ４１，０７６，３９７　　　　　
　　　　計　 １３４，５９５，０９７　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　地域振興河川事業
　護岸工等の河川改修や地域環境等と調和した良好な水辺空間の整備を行い、治水安全度
の向上と河川環境の保全を図った。

防災基盤整備事業
（河　川　課）

地域密着型社会資本整
備事業

（河　川　課）
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　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
小　　畑　　川　　　　　　　長 岡 京 市　 ２４，３００，９００円　　　　
山　　田　　川　　　　　　　精　華　町　 １９，６１０，１００　　　　　
桂　　　　　川　　　　　　　亀 岡 市 他　 ２８，９２１，２００　　　　　
与　保　呂　川　　　　　　　舞　鶴　市　 ２３，１４０，１９３　　　　　
蓼　　原　　川　　　　　　　福 知 山 市　 １２，５２５，１９８　　　　　
弘　　法　　川　　　　　　　　　〃　 ２６，６４８，５２９　　　　　
離　　　　　湖　　　　　　　京 丹 後 市　 １４，３２６，２００　　　　　
その他９河川　 ４７，４１３，６７０　　　　　
　小計１６河川　 １９６，８８５，９９０　　　　　
管　内　一　円　 ４９，４４７，４８６　　　　　
事　　務　　費　 ３２３，１５８　　　　　
　　　計　 ２４６，６５６，６３４　　　　　

芋　京の川づくり事業
　京都市内河川の環境整備、改修等を行い、山紫水明の歴史都市・京都にふさわしい水辺
空間の創出を図った。
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
貴　　船　　川　　　　　　　左　京　区　 １０，５４４，６００円　　　　
旧 安 祥 寺 川　　　　　　　山　科　区　 １０，９７０，３００　　　　　
天　　神　　川　　　　　　　右　京　区　 １５，５１３，５００　　　　　
その他２河川 　８，６４９，３００　　　　　
　小計５河川　 ４５，６７７，７００　　　　　
管　内　一　円　 ２５３，２６０，４２３　　　　　
事　　務　　費　 ４３４，９７９　　　　　
　　　計　 ２９９，３７３，１０２　　　　　

鰯　河川企画調査事業
　治水上等の問題となっている河川の流量観測や治水計画の検討等を行い、治水安全度の
向上を図った。
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
桂　　　　　川　　　　　　　亀　岡　市　 １５，６８３，２７０円　　　　
その他６河川　 ３６，６０６，６００　　　　　
　　計７河川　 ５２，２８９，８７０　　　　　

允　河川災害防除事業
　河床の切下げや堆積土砂の取除き等を行い、いつ流、浸水等の災害の未然防止を図った。
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
小　　泉　　川　　　　　　　長 岡 京 市　 ９，０００，０００円　　　　
その他１河川　 ６，０００，０００　　　　　
　小計２河川　 １５，０００，０００　　　　　
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管　内　一　円　 ２９，４４６，６００　　　　　
事　　務　　費　 ９９，６６３　　　　　
　　　計　 ４４，５４６，２６３　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「千年の都・鴨川清流プラン」に基づき、魅力的な空間の創出、美しい鴨川及び治水安全度
の向上を目指す。

２　施策の実施状況及び執行額
　快適な利用の促進と季節や自然を身近に感じる公共空間を創出するため、護岸整備、中州
除去等を実施した。
　　　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
　鴨　　　　　川　　　　　　　南　区　他 　６８７，９６５，７００円　　　　
　その他１河川　 ６，０２６，９００　　　　　
　　　計２河川　 ６９３，９９２，６００　　　　　

       １　施策の趣旨等
　迅速な市町村の避難情報発令や速やかな住民の自主避難を支援するため、効果的な防災情
報の提供を実施する。

２　施策の実施状況
　市町村の避難情報発令や緊急対応の準備を支援するため、京都府水位・氾濫予測システム
の精度検証を実施した。

３　執　　行　　額　 ３，０００，０００円　　　　
 （委託料）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　安心して暮らせる地域をつくるため、災害の発生を予防し、又は被害の拡大を防止するこ
とを目的として対策工事を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
　小規模の河川改修を計画的に実施することにより、災害の発生予防及び拡大防止を図っ
た。

　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
西　高　瀬　川　　　　　　　南　　　区　 ７５，２０８，７６４円　　　　
小　　畑　　川　　　　　　　長 岡 京 市　 ５８，０００，０００　　　　　

千年の都・鴨川清流事
業

（河　川　課）

防災情報共有化対策事
業

（砂　防　課）

緊急自然災害防止対策
事業

（河　川　課）
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　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
糠　　塚　　川　　　　　　　宇治田原町　 ２３，３１９，５４４円　　　　
不　　動　　川　　　　　　　木 津 川 市　 ３７，７３４，０６０　　　　　
小　　　　　川　　　　　　　　　〃　 １２７，５０８，７００　　　　　
本　　梅　　川　　　　　　　南　丹　市　 ７５，３４６，３００　　　　　
田　　原　　川　　　　　　　　　〃　 ６９，２５３，９００　　　　　
上　和　知　川　　　　　　　京 丹 波 町　 ４２，３３５，７００　　　　　
河　　辺　　川　　　　　　　舞　鶴　市　 ３３，３３９，７００　　　　　
志　　楽　　川　　　　　　　　　〃 　３１，１２５，６００　　　　　
榎　　原　　川　　　　　　　福 知 山 市　 ３６，２９３，５６２　　　　　
大　砂　利　川　　　　　　　　　〃　 ３５，３８８，６００　　　　　
大　　雲　　川　　　　　　　宮　津　市　 ６３，７２９，０４５　　　　　
吉　　野　　川　　　　　　　京 丹 後 市　 １０，３３６，０００　　　　　
筒　　　　　川　　　　　　　伊　根　町　 ５１，１０５，０６４　　　　　
その他６河川　 ２８，６６６，７１２　　　　　
　　計２１河川　 ７９８，６９１，２５１　　　　　

       １　施策の趣旨等
　近年の相次ぐ河川氾濫を踏まえ、緊急かつ集中的に浚渫事業に取り組み、危険箇所の解消
を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　堆積状況や人家への危険度に応じて、対策の優先度の高い箇所において河川の浚渫を実施
した。

　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
鴨　　　　　川　　　　　　　中 京 区 他　 ３０，０００，０００円　　　　
山　　科　　川　　　　　　　山　科　区　 ５５，９２０，７００　　　　　
弓　　削　　川　　　　　　　右　京　区　 １９，２４０，０００　　　　　
遠　　藤　　川　　　　　　　京 田 辺 市　 １８，７９０，２００　　　　　
南　　谷　　川　　　　　　　井　手　町　 ２１，０７１，２００　　　　　
玉　　　　　川　　　　　　　　　〃　 １７，８９０，４００　　　　　
田　　原　　川　　　　　　　宇治田原町他　 ６４，８１２，５００　　　　　
犬　　打　　川　　　　　　　宇治田原町　 １２，２６９，４００　　　　　
井　　関　　川　　　　　　　木 津 川 市　 ３２，６８６，３９６　　　　　
桂　　　　　川　　　　　　　亀 岡 市 他　 １１５，３５０，１３１　　　　　
曽　我　谷　川　　　　　　　亀　岡　市　 １２，３９１，５００　　　　　

緊急浚渫推進事業
（河　川　課）
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犬　　飼　　川　　　　　　　　　〃　 １９，７３９，０００　　　　　
西　　　　　川　　　　　　　南　丹　市　 １５，４５７，２００　　　　　
園　　部　　川　　　　　　　　　〃 　１５，０００，０００　　　　　
土　　師　　川　　　　　　　京 丹 波 町　 ３０，９５７，３００　　　　　
高　　屋　　川　　　　　　　　　〃　 １３，２９９，０００　　　　　
曽　　根　　川　　　　　　　　　〃　 １０，４００，５００　　　　　
檜　　　　　川　　　　　　　舞　鶴　市　 １７，０００，０００　　　　　
伊　佐　津　川　　　　　　　　　〃　 ５６，２６２，２００　　　　　
池　　内　　川　　　　　　　　　〃　 ２８，６８９，４００　　　　　
犀　　　　　川　　　　　　　綾　部　市　 ２８，２０７，３００　　　　　
上　　林　　川　　　　　　　　　〃　 ６６，６７９，００９　　　　　
畑　　口　　川　　　　　　　　　〃　 １１，１４６，３００　　　　　
宮　　　　　川　　　　　　　福 知 山 市　 １８，１７３，５００　　　　　
牧　　　　　川　　　　　　　　　〃　 ５５，２５９，６００　　　　　
和　　久　　川　　　　　　　　　〃　 １７，００４，５００　　　　　
鴫　　谷　　川　　　　　　　　　〃　 １０，６８８，３００　　　　　
土　　師　　川　　　　　　　　　〃　 ４５，０５９，８００　　　　　
鱒　　留　　川　　　　　　　京 丹 後 市　 １４，９８６，４００　　　　　
佐　濃　谷　川　　　　　　　　　〃　 １０，６５５，７００　　　　　
川　上　谷　川　　　　　　　　　〃　 ２０，２１６，４００　　　　　
野　　田　　川　　　　　　　与 謝 野 町　 ５５，０００，０００　　　　　
香　　河　　川　　　　　　　　　〃　 １５，７７９，５００　　　　　
その他２２河川　 １３９，８７１，２００　　　　　
　　計５５河川　 １，１１５，９５４，５３６　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　通常砂防事業
　堰堤工や流路工等の砂防工事を行い、土石等の流出による災害の未然防止を図った。
ア　淀川水系
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
蛙　ケ　谷　川　　　　　　　北　　　区　 １６０，１２５，６００円　　　　
草　　生　　川　　　　　　　左 京 区　 ２３６，１１７，４００　　　　　
北　　　　　川　　　　　　　西 京 区　 １６，０００，０００　　　　　
炭　山　谷　川　　　　　　　宇　治　市　 ５７，７７１，０００　　　　　

３　砂　　防　　費
（Ｐ１７０）

８，８１５，０５９，６４０
（９，５６４，７２９，２０８）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ３，７３７，７０７，４２１
安心・安全基盤
整備事業費
 ２，８０６，７９３，０８６
防災基盤整備事　 　　　　　　　 
業費
 １３３，８１７，３７３
社会基盤長寿命
化対策事業費
 １８，７０９，１８９

　
　

兼
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

　
　

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

５，０７６，３５２，１２７
（５，７０８，３６７，１３３）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 ６４，２６９，９８６
国庫支出金
 １，９８８，３２１，４７０
繰　越　金
 １１０，４６３，１８１
府　　　債
 ２，８５２，７００，０００

安心・安全基盤整備事
業

（砂　防　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２５２―

         　　　　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　　
辻　　出　　川　　　　　　　宇　治　市 １８，０１１，０００円　　　　
大　　谷　　川　　　　　　　　　〃　 ６，０６３，２００　　　　　
中　ノ　谷　川　　　　　　　宇治田原町　 １００，０６７，１００　　　　　
切　林　谷　川　　　　　　　　　〃　 ４，８５０，０００　　　　　
桜　峠　谷　川　　　　　　　木 津 川 市　 ２７，１５５，７００　　　　　
門　　前　　川　　　　　　　和　束　町　 １１６，６８４，８７０　　　　　
谷　　田　　川　　　　　　　　　〃　 ２９，３１６，３９５　　　　　
中　　谷　　川　　　　　　　亀　岡　市　 ６４，８８４，６００　　　　　
菖　蒲　谷　川　　　　　　　南　丹　市　 １０９，５５６，７００　　　　　
　小計１３河川　 ９４６，６０３，５６５　　　　　
イ　由良川水系
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
谷　　山　　川　　　　　　　南　丹　市　 ４５，８０９，１００円　　　　
西　　谷　　川　　　　　　　　　〃 　４０，６９６，７００　　　　　
篠原西一谷川　　　　　　　京 丹 波 町　 ７４，０８８，１２３　　　　　
塩 谷 一 谷 川　　　　　　　　　〃　 １１，２０５，７００　　　　　
上　乙　見　川　　　　　　　　　〃　 １０，９８０，０００　　　　　
大　　島　　川　　　　　　　綾　部　市　 ６，２９４，２００　　　　　
大 谷 川 支 川　　　　　　　福 知 山 市 　１５７，５７５，８０１　　　　　
樋　ノ　口　川　　　　　　　　　〃　 ２５，７７７，４１５　　　　　
水　　坂　　川　　　　　　　　　〃　 ２９，１８０，２８６　　　　　
上　北　谷　川　　　　　　　　　〃　 ８７，７６４，７６７　　　　　
谷　　河　　川　　　　　　　　　〃　 ２３９，６３９，６０２　　　　　
流　　尾　　川　　　　　　　　　〃　 １４，０９０，３００　　　　　
　小計１２河川　 ７４３，１０１，９９４　　　　　
ウ　２級水系
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所 執 行 額　　　　　
天　　台　　川　　　　　　　舞　鶴　市　 ２６，１７９，００６円　　　　
白　　滝　　川　　　　　　　　　〃 　７，８３０，９００　　　　　
瀬　　崎　　川　　　　　　　　　〃 　６，５１８，６００　　　　　
河 辺 由 里 川　　　　　　　　　〃　 ８，７１０，９００　　　　　
目　黒　谷　川　　　　　　　京 丹 後 市　 ９０，０００，０００　　　　　
シ　シ　伏　川　　　　　　　　　〃 　１０６，１８６，２００　　　　　
平　　地　　川　　　　　　　与 謝 野 町　 ５９，３８７，５４３　　　　　
　小計７河川　 ３０４，８１３，１４９　　　　　
エ　その他水系
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　

地域密着型社会
資本整備事業費
 ７００，０００
緊急自然災害防
止対策事業費
 １０９，２７１，７７３　 　　　　　　　 
緊急浚渫推進事
業費
 ４５，１７９，３００
災害関連緊急砂
防事業費
 ６２３，２３６，７００

　　

献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

験

　　

献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

鹸

一　般　財　源
 ６０，５９７，４９０
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下 谷 川 支 渓　　　　　　　舞　鶴　市　 ８，７１０，９００円　　　　
イ　ガ　口　川　　　　　　　伊　根　町　 １０１，００２，３００　　　　　
　小計２河川　 １０９，７１３，２００　　　　　
　小計３４河川　 ２，１０４，２３１，９０８　　　　　
事　　務　　費　 ３８，０６９，１４３　　　　　
　　　計　 ２，１４２，３０１，０５１　　　　　

芋　地すべり対策事業
　地すべり防止区域における排水工や法枠工等の地すべり対策工事を行い、地すべり被害
の未然防止を図った。
　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
長　　　　　江　　　　　　　宮　津　市 　７４，３７２，３３５円　　　　
事　　務　　費　 ２，２３４，０００　　　　　
　　　計　 ７６，６０６，３３５　　　　　

鰯　急傾斜地崩壊対策事業
　急傾斜地崩壊危険区域内における擁壁工や法枠工等の急傾斜地対策工事を行い、急傾斜
地崩壊による災害の未然防止を図った。
　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
行　　　　　永　　　　　　　舞　鶴　市 　５７１，５００円　　　　
小　　西　　町　　　　　　　綾　部　市　 ４，４６４，０８１　　　　　
三　　河　　Ⅱ　　　　　　　福 知 山 市　 ３２，１００，０００　　　　　
松　　　　　室　　　　　　　西　京　区 　９９，５８５，５００　　　　　
嵐 山 宮 ノ 北　　　　　　　　　〃　 ８，４３８，１００　　　　　
早　　稲　　田　　　　　　　大 山 崎 町　 ７５，９５６，１００　　　　　
志　　　　　高　　　　　　　舞　鶴　市 　４４，４５６，１３２　　　　　
上　　安　　久　　　　　　　　　〃　 １，７２２，６００　　　　　
谷　　　　　内　　　　　　　京 丹 後 市 　 ２２，４３６，７９８　　　　　
　　　谷　　　　　　　　　　　　〃　 １８，４８５，０００　　　　　
本　庄　上　Ⅱ　　　　　　　伊　根　町　 １１６，５８９，８６８　　　　　
小　　　　　坪　　　　　　　　　〃　 ６４，９５０，９２５　　　　　
仕　　伏　　町　　　　　　　左　京　区　 １０，４５５，５００　　　　　
小　田　宿　野　　　　　　　宮　津　市　 ７１，８５３，７００　　　　　
　小計１４箇所　 ５７２，０６５，８０４　　　　　
事　　務　　費　 ９，７４６，５６９　　　　　
　　　計　 ５８１，８１２，３７３　　　　　

允　総合流域防災事業
　流域一体で砂防事業を行い、土砂災害から府民の生命財産を守るための総合的な防災対
策の推進を図った。
　箇　所　名　 執 行 額　　　　　
管　内　一　円　 ６２１，２５８，３００円　　　　
事　　務　　費　 １３，２９１，６０４　　　　　
　　　計　 ６３４，５４９，９０４　　　　　
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印　事業間連携砂防事業
　河川事業や道路事業と連携して、砂防指定地内における堰堤工や流路工等の砂防工事を
行い、土石等の流出による災害の未然防止を図った。
ア　淀川水系
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
蛙　ケ　谷　川　　　　　　　北　　　区　 ７，４５７，２００円　　　　
猪　ノ　谷　川　　　　　　　左　京　区　 １６９，４００　　　　　
北　　　　　川　　　　　　　西　京　区　 １１７，３６９，０００　　　　　
炭　山　谷　川　　　　　　　宇　治　市　 ３０，８４７，６００　　　　　
中　ノ　谷　川　　　　　　　宇治田原町　 １０，０００，０００　　　　　
門　　前　　川　　　　　　　和　束　町　 ３，３２７，８２２　　　　　
　小計６河川　 １６９，１７１，０２２　　　　　
イ　由良川水系
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
谷　　山　　川　　　　　　　南　丹　市　 ６，５１０，７６２円　　　　
篠原西一谷川　　　　　　　京 丹 波 町　 ２０，７７７，８２３　　　　　
水　　坂　　川　　　　　　　福 知 山 市 　６，０２１，９４０　　　　　
　小計３河川　 ３３，３１０，５２５　　　　　
ウ　２級水系
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
真　名　井　川　　　　　　　宮　津　市　 ７，１００，６００円　　　　
平　　地　　川　　　　　　　与 謝 野 町　 ９，０００，０００　　　　　
　小計２河川 　１６，１００，６００　　　　　

エ　その他水系
　河　川　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
イ　ガ　口　川　　　　　　　伊　根　町　 ８０，０００，０００円　　　　
　小計１２河川　 ２９８，５８２，１４７　　　　　
事　　務　　費 　４，４６６，６３５　　　　　
　　　計　 ３０３，０４８，７８２　　　　　

咽　事業間連携急傾斜地崩壊対策事業
　河川事業や道路事業と連携して、急傾斜地崩壊対策区域における擁壁工や法枠工等の急
傾斜地崩壊対策工事を行い、急傾斜地崩壊による災害の未然防止を図った。
　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
行　　　　　永　　　　　　　舞　鶴　市　 ４，７９８，５００円　　　　
三　　河　　Ⅱ　　　　　　　福 知 山 市　 ４７，３２７，５００　　　　　
志　　　　　高　　　　　　　舞　鶴　市　 ５２，６８０，０００　　　　　
　小計３箇所　 １０４，８０６，０００　　　　　
事　　務　　費　 １，４３１，２１４　　　　　
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　　　計　 １０６，２３７，２１４　　　　　
員　事業間連携地すべり対策事業
　河川事業や道路事業と連携して、地すべり防止区域における排水工や法枠工等の地すべ
り対策工事を行い、地すべり被害の未然防止を図った。
　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
長　　　　　江　　　　　　　宮　津　市　 １０，０００，０００円　　　　
事　　務　　費　 １５０，０００　　　　　
　　　計　 １０，１５０，０００　　　　　

因　砂防メンテナンス事業
　機能・性能の長期保持、補修等に係る予算の縮減と平準化を図るため、砂防関係施設の
長寿命化計画の改定及び長寿命化計画に基づく補修を実施した。
　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
灰　　屋　　川　　　　　　　右　京　区　 １０，７９８，７００　　　　　
善　　峰　　川　　　　　　　西　京　区　 １１，９９６，６００　　　　　
奥　山　田　川　　　　　　　宇治田原町　 ４，９５２，２００　　　　　
瑠　　璃　　渓　　　　　　　南　丹　市　 １，３３１，０００　　　　　
津 の 本 谷 川　　　　　　　　　〃　 ２０，５５４，６００　　　　　
　小計５箇所　 ４９，６３３，１００　　　　　
管　内　一　円　 ２２９，２８６，０７０円　　　　
事　　務　　費　 ３，４５８，５０６　　　　　
　　　計　 ２８２，３７７，６７６　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　土砂災害対策事業
　砂防指定地内の流域で砂防堰堤等の砂防設備の改築工事を行ったほか、急傾斜地崩壊危
険区域における擁壁工等や地すべり防止区域における排水工等を行い、土砂災害の未然防
止を図った。
　　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
北　　　　　川　　　　　　　西　京　区 　２２，４７５，３００円　　　　
中　ノ　谷　川　　　　　　　宇治田原町　 ５，９８１，４７７　　　　　
切　　　　　山　　　　　　　笠　置　町　 ８，０９８，２００　　　　　
恩　　谷　　川　　　　　　　南　丹　市　 ６，３９３，１８９　　　　　
瑠　　璃　　渓　　　　　　　　　〃　 ９，５００，０００　　　　　
万願寺川支渓　　　　　　　舞　鶴　市　 ４，２６５，８００　　　　　
上　北　谷　川　　　　　　　福 知 山 市　 ８５４，６９２　　　　　
シ ブ ラ 谷 川　　　　　　　　　〃　 １６３，３５７　　　　　

防災基盤整備事業
（砂　防　課）
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　　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
大 呂 川 支 渓　　　　　　　福 知 山 市 ９，２３５，０００円　　　　
西　ノ　谷　川　　　　　　　　　〃　 １，８００，０００　　　　　
谷　　河　　川　　　　　　　　　〃　 １７，３８７，４５６　　　　　
桃　ヶ　谷　川　　　　　　　宮　津　市　 ４，４００，０００　　　　　
目　黒　谷　川　　　　　　　京 丹 後 市　 １，３６５，６００　　　　　
四　　谷　　川　　　　　　　伊　根　町　 ２０，０３９，９００　　　　　
　小計１４箇所 　１１１，９５９，９７１　　　　　
事　　務　　費　 ２０９，６６８　　　　　
　　　計　 １１２，１６９，６３９　　　　　

芋　集中豪雨「防災・減災」対策事業
　土砂災害が発生した又は拡大のおそれがある箇所及び流木による災害が発生するおそれ
のある箇所の防災・減災対策を行い、災害の未然防止又は軽減を図った。
　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
瀬ヶ谷川支渓　　　　　　　舞　鶴　市　 ６，６９９，０００円　　　　
西　　　　　岡　　　　　　　福 知 山 市 　１４，５５７，００６　　　　　
谷　　河　　川　　　　　　　　　〃 　３４，７５４，０９７　　　　　
水　　坂　　川　　　　　　　　　〃　 ５，４７５，８００　　　　　
　小計４箇所　 ６１，４８５，９０３　　　　　
事　　務　　費　 ２０１，１８８　　　　　
　　　計 　６１，６８７，０９１　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための土砂災害防止施設の計画的修繕を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　土砂災害防止施設の計画的修繕を行った。
　　　箇　所　名　 執 行 額　　　　　
　　管　内　一　円　 ９２，９７３，１６０円　　　　
　　事　　務　　費　 ６８，３３５　　　　　
　　　　　計　 ９３，０４１，４９５　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保に繋がる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額

社会基盤長寿命化対策
事業

（砂　防　課）

地域密着型社会資本整
備事業

（砂　防　課）
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　　　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
　　恩　　谷　　川　　　　　　　南　丹　市　 ７００，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　安心して暮らせる地域をつくるため、災害の発生を予防し、又は被害の拡大を防止するこ
とを目的として対策工事を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
　砂防指定地内の流域で砂防堰堤等の砂防設備の改築工事を行ったほか、急傾斜地崩壊危険
区域における擁壁工等を行い、土砂災害の未然防止を図った。

　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
安　祥　寺　川　　　　　　　山　科　区　 ５７，１９０，５００円　　　　
早　　稲　　田　　　　　　　大 山 崎 町　 １，３１０，１００　　　　　
養　老　谷　川　　　　　　　宇　治　市　 ９３，８７７，２００　　　　　
境　　　　　川　　　　　　　亀　岡　市　 ２７，５７０，０９２　　　　　
内　　林　　町　　　　　　　南　丹　市　 ４８，８２３，９４６　　　　　
清 源 寺 谷 川　　　　　　　　　〃　 ４，０１１，８９７　　　　　
恩　　谷　　川　　　　　　　　　〃　 ２，５６８，１１１　　　　　
三 宅 川 支 渓　　　　　　　舞　鶴　市 　７，３８２，４００　　　　　
小　　西　　町　　　　　　　綾　部　市　 １８２，１２１　　　　　
西　　　　　岡　　　　　　　福 知 山 市　 ４９，７０８，９００　　　　　
水　　坂　　川　　　　　　　　　〃　 １０，０１６，８００　　　　　
小　田　宿　野　　　　　　　宮　津　市　 １３８，６００　　　　　
小　　　　　坪　　　　　　　伊　根　町　 １３，２９６，８００　　　　　
本　庄　上　Ⅱ　　　　　　　　　〃　 ３２，２２６，１００　　　　　
　　計１４箇所　　 ３４８，３０３，５６７　　　　　

       １　施策の趣旨等
　近年の相次ぐ土砂災害を踏まえ、緊急かつ集中的に浚渫事業に取り組み、危険箇所の解消
を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　土砂堆積状況や人家等への危険度に応じて、対策の優先度の高い箇所において砂防施設の
浚渫を実施した。

　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
地　蔵　谷　川　　　　　　　左　京　区　 ２０，０００，０００円　　　　
池　ノ　尾　川　　　　　　　宇　治　市 　４，２６０，０００　　　　　
大　導　寺　川　　　　　　　宇治田原町 　２，０３０，０００　　　　　

緊急自然災害防止対策
事業

（砂　防　課）

緊急浚渫推進事業
（砂　防　課）
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　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
青　　谷　　川　　　　　　　城　陽　市　 １，１３０，０００円　　　　
西　河　内　川　　　　　　　京 丹 波 町　 １２，０３５，４００　　　　　
養　　立　　川　　　　　　　　　〃　 ８，０００，０００　　　　　
久　田　美　川　　　　　　　舞　鶴　市　 ３１，４７８，７００　　　　　
瀬　尾　谷　川　　　　　　　綾　部　市　 ２７，５９９，０００　　　　　
田　　中　　川　　　　　　　福 知 山 市　 ２４，２３０，８００　　　　　
大　　谷　　川　　　　　　　　　〃 　４，０５６，８００　　　　　
　　計１０箇所　 　１３４，８２０，７００　　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号により被災した砂防地域を復旧する。

２　施策の実施状況
　令和５年台風７号により被災した砂防地域を復旧するため、被災後の流木及び土砂撤去等
を行った。

３　執　　行　　額　 ５５，０００，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　豪雨等による土砂の崩壊等危険な状況に対処するための対策工事を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　令和５年台風７号によって土砂崩れが生じ、放置すれば崩壊が拡大するおそれがあるた
め、緊急に防止工事を行った。
　　　箇　所　名　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
　　宇　　谷　　川　　　　　　　舞　鶴　市　 ４３，１８１，７００円　　　　
　　杉　　谷　　沢　　　　　　　　　〃 　３１，３１２，９００　　　　　
　　下　　倉　　川　　　　　　　　　〃　 ５９，０５１，７００　　　　　
　　　　計３箇所　 １３３，５４６，３００　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

土木施設応急復旧事業
（砂　防　課）

災害関連緊急砂防事業
（砂　防　課）

４　海岸保全費
（Ｐ１７０）

２９１，４１９，０００
（３２０，１９６，０００）

１６３，４７１，３２２
（１９１，８８２，６７３）

安心・安全基盤整備事
業

（河　川　課）



―２５９―

         ２　施策の実施状況及び執行額
　海岸保全区域において人工リーフ等の整備を行い、風雨波浪からの災害防止を図った。
　　　海　岸　名　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
　　神　崎　海　岸　　　　　　　舞　鶴　市　 ９１，８２８，２００円　　　　
　　管　内　一　円　 ３，３６５，４５０　　　　　
　　事　　務　　費　 １，４１６，３８８　　　　　
　　　　　計　 ９６，６１０，０３８　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　海岸環境整備事業
　うるおいとふれあいのある海浜環境の整備を図った。
　　海　岸　名　　　　　　　　施 行 場 所　 執 行 額　　　　　
　神　崎　海　岸　　　　　　　舞　鶴　市　 ５，２６０，１４２円　　　　
　由　良　海　岸　　　　　　　宮　津　市　 １１，７９５，３９６　　　　　
　　　計２箇所　　 １７，０５５，５３８　　　　　

芋　なぎさ緊急保全事業
　海岸保全区域内の侵食の著しい海岸において緊急措置的な砂浜の復元を図った。
　海　岸　名　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
神　崎　海　岸　　　　　　　舞　鶴　市　 ２０，５４５，４４６円　　　　
由　良　海　岸　　　　　　　宮　津　市　 １３，０７０，０００　　　　　
浅 茂 川 海 岸　　　　　　　京 丹 後 市 　４，８３９，７００　　　　　
上野・平海岸　　　　　　　　　〃　 ３，３１９，７６０　　　　　
久　僧　海　岸　　　　　　　　　〃　 ７，０６３，１４０　　　　　
久 美 浜 海 岸　　　　　　　　　〃　 ９６７，７００　　　　　
　　計６箇所　 ４９，８０５，７４６　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　国直轄河川の改修、整備、ダム建設等のために要した費用を負担し、治水安全度の向上と
災害の未然防止を図る。

２　施策の実施状況及び執行額

　　　事　業　名　　　　　　河　川　名　　　　　　　事 業 費　  執 行 額　　　　
 （府負担金）　　

河　川　事　業

　直轄河川改修　　　淀川、桂川、木津川　　７，８８８，０１０，０００円　  ２，６２９，３３４，０００円　　　　　　　　　　　　瀬田川、由良川

翌年度への繰越
事業費繰越額
 １２７，９４７，１４４
安心・安全基盤
整備事業費
 ９１，９１８，４２２　 　　　　　　　 
地域密着型社会
資本整備事業費
 ３６，０２８，７２２
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献
献
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献
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決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４７，５９６，８２５
繰　越　金
 ２６，８３４，３００
府　　　債
 ８７，０００，０００
一　般　財　源
 ２，０４０，１９７

地域密着型社会資本整
備事業

（河　川　課）

７　国直轄事業
費負担金
（Ｐ１７２）

３，３８６，２５９，０００
（３，３８６，２５９，０００）

３，２８６，８９７，３４１
（３，２８６，８９７，３４１）
決算額の財源
内訳
府　　　債
 ３，２８６，０００，０００
一　般　財　源
 ８９７，３４１

国直轄河川等事業
（河　川　課）
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　　　事　業　名　　　　　　河　川　名　　　　　　　事 業 費　  執 行 額　　　　
 （府負担金）　　

都市水環境整備事業　　　　　
　直轄総合水系環境　淀川　　　　　　　　　　３２９，３３６，０００円　 １６４，６６８，０００円　　　整備事業
　河川都市基盤整備　桂川　　　　　　　　　１，０３２，５４５，０００ 　 ３４４，１８１，０００　　　　事業
河川総合開発事業
　直轄河川総合開発　大戸川ダム　　　　　　　６５８，６３０，０００　  １９７，５８８，０００　　　　事業
　河川工作物関連応　木津川　　　　　　　　　１４４，０００，０００ 　 ４８，０００，０００　　　　急対策事業
水資源開発事業　　　丹生ダム　　　　　　　　　６，８８３，０００　 ２，０６４，０００　　　
　　小　　計　　　　　　　　　　　　　　　　１０，０５９，４０４，０００　 ３，３８５，８３５，０００　　　
過 年 度 分 精 算　　　　　　　　　　　　　△　３２９，８０３，１５９　 △　９８，９３７，６５９　　　
　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　９，７２９，６００，８４１ 　３，２８６，８９７，３４１　　　

 

 ４　港　　湾　　費

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
茨　港湾改修事業
　京都舞鶴港及び伏見港の道路、物揚場、防波堤、橋梁等の整備を行った。
　　港　湾　名　　　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　

　京 都 舞 鶴 港　　　　　　　  　 ２７７，５９７，５５０円　　　　
　
　伏　　見　　港　　　　　　　　伏　見　区　 ７４，８８６，３５０　　　　　
　　小計２箇所　 ３５２，４８３，９００　　　　　
　事　　務　　費　 １２，１６５，２９９　　　　　
　　　　計　 ３６４，６４９，１９９　　　　　
芋　港湾海岸事業
　宮津港の海岸保全区域における海岸の護岸工事等を行った。
　　港　湾　名　　　　　　　　　施　行　場　所　 執　行　額　　　　　

２　港湾建設費
（Ｐ１７４）

１，０５１，９１８，０００
（１，１３０，１１０，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ５４４，６１６，０００
生活・交通基盤
整備事業費
 ５１１，１０６，０００　 　　　　　　　 
緊急自然災害防
止対策事業費
 ３３，５１０，０００
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４５６，１９０，９９９
（５３３，４４５，２３４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １９０，０３７，１４３
繰　越　金
 ５８，４４４，４１５
府　　　債
 １９５，０００，０００
一　般　財　源
 １２，７０９，４４１

生活・交通基盤整備事
業

（ ）港湾企画課
港湾施設課
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　宮　　津　　港　　　　　　　  　 ６２，３８２，８００円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　安心して暮らせる地域をつくるため、災害の発生を予防し、又は被害の拡大を防止するこ
とを目的として対策工事を実施する。

２　施策の実施状況
　京都舞鶴港及び久美浜港の海岸保全区域における治水対策を図るため、護岸工事等を行っ
た。

３　執　　行　　額　 ９，８０７，４００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　物流・人流の強化に向けた京都舞鶴港前島ふ頭のフェリーターミナル建替のため、民間と
連携した調査を実施する。

２　施策の実施状況
　旅客ターミナル建替に係る基本設計及び前島ふ頭全体の利用計画等の検討を行った。

３　執　　行　　額　 １９，３５１，６００円　　　　
 （委託料）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　京都舞鶴港の国直轄港湾改修のために要した費用を負担し、港湾施設を整備する。

２　施策の実施状況及び執行額

　　　港　湾　名　　　　　　施　行　場　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　費　 執 行 額　　　
 （府負担金）　　
　　京　都　舞　鶴　港　　　　　和　　　田　　　１，１００，０００，０００円　 ４９３，８１５，８９５円　　

 

 ５　都市計画費

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

 
兼
牽
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獅　子　崎
天　橋　立

緊急自然災害防止対策
事業

（ ）港湾企画課
港湾施設課

京都舞鶴港前島ふ頭旅
客ターミナル建替調査
事業

（ ）港湾企画課
港湾施設課

３　国直轄事業
費負担金
（Ｐ１７６）

４９５，５００，０００
（４９５，５００，０００）

４９３，８１５，８９５
（４９３，８１５，８９５）
決算額の財源
内訳
府　　　債
 ４９３，０００，０００
一　般　財　源
 ８１５，８９５

国直轄港湾事業

（ ）港湾企画課
港湾施設課

２　街路事業費
（Ｐ１７６）

２，４０８，３３９，０００
（２，５３２，７１２，０００）

１，５８８，７２６，５５１
（１，７０７，１２０，１３５）

生活・交通基盤整備事
業

（ ）道路建設課
都市計画課
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         ２　施策の実施状況及び執行額
　地域活力基盤創造事業
　社会資本整備総合交付金等により街路整備、土地区画整理事業を行った。
ア　街路整備事業

　路　線　名　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
御 陵 山 崎 線　　　　　　　向　日　市　 ２０７，０７６，９９４円　　　　
　　　〃　　　　　　　　　　長 岡 京 市　 ９７，４０５，５５０　　　　　
八 幡 田 辺 線　　　　　　　八　幡　市　 １２９，３８２，７２５　　　　　
内里高野道線　　　　　　　　　〃　 ６３，４１１，３５４　　　　　
宇治田原山手線　　　　　　　宇治田原町　 ４１，１５９，３５０　　　　　
並河亀岡停車場　　　　　　　亀　岡　市　 ５７５，４０４，０６９　　　　　
線
小倉西舞鶴線　　　　　　　舞　鶴　市　 ２３５，８７９，３９０　　　　　
福知山綾部線　　　　　　　福 知 山 市　 ７０，７１４，８００　　　　　
　小計８路線　 １，４２０，４３４，２３２　　　　　
府　内　全　域　 １１，１００，０００　　　　　
事　　務　　費　 １５，２７６，３５０　　　　　
　　　計　 １，４４６，８１０，５８２　　　　　

イ　土地区画整理事業
　地　区　名　　　施 行 場 所　　　　補助対象事業費　 補 助 金　　　　　
八木駅西地区　　南　丹　市　　　　　　３５，７２４，０００円　 ３５，７２４，０００円　　　　
事　　務　　費　 １０７，８３９　　　　　
　　　計　 ３５，８３１，８３９　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　新名神高速道路や京奈和自動車道のインターチェンジへのアクセス道路等、国庫補助事業
と併せて整備を行い、広域交通ネットワーク整備の促進を図った。

　路　線　名　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
御 陵 山 崎 線　　　　　　　向　日　市　 ７，６１４，３９３円　　　　
　　　〃　　　　　　　　　　長 岡 京 市　 ５，５００，０００　　　　　
八 幡 田 辺 線　　　　　　　八　幡　市　 ９，４９１，８７４　　　　　
宇治田原山手線　　　　　　　宇治田原町　 １８，５０７，５５０　　　　　
並河亀岡停車場　　　　　　　亀　岡　市　 ８，４７０，６７６　　　　　線

翌年度への繰越
事業費繰越額
 ８１９，６０１，０００
生活・交通基盤
整備事業費
 ７７０，６７４，５６８　 　　　　　　　 
地域密着型社会
資本整備事業費
 ４８，９２６，４３２
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献
献
献
献
献
献

験

　

券
献
献
献
献
献
献

鹸

決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 １３４，７３４，５６６
国庫支出金
 ８０４，５８７，０２９
繰　越　金
 ９３，９９０，２２４
諸　収　入
 １０，１７０，０００
府　　　債
 ５２８，２００，０００
一　般　財　源
 １７，０４４，７３２

地域密着型社会資本整
備事業
（道路建設課）
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小倉西舞鶴線　　　　　　　舞　鶴　市　 １５，２６５，２２８　　　　　
福知山綾部線　　　　　　　福 知 山 市　 ４，１９３，２００　　　　　
　小計７路線　 ６９，０４２，９２１　　　　　
府　内　全　域　 ２６，１４１，２０９　　　　　
　　　計　 ９５，１８４，１３０　　　　　

       １　施策の趣旨等
　JR向日町駅周辺地区の広大な未利用地を活用することにより、都市機能を集積し、都市拠
点としての魅力を高めるため、市街地再開発事業による都市基盤の整備を支援する。

２　施策の実施状況
　市街地再開発組合が行う、工事費の一部を補助する向日市に対し支援した。

３　執　　行　　額　 １０，９００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　近年のゲリラ豪雨や集中豪雨による都市浸水被害の頻発を踏まえ、府民総ぐるみで「貯め
る」取組を進め、防災意識の向上、雨水利用による環境意識向上を図る。

　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　　実　績
　雨水貯留施設の設置基数　　　　　　３００基（令和５年度） ２０９基　　　　　　
　※本事業実施前の雨水貯留施設の設置基数　 １，８２３　　　　　　　
　※本事業による雨水貯留施設の設置基数（令和４年度まで）　 ２，９２４　　　　　　　
 ４，９５６（総計）　　　　

２　施策の実施状況
　個人の雨水貯留施設の設置に要する経費の一部を市町村と連携して支援し、府民の防災意
識・環境意識の向上を図った。

　　市町村名　　　　　　　設置基数　 補 助 金　　　　　
京　　都　　市　　　　　　　７４基　 ５８５，３００円　　　　
福　知　山　市　　　　　　　３ １８，５００　　　　　
綾　　部　　市　　　　　　　１３ １２２，９００　　　　　
宇　　治　　市　　　　　　　１６ ９１，１００　　　　　
宮　　津　　市　　　　　　　３ ４０，０００　　　　　
亀　　岡　　市　　　　　　　１５ １２３，６００　　　　　
城　　陽　　市　　　　　　　５ ３２，０００　　　　　
向　　日　　市　　　　　　　１１ １２３，４００　　　　　
長　岡　京　市　　　　　　　８ ９７，８００　　　　　

JR向日町駅周辺地区市
街地再開発事業費補助
金
（都市計画課）

３　下水道事業
費
（Ｐ１７８）

３，２１０，０００
（１，３０１，２４４，０００）

２，３６８，６２０
（１，２７８，４６３，１８６）
決算額の財源
内訳
一　般　財　源
 ２，３６８，６２０

マイクロ呑龍１万基構
想推進事業
（下水道政策課）
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　　市町村名　　　　　　　設置基数　 補 助 金　　　　　
八　　幡　　市　　　　　　　１０基 １０８，１００円　　　　
京　田　辺　市　　　　　　　７ ７８，１００　　　　　
南　　丹　　市　　　　　　　３ ２２，９００　　　　　
木　津　川　市　　　　　　　１８ １３８，５００　　　　　
大　山　崎　町　　　　　　　２ １５，９００　　　　　
久　御　山　町　　　　　　　１ ５，０００　　　　　
宇　治　田　原　町　　　　　　　１ １０，０００　　　　　
和　　束　　町　　　　　　　３ ２５，３００　　　　　
精　　華　　町　　　　　　　１５ １１９，７００　　　　　
与　謝　野　町　　　　　　　１ ３，６００　　　　　
　　　計　　　　　　　　　　２０９ １，７６１，７００　　　　　

３　執　　行　　額 　１，７６１，７００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　将来にわたる安心・安全な上下水道サービスの供給体制を築くため、京都水道グランドデ
ザイン等に基づく市町村の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　令和４年度に策定した「京都府水環境構想２０２２～持続可能な汚水処理に向けて」で位置づ
けた取組について、下水道事業の効率化のため、市町村と関係会議を開催し、汚水処理施設
の統合や汚泥処理の共同化等を推進した。

３　執　　行　　額　 ６０６，９２０円　　　　

 

 ６　公　　園　　費

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　府民に憩いの場を提供し、生きがいのある地域生活の実現を図るため、都市公園の運動施

きょうと上下水道未来
づくり総合対策事業
（下水道政策課）

２　都市公園費
（Ｐ１７８）

２，０７０，７９４，４８７
（３，３４１，３９５，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ８９０，９７４，０００

１，１７９，８２０，１９９
（２，４４２，２７９，０７２）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 ５，８５０，０００

生活・交通基盤整備事
業

（ ）自然環境保全課
都 市 計 画 課
下水道政策課
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         　設改修等の施設整備を行った。
　　公　園　名　　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
鴨　 川　 公　 園　　　　　　　北　　　区　 ９０，０００，０００円　　　　
伏 見 港 公 園　　　　　　　伏　見　区　 １０７，３７１，３５０　　　　　
洛西浄化センター　　　　　　　長 岡 京 市　 ２１，００５，０００　　　　　公園　　　　　
山城総合運動公園　　　　　　　宇　治　市　 ３６１，６２３，２００　　　　　
丹後海と星の見　　　　　　　宮　津　市　 １４，０００，０００　　　　　える丘公園
木津川運動公園　　　　　　　城　陽　市　 ７７，０５１，２００　　　　　
関西文化学術研　　　　　　　精　華　町　 １４６，６９７，５００　　　　　究都市記念公園
丹波自然運動公園　　　　　　　京 丹 波 町　 ５５，０６２，９００　　　　　
　　小計８箇所　 ８７２，８１１，１５０　　　　　
事　　　務　　　費 １５，７９３，４６３　　　　　
　　　　計　 ８８８，６０４，６１３　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　都市公園利用者の快適で安心・安全な利用の促進を図るため、運動施設改修等の施設整備
を行った。
　　公　園　名　　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
嵐　 山　 公　 園　　　　　　　右　京　区　 ９，８７８，０００円　　　　
鴨　 川　 公　 園　　　　　　　北　　　区　 ３，０３０，２０８　　　　　
伏 見 港 公 園　　　　　　　伏　見　区　 ９，５２３，５８０　　　　　
山城総合運動公園　　　　　　　宇　治　市　 ３２，２５１，２１６　　　　　
木津川運動公園　　　　　　　城　陽　市　 １，９５６，２５０　　　　　
関西文化学術研　　　　　　　精　華　町　 １２，５２５，９６１　　　　　究都市記念公園
丹波自然運動公園　　　　　　　京 丹 波 町　 ３１，４３１，７６５　　　　　
府民スポーツ広場　　　　　　　久 御 山 町　 ８，３０６，９９０　　　　　
　　　　計　 １０８，９０３，９７０　　　　　

       １　施策の趣旨等
　嵐山公園及び天橋立公園において、公園利用者が魅力を感じることができる環境整備を推
進する。

生活・交通基盤
整備事業費
 ６６５，８２１，０５４
地域密着型社会
資本整備事業費
 ６６，１０９，２７６　 　　　　　　　 
千年の都・鴨川
清流事業費
 １８，６７８，０００
木津川運動公園
整備事業費
 １４０，３６５，６７０
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献
献
献
献
献
献
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国庫支出金
 ４８９，９７８，６１７
繰　越　金
 ２４５，５２１，５４７
府　　　債
 ３８５，８００，０００
一　般　財　源
 ５２，６７０，０３５

地域密着型社会資本整
備事業
（都市計画課）

嵐山公園等魅力向上事
業
（都市計画課）
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２　施策の実施状況及び執行額
　嵐山公園において景観向上のための樹木伐採、天橋立公園においてトイレの洋式化を行っ
た。
　　公　園　名　　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
嵐　 山　 公　 園　　　　　　　右　京　区　 ５，１５０，０００円　　　　
天 橋 立 公 園　　　　　　　宮　津　市　 ７００，０００　　　　　
　　　　計　 ５，８５０，０００　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「千年の都・鴨川清流プラン」に基づき、魅力的な空間の創出、美しい鴨川及び治水安全度
の向上を目指す。

２　施策の実施状況及び執行額
　快適な利用の促進と季節や自然を身近に感じる公共空間を創出するため、葵地区において
広場整備を行った。
　　公　園　名　　　　　　　　　施 行 場 所　  執 行 額　　　　　
鴨　 川　 公　 園　　　　　　　左　京　区　 ３１，５００，０００円　　　　
事　　 務　　 費　 １，６４５，０００　　　　　
　　　　計　 ３３，１４５，０００　　　　　

       １　施策の趣旨等
　木津川運動公園について、新名神高速道路の整備や周辺土地利用が進む中、供用中の南側
区域と一体となった魅力あふれる都市公園を目指し、子育て世代が住みやすい環境づくり、
健康長寿社会の実現等、府民から親しまれ賑わう空間を創出する。

２　施策の実施状況
　整備の実現に向けて、事業用地の取得、公園施設の設計及び雨水排水管工事を行った。

３　執　　行　　額　 １３４，３１６，６１６円　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号により被災した公園の復旧を行う。

千年の都・鴨川清流事
業
（都市計画課）

木津川運動公園整備事
業
（都市計画課）

土木施設応急復旧事業
（都市計画課）



―２６７―

２　施策の実施状況
　令和５年台風７号により被災した山城総合運動公園、関西文化学術研究都市記念公園等の
園路等を復旧するため園内の倒木・倒竹の撤去・処分、看板の修繕等を行った。

３　執　　行　　額　 ９，０００，０００円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　案内標識、休憩施設、園地等の整備を行い、国定公園等の利用促進を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　　　公　園　名　　　　　　　　　施 行 場 所 　 　  執 行 額　　　　　
　山陰海岸国立公園　　　　　　　京 丹 後 市　　　　　　　 １８，０５２，８００円　　　　
　丹後天橋立大江山　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　 ４，４０２，１４２　　　　　　国定公園
　京都丹波高原国定　　　　　　　京都市　綾部市　南丹市　  １４，２３０，１５０　　　　　　公園
　東海自然歩道　　　　　　　　　和　束　町　　　　　　　　 　４，８００，９００　　　　　
　　　計４箇所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４１，４８５，９９２　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　国直轄公園の建設及び管理のために要した費用を負担し、府民に憩いの場を提供すること
により、生きがいのある地域生活の実現を図る。

２　施策の実施状況及び執行額

　　公　園　名　　　　　　　　　　　事 業 費 　 執 行 額　　　　　　
 （府負担金）　　　　　
淀 川 河 川 公 園　 　 　 　　　１２０，２４４，０００円　 ４０，０８１，３３４円　　　　

 

 ７　住　　宅　　費

         １　施策の趣旨等
　京都府総合計画に定められている、「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生
活の基盤づくり」等を着実に推進する。

３　自然公園費
（Ｐ１８０）

７３，６２１，０００
（１３３，５７８，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
　 ３０，０００，０００
生活・交通基盤　 　　　　　　　 
整備事業
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献
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券
献
鹸

４１，４８５，９９２
（９９，７９１，３６８）

決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １２，４７８，１４２
繰　越　金
 １，１００，０００
諸　収　入
 ６，５３０，０００
府　　　債
 １５，０００，０００
一 般 財 源
 ６，３７７，８５０

生活・交通基盤整備事
業
（自然環境保全課）

４　国直轄事業
費負担金
（Ｐ１８０）

４０，０８２，０００
（４０，０８２，０００）

４０，０８１，３３４
（４０，０８１，３３４）

決算額の財源
内訳
府　　　債
 ３６，０００，０００
一　般　財　源
 ４，０８１，３３４

国直轄公園事業
（都市計画課）

２　住宅建設費
（Ｐ１８２）

３，０４２，１５４，０００
（３，２５６，９７９，０００）

１，７３９，７２６，６９５
（１，９５１，８７５，３７３）

生活・交通基盤整備事
業

（住　宅　課）
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         ２　施策の実施状況及び執行額
茨　府営住宅整備等事業
　　PFI手法を導入して建て替えた府営住宅の維持管理を行い、住宅環境の向上を図った。
　　管理戸数　　　令和５年度末　　　　１団地　　１４５戸　　　 　５１，４３０，１６０円　　　　

　　　　　　 　  　   

　　　　　　　戸　　戸　　戸　　戸　　　戸　　戸　　戸　　戸　　戸　　戸　戸　　戸　戸　  戸 戸
令和４年度末　　９６   ３７１　  ９４６     ２８  １１，２６４   ４０７  １３，１１２    ６２　 ４２  １０４　 １３　  ８   ２１  １，６００ １４，８３７管 理 戸 数
令和５年度  ６　  ―　   ６　 ―　     ―　 ―　      １２    ―　  ―　 ―　 ―　 ―   ―　   ―　  　 １２処 分 戸 数
令和５年度　　― 　―　   ―     ―　     ―　 ―　     ―    ―　  ―　 ―　 ―　 ―   ―　   ―　 　 ０完 成 戸 数
令和５年度末   ９０   ３７１　  ９４０　 ２８  １１，２６４   ４０７  １３，１００    ６２     ４２  １０４    １３     ８　２１  １，６００ １４，８２５管 理 戸 数
　　　　　　　　　 　　 （上記（１）の１４５戸を含む）
　　　　　　　　 　（処分、完成戸数には準公営住宅への転換戸数を含む）
芋　府営住宅ストック総合活用事業
　府営住宅の手すり設置、段差解消等の住戸改善や外壁改修等の共用部分改善を行い、住
宅環境の向上を図った。
ア　住　戸　改　善
　　身体障害者・高齢者向け改善　　４１団地

　　　　　　　　　  ）　　
イ　共用部分改善
　　外壁改修　　　　　　　　　　　４団地
　　　　　　　　（京都市、福知山市、亀岡市、八幡市）
　　設備改修　　　　　　　　　　　１団地
　　　　　　　　（京都市）
　　集会所活用型コミュニティ再生　３団地
　　　　　　　　（宮津市、与謝野町）
ウ　執　　行　　額
　　住　戸　改　善　 ４６７，６３１，３３５円　　　　
　　共用部分改善　 ９４５，７００，２００　　　　　
　　　　　計　 １，４１３，３３１，５３５　　　　　

翌年度への繰越
事業費繰越額
 １，１８２，５６８，０００
生活・交通基盤
整備事業費
  １，０５１，０２８，０００　 　　　　　　　 
府営住宅城南団
地整備事業費
 １３１，５４０，０００

　

兼
献
献
献
献
献
献

験

　

券
献
献
献
献
献
献

鹸

決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ７７８，６５５，０００
繰　越　金
 １，１９３，１８０
諸　収　入
 ４，４８５，５２４
府　　　債
 ９２７，４００，０００
一　般　財　源
 ２７，９９２，９９１

公営住宅法に基づく府営住宅
倹検検検検検検検権倦検検検検検検検健
木造　簡平　簡二　耐二　　中耐　高層　　　計

 準公営住宅　
倹検検検倦検検検健
中耐　高層　　　　計

特定公共賃
貸府営住宅
倹検検倦検検健
中耐　高層　　計

特別賃
貸府営
住宅

　
　
合計

（京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治市、宮津市亀岡市、城陽市、向日市、八幡市、京田辺市、久御山町



―２６９―

       １　施策の趣旨等
　府営住宅等長寿命化計画に基づき、府営住宅向日台団地の建替事業についてPFI手法によ
る民間活力を活用した整備推進を図る。

２　施策の実施状況
　入居者の一時移転先住戸の整備等を行った。

３　執　　行　　額　 １３４，３２８，７００円　　　　
 （委託料）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府営住宅等長寿命化計画に基づき、府営住宅城南団地の建替事業について整備推進を図
る。

２　施策の実施状況
　入居者の一時移転先住戸の整備等を行った。

３　執　　行　　額 　１４０，６３６，３００円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　住宅建設及び増改築・修繕に必要な資金の貸付け等を行い、住宅環境の向上及び良質な住
宅ストックの形成を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　住宅のバリアフリー化等に必要な資金融資を行った。
　住宅建設資金融資事業貸付金　 １，４４０，０００円　　　　
　住宅改良資金融資事業費　 ２１５，７６２　　　　　
　　　　　　計　 １，６５５，７６２　　　　　

       １　施策の趣旨等
　府民からの住宅に関する法律的・技術的な相談への対応を行い、府民の安心の向上を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　住宅に関する耐震・法律・不動産取引知識などの相談に応じるため、京都府住宅供給公社
に住宅相談業務を委託した。
　相談件数　　　１，８２８件 　８，９９６，０００円　　　　
 （委託料）　　　　　

府営住宅向日台団地整
備事業

（住　宅　課）

府営住宅城南団地整備
事業

（住　宅　課）

３　住宅対策費
（Ｐ１８２）

１５，８３５，０００
（３５，３４２，０００）

１５，１７９，７５１
（３４，４２７，７５１）

決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４，８４８，０００
寄　附　金
 ２００，０００
諸　収　入
 １，４４０，０００
一　般　財　源
 ８，６９１，７５１

住宅資金融資対策事業
（住　宅　課）

住宅相談事業
（住　宅　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２７０―

       １　施策の趣旨等
　高齢者向けの優良賃貸住宅の家賃助成を行い、住宅環境の確保を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　民間事業者が行う高齢者向けの優良賃貸住宅の家賃助成を行った。
　管理戸数　　　令和５年度末　　　　１団地　３４戸 　２，５３８，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　若者への低廉で質の高い住宅確保と自宅の一室を提供する高齢者との交流を図る同居マッ
チングを促進する。

　指標：同居マッチング成立組数　　目標：５０組　　実績：１８組

２　施策の実施状況
　若者への低廉で質の高い住宅確保と自宅の一室を提供する高齢者との交流を図るため、同
居マッチングを行った。

３　執　　行　　額　 １，８４１，６９０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　平成２９年台風１８号及び台風２１号並びに平成３０年７月豪雨等の大規模自然災害により住宅等
に被害を受けた府民が、早期に安定した生活を取り戻すため、被災した住宅の再建に要する
経費について、被災者生活再建支援法に基づく支援金に加え、府独自の制度として再建に要
する経費を支援する。

２　施策の実施状況
茨　地域再建被災者住宅支援補助
　被災した住宅等の再建に要する補助を行った市町に対し、補助金を交付した。
　補助金交付市町　　　　３市

芋　地域再建被災者住宅融資
　被災した住宅を再建するための改良資金に対して利子補給を行った。

３　執　　行　　額　 １４８，２９９円　　　　
 （うち補助金　１４０，０００円）　

 

高齢者向け優良賃貸住
宅供給促進事業
（住　宅　課）

次世代下宿「京都ソリ
デール」事業

（住　宅　課）

地域再建被災者住宅支
援事業

（住　宅　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２７１―

第９款　警　　察　　費

 １　警察管理費

         １　施策の趣旨等
　相談に対する知識や経験が豊富な元警察官を警察安全相談員として採用し、府民からの多
種多様な相談に迅速・的確に対応することにより、安全で安心なまちづくりを推進する。

２　施策の実施状況
　警察本部及び警察署に計１８人の警察安全相談員を配置して、府民からの各種相談を受理す
るとともに、相談内容に応じて関係部署に引き継ぐなど、相談案件の早期解決と事件の未然
防止を図った。
　警察安全相談員の年間相談受理件数　　６，９０４件（令和５年中）
　（主な内訳）
　　生活安全関係（犯罪等被害防止、家庭・職場・近隣関係、契約・取引関係等） 　４，７５８件
　　刑事関係（特殊詐欺、恐喝、盗難、暴力団関係等） 　　　　　　６５１　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６１，２１４，４３９円　　　　

       １　施策の趣旨等
　警察本部及び警察署にスクールサポーターを配置し、学校、地域ボランティア、保護者、
警察等の行政機関がネットワークを構築して連携することにより、少年非行等を抑止する。

　指標：非行防止教室実施小中学校数
　目標：５６２校（府内全小中学校）　実績：５５１校（９８．０％）

２　施策の実施状況
茨　スクールサポーターの運用
　元警察官４２人をスクールサポーターとして採用し、警察本部及び各警察署に配置して、
学校、地域ボランティア及びPTAと協働した非行防止、立ち直り支援等の活動を行うこと
により、京都の未来を担う子供たちの規範意識の向上と教育環境の正常化を図った。
　学校訪問（高等学校を含む。）　１２，２２３回
　指導、助言　　　　　　　　　　５，５３６件
　パトロール　　　　　　　　　４２，０３７回　　２１，４９０時間
　非行防止教室等開催　　　　　　２，７３５
芋　少年の福祉犯被害等防止対策
　SNS上における性被害防止に係る社会機運が高まりを見せる中、サイバーパトロールを

２　警察本部費
　（Ｐ１８４）

７９４，１３８，０００
（７１，８１５，８００，６９０）

７８８，０３８，１７４
（７１，０２９，７１３，００１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

４１，７３７，０５９
一 般 財 源
７４６，３０１，１１５

警察安全相談員設置事
業
（広報応接課）

少年非行抑止ネット
ワーク事業

（少　年　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２７２―

効率的かつ効果的に行うため、SNS等ビッグデータ検索システムの活用により、不適切な
書き込みをした者に対し、注意喚起を行い、被害の未然防止を図った。
　また、YouTubeの動画広告を活用し、非行・被害防止対策の課題となっている大麻乱用
防止・闇バイト加担防止及びSNSに起因する性被害防止についての注意喚起を行い、少年
の規範意識の醸成を図った。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　 　　　　１４６，２３７，２１５円　　　　

       １　施策の趣旨等
　交番相談員を交番に配置し、警察官のパトロールの強化や事件・事故等の対応により交番
に警察官が不在の場合でも来訪者に適切な対応ができるようにするほか、地域の防犯アドバ
イザーとして、子ども・地域安全見守り隊等の自主防犯活動に対する指導連絡や助言を行い、
交番の機能強化を図る。

２　施策の実施状況
　１５８交番に各１人の交番相談員を配置して、警察官のパトロール時間を確保するとともに、
地理案内や遺失・拾得届の受理、交番の出入口付近に立ち、通行人等に対して声かけや道案
内等を行う活動、事件又は事故発生時における警察官への連絡を行うなど、交番の円滑な活
動に寄与した。また、防犯アドバイザーとして、地域住民の自主的な防犯活動に対する指導
連絡及び助言を行った。
　交番相談員（１５８人）の年間取扱件数（令和５年中）　　　　　 　　２８３，８３８件　　　　
　（内訳）
　　各種相談受理、事件事故通報　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６，０３８
　　遺失・拾得届の受理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７，７８７
　　被害届代書預かり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５８
　　各種防犯ボランティア団体に対する指導連絡及び助言　　　　　　　　７，２４１
　　電話による独居高齢者等に対する防犯指導等（いたわりテレホン）　１４９，２２３
　　その他来訪者対応（地理案内等）　　　　　　　　　　　　　　　　　７３，３９１

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５３８，９６０，５２０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　警察行政サービス等のデジタル化により、府民の利便性の向上、警察行政の効率化・省力
化・迅速化を図り、府民生活の更なる安全安心等を確保する。

２　施策の実施状況

交番機能強化事業
（地　域　課）

警察行政サービス・デ
ジタライズ事業

（ ）総 務 課
情 報 管 理 課
運転免許試験課



―２７３―

茨　運転免許更新等予約システムの運用
　スマートフォン等から更新時講習・学科試験の受講日時を予約できるシステムを運用し、
受付窓口の混雑緩和等を図った。
　予約状況（令和５年度中）
　　更新予約件数　　　　１０８，７９７件
　　学科試験予約件数　　４１，４９１
芋　デジタル申請等決裁システムの運用
　　電子決裁が可能となるシステムを運用し、意思決定の迅速化等を図った。
　鰯　会議、教養等のリモート化

　リモート会議やｅラーニングが実施できる環境を整備し、警察業務の効率化等を図っ
た。
　　リモートによる会議、研修会の実施数　　８８５回
　　ｅラーニング実施数　　　　　　　　　　１０４件

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　４１，６２６，０００円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　東日本大震災や豪雨災害の教訓を踏まえ、大規模災害発生時に備えて、災害警備活動用装
備資機材を整備するほか、感染症対策資機材の整備により、初動態勢の早期確立を始めとす
る危機管理態勢の充実・強化を図る。

２　施策の実施状況
茨　非常用発電池の整備
　災害に起因して発生する大規模停電時において、迅速な救出・救助活動を行うため、交
番に対して、非常用発電池を整備した。
　非常用発電池　　　７４台
芋　雪害対策資機材の整備
　雪害現場において、迅速な救出・救助活動を行うため、積雪が多い地域の交番・駐在所
に対して、雪害対策資機材を整備した。
　かんじき　４１足、ストック　４１組、シューズカバー　４１組、荷物用そり　３４個

鰯　感染症防護服の整備
　新型コロナウイルス感染症等、警察職員への感染を防止し警察力を維持するため、感染
症防護服を整備した。
　感染症防護服　　６８０着

３　執　　行　　額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，５６１，３００円　　　　

３　装　備　費
　（Ｐ１８４）

８，６１１，０００
（８６２，０７６，０００）

８，５６１，３００
（８４５，６０１，８９９）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １，２５５，９９９
府　　　債
 ６，０００，０００
一 般 財 源
 １，３０５，３０１

危機管理態勢充実・強
化事業
（警備第一課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２７４―

         １　施策の趣旨等
　昭和４３年築で、老朽化、狭あいが著しい宇治警察署の現地建替整備計画に基づく第１期棟
建設工事等を実施する。

２　施策の実施状況
　第１期棟建設工事（令和６年度完成予定）を実施した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　 　１，３０５，４４０，０３３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　「府庁の省エネ・創エネ実行プラン（第２期）」に基づく温室効果ガス排出量削減目標の達
成に向け、警察施設の省エネ化を推進する。

２　施策の実施状況
　警察本部伏見留置センター及び１８警察署における照明器具のLED化を実施した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，２０８，２４０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　施設の老朽化が著しく、耐震性も不足している南丹警察署の建替整備を早期に行い、「地域
の安全・安心の中核拠点」にふさわしい警察署とするための基本計画を策定する。

２　施策の実施状況
　建替に向けた基本計画を策定した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　６６０，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　警察署等の再編整備実施計画に基づき、建替を行う舞鶴警察署の基本設計を実施する。

２　施策の実施状況
　建替に向けた基本設計を実施した。

３　執　　行　　額　　　　　　 　　　　　　　　　　　　４７，４４１，７６０円　　　　

４　警察施設費
　（Ｐ１８４）

４，５１５，２９６，０００
（６，７６７，７３２，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １，１６８，１５８，０００
宇治警察署建設
事業費
 １，０１０，０００，０００　 　　　　　 　　 交番・駐在所整
備事業費
 １５８，１５８，０００

   
兼
献
献
献
献
献
献

験   

   
券
献
献
献
献
献
献

鹸   

３，３３１，３０６，１６９
（５，０１３，２１８，４０１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３７８，２５１，０００
繰　越　金
 ９，０４８，００１
府　　　債
 ２，６４０，０００，０００
一 般 財 源
 ３０４，００７，１６８

宇治警察署建設事業
（会　計　課）

警察施設省エネ推進事
業

（会　計　課）

南丹警察署建設計画事
業

（会　計　課）

舞鶴警察署整備事業

（ ）会　計　課
警　務　課



―２７５―

       １　施策の趣旨等
　安全で安心なまちづくりを推進するため、交番・駐在所の整備を計画的に実施する。

２　施策の実施状況
茨　老朽化交番・駐在所の建替整備
　　南禅寺交番（川端警察署）
芋　老朽化交番・駐在所の長寿命化改修
　高野交番（下鴨警察署）、鞍馬駐在所（下鴨警察署）、墨染交番（伏見警察署）、三岳駐在
所（福知山警察署）、大波駐在所（舞鶴警察署）

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　 　　　　１０１，５９１，２７８円　　　　

       １　施策の趣旨等
　身近な安心・安全につながるインフラの劣化等に関する府民の気付きを募集し、府民協働
によるインフラ保全を推進する。

２　施策の実施状況
　ア　交通信号機の新設
　　　押ボタン式信号機新設　　　　　　　　　　１基
　イ　交通信号機の改良整備
　　　信号機プログラム多段化　　　　　　　　　１基
　　　信号機多現示化　　　　　　　　　　　　　３
　　　視覚障害者用付加装置　　　　　　　　　　６
　　　歩行者用・車両用灯器LED化　　　　　　　３２灯
　　　歩行者用灯器増設　　　　　　　　　　　　６
　　　車両用灯器更新　　　　　　　　　　　　　２
　　　信号機移設等　　　　　　　　　　　　　　１９式
　　　押ボタン式信号機撤去　　　　　　　　　　１基
　ウ　道路標識の整備
　　　路側式標識　　　　　　　　　　　　　　　８１６本
　　　集中３可変灯火式可変標識取替　　　　　　２面
　　　大型固定反射式標識板　　　　　　　　　　８基
　エ　道路標示の整備
　　　横断歩道の設置塗替　　　　　　　　　　　１１６本
　　　実線標示の設置塗替　　　　　　　　　　２５．４９km
　　　図示標示の設置塗替　　　　　　　　　　　４６個　
　　　自転車横断帯の設置塗替　　　　　　　　　１６本　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　１９９，８９６，５４３円　　　　

交番・駐在所整備事業

（ ）会　計　課
地　域　課

府民協働型インフラ保
全事業
（交通規制課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２７６―

       １　施策の趣旨等
　交通事故の抑止と交通の円滑化による交通渋滞や交通公害の減少を図るため、交通安全施
設の計画的な整備を行い、安全な交通環境の実現を図る。

　指標：交通事故死者数
　目標：年間４０人以下（令和７年末まで）　実績：５９人（令和５年中）

２　施策の実施状況
茨　補助事業
　ア　交通管制システムの整備
　　　交通管制センター整備　　　　　　　　　　一式　
　　　集中制御機　　　　　　　　　　　　　　　２５基　
　　　情報収集装置　　　　　　　　　　　　　　４０式　
　　　監視用テレビカメラ　　　　　　　　　　　２台　
　イ　交通信号機の新設
　　　プログラム多段式信号機新設　　　　　　　４基　
　　　押ボタン式信号機新設　　　　　　　　　　１　　
　　　歩行者用・車両用灯器増設　　　　　　　　３６灯　
　ウ　交通信号機の改良整備
　　　信号機プログラム多段系統化　　　　　　　４基　
　　　信号機半感応化　　　　　　　　　　　　　３　　　　
　　　信号機プログラム多段化　　　　　　　　　１０　　
　　　押ボタン化　　　　　　　　　　　　　　　１１　　
　　　信号機多現示化　　　　　　　　　　　　　２　　
　　　視覚障害者用付加装置　　　　　　　　　　３　　　
　　　歩行者用・車両用灯器LED化　　　　　　　１６０灯　
　　　信号機電源付加装置　　　　　　　　　　　１基　
　　　信号機移設等　　　　　　　　　　　　　　３２式　
　エ　道路標識の整備
　　　路側式標識（高輝度）　　　　　　　　　　３２５本　
　オ　道路標示の整備
　　　横断歩道の塗替　　　　　　　　　　　　１２．００km　
　　　実線標示の塗替　　　　　　　　　　　　１０．００　　
芋　単独事業
　ア　交通管制システムの整備
　　　交通管制センター整備　　　　　　　　　　一式　
　イ　交通信号機の改良整備
　　　視覚障害者用付加装置　　　　　　　　　　３基　
　　　信号機電源付加装置　　　　　　　　　　　５０　　

交通安全施設整備事業
（交通規制課）



―２７７―

　　　歩行者用灯器LED化　　　　　　　　　　　１式　
　　　歩行者用灯器増設　　　　　　　　　　　　２灯　
　　　信号機移設等　　　　　　　　　　　　　　１０式　
　　　一灯点滅式信号機撤去　　　　　　　　　　４基　
　ウ　道路標識の整備
　　　路側式標識　　　　　　　　　　　　　　１，２４７本　
　　　集中３可変灯火式可変標識取替　　　　　　４面　
　　　大型固定反射式標識板　　　　　　　　　　１９枚　
　　　標識の建植手入れ　　　　　　　　　　　　５９本　
　エ　道路標示の整備
　　　横断歩道の設置塗替　　　　　　　　　　　８０６本　
　　　実線標示の設置塗替　　　　　　　　　　１７．３９km　
　　　図示標示の設置塗替　　　　　　　　　　１，１０３個　
　　　自転車横断帯の設置塗替　　　　　　　　　９５本　
　　　道路標示の消除　　　　　　　　　　　　４．５６km　
　　　エスコートゾーンの新設　　　　　　　　１７４．６m　
　オ　交通信号機等の維持管理　　　　　　　　　一式　

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，６７５，０６８，３１５円　　　　

 
 ２　警察活動費

         １　施策の趣旨等
　犯罪被害者等の権利利益の保護を図るため、犯罪被害者等基本法、第４次犯罪被害者等基本
計画及び京都府犯罪被害者等支援条例に基づき各種施策を推進する。

２　施策の実施状況　　　　　　　　　　　　　
茨　関係機関・団体と連携を強化するとともに、社会全体で犯罪被害者等をサポートする気
運を醸成した。
　　京都府犯罪被害者支援連絡協議会の運営
芋　被害者支援の確実な実施のために、相談受理体制の充実と効果的な広報啓発活動を行っ
た。
　ア　性犯罪相談ダイヤル「ハートさん」等の各種相談窓口の運用
　イ　警察における被害者支援の広報用リーフレット等を活用した広報啓発活動の実施
　　　（主な広報啓発活動）
　　　　地域イベント、街頭等における広報啓発活動　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　中学・高校における被害者遺族講演の実施及び広報啓発活動
　　　　警察署単位犯罪被害者支援連絡協議会における広報啓発活動　　
　　　　生命のメッセージ展の開催

１　警察活動費
　（Ｐ１８６）

２１２，７１５，０００
（２，０４２，６０８，０００）

２０２，４２８，９４４
（２，０２６，７７３，３０６）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３５，６８１，１２５
一 般 財 源
 １６６，７４７，８１９

犯罪被害者等支援総合
対策事業

（警　務　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２７８―

鰯　身体犯被害者・性犯罪被害者等の診断書料等に係る経費を公費で負担し、被害者等の経
済的負担の軽減を図った。

　ア　身体犯被害者に対する初診料、診断書料
　イ　性犯罪被害者に対する初診料、診断書料等
　ウ　精神科医師の診察料等
　エ　司法解剖後における死体検案書料
　オ　一時避難に係る宿泊施設料
允　被害者等の付添人等の旅費の助成を実施した。
印　被害者等の精神的負担の軽減を図るため、臨床心理士によるオンラインカウンセリング
を実施した。

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，９５１，１３０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　刑法犯少年の検挙・補導人員の中で高い割合を占める万引き・自転車盗等の身近な犯罪の
発生を抑止するため、住民、事業者、行政との協働による抑止活動を推進する。

　指標：刑法犯認知件数　
　目標：年間１５，０００件以下（令和８年末まで）　実績：１１，８８５件（令和５年中）

２　施策の実施状況
茨　防犯アドバイザーによる店舗の防犯診断及び管理者等に対する防犯講演を実施するとと
もに、府内コンビニエンスストア等に防犯ハンドブックを配布して、万引きを許さない社
会気運を醸成した。
　ア　防犯アドバイザーによる被害多発店舗防犯診断・防犯指導
　　　（主な取組）

　　洛北阪急スクエア店に対する防犯診断及び店舗管理者等を対象とした防犯講演（下
　鴨警察署）
　　SUPER CENTER PLANT-3福知山店に対する防犯診断（福知山警察署）

　イ　万引き防止ハンドブックを活用した防犯指導
　　　京都府万引き防止対策推進協議会会員店舗等　　　１，０７９部
　　　（主な取組）
　　　　管内コンビニエンスストアを対象とした防犯指導（西京警察署、宇治警察署）
芋　自転車の施錠を幼少期から習慣づけるため、絵本やポスター等を作成し、自転車利用者
の規範意識、防犯意識を醸成した。
　ア　府内小児科医院に対する絵本の配布　　　　　　　３００部
　イ　マンション管理会社と連携したポスターの配布　　８００枚

身近な犯罪を許さない
社会づくり推進事業
（生活安全企画課）



―２７９―

鰯　学生・現役世代による防犯ボランティア活動を促進するため、活動用ベスト等の物的支
援や防犯ボランティア保険への加入支援を行った。
　　（学生防犯ボランティアの主な活動実績）
　　　啓発活動　　４８回
　　　パトロール　２８
　　　防犯教室　　２０

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，２４４，１２４円　　　　

       １　施策の趣旨等
　地域、学校、警察が一体となった子育て世代が安全安心を実感できるまちづくりを推進す
る。

２　施策の実施状況　　　　
茨　通学路等における子供の安全対策
　「こども１１０番のいえ」等の継続的な実態把握と訪問点検を通じ、活動マニュアルの交付
や経年劣化によるプレートの交換、新規設置等を実施した。
　（登録状況）
　　こども　１１０番のいえ　　　　　　　　１８，０６２軒
　　こども　１１０番のくるま　　８３団体　　　４，４６６台
芋　発達段階に応じた防犯教育プログラムの実施
　子供の年齢に応じた危険予測・回避能力の向上を目的として策定された防犯教育プログ
ラムに沿って、参加・体験型の防犯教室や不審者対応訓練等を実施した。
　防犯教室・不審者対応訓練（小学生向け）　　　　１，１５８回
鰯　ながら見守りの働き掛けの実施
　各種業界・団体、府民に対するながら見守りへの参加促進を図るため、「ながら見守りス
テッカー」を配布し、地域の防犯意識の向上を図った。
　府内事業所等　　　　１，５２１枚

允　可搬式速度違反自動監視装置による車両速度抑制対策
　可搬式速度違反自動監視装置６基を活用し、通学路・生活道路等での速度違反取締りを実
施した。
　通学路における運用回数　５８４回、検挙数　８９９件（令和５年中）
　子供の交通事故発生状況（小学生、歩行中）
　死者数　　１人（前年対比＋１人）
　負傷者数　５２　　（　　〃　　＋１５　）

印　VRを活用した合図横断の浸透・実践
　横断歩道上における子供の交通事故を防止するため、VRゴーグルを活用した映像プロ
グラムを制作し、令和６年３月から運用を開始した。

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　１２，５９５，０４１円　　　　

子供安全安心実感まち
づくり事業

（ ）生活安全企画課
交 通 企 画 課
交 通 指 導 課



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２８０―

       １　施策の趣旨等
　高度な犯罪分析機能を用いて犯罪・交通事故発生の危険性が高い場所を分析し、効果的な
パトロールコースの選定、交通取締活動等を行い、犯罪抑止活動を強化するとともに、犯罪
の早期検挙を推進する。

２　施策の実施状況　　　
茨　選定したパトロールコースにおける府民との協働パトロール等の犯罪抑止活動を実施し
たほか、犯罪リスクの高いエリアにおける警戒活動を行うことにより、街頭犯罪等を検挙
した。
芋　交通事故分析機能を活用し、交通規制・交通安全教育・交通取締り等を行い、交通死亡
事故抑止対策を推進した。
鰯　犯罪関連情報と交通事故情報を統合した犯罪・交通事故情報マップの提供により、情報
発信機能を強化し、地域防犯力の向上を図った。

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０４，３９８，０２０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　依然として深刻な情勢にある特殊詐欺被害の撲滅に向け、抑止・検挙対策や金融機関等と
連携した被害未然防止対策を実施する。

２　施策の実施状況
茨　犯人グループが使用する電話に集中的に電話をかけ続け、その使用を事実上不能とする
「集中架電システム」を運用し、犯行ツール対策の強化を図った。
　　対象犯行使用電話回線　　　　　１８８回線（令和５年中）
　　集中架電回数　　　　　　２，７４４，１５６回
芋　高齢者等に対して自身の「だまされやすさ」に気付いてもらうため、犯行の手口や対処
法を学ぶことができるコンテンツを活用し、高齢者等対象の広報啓発活動を実施した。
　　使用実績　　　　　　　　　　　　　１９回
　　対象人数　　　　　　　　　　　　３９３人

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，３４９，１８８円　　　　

       １　施策の趣旨等
　すべての子供が健全に育成されるよう、児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応、再発
防止、自立支援に至るまで、一貫した施策を関係機関と連携しながら総合的に推進する。

犯罪防御システム活用
事業
（犯罪情報分析課）

特殊詐欺被害撲滅総合
対策事業
（捜査第四課）

児童虐待総合対策事業
（捜査第一課）



―２８１―

２　施策の実施状況　　
　被害児童等の供述の任意性・信用性等に配慮した適切な聴取技法を習得するため、司法面
接研修を受講し、司法面接体制を強化するとともに検察及び児童相談所との連携の強化を
図った。
　司法面接研修　　　　　　警察職員　８人

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９０７，６９９円　　　　

       １　施策の趣旨等
　東日本大震災や豪雨災害の教訓を踏まえ、大規模災害発生時に備えて、災害警備活動用装
備資機材を整備することにより、初動態勢の早期確立を始めとする危機管理態勢の充実・強
化を図る。

２　施策の実施状況
　放射線防護資機材の点検整備
　原子力関連事故等発生時の部隊活動に必要となる放射線防護資機材（サーベイメータ、個
人線量計）の点検整備を実施した。
　サーベイメータ　表面用　４８台、空間用　５０台
　個人線量計　　３４０台

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　３０，７９９，１６２円　　　　

       １　施策の趣旨等
　深刻化するサイバー空間における脅威に対し、サイバー犯罪への解析・捜査体制の強化や
府内中小企業への情報セキュリティ対策を支援することにより、府民の安全安心を確保す
る。

２　施策の実施状況
茨　サイバー犯罪の巧妙化、多様化に対する捜査基盤の強化
ア　サイバー捜査官、サイバー特別捜査官が、サイバー犯罪対策に高度な知見を持つ財団
や、サイバーセキュリティ、サイバートレーニングを受け持つ民間企業の高度なサイ
バー教養（オンラインを含む）を受講し、人材の育成を図った。
　　受講者数　１２人
イ　現場派遣型の解析技術体制の構築及び機動捜査用解析資機材の整備により、解析体制
の充実・強化を図った。　　　　　　

芋　Ksisnetを活用した情報セキュリティ対策支援
　Ksisnetを活用した効果的な広報啓発等を実施し、情報セキュリティ対策の醸成を図っ
た。

危機管理態勢充実・強
化事業
（警備第一課）

サイバーレジリエンス
強化対策事業
（サイバー企画課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２８２―

　　地下鉄車両広告　　　　　　３箇月間
　　WEB広告　　　　　　　　　３箇月間　　　　　　　　
鰯　犯罪サイトの効率的な発見手法等に関する調査・研究
　サイバーセキュリティの知識を有する大学教授及び有識者による研修会を設置し、犯罪
サイトの効率的な発見及び収集に向けた会議を計６回実施した。

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４，９４１，０６３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　ネット安心アドバイザー等によるICT端末を用いた体験型ネットトラブル対策講座を実施
することで、高齢者や子供のネットトラブル対処能力の強化を図る。

　指標：警察職員やネット安心アドバイザー等によるサイバー犯罪被害防止講演等の実施回数
　実績：３，６５５回（令和５年中）

２　施策の実施状況
茨　ネット安心アドバイザーの運用
　　ネット安心アドバイザー登録数　　　　２３人（大学教授等）
　　サイバー犯罪被害防止に係る講演　　２８７回（府内高校等）
芋　体験型学習方法を用いた被害防止対策
　受講者がタブレット端末を操作して、ワンクリック詐欺やSNSへの不用意な投稿による
トラブル等を疑似体験しながら犯行の手口や対処法を学ぶ体験型講座（アクティブラーニ
ング）を開催した。
　　体験型実施回数　　２２７回
鰯　教職員の情報モラル、情報リテラシーの向上に向けた支援
　教育委員会が開催する研修会等でネットトラブル対策講座等を実施し、教職員の情報モ
ラル、情報リテラシーの向上を図った。

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４，２４３，５１７円　　　　

 

ネットトラブル対策充
実強化事業
（サイバー企画課）
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第１０款　教　　育　　費

 １　教育総務費

        １　施策の趣旨等
　いじめや不登校が大きな問題となる中で、学校等における児童生徒や保護者の相談に対応
する総合的なサポート体制を充実するとともに、いじめ、不登校対策や生徒指導の充実を図
る。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　目　　標　　　　　　　　　実　　績
　スクールカウンセラーの配置校数　　小中府立学校全校配置　　　小中府立学校全校配置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５１校）

２　施策の実施状況
茨　スクールカウンセラー配置
　学校における教育相談機能の充実を図るため、専門的な知識を有する臨床心理士をス
クールカウンセラーとして全小・中・府立学校に配置した。
芋　心の居場所サポーター配置
　学校に登校できるが教室に入りにくい児童生徒に対し、相談室等で相談・学習支援を行
うための「心の居場所サポーター」を小・中学校に配置し、不登校の未然防止と早期解決
を図った。
　配　置　校　　（小学校）向日市立向陽小学校ほか　１７３校
　　　　　　　　（中学校）向日市立西ノ岡中学校ほか８６
鰯　２４時間電話相談
　いじめ問題等に関し、２４時間体制での電話相談を実施した。
　相談件数　４，３１４件

允　トータルアドバイスセンター
　学校教育及び家庭教育に関する相談体制の充実を図るため、精神科医、臨床心理士の適
応指導相談員や臨床・発達心理学等専門的な知識や技能を有するカウンセラーを配置し、
来所及び巡回教育相談を実施した。
　来所教育相談場所　　府総合教育センター及び同北部研修所
　巡回教育相談場所　　教育局及びアグリセンター大宮
印　フリースクール連携推進事業
　不登校児童生徒の学校復帰や希望進路の実現に向けて取り組んでいるフリースクールと
の連携を推進し、児童生徒の社会的自立を支援した。
　連携施設　６施設

咽　ふれあい宿泊学習
　不登校傾向にある児童生徒がキャンプ等野外活動体験を重ねることにより、自立への

４　教育連絡調
整費
（Ｐ１８８）

１，５３７，７４３，０００
（３，９２２，５３５，０００）

１，４５２，７８６，８２６
（３，４１７，６１９，５９５）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
３６６，９６３，２４６

繰　越　金
１３，５００，０００

一 般 財 源
１，０７２，３２３，５８０

いじめ防止・不登校支
援等総合推進事業

（ ）学校教育課
高校教育課
社会教育課
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力、登校する力をつける宿泊学習を実施した。
　　　　　実施場所　　　　　　　　　　期間及び開催回数　　　　　　参加延べ人数
　府立るり渓少年自然の家　　　　７月１６日から１７日まで及び　　　　　　１７人
　　　　　　　　　　　　　　　　８月１８日から２２日まで

員　SNSを活用した相談体制構築事業
　通信手段が電話からSNS等に移行していることを踏まえ、多様な相談体制の構築を目的
としてLINE等による相談窓口「子どもSNS相談＠京都」を開設した。
　設置期間　令和５年７月１４日から令和６年３月３１日までの毎週月・金曜日（１月１日除く）
　　　　　　令和５年７月１４日から７月２０日まで、令和５年８月２１日から９月３日まで及び

令和６年１月４日から１月１０日まで　　計９４日
　受付件数　１６５件

因　不登校児童生徒支援拠点整備事業
　市町村が設置する教育支援センターにスクールカウンセラー等の専門家を配置し、相談
業務や個別学習の支援を行うなど、同センターを不登校児童生徒支援の拠点として機能充
実を図った。
姻　学校問題対策チームの設置
　事務局に設置した法律や心理学等の専門家を中核としたチームにより、学校が法的根拠
を求める事案及び重大事案に対して助言を行った。
引　不登校児童生徒に対する支援体制整備事業
　教育支援センターにおける相談・支援体制の強化や関係機関との連携を支援するコー
ディネーターの配置等を実施した。
　実施市町村　８市町

飲　きょうと不登校相談ダイヤル
　臨床心理士が児童生徒及びその保護者の不登校に関する相談について、助言を行った。
　相談件数　３２件　　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　４２９，０８４，３６４円　　　　

       １　施策の趣旨等
　府と市町村が一体となって「教育環境日本一」に向けた取組を進めるため、地域の実情に
応じた特色ある取組を支援する。

２　施策の実施状況
　市町村が抱える地域の実情に応じた教育課題の解決に資する事業や、教育環境の充実に寄
与し、他の市町村の模範となる先駆的な事業などに取り組む市町村への支援を実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　件数　　　　　　　　金額

子どもの教育のための
総合交付金
   

　
　
　
　
　

兼
献
献
献

験      

総務企画課
学校教育課
保健体育課
社会教育課

�　
　
　
　

券
献
献
献

鹸   　
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　市町村特色枠　　　　　　　　　　６９件　　　　　１０４，９２８，０００円
　重点支援枠　　　　　　　　　　　２６　　　　　　１２９，６１８，４０９

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　２３４，５４６，４０９円　　　　
 （うち補助金　２２８，４５５，１２２円）　

       １　施策の趣旨等
　小・中・高校生の英語によるコミュニケーション能力の育成を図るとともに、高校生の海
外語学研修や留学への支援・英語指導助手の配置などにより、国際感覚を身に付けた国際社
会で活躍できるグローバル人材を育成する。

　　　　指　　標　　　　　　　　目　　標　　　　　　　実　　績
　英検準２級相当を取得して　　　　４７．５％　　　　　　　　５１．０％
　いる府立高校生の割合

２　施策の実施状況
茨　英語指導助手の配置
　英語による実践的なコミュニケーション能力の充実や国際理解教育の推進を図るため府
立高等学校等にJETプログラム等による英語指導助手を配置した。
芋　府立高校生グローバル文化カフェ事業
　茶道を通じて外国人留学生とのおもてなし交流を実施した。
　実施校　山城高等学校ほか９校

鰯　英語４技能向上事業
　中学２・３年生を対象に英語４技能テストを実施した。
　実施校　八幡市立男山東中学校ほか６校
允　教員向け研修の実施
　義務教育段階での系統的な英語指導力の向上を図るため、小・中学校教員を対象に研修
を実施した。
印　府立高校生ハイブリッド型留学事業
　対面形式とオンライン形式のハイブリッドによる異文化理解と語学の研修を実施した。
　参加生徒数　２２校１００人

３　執　　行　　額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２７，４３１，９０７円　　　　

       １　施策の趣旨等
　「まなび・生活アドバイザー」を配置・派遣し、児童生徒への支援とネットワークづくりに
より、学校をプラットフォームとした福祉関係機関等との連携支援体制を構築する。

京都グローバル人づく
り事業

（ ）学校教育課
高校教育課

京都式「学力向上教育
サポーター」事業
（学校教育課）
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２　施策の実施状況
茨　地域の状況に詳しい退職教員等を小・中学校に「まなび・生活アドバイザー」として配
置し、担任と連携した支援や福祉関係機関等と連携した家庭環境の改善を行い、生活習慣
の確立と学習習慣の定着を図った。
芋　学校に社会福祉士、精神保健福祉士を派遣し、困難な家庭環境にある子どもの状況を学
校で把握し、教育的、福祉的観点から学習・生活支援策を検討・実施できるようケース会
議を開催した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　１８４，７６８，８１５円　　　　

       １　施策の趣旨等
　情報活用能力の向上や、各教科等におけるICTを活用した学習活動の充実により、新しい
時代に必要とされる資質を身に付けるため、府内公立学校におけるICT環境を整備する。

２　施策の実施状況
茨　京都府デジタル学習支援センターを中心に取組を実施した。
　ア　府立学校の全教員を対象とした悉皆型のICT研修
　イ　ICT利活用を先導的に進める市町（組合）立学校及び府立学校の教員の育成
　ウ　デジタルコンテンツの配信
芋　府立学校における教員用タブレット端末や校内通信ネットワークの保守・サポート等を
実施した。

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２７，５９１，８３５円　　　　
 （うち委託料　１０５，６８８，５９２円）　

       １　施策の趣旨等
　府学力診断テストをCBT化するとともに、児童生徒一人一人の学力の伸びが把握可能にな
るIRTの手法及びパネルデータの活用により、学力向上につなげる学力・学習状況調査を府内
すべての小・中・義務教育学校等で実施する。

２　施策の実施状況
茨　令和４年度までに実施した実証研究を踏まえた学力・学習状況調査を府内すべての小・
中・義務教育学校等で実施することにより、学力の伸びと非認知能力の変容を効率的・効
果的に把握し、課題に対する様々な指導の実現に向けた取組を行った。
芋　令和６年度の実施に向けた問題作成や採点基準の確認及び調整を行った。

スマートスクール推進
事業
（ICT教育推進課）

次世代型学力・学習状
況調査事業
（学校教育課）



―２８７―

３　執　　行　　額　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　４５，６３６，０１４円　　　　
 （うち委託料　４４，５５５，１５２円）　

       １　施策の趣旨等
　基礎・基本の徹底や個別課題に対応するための取組を充実し、児童生徒に確かな学力が身
につくよう、学力向上に向けた実践的・効果的な支援を実施する。

２　施策の実施状況
茨　小学生個別補充学習～ジュニア・わくわくスタ～
　学習内容が高度化する高学年段階のつまずきの解消を図るとともに、主体的に学習に取
り組む意欲・態度を身に付けさせるため、基礎・基本を徹底する補充学習を実施した。
　実　施　校　　１５４校

芋　中学生個別補充学習～ふりスタ～
　１年生段階での基礎基本の徹底や、２・３年生段階での学力の底上げと発展学習のため、
補充学習を実施した。
　実　施　校　　　９１校

鰯　中学生読解力向上対策
　「読む力」と「書く力」を総合的に高めていき、実生活で活用できる力を身に付けた生徒
を育成するため、小論文グランプリ等を実施した。
允　教科担任制を見据えた系統的な学び推進事業
　教科担任制の本格導入に伴い、小学校と中学校の教科内容の系統性を踏まえた、より専
門性の高い教科指導や授業の質の向上等を目的として、新たな授業の在り方について研究
を実施した。
印　京都府学力・学習状況調査活用事業
　京都府学力・学習状況調査のデータと教員の観察を両輪とし、児童生徒一人一人の可能
性を最大限に引き出し、分析結果を踏まえた授業の改善や、生徒個々に応じた手立てを考
える等学ぶ楽しさと意義を実感できる授業モデル及び学校モデルを創出した。

３　執　　行　　額　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　４０，３９５，１２３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　府立高等学校における文化系部活動への支援を通じて、京都の伝統文化の次世代への継承
を図るとともに、京都ならではの文化をはぐくむことを目指す。

　　指　　標　　　　　　　　　目　　標　　　　　　　　　　実　　績
　事業指定校数　　　　外部指導者の技術指導による　　　　２２校３０部
　　　　　　　　　　　文化系部活動の充実

２　施策の実施状況
　各種大会等で顕著な活動実績のある部や、特に育成に努めることが必要と認める部を対象

効果の上がる学力対策
事業
（学校教育課）

高校生「京の文化力」
推進事業
（高校教育課）
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として学校を指定し、活動を支援するとともに、その成果の発表に対する経費を助成した。

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，５７５，６６０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都府幼児教育センターを中心に、幼児教育の質の向上や、小学校教育への円滑な接続を
図る。

　　　　　指　　標　　　　　　　　　目　　標　　　　実　　績
　幼児教育アドバイザーによる　　　　　４０回　　　　　　１２５回　幼児教育施設への指導助言回数

２　施策の実施状況
茨　幼児教育アドバイザーの配置
　幼児教育の専門的な知見や豊富な実践経験を有する幼児教育アドバイザーを配置し、幼
児教育を担う各施設への巡回・指導助言や研修等を実施した。
　指導助言回数　１２５回

芋　幼児教育の推進
　幼児教育関係機関と連携し、保育者と小学校教員による幼小接続に向けたカリキュラム
の充実や、市町村幼児教育アドバイザーによる幼児教育施設への継続的な支援の在り方の
研究などにより、円滑な幼小接続の推進や幼児教育の質の向上を図った。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　５，９３４，６３７円　　　　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰下においても、子どもたちの健やかな成長を守るため、給食に係る保護者等の負
担軽減策を臨時的に実施する。

２　施策の実施状況
　栄養バランスを維持した学校給食を提供するため、学校給食における食材費の高騰分につ
いて、保護者等の負担軽減を実施した。
　実施市町村数　　　２０市町、１組合
　実施府立学校数　　１３校

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　１４９，８２２，０６２円　　　　
 （補助金）　　　　　　

幼児教育の質向上・課
題解決事業
（学校教育課）

子どもの給食臨時支援
事業

（ ）総 務 企 画 課
特別支援教育課
保 健 体 育 課



―２８９―

 ２　小 学 校 費

         １　施策の趣旨等
　義務教育９年間を見通し、児童生徒や学校の実態に即して必要な教員を配置し、一人ひと
りの児童生徒に確かな学力を定着させるとともに、新しい時代にふさわしい質の高い教育の
実現を図る。

　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　　　実　　績
　学校の実態等に即した教員配置数　　　　　　全小学校に配置　　　全小学校に配置
　小学校教科担任制推進に係る教員の配置　　　　　　３０人　　　　　　　２９人　　　
　小学校英語教育推進教員の配置　　　　　　　　　　６５　　　　　　　　６６　　　　

２　施策の実施状況
茨　子どものための京都式少人数教育推進事業
ア　京の子ども・少人数教育推進事業
　小学校３年生から６年生で３０人程度の学級編制が可能となるよう教員配置を充実する
とともに、児童に応じた指導を行うため、少人数授業・ティームティーチング・少人数
学級を市町村教育委員会の選択により実施した。
　配置状況　少人数授業・ティームティーチング　　６１校　　７５人
　　　　　　少人数学級　　　　　　　　　　　　　５６　　　７９
イ　小学校低学年指導充実事業
　児童に学校での基本的な生活習慣及び学習習慣を身に付けさせ、保育園や幼稚園等か
ら小学校への円滑な移行と定着を図るため、小学校１年生及び２年生の児童数３０人を超
える学級に非常勤講師を配置した。
　配置状況　１年生　　　９３学級
　　　　　　２年生　　１００

芋　小学校教科担任制推進事業
　小学校の教科担任制を推進し、新しい時代にふさわしい質の高い教育の実現を図るた
め、予測困難な社会を生き抜く力として重要な外国語や理系教育の指導体制の強化を実施
した。
ア　小学校教科担任制の推進
　理科を中心とした教科において、小中連携を含めた専科指導が可能となるよう教員を
配置した。
イ　小学校英語教育推進教員の配置
　配置校で英語授業を実施するとともに、公開授業や研修を通じて、小学校英語教育を
先導する教員を配置した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　２，２８８，３９３，０５５円　　　　

１　教 職 員 費
（Ｐ１９０）

２，７５０，５９１，０００
（３４，７８９，１２０，０００）

２，５８４，１５７，１５９
（３４，５８５，６２８，４０２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ５２６，４２０，０００
一 般 財 源
 ２，０５７，７３７，１５９

令和の京都式教育指導
体制推進事業

（ ）教職員企画課
教職員人事課
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       １　施策の趣旨等
　小学校の通常学級に在籍する発達障害等の児童に対して、適切な教育的支援や支援体制の
整備等を先導的に行うため、非常勤講師を配置し、小学校における特別支援教育の充実を図
る。

　　　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　実　　績
　支援を要する小学校への非常勤講師配置数　　　　６６校　６９人　　　６６校　６９人

２　施策の実施状況
　特に支援を必要とする児童が在籍する小学校において、校内委員会での検討等学校全体と
しての支援体制の充実を図るため、退職教員や特別支援教育専攻の大学院生等を非常勤講師
として配置した。

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５３，８６５，４４０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　教育の質を高めるため、教職員の意識改革を行うとともに、外部人材の活用などにより、
教員が授業や準備等に集中できる環境を整備する。

　　　　指　　標　　　　　　　　　　　目　　標　　　　　　実　　績
　教員業務支援員の配置　　　　　　　　　１９７校　　　　　　　１９２校

２　施策の実施状況
　教員を補助するスタッフを小学校に配置し、教員の事務作業や校内の環境整備等をサポー
トした。

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　１４１，８９８，６６４円　　　　

 

 ３　中 学 校 費

         １　施策の趣旨等
　義務教育９年間を見通し、児童生徒や学校の実態に即して必要な教員を配置し、一人ひと
りの児童生徒の確かな学力の定着を図る。

　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　　　実　　績
　学校の実態等に即した教員配置数　　　全中学校に配置　　　全中学校に配置

２　施策の実施状況
　全ての中学校で３５人以下の学級編制が可能な教員配置を充実するとともに、生徒に応じた

特別支援教育充実事業

（ ）教職員企画課
教職員人事課

教職員の働き方改革推
進事業

（ ）教職員企画課
教職員人事課

１　教 職 員 費
（Ｐ１９２）

１，８３０，５３６，０００
（２１，２６７，６７０，０００）

１，５７２，２１３，３２８
（２１，１２９，４５７，０３５）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４０８，８１９，０００
一 般 財 源
 １，１６３，３９４，３２８

子どものための京都式
少人数教育推進事業

（ ）教職員企画課
教職員人事課



―２９１―

指導を行うため、少人数授業・ティームティーチング・少人数学級の実施に必要な教員を市
町村教育委員会の選択により配置した。　
　配置状況　少人数授業・ティームティーチング　　８０校　１５８人
　　　　　　少人数学級　　　　　　　　　　　　　２２　　　３２

３　執　　行　　額　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　１，４６６，８５４，１２３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　教育の質を高めるため、教職員の意識改革を行うとともに、外部人材の活用などにより、
教員が授業や準備等に集中できる環境を整備する。

　　　　指　　標　　　　　　　目　　標　　　実　　績
　教員業務支援員の配置　　　　　９１校　　　　　８３校

２　施策の実施状況
　教員を補助するスタッフを中学校に配置し、教員の事務作業や校内の環境整備等をサポー
トした。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　５３，６４８，９４１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　中学校の通常学級に在籍する発達障害等の生徒に対して、適切な教育的支援や支援体制の
整備等を先導的に行うため、非常勤講師を配置し、中学校における特別支援教育の充実を図
る。

　　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　　　目　　標　　　実　　績
　支援を要する中学校への非常勤講師配置数　　　　　　２４校　２４人　　２４校　２４人

２　施策の実施状況
　特に支援を必要とする生徒が在籍する中学校において、校内委員会での検討等学校全体と
しての支援体制の充実を図るため、退職教員や特別支援教育専攻の大学院生等を非常勤講師
として配置した。

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１，７１０，２６４円　　　　

教職員の働き方改革推
進事業

（ ）教職員企画課
教職員人事課

特別支援教育充実事業

（ ）教職員企画課
教職員人事課
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 ４　高等学校費

         １　施策の趣旨等
　教育の質を高めるため、教職員の意識改革を行うとともに、外部人材の活用などにより、
教員が授業や準備等に集中できる環境を整備する。

　　　　指　　標　　　　　　　目　　標　　　実　　績
　教員業務支援員の配置　　　　　４５校　　　　　４３校

２　施策の実施状況
　教員を補助するスタッフを高等学校に配置し、教員の事務作業や校内の環境整備等をサ
ポートした。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　２７，５７１，４８０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　府立高等学校に在籍する発達障害等がある生徒への支援体制を整備し、府立高等学校にお
ける特別支援教育の充実を図る。

　　　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　実　　績
　支援を要する高等学校への非常勤講師配置数　　　　　３校　４人　　　３校　４人

２　施策の実施状況
　発達障害等のある生徒への指導支援体制を整備するため、退職教員や特別支援教育専攻の
大学院生等を非常勤講師として配置した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１３，０５９，０００円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　経済的理由により修学が困難な高校生等に対し、修学資金の貸与や就学支援金の給付等を
行うことにより、教育の機会均等を図り、社会の発展に貢献する人材の育成に資する。

２　施策の実施状況
茨　修学資金等貸与
　経済的理由により修学が困難な高校生等に対し、修学資金等を貸与するとともに、金融
機関の特別融資制度を利用した者に対し、利子相当額を補助した。

１　高等学校総
務費
（Ｐ１９２）

４０，９３２，０００
（２７，０１５，７３８，０００）

４０，６３０，４８０
（２６，８６２，６５２，８０１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ８，３０８，８７３
一 般 財 源
 ３２，３２１，６０７

教職員の働き方改革推
進事業

（ ）教職員企画課
教職員人事課

府立高校特別支援教育
支援員配置事業

（ ）教職員企画課
教職員人事課

４　教育振興費
（Ｐ１９４）

４，８３５，０１２，０００
（４，９５５，６３４，０００）

４，７６７，９５９，８０９
（４，８８７，９０７，００９）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３，２２５，２７２，２７７
繰　入　金
 ２，３５９，０００

高校生等修学支援事業
（高校教育課）



―２９３―

       　　　貸与者数　修　学　金　　１，９５３人　　　支　度　金　　１７８人
　　　　　　利子補給　　　３７５
芋　通学費補助
　高額の通学費を負担する家庭に対し、通学費の支援を実施した。
　助成者数　　　　１３８人

鰯　定時制・通信制教育振興奨励
　定時制・通信制課程に通う生徒の修学を促進するため、修学奨励費の貸与等を実施した。
　貸与者数　　　　５０人

允　奨学のための給付金
　授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得世帯の高校生等に対し、奨学のための
給付金を支給した。
　受給者数　　　４，１８３人

印　公立高校就学支援金
　一定の収入額未満世帯の生徒に対し、授業料に充てるため公立高等学校就学支援金を支
給した。
　対象者数　　２７，４６９人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　４，２１２，７２５，４８２円　　　　
 　　　　　　　　　　　　（うち貸付金　５６８，７００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　情報活用能力の向上や、各教科等におけるICTを活用した学習活動の充実により、新しい
時代に必要とされる資質を身に付けるため、府立学校におけるICT環境を整備する。

２　施策の実施状況
茨　学校等での教育活動で活用するために、保護者がタブレット端末を購入する経費に対し
て補助を実施した。
　　府立高校生１人１台タブレット端末の購入支援者数　８，６８０人
芋　府立高等学校のICT環境を整備した。
　　情報通信技術支援員（ICT支援員）の配置　　　　　　　　５０校
　　タブレット端末設定業務を業務委託　　　　　　　　　　全校
　　タブレット端末の保守サポートデスクを設置　　　　　　　〃
　　府立高等学校教員用タブレット端末の整備　　　　　　　　〃

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４１，４０６，３５１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　「府立高校特色化推進プラン」に基づき、生徒一人ひとりに応じた教育と時代の変化に対応
した教育を実践し、各高等学校の特色化を推進する。

諸　収　入
 １，２０１，７６７，９８７
一 般 財 源
 ３３８，５６０，５４５

スマートスクール推進
事業

（ ）特別支援教育課
高 校 教 育 課
ICT教育推進課

夢に応えられる府立高
校づくり事業
（高校教育課）
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２　施策の実施状況
茨　数学オリンピック等チャレンジ事業
　生徒の数学に対する興味・関心を喚起するとともに、数学的な見方や考え方を養い、数
学的資質の向上を図るため、京都数学オリンピック道場を実施した。
　京都数学オリンピック道場
　開催日時　令和５年１１月１９日（日）
　形　　式　オンライン開催
芋　グローバルネットワーク京都等
　大学教授等による論文作成講座や高校生による論文コンテスト、民間企業と連携した商
品開発等の取組を実施した。
鰯　京都フロンティア校支援事業
　各高等学校の特色に応じて自ら設定したテーマに基づく先進的な取組を支援した。
　実　施　校　清明高等学校ほか２５校

允　京都フレックス学園構想推進事業
　清明高等学校及び清新高等学校における教育環境の充実に関する取組を支援した。
印　ALネットワーク京都
　大学等と連携した高度で先進的な学びを創出・提供し、イノベーティブでグローバルな
人材を育成するための取組を実施した。
　実　施　校　鳥羽高等学校

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６，３９５，７４１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　生徒一人ひとりの能力・個性を伸ばすため、生徒の学力・学習状況をきめ細かに把握・分
析し、状況に応じた取組を推進することで、学力や学校生活の基礎・基本の向上と定着を図
る。

２　施策の実施状況
茨　府立高校生学びの基礎診断
　生徒の学力状況を把握し教科指導の充実を図るため、学びの基礎診断の受験料を一部補
助した。
芋　府立高校「セカンドラーニング教室」設置事業
　義務教育段階の学び直しが必要な生徒の学習不安を解消し、学力不足による中退等の防
止や学習意欲の向上による希望進路実現を図るため、学習内容の定着が十分でない生徒を
対象に個別指導を実施した。
鰯　基礎学力補習
　学習習慣の確立、基礎・基本の徹底により、生徒の基礎学力の充実を図るため、補習の

確かな学力を身につけ
るための支援事業
（高校教育課）



―２９５―

実施や独自教材の作成を行った。
允　進路補習
　生徒の希望進路を実現するため、進学・就職等希望進路に対応したコース別補習の実施
や、資格取得のための就職補習を実施した。
印　大学生教育ボランティア活用事業
　教職を目指す大学生等をボランティアとして受け入れ、授業補助や個別指導補助に活用
し、きめ細かな指導体制の充実を図った。

３　執　　行　　額　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　４０，３４５，８７７円　　　　

       １　施策の趣旨等
　日本・郷土の伝統文化を尊重する態度の育成に当たり、府にゆかりの深い茶道や華道、古
典を取り上げ、伝統文化への関心を高めるとともに、豊かに生きる力を育む。

　　指　　標　　　　　　　　　　　目　　標　　　　　実　　績
　参加生徒数（延べ）　　　　　　　　７，８００人　　　　　８，１９３人

２　施策の実施状況
　府立高等学校において、総合的な探究の時間等を活用し、茶道や華道、古典に関する講義
や作法を通して、規範意識や思いやりの心を学ぶ授業を実施した。
　実　施　校　茶道　全校
　　　　　　　華道　鴨沂高等学校ほか２５校
　　　　　　　古典　清明高等学校ほか２８校
　　　　　　　京の文化継承・価値創造推進校　清明高等学校ほか２１校

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３，４４５，２０９円　　　　

       １　施策の趣旨等
　夢や希望を抱きながらも経済的に困難な状況にある高校生を支援したいという意向で受け
入れた寄附金を活用し、経済的に困難な状況にありながらも、将来の夢の実現にチャレンジ
する府立高校生を支援する。

２　施策の実施状況
　低所得世帯の府立高校生を対象とした留学支援を実施した。
　対象者数　６人

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　２，３５９，０００円　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）　　　　　

高校生伝統文化事業
（高校教育課）

府立高校生夢チャレン
ジ留学支援事業
（高校教育課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―２９６―

       １　施策の趣旨等
　府立高等学校における特別支援教育の充実を図る。

２　施策の実施状況
　府立高等学校において、長期入院や退院後も引き続き治療等が必要な生徒に個々の状況に
応じて、遠隔授業に適したカメラやマイク、Wi-Fiルーターの設置等の学習支援を実施した。
　実　施　校　　７校

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　１，２８２，１４９円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　近年の猛暑にも対応できる、安心・安全な教育環境を整備するため、府立学校の空調設備
の更新等を実施する。

２　施策の実施状況
　老朽化の著しい空調設備等の更新工事を実施した。
　実　施　校　　山城高等学校ほか２３校

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，１０９，２２３，６７１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　学校施設の計画的な改修により長寿命化を推進する。

２　施策の実施状況
　大規模改修、校舎外部改修及びグラウンド改修工事を実施した。
　実　施　校　　大規模改修　　　　北嵯峨高等学校、桃山高等学校、園部高等学校
　　　　　　　　校舎外部改修　　　桂高等学校、洛水高等学校
　　　　　　　　グラウンド改修　　東舞鶴高等学校

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　１，９２１，３８１，０５５円　　　　

       １　施策の趣旨等
　府立高等学校のトイレ洋式化を推進し、学習環境及び衛生環境の向上を図る。

２　施策の実施状況

特別支援教育総合推進
事業
（高校教育課）

５　学校建設費
（Ｐ１９６）

４，８０６，７３７，０００
（４，８０６，７３７，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １３４，０００，０００
高等学校校舎等　   整備費
兼
献
験

券
献
鹸

４，６１２，５２０，７０６
（４，６１２，５２０，７０６）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３５３，３５０，８００
繰　越　金
 ４，８７８，５００
府　　　債
 ４，０３７，０００，０００
一 般 財 源
 ２１７，２９１，４０６

府立学校教育環境整備
事業

（管　理　課）

学校施設長寿命化推進
事業

（管　理　課）

府立高校トイレ洋式化
推進事業

（管　理　課）



―２９７―

　トイレ洋式化のための改修工事を実施した。
　実　施　校　　北稜高等学校ほか６校

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　３４４，２２０，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　老朽化した校舎等の維持補修を計画的に実施する。

２　施策の実施状況
　老朽校舎改修及び設備改修等を実施した。
　老朽校舎・設備改修等　　　　　　　　　　　　　 　　　　　１８９，８８８，９８０円　　　　
　建 築 物 定 期 点 検　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　４７，８０７，０００　　　　　
　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　２３７，６９５，９８０円　　　　

 

 ５　特別支援学校
　　　　費

         １　施策の趣旨等
　「向日が丘支援学校改築基本構想」に基づき、校舎等の全面改築とともに、長岡京市共生型
福祉施設構想と連携した教育と福祉の総合的な連携による切れ目のない支援の実現に向けて
教育環境の充実を図る。

２　施策の実施状況
　仮移転先の仮校舎の改修工事を行うとともに、向日が丘支援学校の解体工事及び埋蔵文化
財調査を実施した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　６８４，５４０，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　老朽化した校舎等の維持補修を計画的に実施する。

２　施策の実施状況
　老朽校舎改修及び設備改修等を実施した。
　老朽校舎・設備改修　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　１５８，５６２，１１９円　　　　
　建 築 物 定 期 点 検 ９，１６１，２７５　　　　　

老朽校舎等改修事業
（管　理　課）

１　特別支援学
校費
（Ｐ１９６）

９８４，１６９，０００
（１４，６９３，８５１，０００）

９７４，３３３，５９４
（１４，５５０，１９６，５９４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ８６，７４５，６６２
諸　収　入
 １，０００，０００
府　　　債
 ６４６，０００，０００
一 般 財 源
 ２４０，５８７，９３２

向日が丘支援学校校舎
等整備事業

（管　理　課）

老朽校舎等改修事業
（管　理　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目
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３　執　　行　　額　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　１６７，７２３，３９４円　　　　

       １　施策の趣旨等
　児童生徒が急増する特別支援学校において普通教室を増設する。

２　施策の実施状況
　仮設校舎のリース及び普通教室へ転用するための教室改修工事等を実施した。
　実　施　校　　３校

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　７１，７２４，７３７円　　　　

       １　施策の趣旨等
　医療的ケア児及びその家族への負担軽減のため、府立特別支援学校における通学時の支援
を実施する。

２　施策の実施状況
　府立特別支援学校における医療的ケアが必要な児童生徒の通学時の安全を確保するため、
福祉タクシーの利用に対する助成や看護師配置等に要する支援を実施した。
　実施件数　５校　１１人

３　執　　行　　額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９，８５１，８５７円　　　　

       １　施策の趣旨等
　発達障害を含む障害のある幼児児童生徒一人ひとりの教育ニーズに応じて、一貫した支援
を総合的に行う。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　　実　　績
　京都府スーパーサポートセンターにおける　　　　１，０００人　　　　　１，９８３人
　教員への体験型専門研修受講者数　　　　　　
　京都府スーパーサポートセンター及び各地　　　　６，８００件　　　　　５，０５１件
　域支援センターにおける小・中学校等に対
　する相談支援件数

２　施策の実施状況
茨　特別支援教育サポート拠点事業

特別支援学校児童生徒
増対策事業

（管　理　課）

特別支援学校医療的ケ
ア安心サポート事業
（特別支援教育課）

特別支援教育総合推進
事業
（特別支援教育課）



―２９９―

　特別支援教育の拠点校である宇治支援学校内にある「京都府スーパーサポートセンター」
において、総合教育センター、各地域支援センター、盲学校及び聾学校と連携、子ども・
保護者・教員・地域を支援した。
ア　宇治支援学校の授業等を活用した教員への体験型専門研修
　　２０講座開催　受講者　１，９８３人
イ　医師や作業療法士等からなる専門家チーム等を活用した相談支援
　　相談件数　　　５６件
ウ　府南部地域における就学前からの視覚・聴覚障害のある子どもへの相談支援
　　相談件数　　　５６０件

芋　地域等連携推進事業
ア　各地域支援センターにおける教育相談、医師、臨床心理士、福祉関係者及び教員等に
よる教育相談
　　相談件数　５，０５１件
イ　小・中学校等での研修会への講師派遣
　　支援件数　　１４８件

３　執　　行　　額　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　１３，８２４，７０３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　教育の質を高めるため、教職員の意識改革を行うとともに、外部人材の活用などにより、
教員が授業や準備等に集中できる環境を整備する。

　　　指　　標　　　　　　　　　目　　標　　　　実　　績
　教員業務支援員の配置　　　　　　１２校　　　　　　１２校

２　施策の実施状況
　教員を補助するスタッフを特別支援学校に配置し、教員の事務作業や校内の環境整備等を
サポートした。

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，７２０，２０６円　　　　

       １　施策の趣旨等
　特別支援学校高等部生徒の職業的自立を促進するため、就労支援及び職業教育内容の充実
を行うとともに、外部機関等と連携し、生徒の清掃や接客などの職種別専門的技能を客観的
に評価するシステム（京しごと技能検定）を運用する。

　　　　指　　標　　　　　　　　目　　標　　　　　　　　　実　　績
　特別支援学校生徒の就職率
　（特別支援学校高等部卒業　　　　３０％　　　　　　令和５年度末卒業生２８．９％　者に占める就職者の割合
　（福祉就労を除く。））

教職員の働き方改革推
進事業

（ ）教職員企画課
教職員人事課

特別支援学校職業教育
等充実事業
（特別支援教育課）
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２　施策の実施状況
茨　ふれあい・心のステーション
　府立特別支援学校全１２校が参加し、生徒が自ら製作品の販売実習・実演を行い、府民と
の交流や企業の理解啓発を図った。
　日　　程　令和５年９月１３日（水）～１４日（木）
　会　　場　大丸京都店
　入場者数　約１，１００人

芋　高等部進路支援事業
　進路指導担当教員がハローワーク等と連携し、新しい職場の開拓や現場実習の受入先の
確保に一層取り組めるよう非常勤講師を１１校に配置した。

鰯　京しごと技能検定の実施
　教職員向け指導者講習会の実施や介護分野の指導マニュアル及び評価基準を策定すると
ともに、各種目で京しごと技能検定を実施した。
　実施種目　清掃、接客、介護、パソコン実務

３　執　　行　　額　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　７，９４８，６９７円　　　　

 

 ６　大　　　学　　　費

         １　施策の趣旨等
　府立医科大学及び府立大学が法人化により、質の高い教育研究等を実施することを通じ
て、府民の健康増進及び福祉の向上等に貢献するとともに、中期計画期間に合わせた収支見
通しを立て、弾力的・効率的で透明性の高い運営の実現が行えるよう支援を行う。

２　施策の実施状況
　京都府公立大学法人によって行われた、幅広い教養、高度の専門知識及び高い倫理観を備
えるための人材育成、他大学や地域の多様な主体と協力・連携した研究成果等の活用、附属
病院における医療の提供等を通じた社会への貢献等の事業を支援した。

　府 立 医 科 大 学　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間延べ人数　　　　１日平均

　 　  

　 　  

１　大　　学　　費
（Ｐ１９８）

１１，７１３，４６５，０００
（１２，０４１，９１２，０００）

１１，７１３，４６５，０００
（１１，９７５，８１２，３３７）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １，５６０，０００，０００
府　　　債
 １，４１８，０００，０００
一 般 財 源
 ８，７３５，４６５，０００

京都府公立大学法人運
営費交付金
（大学政策課）

兼
牽
験

学　　　部　医学科６６０人、看護学科３４２人
大　学　院　医学研究科３１７人、保健看護学研究科２９人

府立医科大学附属
病院

兼
牽
験

入院患者数　　　　　１８１，９７５人　　　　　　４９７人
外来患者数　　　　　４６２，８５２　　　　　　１，９０５

府立医科大学附属
北部医療センター

兼
牽
験

入院患者数　　　　　　６５，６８６　　　　　　　１７９
外来患者数　　　　　１３０，２９５　　　　　　　５３８
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　府 立 大 学　  

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　 　１０，２５６，４６５，０００円　　　　
 （交付金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都府公立大学法人が行う施設設備整備事業に対して貸付を行い、法人の施設設備整備事
業の円滑な実施を図る。

２　施策の実施状況
茨　機器等整備事業
　　コンピュータ断層撮影装置（CT）等を整備した。　 ６４９，０００，０００円　　　　
芋　施設設備事業
　　府立医科大学附属病院において、手術室の機能強化等を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　７６９，０００，０００円　　　　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　 　　１，４１８，０００，０００円　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（貸付金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「世界トップレベルの医学・医療を地域へ」の基本理念の実現に向けた教育・研究環境や高
度先進医療機能の整備を段階的に進めるための検討に対して支援を行う。

２　施策の実施状況
　感染症への即応や医療を取り巻く環境変化に対応した機能整備計画の策定に対して支援し
た。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　 　　３０，０００，０００円　　　　
 （交付金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　老朽化が進む施設・設備や、少子高齢化の進展による医療需要・疾病構造の変化に対応し、
地域における中核病院としての役割を果たすための基本構想の検討に対して支援を行う。

２　施策の実施状況
　医療需要・疾病構造を踏まえた目指すべき病院像及び整備スケジュール、整備手法の検討

兼
献
牽
献
験

学　　　部　文学部６３２人、公共政策学部４５５人
　　　　　　生命環境学部９１６人
大　学　院　文学研究科５７人、公共政策学研究科１１人
　　　　　　生命環境科学研究科２１６人

京都府公立大学法人施
設設備整備資金貸付金
（大学政策課）

医科大学施設整備推進
事業
（文化施設政策監付）

北部医療センター基本
構想策定事業
（文化施設政策監付）
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などの基本構想の策定に対して支援した。

３　執　　行　　額　　　　　　　 　　　　　　　　　　９，０００，０００円　　　　
 （交付金）　　　　　

 

 ７　社会教育費

         １　施策の趣旨等
　家庭での学習や生活習慣がしっかり身に付くよう、就学前の子どもを持つ保護者を対象に
学習機会や情報の提供を行うとともに、相談体制の充実を図ることにより、家庭の教育力の
一層の向上を目指す。

　　　　　　指　　標　　　　　　　　　目　　標　　　　実　　績
　家庭教育に関する学習機会提供数　　　　７０回　　　　　　１１０回
　家庭教育支援活動チーム数　　　　　　７チーム　　　　７チーム

２　施策の実施状況
茨　家庭の教育力の向上のため、保護者への学習機会の提供や家庭教育支援チーム活動を行
う市町（組合）に対し、助成を行った。
　　実施市町村数　５市町、１組合
芋　いじめや非行防止につながる家庭教育の在り方及び地域との連携の必要性について理解
を深めるため、PTAと連携して保護者を対象とした研修会を実施した。

鰯　家庭教育アドバイザーが中心となり家庭教育に悩みや不安を抱える家庭を対象に訪問す
ることや、地域人材や関係機関により構成するネットワーク会議を行う市町に対し、助成
を行った。
　　実施市町村数　２市町

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　４，０３０，３２９円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　府内全ての児童生徒の豊かな学びの環境を創造するため、タブレット端末等を活用して
様々な書籍に触れ、自らの探究心を満たす機会を創出する。

２　施策の実施状況
　府立図書館で利用できる電子書籍サービスのコンテンツ等を充実した。

１　社会教育総
務費
（Ｐ１９８）

４，７０８，０００
（１５２，４１０，０００）

４，０３０，３２９
（１５０，２９２，５７１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １，６４５，０００
一 般 財 源
 ２，３８５，３２９

家庭教育支援事業
（社会教育課）

２　図 書 館 費
（Ｐ２００）

８０，０００，０００
（５５２，１２３，０００）

８０，０００，０００
（５５０，７３７，５８１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ８０，０００，０００

子どもの読書活動応援
事業
（社会教育課）



―３０３―

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　８０，０００，０００円　　　　

 

 ８　文化財保護費

         １　施策の趣旨等
　府内の貴重な文化財を適切に保存・活用することにより、文化財の後世への継承を図る。

２　施策の実施状況
茨　建造物保存修理受託
　国宝・重要文化財建造物のうち、破損の甚だしいものについて、それぞれの所有者から
委託を受けて保存修理を実施した。
　地主神社本殿及び拝殿　　　　　　　　　　　　　１７２，１７６，０００円
　本隆寺本堂ほか　　　　　　　　　　　　　　　　１４０，２２５，０００
　良正院本堂及び表門　　　　　　　　　　　　　　１１８，７９８，０００
　妙法院庫裏　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１７，３４３，０００
　真宗本廟東本願寺鐘楼ほか　　　　　　　　　　　　９５，６５５，０００
　松殿山荘修礼講堂及び事務所ほか　　　　　　　　　８０，３４９，０００
　杉本家住宅主屋及び附高塀　　　　　　　　　　　　７７，６１１，０００
　石清水八幡宮摂社狩尾社本殿　　　　　　　　　　　７０，７４１，０００
　広隆寺桂宮院本堂及び講堂　　　　　　　　　　　　６６，７９７，０００
　仁和寺中門　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６，４７９，０００
　善峰寺多宝塔　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１，２１９，０００
　大徳寺方丈及び玄関ほか　　　　　　　　　　　　　５７，６１５，０００
　神護寺大師堂　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３，５６７，０００
　東福寺常楽庵客殿（普門院）ほか　　　　　　　　　４６，３３２，０００
　荒見神社本殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４，４３７，０００
　計　１５件　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，２５９，３４４，０００
芋　国指定文化財等補助
　国指定文化財の保存修理等に対して補助した。
　大徳寺ほか２２９件

鰯　文化財巡視
　文化財保護指導委員を委嘱し、文化財の巡視や文化財保護に関する指導・助言を行うと
ともに、地域住民の文化財保護意識の高揚を図るための普及活動を行った。
　委嘱人数　６８人
　巡視状況　延べ９８２日

允　重要伝統的建造物群保存地区保存事業費補助
　重要伝統的建造物群保存地区の保存事業に対して補助した。

１　文化財保護
費
（Ｐ２００）

１，５０３，１６０，０００
（２，００２，１７１，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ３，９００，０００
歴史的建造物等　   保存伝承事業費
兼
献
験

券
献
鹸

１，４９８，７９２，１０１
（１，９９５，６１５，８１２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２５，７００，０００
諸　収　入
 １，２５９，３４４，０００
府　　　債
 １４０，０００，０００
一 般 財 源
 ７３，７４８，１０１

歴史的建造物等保存伝
承事業
（文化財保護課）
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　南丹市美山町北重要伝統的建造物群保存地区ほか２保存地区
印　祇園祭山鉾保存費補助
　重要有形民俗文化財である祇園祭山鉾のうち、緊急に修理を要するものに対して、補助
した。
　橋弁慶山ほか４件

３　執　　行　　額　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　１，３２４，１５５，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　府内の貴重な文化財を適切に保存・活用することにより、文化財の後世への継承を図る。

２　施策の実施状況
　府指定・登録・暫定登録文化財の保存修理等に対して助成を行った。
　三玄院ほか１６１件

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４４，９９１，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　「恭仁宮」（国指定史跡）を、広く知り・触れるための環境整備や、府南部地域振興の拠点
とするための検討を行う。

２　施策の実施状況
茨　特別史跡昇格に向けた価値付け作業
　特別史跡昇格に向けて、これまでの調査結果の総括を行う価値付け作業を実施した。
芋　恭仁宮の活用整備に向けた検討
　文化財活用やまちおこし担当、専門家へのディレクターヒアリングの実施、主要関係団
体へのアイデアヒアリング等を実施し、恭仁宮活用の方向性を整理した。

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７，０３６，８０９円　　　　

       １　施策の趣旨等
　文化財の「保存」と「活用」の両輪により文化財を後世に継承するため、文化・観光と連
携した文化財の活用を支援する取組等を実施する。

２　施策の実施状況
茨　文化財保存活用調査
　文化財の保存促進や活用に向けた検討のため、未指定文化財を含む府内文化財の調査等

府指定文化財等保存修
理事業
（文化財保護課）

京の史跡・歴史遺産活
用整備事業
（文化財保護課）

文化財活用支援事業
（文化財保護課）



―３０５―

を実施した。
芋　建造物保存修理現場公開
　建造物の歴史・修理の仕方等について学ぶ機会を提供し、文化財保護の普及啓発に役立
てるため、修理現場を公開した。
　公開現場数　妙法院庫裏ほか３現場

３　執　　行　　額　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　１０，５０５，２９２円　　　　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号により被災した文化財の復旧に対して支援等を実施する。

２　施策の実施状況
　令和５年台風７号により被災した文化財の保存修理等に対して支援等を行った。
　正法寺文化財環境保全地区ほか２件

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，１０４，０００円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　丹後郷土資料館について、丹後地域の歴史・文化・観光の拠点施設となる博物館を目指し、
リニューアル整備を実施する。

２　施策の実施状況
茨　資料館（本館）の改修、新館及び収蔵庫の基本設計等を実施した。
芋　多様な専門家や地元と連携し、機能面や運営面の強化に向けた検討を実施した。

３　執　　行　　額　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　５３，８８９，２９２円　　　　

 

 ９　保健体育費

         １　施策の趣旨等
　トップアスリートや国体選手の育成強化を図り、府民スポーツの更なる振興と競技力の向
上を目指す。

　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　　実　　績
　国体選手等派遣事業、スポーツ　　　　　　２５種目２５会場　　　１２種目１３会場　ディスカバリー推進支援　　　　　　　　　
　実施種目数、会場数、参加者数　　　　　　延べ１，６００人　　　　延べ７６４人

文化財災害復旧事業
（文化財保護課）

２　郷土資料館
費
（Ｐ２０２）

５６，０００，０００
（２０３，０８３，０００）

５３，８８９，２９２
（２００，４９９，９６０）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １，０００，０００
府　　　債
 ４４，０００，０００
一 般 財 源
 ８，８８９，２９２

丹後郷土資料館整備推
進事業
（文化財保護課）

２　体育振興費
（Ｐ２０２）

２６６，１４８，０００
（４６０，２７２，０００）

２５４，２４８，９１６
（４３９，５１８，８４９）
決算額の財源

内訳

国庫支出金

 １０，４３１，０００

京のアスリート・ゴー
ルドプラン推進事業
（保健体育課）
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       ２　施策の実施状況
茨　パワフル京都推進
　　競技団体主導による選手強化施策の支援を実施した。
　　指定強化選手（ジュニア層）の支援　　　　１３競技　　　５６人
　　国体京都代表選手（大学生等）の支援　　　６　　　　　１５
　　専門的指導者による多角的な強化支援　　　２４　
芋　チーム京都推進
　　府競技力向上対策本部主導による競技横断的な強化施策の支援を実施した。
　　社会人選手の雇用主への活動支援　　　　　４社　　　　３０人
鰯　ジュニア層強化事業
　　京都にゆかりのあるジュニア選手の競技力向上に向けた支援を実施した。
　　ジュニア指導者を対象とした講習会　　　　８競技　　　４２３人　
　　オリンピック出場選手等による体験教室等　１２　　　　　７６４

３　執　　行　　額　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　２０３，４９７，２５３円　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　１９６，１２１，６３８円）　

       １　施策の趣旨等
　少子化の中でも、将来にわたりすべての子どもたちがやりたいスポーツ・文化芸術活動に
継続して親しむことができる機会の確保に向けた施策を推進する。

　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　　目標　　　　実績
　 　　中学校　 　　２３０人　　　２５９人
　　　　　　　　　　　　　　　　府立学校

２　施策の実施状況
茨　学校部活動の校内業務を担う部活動指導員を中学校及び府立学校に配置した。
　　配置人数　中学校　　９８人
　　　　　　　府立学校　４７
芋　地域スポーツ指導者を外部指導者として中学校及び府立学校に派遣した。
　　派遣人数　中学校　　６２人
　　　　　　　府立学校　５２
鰯　拠点地域において地域で部活動を担うための課題整理に向けた実践研究を実施した。
　　実施地域　宇治田原町、精華町、福知山市及び舞鶴市
允　部活動地域移行の受け皿の整備・充実を図るため、府立高等学校を拠点とする開放型地
域クラブ設立に向け、組織体制の構築や競技用具の整備など学校の環境整備支援を行っ
た。

諸　収　入
 １０，６１５，８４８
一 般 財 源
 ２３３，２０２，０６８

京のジュニアスポーツ
アカデミー構想推進事
業

（ ）学校教育課
保健体育課

地域のスポーツ指導者による
部活動等指導の実施

　　
券
犬
鹸
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　　実　施　校　２校　

３　　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４４，１９０，６６３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　より多くの成年・中高年の健康増進や生涯スポーツ推進に寄与するとともに、ワールドマ
スターズゲームズ２０２７関西に向けた機運の醸成を図る。

　　　　　指　　標　　　　　　　　　目　　標　　　　　実　　績
　マスターズ部門実施種目数　　　　　２３種目　　　　　　２３種目

２　施策の実施状況
　京都府民総合体育大会にマスターズ部門を設置し、京都府版マスターズ大会を開催した。
　実施種目数　　　２３種目　
　参加者数　　　　８，５２３人

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，５６１，０００円　　　　
 　（補助金）　　　　　

 

 １０　私学振興費

         １　施策の趣旨等
　府内の私立学校（高等学校、中学校、小学校、幼稚園、専修学校、各種学校）教育の振興
を図る。

２　施策の実施状況
茨　私学運営費補助
　必要な経費の一部を学校法人に対して補助し、保護者の教育費負担の軽減、教育条件の
向上及び経営の健全化を図った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９校（園）　　 　　１８，５３５，５６７，６８８円　　　　

芋　北部過疎地域私立高等学校運営費特別補助
　北部過疎地域内における私立高等学校の生徒の減少に対応し、学校経営の健全化を図
り、併せて保護者の教育費負担の軽減等を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１校　　　　　　 　　　２３，５７５，０００円　　　　

鰯　私立高等学校生徒通学費補助
　高額の通学費を負担する家庭に対し、通学費の支援を実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３２人　　　　　　 　２，６５０，０００円　　　　

京都府版マスターズ大
会開催事業
（保健体育課）

２　私学振興費
（Ｐ２０４）

３２，７４１，１８８，０００
（３２，７４４，７２７，０００）

３２，３９４，２８０，７３５
（３２，３９７，６６７，８１６）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
  １０，２４３，５６７，８３９
府　　　債
 ３２，０００，０００
一 般 財 源
 ２２，１１８，７１２，８９６

私立学校教育振興補助
事業

（文　教　課）
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允　私立高等学校等授業料減免事業等補助
　府内の私立小学校及び私立中学校に在籍する生徒の保護者の教育費負担の軽減を図るた
め、経済的理由により学校法人が行った授業料減免を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５校　　　 　　　　　４２，２１０，０６４円　　　　
印　私立高等学校定時制及び通信制課程教科書等給与費補助
　高等学校定時制及び通信制の課程に学ぶ勤労青少年の経済的負担を軽減し、学習意欲の
向上を図るため、有職者で希望する者に教科書及び学習書を給与することを支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１人　　　　　 　　　　　１７８，０００円　　　　
咽　私立幼稚園幼児教育振興補助
　宗教法人が設置する私立幼稚園（茨の対象外）における幼児教育の振興を図るため、体
験学習等の教育事業を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１園　　　　　 　　　　１５７，０００円　　　　

員　私立幼稚園教材費補助
　宗教法人が設置する私立幼稚園（茨の対象外）の振興と保護者の教育費負担の軽減を支
援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１園　　　　　 　　７，３７２，０００円　　　　

因　私立幼稚園心身障害児教育費補助
　幼稚園設置者に対して補助し、心身障害園児の就園の促進と幼児教育の振興を図った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１３園　７９０人　　　 　６０４，０９３，０００円　　　　
姻　私立幼稚園預かり保育推進特別補助
　私立幼稚園児の保護者の子育て支援及び幼児教育の振興を図るため、預かり保育事業を
支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９園　　　　 　　　３６１，７２４，０００円　　　　

引　私立専修学校・各種学校教育振興費補助
　必要な経費の一部を学校法人に対して補助し、専修学校教育及び各種学校教育の振興を
図った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３校　　　 　　　６０，０００，０００円　　　　
飲　私立学校教職員研修費等補助
　私立学校の教職員の資質向上を図るための研修等を奨励し、私学教育の振興を図るた
め、私学団体が行う私立学校教職員等の研修事業等を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５団体　　　　 　　１４，１３１，０００円　　　　

淫　私立学校教職員共済事業団補助
　私立学校教職員共済事業団加入者及び学校法人等の掛金、負担金の軽減を図るため、日
本私立学校振興・共済事業団に対して、厚生年金保険の保険料のうち標準報酬月額の１，０００
分の７．５の１箇年分を補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，２９９人　　　　 　　　２２８，２６４，７８１円　　　　
胤　私立学校教職員退職金補助
　私立学校教職員の福祉の増進を図り、もって私学教育の振興を図ることを目的として、
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公益財団法人京都府私学退職金財団に対して、標準給与月額の１，０００分の１９の１箇年分を
補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，３０２人　　　　　　 　　３１８，５４２，４００円　　　　
蔭　私立学校施設耐震診断事業費補助金
　府内私立学校（幼稚園含む）施設の耐震化を促進するため、私立学校が日常的に使用し
ている昭和５６年以前に建築された建物に対する耐震診断調査事業を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１園　　　　　　 　　　１，１４５，０００円　　　　
院　私立学校施設緊急耐震化事業費補助金　
　府内私立学校（幼稚園含む）施設の耐震化を促進するため、私立学校の耐震・改築改修
事業に要する経費の一部を補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２校　　　　　 　　　３２，９６５，０００円　　　　
陰　幼児教育推進支援事業補助金
　幼児教育の振興を図るため、公益社団法人京都府私立幼稚園連盟に対して、幼児教育を
担う人材確保・資質の向上、読書習慣育成等の子育て支援等に要する経費の一部を補助し
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１団体　　　　　 　　４，００２，０００円　　　　
隠　高等学校等就学支援金
　私立高等学校等に在籍する生徒の保護者の教育費負担の軽減を図るため、授業料軽減措
置を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　２４，３５９人　　 　　　　　６，１０４，４９１，８９５円　　　　

韻　奨学のための給付金
　授業料以外の教育負担の軽減を図るため、高等学校等就学支援金の対象校（特別支援学
校の高等部を除く。）に在籍する低所得世帯の保護者に対して、給付金を支給した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，１００人　　　　 　　　４８１，４７９，０５２円　　　　
吋　学び直し支援金
　高等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学び直す場合に、法律上の高等学校等
就学支援金の支給期間経過後も、卒業までの間（最長２４月）継続して授業料を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７人　　　　　　 　２，２６９，０５６円　　　　
右　専門学校生への効果的な経済的支援実証研究事業
　専門学校生に対する経済的支援策等について総合的な検討を進めるため、経済的理由に
より修学が困難な生徒に対し、学校法人が実施する授業料減免を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１校　　　　　　　 　　　５０，０００円　　　　

肝　教育支援体制整備事業費補助
　幼稚園及び認定こども園における教育支援体制の整備事業を支援し、子供を安心して育
てることができる体制の整備を促進した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１市、１２９園　　　　 　４４，１２５，０００円　　　　

艦　幼稚園教諭処遇改善支援事業
　幼稚園教諭の人材確保を図るため、私立幼稚園が実施した処遇改善に要する経費の一部
を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９２園　　　　　　 　　８２，７３２，０００円　　　　
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莞　私立高等学校専攻科修学支援金
　私立高等学校の専攻科に在籍する生徒の保護者の教育費負担の軽減を図るため、授業料
軽減措置を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４人　　　　　 　　　１０，９１１，６００円　　　　

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６，９６２，６３５，５３６円　　　　
 （うち補助金　２６，９４２，９８５，１３５円）　

       １　施策の趣旨等
　家庭の経済状況にかかわらず、修学の意志のある私立高校生が安心して勉学に打ち込める
よう、修学費用負担の解消・軽減を行い、経済的理由により学業の継続が困難となることが
ないよう支援する。

２　施策の実施状況
茨　私立高等学校等授業料減免事業等補助
　府内の私立高等学校に在籍する生徒の保護者の教育費負担の軽減を図るため、年収５９０
万円未満程度の世帯における授業料を６５万円まで実質無償化するなど、学校法人が行った
授業料減免を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２校　　　　　 　　２，６１７，１７３，７８１円　　　　
芋　私立高等学校学費軽減補助
　府内の私立高等学校に在籍する生徒の奨学と保護者の教育費負担の軽減を図るため、一
定の所得以下の府民の子弟である生徒を対象に、年額８０，０００円の授業料軽減措置を行っ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，４２７人　　　　 　　　４２４，３１３，６４８円　　　　

鰯　府外通学生相互支援事業
　兵庫県の私立高等学校に在籍する生徒の奨学と保護者の教育費負担の軽減を図るため、
一定の所得以下の府民の子弟である生徒を対象に、授業料軽減措置を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６人　　　　　　　 　　２，２２４，３００円　　　　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　 　　　３，０４３，７１１，７２９円　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　私立幼稚園の施設や機能を活用した育児中の保護者向けの子育て相談や育児教室等の実施
を促進することで、育児期の不安の軽減・解消を図る。

私立高等学校あんしん
修学支援事業

（文　教　課）

未入園児保育支援事業
（文　教　課）
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２　施策の実施状況
茨　親子関係支援センター事業・地域の子育て力向上事業
　私立幼稚園が教育相談、幼児教育に関する講演会、親子教室、地域団体と連携した保育・
体験学習等を実施するための経費の一部を補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１５園　　　　 　　　　２１，２２０，０００円　　　　
芋　在宅２歳児親子登園支援事業
　私立幼稚園が実施する、幼稚園・保育所等に入園していない在宅２歳児及びその保護者
を対象とする定期的な保育体験に要する経費の一部を補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８７園　　　　　　 　　２０，２８３，０００円　　　　

鰯　２歳児子育て支援事業
　私立幼稚園が実施する２歳児受け入れ事業に要する経費の一部を補助し、多子世帯等の
保護者負担の軽減につなげた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８８園　 　　　　　　　３２，３４８，４５１円　　　　

３　執　　行　　額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７３，８５１，４５１円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　いじめ、体罰、不登校等の課題に対応するため、生徒や保護者の相談に対応する相談機関
の運営を支援するとともに、いじめ対応のための附属機関等を設置する。

２　施策の実施状況
茨　私学修学支援相談センター事業
　いじめ問題等の解決を促進するため、京都府私立中学高等学校連合会が設置する相談機
関の運営経費の一部を補助した。
芋　いじめ対応のための附属機関等の設置
　多くの関係機関が相互に連携を図るために、京都府いじめ問題対策連絡会議を開催する
とともに、教育委員会や学校が行った重大事案調査の再調査を行う京都府いじめ調査委員
会を開催した。
　京都府いじめ問題対策連絡会議の開催　１回
　京都府いじめ調査委員会の開催　　　　１
鰯　SNSを活用した相談体制の構築
　通信手段が電話からSNS等に移行していることを踏まえ、多様な相談体制の構築を目的
としてLINE等による相談窓口「子どもSNS相談＠京都」を開設した。
　設置期間　令和５年７月１４日から令和６年３月３１日までの毎週月・金曜日（１月１日除く）
　　　　　　令和５年７月１４日から７月２０日まで、令和５年８月２１日から９月３日まで及び

令和６年１月４日から１月１０日まで　　計９４日

いじめ防止・不登校支
援等総合推進事業

（ ）文　教　課
学校教育課
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　受付件数　１９件

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　８，７８１，０００円　　　　
 （うち補助金　４，５００，０００円）　　

       １　施策の趣旨等
　すべての子どもに質の高い幼児教育を保障するため、私立幼稚園における幼児教育の無償
化に必要な経費を負担する。

２　施策の実施状況
　３歳から５歳全ての子どもの施設利用費及び保護者が保育の必要性の認定を受けた場合の
預り保育利用料を軽減するため、市町村が実施する子育て支援施設利用支援事業に助成し
た。
　実施市町村　２２市町村

３　執　　行　　額　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　１，２７３，７３４，３１９円　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　真に支援が必要な低所得者世帯の者に対し、修学に係る経済的負担を軽減することによ
り、子どもを安心して生み、育てることができる環境の整備を図る。

２　施策の実施状況
　高等教育の無償化に伴い、一定の世帯年収区分に応じて府内の専修学校が減免した授業料
及び入学料について全額を助成した。
　実施校　３９校

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　９４１，９１３，２００円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　私立学校の備品・設備の省エネ化により学校の運営コストの抑制を支援する。

２　施策の実施状況

子育て支援施設利用支
援事業

（文　教　課）

私立専門学校修学支援
事業

（文 教 課）

私立学校省エネ推進緊
急対策事業

（文　教　課）
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　私立学校の備品・設備の省エネ化に資するための設備更新に係る経費を支援した。
　実施校　１９校

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　７，１８０，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　こどもの車内置き去りを防止するため、送迎用バスの安全対策等を実施する。

２　施策の実施状況
　幼稚園の送迎用バスへの安全装置の設置を支援した。
　実施園　１２０園

３　執　　行　　額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２，７５９，５００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰が続く中、子どもたちの健やかな成長を守るため、給食に係る保護者負担の軽減
策を臨時的に実施する。

２　施策の実施状況
　保護者から徴収する給食費の額を据え置いて、増額分を幼稚園が負担する場合の経費を支
援した。
　実施園　１８園

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，３８８，０００円　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰が続く中、幼稚園が持続的な経営を行えるよう経営改善等の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　幼稚園が実施する、経営改善・経営基盤強化に資する事業を支援した。
　実施園　３７園

３　執　　行　　額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，８２９，０００円　　　　
　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）　　　　　

こどもの安心・安全対
策支援事業

（文 教 課）

子どもの給食臨時支援
事業

（文 教 課）

医療機関・社会福祉施
設等経営改善支援事業

（文　教　課）
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       １　施策の趣旨等
　物価高騰が続く中、子どもたちの豊かな感性・表現力を育むため、幼稚園の行事や発表会
に要する費用等を支援する。

２　施策の実施状況
　幼稚園が行う子どもたちの豊かな感性・表現力を育むための行事、発表会の実施や教育材
料等の購入に要する経費を支援した。
　実施園　１２２園

３　執　　行　　額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４，８５０，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　物価高騰が続く中、利用者への価格転嫁が困難な幼稚園の負担を軽減するため、各施設に
対し支援金を支給する。

２　施策の実施状況
　幼稚園の負担を軽減するため、施設の規模に応じて支援金を支給した。
　実施園　１２４園

３　執　　行　　額　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　７，６４７，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

子どもの学び等充実支
援事業

（文　教　課）

医療機関等物価高騰対
策事業

（文　教　課）
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第１１款　災　害　復　旧　費

　１　農林水産施設
　　　　災害復旧費

         １　施策の趣旨等
　台風、豪雨、洪水等の異常な天然現象によって被災した農地、農業用施設の効用や機能の
回復及び再度の災害を防止し、農業経営の安定を図るため、農林水産業施設災害復旧事業費
国庫補助の暫定措置に関する法律及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する
法律に基づき、その復旧に対して補助する。

２　施策の実施状況
　　　　　　　　　　　　箇所数　　　　　　事　業　費　　　　　　　補　助　金
　３年災　　　施設　　　１箇所　　　　　　１，３７７，２００円　　　　　　１，２８６，３０５円
　４年災　　　農地　　　１１　　　　　　　１５，１７７，９００　　　　　　１３，４４１，５４７
　　　　　　　施設　　　７　　　　　　　１０，８６６，８９９　　　　　　　９，３３４，０７０
　５年災　　　農地　　　６　　　　　　　　４，２６２，０００　　　　　　　２，３２７，７４１
　　　　　　　施設　　　７　　　　　　　　８，９４３，６００　　　　　　　７，０７３，７４７
　　　　　　　　計　　　　３２　　　　　　　４０，６２７，５９９　　　　　　３３，４６３，４１０

３　執　　行　　額　　 　３３，７６３，４１０円　　　　
 （うち補助金　３３，４６３，４１０円）　

       １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号によって被災した農地、農業用施設の効用や機能の回復及び再度の災害
を防止し、農業経営の安定を図るため、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置
に関する法律及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づき、その
復旧に対して補助する。

２　施策の実施状況
　　　　　　　　　　　　箇所数　　　　　　事　業　費　　　　　　　補　助　金
　５年災　　　農地　　　３５箇所　　　　　２０，００６，０００円　　　　　１０，００３，０００円
　　　　　　　施設　　　１５　　　　　　　１３，４４２，０００　　　　　　　７，４３７，６０１
　　　　　　　　計　　　　５０　　　　　　　３３，４４８，０００　　　　　　１７，４４０，６０１

３　執　　行　　額　　　 １７，４４０，６０１円　　　　
 （補助金）　　　　　

１　農業施設災
害復旧費
（Ｐ２０６）

２４１，７３７，６１４
（２８１，８０３，６１４）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １５４，１０４，９１１
耕地災害復旧事
業費
 ３０，４９０，６３４　 　　　　　　　 水田等災害復旧
事業費
 １２３，６１４，２７７
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献
献
献
献
献
験　
　

　

券
献
献
献
献
献
献
鹸　

５１，２０４，０１１
（９０，８１７，５２５）

決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ５０，９０４，０１１
一 般 財 源
 ３００，０００

耕地災害復旧事業
（農村振興課）

水田等災害復旧事業
（農村振興課）
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         １　施策の趣旨等
　台風、豪雨、洪水等の異常な天然現象によって被災した林道施設について、機能の回復及
び林業経営の安定を図るため、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する
法律及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づき、災害復旧事業
を実施する。

２　施策の実施状況
　　　　　　　　　　　　箇所数　　　　　　事　業　費　　　　　　　補　助　金
　補助営　４年災　　　　９箇所　　　　　２３，２６５，０００円　　　　　１６，１３１，０００円
　　　　　５年災　　　　１　　　　　　　５３，８１６，０００　　　　　　２７，１９６，０００
　　　　　　計　　　　　１０　　　　　　　７７，０８１，０００　　　　　　４３，３２７，０００

３　執　　行　　額 　４３，４４７，０００円　　　　
 （うち補助金　４３，３２７，０００円）　

 

　２　土木施設災害
　　　　復旧費

         １　施策の趣旨等
　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等に基づき、過年及び現年発生の災害に係る復旧
工事を行い、公共土木施設の機能回復を図る。

２　施策の実施状況
　　　　　　　箇所数　　　　　　事　業　費
　４年災　　　２７箇所　　　　　１６７，９３３，６８１円
　５年災　　　２　　　　　　　５７１，９８０，７５６
　　計　　　　２９　　　　　　　７３９，９１４，４３７

３　執　　行　　額　　 　７３９，９１４，４３７円　　　　

       １　施策の趣旨等
　土木施設災害に係る復旧工事を実施し、公共土木施設の機能回復を図る。

２　施策の実施状況
　　　　　　　箇所数　　　　　　事　業　費
　４年災　　　２２箇所　　　　　４８，６７９，０００円
　５年災　　　１５４　　　　　　　５２５，３０４，４１６

２　林業施設災
害復旧費
（Ｐ２０６）

２７７，６２５，０００
（２８８，７５２，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２３３，１９９，０００
林道災害復旧事　 　　　　　　　 業費

　
　
　
　
　

兼
献
験　
　
　
　
　

　

券
献
鹸　　　　　　　　

４３，４４７，０００
（５４，５４５，１４８）

決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４３，３２７，０００
繰　越　金
 １２０，０００

林道災害復旧事業
（森の保全推進課）

１　河川等災害
復旧費
（Ｐ２０６）

　 ３，４３６，４５５，０００
 （３，４８７，６６５，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２，００４，１５５，０００
令和５年発生土
木災害復旧事業
費　
 １，４３０，０１８，４１６　 　　　　　　　 単独災害復旧事
業費
 ５７４，１３６，５８４
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献
献
献
献
献
献
験　
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献
献
献
献
献
献
献
鹸　

　１，３１３，８９７，８５３
 （１，３５８，７８２，５３１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４９０，８２４，５０９
寄　附　金
 １０，２００，０００
繰　越　金
 ８３０，６０２
府　　　債
 ８１０，２００，０００
一 般 財 源
　 １，８４２，７４２

公共土木施設災害復旧
事業

（砂　防　課）

単独災害復旧事業
（砂　防　課）
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　　計　　　　１７６　　　　　　　５７３，９８３，４１６

３　執　　行　　額　　 　５７３，９８３，４１６円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　国直轄河川、道路等の災害復旧のために要した費用を負担し、再度災害の未然防止を図る。

２　施策の実施状況及び執行額

　　　事　業　名　　　　年　災　　　　河川名等　　　　　事　業　費　　　 

　　 　　　５年災　　由良川水系由良川　　９８，４４４，０００円　　３２，７８１，０００円

　　 　　　５年災　　淀 川 高 山 ダ ム　　８，２６０，０００　　　２，７５０，０００

　　 　過年度精算額　　　　　　　　　　　　　　　　　△３２，８０１，３７３

　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０６，７０４，０００　　　２，７２９，６２７

 

　３　庁舎等災害復
　　　　旧費

         １　施策の趣旨等
　令和５年台風７号により被災した府民利用施設などの早急な復旧を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　　　　　　　　　　　　　　箇所数　　　　　　　　　執　行　額
　庁舎等施設　　　　　　　　１０箇所　　　　　　　７９，７３１，１００円

 

２　国直轄事業
費負担金
（Ｐ２０８）

　２，７３０，０００
（２，７３０，０００）

　２，７２９，６２７
（２，７２９，６２７）

決算額の財源
内訳
府　　　債
 ２，０００，０００
一 般 財 源
　 ７２９，６２７

国直轄災害復旧事業
（砂　防　課）

執 行 額
（府負担金）

直轄河川等
災害復旧事業
直轄河川等
災害復旧事業
直轄河川等
災害復旧事業

１　庁舎等災害
復旧費
（Ｐ２０８）

９７，０６１，０００
（９７，０６１，０００）

翌年度への繰越
事業費繰越額
 １５，０００，０００
単独災害庁舎等　 　　　　　　　 復旧事業費

　
　
　
　
　

兼
献
験　
　
　
　
　

　

券
献
鹸　　　　　　　　

７９，７３１，１００
（７９，７３１，１００）

決算額の財源
内訳
府　　　債
 ７７，０００，０００
一 般 財 源
 ２，７３１，１００

単独災害庁舎等復旧事
業

   

　
　

兼
献
献
献

験      

自然環境保全課
文 化 政 策 室
スポーツ振興課
文化施設政策監付

�　

券
献
献
献

鹸   　





特 別 会 計
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 ２　港湾整備費

         １　施策の趣旨等
　京都舞鶴港の港湾施設の整備を行い、対岸諸国との物流拠点や府北部の地域振興拠点づく
りの推進を図る。

　　　　指標　　　　　　　　　　目標（令和８年）　　　　　　　　実績
　コンテナ取扱量　　　　　　　　２５，０００TEU　　　　　　　　１７，１８５TEU

２　施策の実施状況及び執行額
　　港　湾　名　　　　　　　　　施 行 場 所　 執　行　額　　　　　
　京 都 舞 鶴 港　　　　　　　　和　　　田　　　　　　　　　　７６０，０００，０００円　　　

 

１　港湾整備費
（Ｐ２６２）

１，４４６，０００，０００
（１，４６２，８７９，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ６８６，０００，０００
京都舞鶴港物流
基盤重点整備事　 　　　　　　　 業費

兼
献
献
験　

券
献
献
鹸　

７６０，０００，０００
（７７６，８７９，０００）
決算額の財源
内訳
府　　　債
 ７６０，０００，０００

京都舞鶴港物流基盤重
点整備事業

（ ）港湾企画課
港湾施設課

京都府港湾事業特別会計
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